
工事名称 木原分団屯所建設工事

工事場所 三原市木原四丁目

工事内容 木原分団屯所の新設を行う。

準　　則 公共建築工事標準仕様書（建築工事編・電気設備工事編・機械設備工事編　最新版），

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編・電気設備工事編・機械設備工事編　最新版），

建築物解体工事共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　最新版）　に基づき

施工する。

関係法令等 この工事に当たっては，次の関係法令その他に基づいて施工する。

・建築基準法，同施行令，同施行規則

・消防法，同施行令，同施行規則

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律，同施行令，同施行規則

・労働安全衛生法，同施行令，同施行規則

・建設工事公衆災害防止対策要綱

・石綿障害予防規則

・大気汚染防止法,振動規制法,土壌汚染対策法

・その他関係法令

工事保険等 　受注者は，本工事において第三者に与えた損害を補填する保険又はその他必要とする建設工事

に関連する保険等に加入しなければならない。

疑義変更 　本設計図書は，設計の大要を示すものであり，詳細部等について技術的必要事項は明記なく

とも完全に施工すること。

　施工に際して疑義を生じた場合，または軽微な変更を必要とする場合には，速やかに係員と協議

し，監督員の指示により施工すること。ただし，これらに於いて受注金額の増減はなきものとする。     

提出書類 　施工に先立ち，工事工程表，仮設計画図及び監督員の指示する書類を提出し，監督員の承認

を受けること。商品名及び製造者名が記載された材料については，当該商品又は同等品を使用

するものとし，同等品を使用する場合は，監督員の承諾を受けるものとする。また，設計図書に定め

る品質及び性能を有することの証明となる資料を提出して監督員の承諾を受けるものとする。

工　　期 　本工事は請負契約締結の後，令和5年３月27日をもって工期とする。このうち検査期間として13日

間を見込んでいる。

そ の 他     ・本工事は，近隣住民等の安全はもとより，丁寧な説明と施工により，関係者の理解と協力を得なが

　ら実施すること。

・入札に先立ち現地調査を十分に行ない，質疑がある場合は入札前に確認すること。

・行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）に定める行政機関の休日に工事の施工を

　行わない。ただし，あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合は，この限りではない。

・工事中に粉塵の発生が予想される工種については，周辺の環境対策のため散水を確実に行うこ

　と。

・工事期間中は付近の交通の安全を図ると共に，必要な場合には交通誘導員を配置し事故及び

　危険防止に努めること。

 ・周辺道路の保全及び清掃については，常に注意を払い定期的に清掃を行うこと。

・工事車両等により周辺の道路を汚した場合は，清掃を行うこと。

・工事に支障を及ぼす雨水及び湧水等の排水については，ノッチタンクにより汚泥等の処理を行っ

　たうえ，適切に排水すること。

工　事　仕　様　書   



・第三者災害防止及び飛散防止対策のため，必要に応じて監督員の指示する範囲に，バリケード

　等を設置すること。また，苦情等発生した場合にはこれに対応すること。

・台風等の強風が見込まれる場合，事前に足場等の養生シートを折りたたむなど対策を施すこと。

・工事に係る電気，水道及び下水道料金等は受注者の負担とする。

・施工面積（外構工事含む）が3,000㎡以上の場合，土壌汚染対策法第4条第1項に規定する届け

　出を工事着手30日前までに所轄官庁へ提出すること。

・官公署その他への手続きは受注者の負担で遅滞なく行うこと。

・施工箇所周囲の備品，機器等については，養生及び清掃等を確実に行うこと。

・図面に明示されていない事項であっても，工事上必要とされる事は工事範囲とする。

・工事に伴い各種申請手数料等が発生した場合は受注者の負担とする。

・配筋検査は，受注者による自主検査を行ったうえ，監理者及び監督員による検査を受検すること。

　なお，これらの検査は，種類，径及び数量については全数検査を行うこと。

・本工事の外注資材，労務等の調達については，極力，三原市内に主たる営業所を有する業者に

　発注すること。困難な場合は，あらかじめ，理由を添えて発注者の承認を受けること。

・外部足場等に過剰な宣伝広告はしないこと。

・受注者事務所，休憩所及び便所等は関係法令に従って設けること。
・工事完了後，完成図として製本図面（二つ折り・A3縮小版）を３部提出すること。
・以下の設計図面は，A3版をA4版に縮小している。（縮小率約70.7％）
・杭等の図面にない地中工作物が発見された場合は，位置や寸法の記録を完成図書に加えること。
・広島県工事中情報共有システムを利用すること。なお，本工事にシステム利用料金を見込む。
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髙木　洋志 図面リスト

1／50

1／200

1／50

1／50

1／100

縮尺

衛生設備　機器表・凡例・桝リスト・勾配図・１階平面図

換気設備　機器表・１階平面図

図面番号 図面名称 縮尺図面番号 図面名称 縮尺

図面リスト

特記仕様書－１

特記仕様書－２

特記仕様書－３

特記仕様書－４

特記仕様書－５

図面番号 図面名称

Ａ－０００

Ａ－００１

Ａ－００２

Ａ－００３

Ａ－００４

Ａ－００５

Ａ－００６

Ａ－００７

Ａ－００８

Ａ－００９

Ａ－０１０

Ａ－０１１

Ａ－０１２

Ａ－０１３

Ａ－０１４

Ａ－０１５

Ａ－０１６

Ａ－０１７

Ａ－０１８

Ａ－０１９

Ａ－０２０

Ａ－０２１

Ｓ－００１

Ｓ－００２

Ｓ－００３

Ｓ－００４

Ｓ－００５

Ｓ－００６

Ｓ－００７

Ｓ－００８

Ｓ－００９

Ｓ－０１０

Ｓ－０１１

Ｓ－０１２

Ｓ－０１３

Ｓ－０１４

Ｅ－００１

Ｅ－００２

Ｅ－００３

Ｅ－００４

電気設備特記仕様書

配置図

図面リスト

案内図・付近見取図

設計概要・外部仕上表

特記仕様書－６

特記仕様書－７

特記仕様書－８

特記仕様書－９

特記仕様書－１０

内部仕上表・求積図

配置図 1／100

1／50

立面図

平面図・断面図

1／50

1／100

天井伏図・屋根伏図

1／50,000・1／4,000

1／100

1／50

建具表・法規チェック

平均地盤面算定図 1／50

外構図 1／50

仮設計画図 1／50

構造特記仕様書（１）

構造特記仕様書（２）

構造特記仕様書（３）

構造特記仕様書（４）

構造関係共通図［配筋標準図その１］

構造関係共通図［配筋標準図その２］

構造関係共通図［配筋標準図その３］

構造関係共通図［配筋標準図その４］

構造関係共通図［配筋標準図その５］

構造関係共通図［配筋標準図その６］

スウェーデン式サウンディング試験位置図・柱状図

基礎伏図・断面図・アンカーボルト位置図 1／20・1／100

基礎リスト・地中梁リスト・床版リスト 1／30

1／30雑配筋図

М－００１

М－００２

М－００３

М－００４

М－００５

特記仕様書（一般共通事項）

特記仕様書（工種別事項）

照明器具姿図　分電盤単線接続図

幹線・電灯コンセント・弱電設備配線図

衛生設備　配置図



２．工事場所　：広島県三原市木原四丁目

「広島県グリーン購入方針」に掲載されている品目については，他の特記事項及び図面表記の範囲内で，

快適トイレチェックシートの様式は，「広島県の調達情報」の「様式集＞建設工事関係_その他の契約

また，完成検査までに提出するアンケートは，「広島県の調達情報」の「入札・契約制度> 入札・契約

　　　有システムの対象である。なお，運用にあたっては「広島県工事中情報共有システム運用ガイド

広島県工事中情報共有システム（http://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/asp/index.html）

※建設工事公衆災害防止対策要綱　　※建設副産物適正処理実施要領（広島県土木局制定）

※建築工事安全施工技術指針　　　　※再生資源利用促進実施要領（広島県土木局制定）

１）本工事で発生した建設廃棄物は，広島県（環境県民局）及び保健所設置政令市等（広島市，呉市，

３）本工事で発生する建設廃棄物のうち，広島県内の最終処分場に搬入する建設廃棄物については，

　　広島県産業廃棄物埋立税が課税されるので適正に処理すること。なお，広島県産業廃棄物埋立税
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特記仕様書－１

※建築工事標準詳細図（最新版）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（以下「標準詳細図」という）

※建築構造設計基準及び同解説　国土交通大臣官房官庁営繕部監修（最新版）

※県産木材の利用促進に関する指針
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５ ８ 化学物質の濃度測定Ⅰ．工　事　概　要 仕　様　書 １９ 設計ＧＬ ※図示による　・（　　　　）

本工事の建物内部に使用する建築材料等は、設計図書に規定する品質及び性能を有すると共に、次の （１．５．９）

１）から４）を満たすものとする ２０ 耐荷重及び耐外力 外壁ＡＬＣパネル工事，外壁押出成形セメント板工事，合成高分子系ルーフィングシート防水工事（機

１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、 械的固定工法），外壁石取付け（乾式工法）工事，屋根葺き（長尺金属板，折板，粘土瓦）工事，アル

その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、 ミニウム製笠木工事，ガラスブロック積み工事において，施工計画書により工法を定める際の，建築基

アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定す 準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

る「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する 風圧力

２）接着剤及び塗料にトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する

３）接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しな 地表面粗度区分　・Ⅰ　・Ⅱ　・Ⅲ　・Ⅳ

い難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する 積雪荷重　平成12年５月31日　建設省告示第１４５５号における区域　別表（　　　　）

４）１）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類等は、ホルムアルデヒド、

　　アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする ２１ 検査記録 杭地業工事，鉄筋工事，コンクリート工事，鉄骨工事については，次の内容を記載した検査記録を整備

また、設計図書に規定する「ホルムアルデヒド放散量」の区分において，「規制対象外」とは次の① すること

又は②に該当する材料を指し，同区分「第三種」とは③又は④に該当する材料を指す。 *工事完了通知書第４面及び照合方法が確実に行われていることを証明する書類（ＩＣＢＡ（建築行政

ホルムアルデヒド放散量　規制対象外７．調査協力について  センター）の「構造審査・検査の運用解説」第５章資料に示す「施工状況報告書等」に記載する内容）

①建築基準法施行令第２０条の第７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

　発散建築材料以外の材料

②建築基準法施行令第２０条の第７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③建築基準法施行令第２０条の第７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④建築基準法施行令第２０条の第７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号）に基づき制定された

環境負荷を低減できる材料を優先的に選定するよう努めるものとする

６ 材料の品質等

（１．４．２） １）本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能を有

するものとする

２）備考欄に商品名が記載された材料は，当該商品又は同等品を使用するものとし，同等品を使用す

る場合は監督職員の承諾を受ける。

３）標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法については，材料の製造所の指定する工法とする。

４）本工事に使用する材料のうち、５）に指定する材料の製造業者等は、次の（１）～（６）の事項８．公衆災害防止措置
を満たすものとし、その証明となる資料（外部機関が発行する証明書の写し）を監督職員に提出し（１）工事に際し工事関係者以外の第三者の生命・身体及び財産の危害並びに迷惑を防止する
て承諾を受けるものとする。ただし、あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合はこの限りではない　　　ために必要な措置を執ること。
(１)品質及び性能に関する試験データが整備していること

(２)生産施設及び品質の管理が適切に行っていること

(３)安定的な供給が可能であること

(４)法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること９．現状復旧
(５)製造又は施工の実績があり、その信頼性があること工事に際し隣接建築物等に損傷を与えた場合は，速やかに現状復旧を行うこと。
(６)販売、保守等の営業体制が整えていること

５）製造業者等に関する資料の提出を定める材料１０．主要資材
床型枠用鋼製デッキプレート オーバーヘッドドア（１）この工事の施工に際し，やむを得ず工事の一部（主体的部分を除く）を第三者に請負わ
鉄骨柱下無収縮モルタル 防水剤

無収縮グラウト材 現場発泡断熱材　　　るものとする。
乾式保護材 フリーアクセスフロア

既成調合モルタル 可動間仕切　　　するものとし，予め購入先の名称・所在地及び資材名等を発注者に通知するものとする。
ルーフドレン 移動間仕切（３）当該工事に使用する砂については，海砂（県外産を含む）を使用しないこと。
吸水調整材 トイレブース

アルミニウム製建具 煙突用成形ライニング材Ⅱ．建築工事仕様
１．共通仕様 鋼製建具 天井点検口

（１）図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築工事標準仕様書（建築 鋼製軽量建具 床点検口

　　　工事編）平成３１年版」（以下「標準仕様書」という。）による。 ステンレス製建具 グレーチング

　　　図面、本特記仕様書及び標準仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共建築改修工事 錠前類 屋上緑化システム

　　  標準仕様書（建築工事編）平成３１年版」（以下「改修標準仕様書」という。）による。 クローザ類 トップライト

（２）建築基準法に基づく完了検査（中間検査含む）が必要な工事の場合，受注者は完了検査（中間検査含む）時には，官公署 自動扉機構 エポキシ樹脂

　　　（建築主事等）が求める検査に必要な書類（報告書）等を用意する。 自閉式上吊り引戸機構 ポリマーセメントモルタル

重量シャッター 既成調合目地材

２．特記仕様 軽量シャッター 鋳鉄製ふた

（１）項目は番号に○印のついたものを適用する

（２）特記事項は○印のついたものを適用する

　○印と　※　印のついた場合は共に適用する

（３）項目に記載［　　］の内表示番号は、改修標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。 ７ 技能士 工事種目 技能検定職種

　（　　）の内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。 （１．５．２） 仮設工事 とび

（４）関係法令の改正等により（条例を含む）、工事内容が法令等に抵触する恐れがあることを認識した場合には、その対応等に 鉄筋工事 鉄筋施工

　ついて、監督職員と協議すること。 コンクリート工事 型枠施工

（５）材料及び製造所等の記載は順不同である コンクリート圧送施工

鉄骨工事 鉄工

とび

コンクリートブロック ブロック建築

Ａ Ｌ Ｃパネル工事 エーエルシーパネル施工

防水工事 防水施工

特　　記　　事　　項項　　目章

敷地の位置

石工事 石材施工

タイル工事 タイル張り

適用基準等 木工事 建築大工

屋根及びとい工事 建築板金

金属工事 内装仕上施工

建築板金

左官工事 左官

建具工事 サッシ施工

ガラス施工

自動ドア施工

カーテンウォール工事 カーテンウォール施工

サッシ施工

ガラス施工

監督職員の確認を受けた後に登録機関に登録申請し，登録機関発行の「登録内容 塗装工事 塗装

監督職員に提出しなければならない。また，途中変更時の登録が必要な場合とは，工期の 内装工事 内装仕上げ施工

表装

排水工事 配管

舗装工事 路面表示施工

植栽工事 造園

※技能士においては，積極的な活用を図ること。

９ 工事写真等 監督職員

（１）工程写真

工事の進捗に伴い工事全体状況及び主要工程の写真（カラー・サービス版）を期間別工事工程報告書

に添付するものとする

（２）工事中写真

水中又は地下に埋設される部分，その他完成後外部から検査・確認する事が出来なくなる部分，及び

【提出部数】：1部

（３）完成写真

監督職員

（４）その他の写真

監督職員隣接建物等に損傷のおそれがある場合は，施工前・施工後の写真（カラー・キャビネ版）を

の指示により提出するものとする

（５）保管

１０ 完成時の提出図書 ※提出を要する　　完成図書：１部

（１．７．１～３） 竣工図の種類（※全て　・　　　）

竣工図作成方法　CAD（ＣＡＤデータの提出（※要　・不要））

の指示による

　下記のものを　　　　に提出する。工事中写真及び完成写真の撮影は国土交通省大臣官房官庁営繕部

　策定の「営繕工事写真撮影要領」によるものとする。

原図　・普通紙　※ 不要

竣工図は原則としてCADにて修正を行い，施工図・保全に関する資料で必要なものの提出は監督職員

【完成写真の撮影業者】・　　　　の承諾する撮影業者

　　測定し、厚生労働省が定める指針値以下であることを確認し、監督職員に報告する

　　パッシブ型採取機器を用いて測定を行う場合には、次の要領で測定及び分析を行う

①３０分間換気

測定対象室のすべての窓及び扉（造り付け家具、押し入れ等の収納部分の扉を含む）を開放

し、３０分間換気する

②５時間閉鎖

①の後、測定対象室すべての窓及び扉を５時間閉鎖する。ただし、造り付け家具、押し入れ

等の収納部分の扉は開放したままとする

③測定

イ　②の状態のままで測定する

ロ　測定時間は、原則として２４時間とする。ただし、工程等の都合により、２４時間測定

が行えない場合は、８時間測定とする。なお、８時間測定の場合は、午後２時～３時が

測定時間帯の中央となるよう、１０時３０分～１８時３０分までの時間帯で測定する

ハ　測定回数は１回とし、複数回の測定は不要とする

１）ホルムアルデヒド、スチレン、トルエン、キシレン、エチルベンゼンの室内濃度を

測定対象室及び測定箇所数は図示による。

④分析

測定対象化学物質を採取したパッシブ型採取機器を分析機関に送付し、濃度を分析する

⑤その他

監督職員から測定方法に関する注意事項等の指示を受けること

２）木材の防腐・防蟻処理剤は，クロルピリホス，ダイアノジン及びフェノブカルブを含有しない

　　薬剤とし，加圧式防腐・防蟻処理等は工場で行い十分乾燥させた後現場に搬入する

３）保温材，断熱材，緩衝材については，ホルムアルデヒドを発散しないか発散が極めて少ないＦ

４）塗料，壁紙，仕上塗材，合板，接着剤等で屋内に面するものについては，ホルムアルデヒドを

　　発散しないか，発散が極めて少ないＦ☆☆☆☆等級のものとする

　　若しくは極めて少ないものを選択するように努め，１）の規定を満たすこと

☆☆☆☆等級のものとする

技能検定作業

とび作業

鉄筋組立て作業

型枠工事作業

コンクリート圧送工事作業

構造物鉄工作業

とび作業

コンクリートブロック工事作業

エーエルシーパネル工事作業

アスファルト防水工事作業

ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

アクリルゴム系塗膜防水工事作業

合成ゴム系シート防水工事作業

塩化ビニル系シート防水工事作業

セメント系防水工事作業

シーリング防水工事作業

改質アスファルトシートトーチ工法

防水工事作業

ＦＲＰ防水工事作業

石張り作業

タイル張り作業

大工工事作業

内外装板金作業

鋼製下地工事作業

内外装板金作業

左官作業

ビル用サッシ施工作業

ガラス工事作業

自動ドア施工作業

金属製カーテンウォール工事作業

ビル用サッシ施工作業

ガラス工事作業

建築塗装作業

プラスチック系床仕上げ工事作業

カーペット系床仕上げ作業

ボード仕上げ工事作業

壁装作業

建築配管作業

溶融ペイントハンドマーカー工事作業

加熱ペイントマシンマーカー工事作業

造園工事作業

　本工事は工事中及び竣工後，次の調査を行うため，発注者より連絡があれば対応すること。

（１）公共事業労務費調査…工事中に実施（調査票等の記入提出，発注者の調査実施への協力等）

　　　発注者の調査実施への協力等）

（２）契約不適合調査…建設工事請負契約約款第４６条の５に定める期間内
（３）公共建築物木材利用事例調査票…工事中に実施（調査票等の記入提出，

１１ 電子納品 ※電子納品対象工事とする

電子納品とは，「調査，設計，工事などの各業務段階の最終結果を電子データで納品すること」をい

う。ここでいう電子データとは，「営繕工事電子納品要領（以下，要領という）」に基づいて作成

されたものを指す

成果品については，「要領」に基づいて作成した電子成果品を電子媒体で提出する。「要領」で特に

記載がない項目については，原則として電子データを提出する義務はないが，「要領」の解釈に疑義

監督職員がある場合は　　　　と協議の上，電子化の是非を決定する

また，成果品提出の際には，ウイルス対策を実施したうえで提出すること

１２ 工事中情報共有 （１）本工事は，受発注者間の情報を電子的に交換・共有することにより，業務の効率化を図る情報共

システム

　　　ライン」に基づき実施すること

（２）本工事で使用する情報共有システムは次とする

（３）　　　　及び受注者が使用する情報共有システムのサービス提供者（以下「サービス提供者」と監督職員

　　　いう）との契約は，受注者が行い，利用料を支払うものとする

（４）受注者は，　　　　又はサービス提供者から技術上の問題点の把握，利用にあたっての評価を行監督職員

　　　うためのアンケート等が求められた場合，協力しなければならない

１３ 施工図及び施工計画書 提出した施工図及び施工計画書の著作に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする

（１．７．２）

１４ 設備工事との取り合い （施工範囲）

※図示した鉄筋コンクリート部の貫通孔

※図示した壁，天井の仕上げ材，下地材切り込み及び下地補強

※自動閉鎖装置設置箇所の切り込み及び補強

１５ 施工中の安全確保 ・同一場所で別契約の関連工事が行われる場合は，労働安全衛生法第３０条第２項に基づき，当該工事

　について，同条第１項に規定する措置を講ずべき者として本工事現場代理人を指名する

・労働安全衛生法第１５条に基づく統括安全衛生責任者を選任したときは，本契約後直ちに「統括安全

　衛生責任者選任届出書」（任意様式）を提出すること

１６ 工程報告 別紙様式による期間別工事工程報告書を毎月２回１部提出すること

１７ 保証書 次の工事について保証書を提出すること

工事区分 材料名 保証年限 備考

・防水工事 ・アスファルト防水 年

・改質アスファルト防水 年

・合成高分子ルーフィング防水 年

・塗膜防水 年

・屋根工事 ・長尺金属板葺き 年 漏水の場合等

・折板葺き 年 漏水の場合等

・瓦葺き 年 漏水の場合等

・防錆工事 年

・特殊床工事 ・フローリング及び塗装 年

・プール工事 ・プール本体 年 ・ｱﾙﾐ・ｽﾃﾝﾚｽ・FRP

・塗装（通常塗装の場合） 年

・植栽工事 ・活着 年 枯死の場合

１８ 中間技術検査 ※行う（回数及び時期については　　　　の指示による）　　・行わない監督職員

漏水の場合等

漏水の場合等

漏水の場合等

漏水の場合等

　工事完了時の建物使用に関する資料は，監督職員が指定する様式で作成する。

工事完了時の建物仕様に関する資料（保全マネジメントシステム）

図面，本特記仕様書，標準仕様書及び改修標準仕様書に記載のない事項は次による

・建築物解体工事共通仕様書　平成31年版　国土交通省大臣官房官庁営繕部

受注者は，受注時又は変更時において請負金額が５００万円以上の工事について，工事実績情報サービ

ス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき，受注，変更，竣工，訂正時に工事実績情報として「工事実

績データ」を作成し，

確認書」を

変更，技術者の変更があった場合とする。

工事実績情報の登録

（１．１．４）

電気保安技術者

（１．３．３）

発生材の処理等

（１．３．11）

※配置する

・引き渡しを要するもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・特別管理産業廃棄物（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・現場において再利用を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　）

・再生資源化を図るもの

・コンクリート塊　・アスファルトコンクリート塊　・建設発生木材

・上記以外　１．３．８（ｂ）（３）及び監督職員との協議による。

　　福山市）が廃棄物処理法に基づき許可した適正な施設（許可対象とならない中間処理施設にあっ

　　ては，廃棄物処理法に定められた基準に従った適正な施設）で処理すること。ただし，建設廃棄

　　物が破砕等（選別を含む）により有用物となった場合，その用途に応じて適切に処理すること。

　　（原則，県内処分）

２）本工事における再資源化に要する費用（運搬費を含む処分費）は，前記（１）に掲げる施設のう

　　ち受入れ条件が合うものの中から，運搬費と受入れ費（平日の受入れ費用）の合計が最も経済的

　　になるものを見込んでいる。従って，正当な理由がある場合を除き，再資源化に要する費用（単

　　価）は変更しない。

　　は見込んでいる。

環境への配慮

（１．４．１）

化学物質を放散させる建築材料等

材料・機材等の品質及び性能

・

・

・都市計画区域内（・市街化区域　・市街化調整区域）　・都市計画区域外

防火地域　・防火　・準防火　・指定無し

０
　
法
規
制

１
　
一
般
共
通
事
項

１

１

２

３

４

２２

※建物基本情報
※型式台帳

・

・　○印のつかない場合は、※印のついたものを適用する

２
　
仮
設
工
事

５）屋内に面して用いる材料は，上記２）～４）に適合した上で，揮発性有機化合物の発散が無い

（２）上記について，建設工事公衆災害防止対策要綱（令和元年９月２日付け改正国土交通省告示
　　　496号）」に基づき実施すること。

【撮影箇所】建物外観各方向，主要箇所，主要室内その他監督職員が指示する箇所

びその他監督職員が指示する箇所は，Ａ４版写真台帳にまとめて完成検査日までに提出するものとする

なお，11　電子納品で対象工事である場合は，加えて電子成果品を　２部提出すること

工事写真のデータは，受注者において工事完成後２年間保管すること

６

７

工事現場の表示

交通誘導員

※ 設ける　　　　・ 設けない監督職員事務所等2 （２．３．１）

　現場に設置する備品等は、現場説明書の施工条件明示による

3

4

５

工事用水 構内既存の施設　　※ 利用できない　・ 利用できる（ ※ 有償　　・ 無償）

工事用電力 構内既存の施設　　※ 利用できない　・ 利用できる（ ※ 有償　　・ 無償）

仮囲い等の安全施設 別紙設計図による

※工事名等の表示板（900mm×600mm）　　・工事概要等の説明看板（900mm×600mm）

※配置する　　・配置しない

・（　　　　　　　　）作業期間　（　　）人／日

現場の見えやすい位置に，監督職員が指示する次の表示板を設置する

別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における2の(2)手すり据置き方式

又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

（２．２．４）

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの足場その他1

コンクリートの試験 ※コンクリートの強度試験

（6.9.1～6） 　公的機関又はこれに準ずる機関で行う。ただし，調合管理強度の管理試験用及び型枠取外し時期の

　決定用については，生コン工場試験室でもよい

８ 快適トイレモデル工事 本工事は快適トイレモデル工事（※発注者指定型　・受注者希望型）であり，「快適トイレモデル工事

試行要領（令和４年６月１日一部改正）」に基づき実施するものとする。

関係の様式」に掲載している。

制度関係要綱」に掲載している。

１．工事名称　：木原分団屯所建設工事

５．工事種目　：新築工事

４．構造規模　：建築面積 62.10㎡　延床面積 62.10㎡

６．別途工事　：空調設備工事

　　　せようとする場合は，原則として三原市内に主たる営業所・本店を有する業者に発注す

（２）主要資材を購入しようとする場合は，極力三原市内に営業所・本店を有する業者に発注

用途地域　（　準工業地域　）

その他の区域，地域，地区，街区　（　法２２条区域　）

３．敷地面積　：103.55㎡

【規格・提出部数】※Ａ４版クリアファイル　　部　　・Ａ４版写真台帳　　１部

竣工図　二つ折製本（・ A１版　　部　・A２版　　部　・ A３版　　３部）

風速　　Ｖｏ＝３２ｍ／ｓ

※大型車両進入時　（２）人／日　　・常時配置　（　　）人／日



（３）吸水率試験は、JIS A 5430「繊維強化セメント板」に準じて行う。

　　　　　Ｌ1：乾燥時の標線間の長さ（ｍｍ）　　 Ｌ2  ：吸水時の標線間の長さ（ｍｍ）

1 アスファルト防水 屋根保護防水 （９．２．２～５）（表９．２．３～６）
　　20±3℃の水中で約1時間の融解を行う約3時間を1サイクルとする。 3 合成高分子系ルー 屋根防水

　防水層の種別
　防水層の種類 （９．４．２～４）（表９．４．１～３）フィングシート防水（７）耐衝撃性能試験は、JIS A 1408「建築用ボード類の曲げ及び衝撃試験方法」の衝撃性試験に

種別 施工箇所 断熱材 絶縁用シート 立上り部の保護方法
種別 施工箇所 断熱材 仕上塗料 高日射反　　準じて行う。試験体の支持装置は、記号S２対辺単純支持方法による。

・Ａ－１ ※ポリスチレン ※乾式保護材
種類 使用量 射率防水　　　 　　試験体の大きさは、4号（長さ400ｍｍ，幅300ｍｍ）とする。おもりは、鋼製のなす形おもり

　フィルム・Ａ－２ ・コンクリート
　　とし、記号（Ｗ１－1000）、質量1,000gとする。試験体を支持装置で支持して、堅固な床に水

　厚さ ・Ａ－３ 　押え
・Ｓ－Ｆ１ ・ ・ ・適用する　　水平に置き、おもりを試験体のほぼ中央の鉛直上1.0ｍから試験体の弱点部に自然落下させ、

　0.15ｍｍ以上・Ｂ－１ ・れんが押え
※製造所の　　裏面に達する穴の「有・無」を確認する。金属複合板の残留変形量は、最大くぼみ深さを測定

・Ｂ－２ ・ 　※JIS R 1250
　仕様による　　する。

・Ｂ－３ 　・
・Ｓ－Ｆ２ ・適用する

・ＡＩ－１ （材質）JIS A 9521（建築用断熱 ※フラットヤー
・Ｓ－Ｍ１ ・ ・ ・適用する屋根露出防水 （表９．２．７～８）

・ＡＩ－２ 　　　材）に基づく押出法ポリス 　ンクロス
※製造所の　防水層の種別

・ＡＩ－３ 　　　チレンフォーム断熱材３種 　70／ｍ2程度
　仕様による仕上塗料 高日射反

・ＢＩ－１ 　　　ｂＡ（スキン層付き） ・
・Ｓ－Ｍ２ ・適用する種別 施工箇所 断熱材 種類 使用量 射率防水

・ＢＩ－２ （厚さ）（ｍｍ）
　　　 

・ＢＩ－３ 　　　　※25　・50　
・Ｓ－Ｍ３ ・適用する・Ｄ－１ ・適用する

改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ
・Ｄ－２ ・適用する

　※ 標準仕様書表9.2.3から表9.2.6による
・ＳＩ－Ｆ１ 標準仕様書9.4.2(3)(ｴ)(b)による ・ ・ ・適用する・Ｄ－３ ・ ・ ・適用する

　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ
 (種類）※硬質ウレタンフォーム断 ※製造所の・Ｄ－４ ※製造所の ・適用する

　　　用途による区分　　
　　　　　熱材２種２号 　仕様による・ＤＩ－１ 　JIS A 9521(建築用断熱材)に基 　仕様によ ・適用する

　　　材料構成による区分　　※ R種
・ＳＩ－Ｆ２ 　 　 　 　 ・適用する　づく発泡プラスチック断熱材 　る

　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上）
（厚さ）(ｍｍ） ※25　（種類）

　・
標準仕様書9.4.2(3)(ｴ)(a)による ・ ・ ・適用する・ＳＩ－Ｍ１　※硬質ウレタンフォーム断熱材部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ
 (種類）※硬質ウレタンフォーム断 ※製造所の・ＤＩ－２ 　　２種２号 ・適用する

　※ 標準仕様書表9.2.5から表9.2.6による　
　　　　　熱材２種２号 　仕様による　・　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ

・ＳＩ－Ｍ２ 　 　 　 　 ・適用する　　　用途による区分　　
（厚さ）(ｍｍ) ※25　（厚さ）（ｍｍ）　　　材料構成による区分　　※ R種

　　　　※25　・50　　　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上） ＳＩ－Ｆ１、ＳＩ－Ｆ２、ＳⅠ－Ｍ１及びＳⅠ－Ｍ２における防湿用フィルムの設置
　・

改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ 　※ 設置しない　　・ 設置する
平場の保護コンクリートの厚さ

　※標準仕様書表9.2.7から表9.2.8による ＳＩ－Ｍ２の絶縁用シートの材種
　こて仕上げ　　※ 水下　80ｍｍ以上　　

　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ 　・ 発泡ポリエチレンシート　　
　床タイル張り　※ 水下　60ｍｍ以上　　 　　　用途による区分　　

Ｓ－Ｍ２及びＳＩ－Ｍ２の立上り部の工法
　　　材料構成による区分　　※ R種

　※ 接着工法（立ち上がり面のシートの厚さ　※ 1.5ｍｍ　　・　　　　）　・ 機械的固定工法
　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上）

乾式保護材 　・ 屋内防水
　窯業系パネル：無石綿の繊維質原料等を主原料として、板状に押出成形しオートクレーブ養生し

　防水層の種別部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ
　　　　　　　　たもの。

保護層　※標準仕様書表9.2.7から表9.2.8による
　金属複合板：金属板と樹脂を積層一体化したもの。

種別 施工箇所 平場のモルタル塗り 立上り部の保護　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ

塗厚（ｍｍ） 工法 モルタルの塗厚　　　用途による区分　　
（品質・性能）

・ Ｓ－Ｃ１ ・ ・ ・ 床塗り ※ 7ｍｍ以下　　　材料構成による区分　　※ R種
・ 窯業系パネル ・ 窯業系パネル ・ 金属複合板

・ 下地モルタル塗り ・　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上）
分類・規格 　 Ⅰ類    Ⅱ類

　・ ・
  （寒冷地仕様）   （一般地仕様）

屋内防水で平場を保護コンクリート仕上げとする場合の厚さ　
寸法（ｍｍ） 厚さ（ｍｍ） 絶縁断熱工法のルーフドレン回り及び立上り部周辺の断熱材の張りじまい位置

幅（ｍｍ） 　※ 図示　

寸法の許容差 厚さ：＋10％、－5％、幅：±1％ 脱気装置の種類　※ アスファルトルーフィング類の製造所の仕様　　・　　　　 合成高分子系ルーフィングシートの種類及び厚さ
－出荷時の含水率 出荷時において10％以下 脱気装置の設置数量　　※ アスファルトルーフィング類の製造所の仕様　　・　　　（個） 　※ 標準仕様書表9.4.1から表9.4.3による

550以上 450以上 300以上曲げ強さ・曲げモーメ 標準時
　・JIS A 6008に基づく種類及び厚さ

ント（Ｎ・ｃｍ） 凍結融解完 400以上（300） 320以上（200)） 250以上（300） 屋内防水 （表９．２．９） 　　　種類　　
（スパン40ｃｍにおけ 了時 　防水層の種別 　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上）
　る単位幅1ｃｍあたり （試験サイ 種別 施工箇所 種別 施工箇所 　・
　の曲げモーメント）   クル数） ・ Ｅ－１ ・ Ｅ－２ 固定金具の材質及び寸法形状　
吸水率（％） 20以下 20以下 1以下 Ｅ－１の場合で工程３を行う部位（ ※ 貯水槽、浴槽等常時水に接する部位　　・　　　　　　　） 　※ 防錆処理した鋼板、ステンレス鋼板又はそれらの鋼板の片面若しくは両面に樹脂を積層加工
吸水による長さ変化率(％) 0.07以下 0.07以下 0.01以下 保護層　　・ 設ける（※図示　・　　　　　　　　） 　　 したもので、厚さ0.4ｍｍ以上のもの
難燃性 不燃 不燃 表面材は不燃 防水層の下地の立上り 　・
耐凍結融解性能 ３００サイクル ２００サイクル ３００サイクル後、著しい 　※ コンクリート打放し仕上げ　標準仕様書表6.2.4の種別Ｂ種 接着工法の場合の脱気装置の種類　　※ ルーフィングシートの製造所の仕様　　・　　　　

後、著しい割れ、後、著しい割れ、割れ、剥離がなく、外観 　・ 接着工法の場合の脱気装置の設置数量　　※ ルーフィングシートの製造所の仕様　　・　　（個）
剥離がなく、外 剥離がなく、外 上の異常がないこと。

立上り部の押え金物の材質、形状及び寸法 プレキャストコンクリート部材下地の目地処理（接着工法の場合）観上の異常が 観上の異常が （明らかに吸水しないと
ないこと。 ないこと。 認められるものは耐凍結 　※ アルミニウム製　L-30×15×2.0ｍｍ程度　 　・ 行う（※図示　　・　　　　　　　　）　・ 行わない

融解試験を省略できる。）
防水層の下地のモルタル塗り プレキャストコンクリート部材の入隅部の増張り（種別S-F1、SI-F1の場合）

　※適用しない　　・ 適用する（施工範囲　※ 図示　・　　　　　　　　） 　・ 行う（※図示　　・　　　　　　　　）　・ 行わない
耐衝撃性能 質量500（窯業系パネルⅠ類は 質量500のなす形おも

屋上排水溝　※ 図示　　 機械的固定工法の場合の一般部のルーフィングシートの張付け
1,000）のなす形おもりを高さ りを高さ1.0ｍから試験

　1章 15 適用区分による風圧力の（ ・ 1　　・ 1.15　　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法
1.0ｍから試験体の弱点部に落と 体の弱点部に落とした

2 改質アスファルト 屋根露出防水
したとき、裏面に達する穴があか とき、裏面に達する穴

シート防水 4 塗膜防水 防水層の種類 （９．５．３）（表９．５．１、２）　防水層の種別 (９．３．２～３）（表９．３．１～３)
ないこと。 があかないこと。残留

高日射 仕上塗料 保護層 高日射反種別 施工箇所 断熱材 防湿用 仕上塗料
変形量1/100以下。

種別 施工箇所 種類 使用量 射率防水シート 種類 使用量 反射率

　　　 防水

・Ｘ－１ ※２成分形アクリル ・ ・適用する　　 
剛性（E×I） － － 80,000Ｎ・ｃｍ2以上

　ウレタン樹脂系 ※製造所の仕様による・ＡＳ－Ｔ１ ・適用する
（スパン40ｃｍ幅30ｃｍの中央曲げ

・ふっ素樹脂系・ＡＳ－Ｔ２ ・適用する
　時に荷重720Ｎの時、たわみ4ｍｍ

・Ｘ－２ ・アクリルシリコン ・ ・適用する・ＡＳ－Ｔ３ ・ ・ ・適用する
　以下となる剛性）

　樹脂系 ※製造所の仕様による・ＡＳ－Ｔ４ ※製造所・適用する
（試験方法）

　・ ・・ＡＳ－Ｊ１ 　の仕様・適用する
（１）寸法の測定方法

・Ｙ－１ ※地下外壁防水　・ＡＳＩ－Ｔ１ 　JIS A 9521(建築用断熱 ・設ける 　による・適用する
　　（厚さ）供試体の周辺から20ｍｍ以上内側の四隅を0.05ｍｍまで測定できる測定器で測り、4

・　材)に基づく発泡プラス 　（改質アス
　　点の平均値を求めてパネルの厚さとする。

・Ｙ－２ ※屋内防水 ・適用する・ＡＳＩ－Ｊ１ 　チック断熱材 　ファルトシ ・適用する
　　（幅）供試体を平らな台に置き、供試体のほぼ中央１箇所の幅寸法を、JIS B 7512「鋼製巻尺」

・ ・適用しない（種類） 　ートの製造
　　に規定する目量が1ｍｍの1級コンベックスルール又は、JIS B 7516「金属性直尺」に規定する

Ｘ－１（絶縁工法）の脱気装置の種類　　※ 主材料の製造所の仕様　　・　　　　　※硬質ウレタンフォーム 　所の仕様に
　　目量が1ｍｍの1級直尺を用いて測定する。

Ｘ－１（絶縁工法）の脱気装置の設置数量  　※ 主材料の製造所の仕様　　・　　　（個）　　断熱材２種２号 　よる）
（２）曲げ強度試験は、JIS A 1408「建築用ボード類の曲げ及び衝撃試験方法」による。試験体は

Ｙ－１、Ｙ－２の工程数及び各工程の使用量 　・　 ・設けない
　　3号試験体とする。幅及び厚さは製品寸法とし、支持スパン長さは400ｍｍとする。試験方法は

　※ 標準仕様書表9.5.2による　　・ 主材料の製造所の仕様　　
　　試験体の表面からスパン中央全幅に集中荷重を載荷し、試験体が破壊した時の最大荷重を測定

（厚さ）(ｍｍ)
　　する。同時に破壊時の中央部のたわみ量について、変位計を用いて測定する。測定項目につい

5 ケイ酸質系塗布防水 防水層の種類 （９．６．１、３）（表９．６．１、２）　※25　・50
　　ては、凍結融解試験前、同試験100、200、300サイクル完了後の合計4項目に亘って測定する。

種別 施工箇所　・
　　（窯業系パネルⅡ類は200サイクルまでとする。）なお、荷重を加える時の平均速度は、1～3

※ Ｃ－ＵＩ改質アスファルトシートの種類及び厚さ

・ Ｃ－ＵＰ　※ 標準仕様書表9.3.1から表9.3.3による　　

壁及び天井部の防水層の下地　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ
（４）難燃性試験は、JIS  A 1321「建築物の内装材料及び工法の難燃性試験方法」に準じて行う。

　　　用途による区分　　 　※ コンクリート打放し仕上げ（標準仕様書表6.2.4の種別Ｂ種）　
（５）吸水による長さ変化率試験は、試験体（幅40ｍｍ×長さ160ｍｍ×素材厚さ）を乾燥機に入

　　　材料構成による区分　　※ R種 コンクリートの打継ぎ箇所の下地処理
　　れ、その温度を60±3℃に保ち24時間経過した後取り出してJIS K 8123「塩化カルシウム（試

　※ 打継ぎ部分に対し、幅30ｍｍ及び深さ30ｍｍにＶ形にはつり、水洗い清掃した後、防水材の　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上）
　　薬）」に規定する塩化カルシウム又は JIS K 1464「工業用乾燥剤」に規定する品質に適合す

　・ 　 　製造所の指定する材料を充填 
　　るシリカゲルで調湿したデシケータに入れ、常温まで冷却する。次に、試験片の標線間隔が

粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ　　140ｍｍになるように標線を刻む。その後、1/150ｍｍ以上の精度をもつコンパレータを用いて
型枠締付け材にコーンが使用されている部位及び防水材の塗布面以外の下地処理 　※ 標準仕様書表9.3.2から表9.3.3による　　　　標線間の長さを測定し、それを基準（Ｌ1）とする。次に試験片の長さ方向を水平にこば立て
　※ 図示　　　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ　　し、その上端が水平下約30ｍｍとなるように保持して、常温の水中に浸せきする。

　　　用途による区分　　　　24時間経過した後、試験片を水中から取り出して湿布で表面に付着した水を拭き取り､再び標
6 シーリング 下表以外は、標準仕様書表 9.7.1による （９．７．２、３）（表９．７．１）　　　材料構成による区分　　※ R種　　線間の長さ（Ｌ2）を測る。

ただし、外壁タイル接着剤張り目地の場合のシーリングは１１章に、カーテンウォールの場合の　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上）　　吸水による長さ変化率（ΔＬ)は、次式によって求める。
シーリングは１７章による　・　　　　（ΔＬ)＝ （Ｌ2 － Ｌ1）/ Ｌ1×１００　　ΔＬ ：吸水による長さ変化率（％）

施工箇所 シーリング材の種類（記号）部分粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

　※ 標準仕様書表9.3.2から表9.3.3による　　
（６）耐凍結融解性能試験は、JIS A 5422「窯業系サイディング」の気中凍結水中融解法によって

　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ　　行う｡100、200、300各サイクル完了時の曲げ強度測定及び外観の状態を観察する。（窯業系パ
シーリング材表面に仕上塗材、塗装等　※行う　　・行わない　　　用途による区分　　　　ネルⅡ類は200サイクルまでとする。）
シーリング材の目地寸法　※ 標準仕様書9.7.3(1)(ｱ)～(ｳ)による　　・ 　　　材料構成による区分　　※ R種　　　凍結融解操作の試験条件は、試験片の切断小口面をあらかじめシールし、5～35℃の清水中
接着性試験　　※ 簡易接着性試験　　・ 引張接着性試験 　　　厚さ　（　　　ｍｍ以上）

　・

立上り部の押え金物の材質、形状及び寸法

　※ アルミニウム製　L-30×15×2.0ｍｍ程度　　

脱気装置の種類　※ 改質アルファルトシートの製造所の仕様　　・　　　　

脱気装置の設置数量　　※ 改質アルファルトシートの製造所の仕様　　・　　　（個）

９
　
防
水
工
事

1 埋戻し及び盛土 材料及び工法 （３．２．３）（表３．２．１）

　※ 標準仕様書表3.2.1による種別

　　　・ Ａ種　適用場所（　　　　　　）

　　　・ Ｂ種　適用場所（　　　　　　）

　　　・ Ｃ種　適用場所（　　　　　　）土質（　　　　　　　）　受渡場所（　　　　　　　）

　　　・ Ｄ種　適用場所（　　　　）

　　　　　　　（品質：細粒分（75μm以下）の含有率（重量百分率）の上限を50％未満とする。）

　・ （材料：　　　　　　　　工法：　　　　　　　　　）

2 建設発生土の処理 ※ 現場説明書の施工条件明示による （３．２．５）

・ 構内指示場所に敷き均し

・ 構内指示場所に堆積

3 山留めの撤去 鋼矢板等の抜き後の処理　※ 直ちに砂で充填する　　 （３．３．３）

山留めの存置　・ 行う（存置範囲　※ 現場説明書の施工条件明示による　・　　　　　　　　）

特記仕様書（構造関係）による

1 補強コンクリート ブロックの種類等  （８．２．２、３、５）

ブロック造 断面形状及び圧縮 正味厚さ モデュール呼び寸法（ｍｍ） 化粧の有無 適用箇所 備考

強さによる区分 （ｍｍ） 長さ 高さ

・ 空洞ブロックC（16） ・400　・200 ・無　・有

・ ・無　・有

モルタルの調合（容積比）

　※ 標準仕様書表8.2.1による　　・ セメント（　　　）：砂（　　　）

各部の配筋　　※ 図示　　

モルタル又はコンクリートで充填するブロックの範囲 　※ 図示　　

2 コンクリート ブロックの種類  （８．３．２、３）

断面形状及び圧縮 正味厚さ モデュール呼び寸法（ｍｍ） 化粧の有無 適用箇所 備考ブロック帳壁及び塀

強さによる区分 （ｍｍ） 長さ 高さ

・ 空洞ブロックC（16） ・無　・有

・ 型枠状ブロック20　　 ・無　・有

・ ・無　・有

塀の厚さ（ｍｍ）

　塀の高さが2ｍ以下　・　　　　　※120

　塀の高さが2ｍ超え　・　　　　　※150

壁鉄筋の継手、定着及び末端部の折り曲げ形状　※ 図示　　・ 

各部の配筋　　※ 図示　　

3 ＡＬＣパネル  （８．４．２～５）

パネルの区分 単位荷重 長さ 幅 耐火性能 表面 構法の種別厚さ

（Ｎ/ｍ2）（ｍｍ）（ｍｍ）（ｍｍ） 加工

・ 外壁パネル ・ 100 有（１）時間 ・平 ・Ａ種 ・Ｂ種

・ ・意匠 

・ 間仕切壁 ・ 100 ・有（１）時間 ・平 ・Ｃ種 ・Ｄ種

　　　　パネル ・ ・無 ・意匠 ・Ｅ種　

・ 屋根パネル ・ 100 有（0.5）時間

・ 　平   Ｆ種

・ 床パネル ・ 100 ・有（　）時間 

・ ・無

パネルの相互の接合部に充填する耐火目地材

  ※ パネル製造所の仕様　　

外壁、屋根パネルの構法

  1章　適用区分による風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した構法 　

パネル幅の最小限度を300ｍｍ未満とする場合　※ 図示　　

外壁、間仕切パネルの出隅及び入隅のパネル接合部並びにパネルと他部材との取り合い部の目地

幅（ｍｍ） ※ 10～20　　・　 

外壁、間仕切パネルの伸縮調整目地への耐火目地材の充填　・ 適用する　・ 適用しない

耐震性能

建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による

4 押出成形セメント板 （８．５．２～５）

（ＥＣＰ） パネルの種類 形状 厚さ（ｍｍ） 幅（ｍｍ）工法の種別 備考

・ 外壁パネル ・Ｆ（フラットパネル） ・ 50　・ 60 ・ Ａ種

・Ｄ（デザインパネル） ・ 50　・ 60 600 ・ Ｂ種

・Ｔ（タイルベースパネル） 　60 

・ 間仕切壁 ・Ｆ（フラットパネル） ・ 50　・ 60 ・ Ｂ種

　　　　パネル ・Ｄ（デザインパネル） ・ 50　・ 60 600 ・ Ｃ種

・Ｔ（タイルベースパネル） 　60 

外壁パネルの構法

  　1章 15 適用区分による風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した構法

パネル幅の最小限度を300ｍｍ未満とする場合　※ 図示　　

パネル相互の目地幅（ｍｍ）　※ 長辺8、短辺15　　

出隅及び入隅のパネル接合目地の目地幅（ｍｍ）　※ 15　　・ 

耐火構造以外の目地及び隙間の処理 　※ パネル製造所の仕様　　・　　　　

やむを得ず欠き込み等を行う場合は、下表の寸法を限度とし、欠損部分を考慮した強度を確認

した資料を提出する。

開口の大きさ 切断後のパネルの残り部分の幅

パネルに開口 短辺 ・　　　　　　・ 図示 ・　　　　　　　　・ 図示

を設ける場合 長辺 ・　　　　　　・ 図示 ・　　　　　　　　・ 図示

パネルを切り 短辺 ・　　　　　　・ 図示 ・　　　　　　　　・ 図示

欠く場合 長辺 ・　　　　　　・ 図示 ・　　　　　　　　・ 図示

耐震性能

建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による
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　　分間で予想最大荷重に達する程度とする。
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ファスナー　※ 標準仕様書表10.2.4のスライド方式に準ずる　　・　 （６）長さ変化率の試験方法1 施工 石材の割付け　　※ 図示　　 （１０．１．３、５） 3 造作用集成材 ホルムアルデヒド放散量  ※ 規制対象外　　・ （１２．２．１）
１０

あと施工アンカーの材質、寸法　　・ 　　　JIS Ａ6203「セメント混和用ポリマーディスパージョン及び再乳化形粉末樹脂」9.9 長さ粗面仕上げの場合ののみ込みとなる部分の仕上げ　　※ 図示　 ・　 ・ 「集成材の日本農林規格」による造作用集成材

石裏面処理　・ 適用する　・ 適用しない 　　　変化率に準ずる。 施工箇所 樹種 寸法 見付け材面数 見付け材面の品質 間伐材等屋内の床を本磨きとする場合のワックスがけ　・ 行う（適用場所　※ すべて　・　　　　　　）

乾式工法の場合の取付け代　※ 標準仕様書10.5.3(2)による　　 （７）曲げ強さの試験方法 （ｍｍ） の適用                                      　　・ 行わない 

石材の裏面の補強用モルタル　・ 適用する　・ 適用しない ・ 　　　　　　JIS Ａ6916「建築用下地調整塗材」の7.11 曲げ強さ試験に準ずる。 ※ １等　　・ ２等

　　　試験室の状態：試験室は温度20±2℃、湿度65±10％とする。目地
2 石材等 天然石 （１０．２．１、３）（表１０．２．１、２）

既調合目地材　外壁湿式工法の場合
施工箇所 岩石の種類 等級 形状及び寸法（ｍｍ） 厚さ 表面仕上 備考

（品質・性能）　　目地　一般目地　目地幅　　　　　※ 6ｍｍ以上　　
（ｍｍ） げの種類

項目 品質・性能 項目 品質・性能 ・ 「集成材の日本農林規格」による化粧ばり造作用集成材　　　　　　　　　　シーリング材　　・適用する　　　・適用しない
※ 床 ※ ２等品 ※ 正方形に近い矩形

保水率 30.0％以上 吸水量 50以下 施工箇所 樹種 寸法 化粧薄板の 見付け 見付け材面 間伐材等　　　　　伸縮調整目地
　（１枚の面積0.8ｍ2以下）

長さ変化率 0.2％以下（収縮） 単位容積質量 1.80ｋ/Ｌ以上 （ｍｍ） 厚さ（ｍｍ） 材面数 の品質 の適用　　　　　　位置　※ 標準仕様書表11.1.1による　・ 図示
・

・ 　　　（試験方法） 化粧薄板： ※１等　　　　　　シーリング材の目地寸法　※ 標準仕様書9.7.3(1)(ｳ)による　・図示

（１）試験の条件 芯材： ・２等　乾式工法の場合
・ 　　　　　　試験室は、温度20±2℃、湿度65±5% RHの標準状態とする。また、試験に使用する材料、 化粧薄板：　　目地　目地幅　　　　　※ 8ｍｍ以上　　

　　　器具などを、予め24時間以上標準状態に置いた後使用する。 芯材：　　　　　シーリング材　　※標準仕様書9.7による　　　・図示

（２）試料の調整
1 伸縮調整目地及び （１１．１．３）（表１１．１．１） 　　　正味質量と標準練り上がり量より、1.0～1.2Ｌの試料を練り上げるのに要する材料に相当 ・ 「集成材の日本農林規格」による化粧ばり構造用集成柱１１

ひび割れ誘発目地 位置　※ 標準仕様書表11.1.1による　　・ 図示テラゾブロック 　　　する量を計算して用意し、さらに標準加水量より用意した材料に相当する量の練り混ぜ水  施工箇所 樹種 寸法 化粧薄板の 見付け材面 間伐材等

施工箇所 種石の種類 種石の大きさ 形状に 仕上げ面 寸法 表面仕上 備考 　　　を計算して用意する。 練り混ぜは、JIS R 5201「セメントの物理試験方法」11.2に規定 （ｍｍ） 厚さ（ｍｍ） の品質 の適用
2 セメントモルタルに タイルの形状、寸法等 （１１．２．２、７） ・ 　　　（ｍｍ） よる区分 による区分 （ｍｍ） げの種類 　　　する練り混ぜ機を使用し、練りばちに用意した水を入れ、攪拌しながら30秒間に材料を投 化粧薄板：

形状/寸法 再生材料 吸水率による区分 うわぐすり 役物 色 耐凍害性 耐滑施工 種類よるタイル張り※ 大理石 ※ 1.5～12 ・ 平もの ・ 片面 　　　入し3分間練り混ぜて試料とする。 芯材：備考
（ｍｍ） の適用 Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 無ゆう 有 無 標準 特注 有 無 り性施ゆう箇所・ 花こう岩 ・ ・ 役もの ・ 両面 （３）保水性（ろ紙法）

　　 JIS R 3202「フロート板ガラス及び磨き板ガラス」に規定する磨き板ガラス（縦200ｍｍ、・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
テラゾタイル      横200ｍｍ、厚さ5ｍｍ）の上にJIS P 3801「ろ紙（化学分析用）」に規定する5 Aろ紙（直

施工箇所 種石の種類 種石の大きさ（ｍｍ） 寸法による区分 表面仕上げ 備考      径18.5ｃｍ）をのせ、その中央部に真鍮製リング型わく（内径50㎜、高さ10㎜、厚さ3㎜） ・ 「集成材の日本農林規格」以外の造作用集成材・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
の種類      を設置し、(２）で練り混ぜた試料を金べらで平滑に詰め込む。その後、直ちにリング型わく 施工箇所 樹種 寸法 見付け材面の品質 含水率 間伐材等

耐滑り性：JIS A 1509-12（セラミックタイル試験方法ー第12部：耐滑り性試験方法）で規定する※ 大理石 ※ 1.5～12 ・ 300型      上部にガラス板を当て上下を逆さにし、ろ紙部分が上部になるようにして静置する。 （ｍｍ） の適用
　　　　　C.S.R値は0.4～1.0とする。・ ・ 　　　・ 花こう岩 ・ 400型      10分後にろ紙へにじみ出した水分の広がりが最大と認められた方向とこれに直角な方向の長 ※15％以下　
標準的な曲がりの役物は一体成形とする ・ 　　　     さをノギスを用いて１ｍｍまで測定する。 試験は3回実施し、その平均値を用いて次式によ ※15％以下　
試験張り　・ 行う　※ 行わない ・ 　　　取付け用モルタル、既調合の目地モルタル、石裏面処理材、裏打ち処理材、金物の固定に使用す      り保水率を求める。 ※15％以下　
見本焼き　・ 行う　・ 行わない る充填材料　　※ 専門工事業者の指定する製品　　・      　　保水率（％）＝50／平均値×100 注）50：リング型わくの内径（ｍｍ） 
下地モルタル塗りを行うコンクリート素地面の処理 （４）単位容積質量 
　※ 目荒し工法（高圧水洗処理）　・ ＭＣＲ工法      （２）で練り混ぜた試料を、JIS A 1171「ポリマーセメントモルタルの試験方法」の6.4に ・ 「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり造作用集成材

3 外壁湿式工法 受金物　　材質　※ SUS304　　 （１０．２．２、３）（１０．３．２、３）
壁タイル張りの工法 　       規定する方法で求める。  施工箇所 樹種 寸法 化粧薄板の 見付け材 含水率 間伐材等

　　　　　形状及び寸法　 　 ・ L-75×75×6(ｍｍ)の加工　長さ100ｍｍ
  外装タイル　　・ 密着張り　　・ 改良積上げ張り　　・ 改良圧着張り 　 （５）長さ変化率 （ｍｍ）厚さ（ｍｍ） 面の品質 の適用

　　　　　　　　　　　　　　・ L-75×75×6(ｍｍ)の加工　長さ150ｍｍ
  内装タイル以外のユニットタイル　　・ マスク張り　　・ モザイクタイル張り ・ 　　　     （２）で調整した試料を用いてJIS A 1171の7.8長さ変化率試験に従って行う。 化粧薄板： ※15％以下

　　　　　　　　　　　　　　
（６）吸水量 芯材： ・

アンカーの材質及び寸法　※ SS400　M12　　・　
既調合モルタル ・ 　　　     （２）で調整した試料を用いてJIS A 1404「建築用セメント防水剤の試験方法」7.5に規定 化粧薄板： ※15％以下

あと施工アンカーの材質及び寸法等（　　　　　　　　　　　　　）
  モルタル下地としたタイル工事に使用する張付け用モルタルとして、セメント、細骨材、混和剤       する方法で24時間の吸水量を求める。試験体数は3個とし、その平均値とする。 芯材： ・

ドレンパイプの材質  ・ 樹脂ネット製パイプ　クロスメッシュ巻き　25～35φ
  等を予め工場において所定の割合に配合した材料とする。

　　　　　　　　　　
・ 「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり構造用集成柱

石裏面処理　　・ 適用する　・ 適用しない
（品質・性能） 3 有機系接着剤による タイルの形状、寸法等 （１１．３．２～４、７） 施工箇所 樹種 寸法 化粧薄板の 見付け材 含水率 間伐材等

裏打ち処理　　・ 適用する　・ 適用しない
項目 品質・性能 項目 品質・性能 形状/寸法 再生材料 吸水率による区分 うわぐすり 役物 色 耐凍害性施工 耐滑タイル張り （ｍｍ）厚さ（ｍｍ） 面の品質 の適用

下地ごしらえ　※ 流し筋工法 備考種類 り性保水率 70.0％以上 長さ変化率 0.20％以下 （ｍｍ） の適用 Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 無ゆう 有 無 標準 特注 有 無施ゆう ・ 　　　箇所 化粧薄板： ※15％以下
　　　　　　　・ あと施工アンカー工法

単位容積質量 1.80ｋ/Ｌ以上 曲げ強さ 4.0Ｎ/ｍｍ2以上 芯材： ・
　　　　　　　・ あと施工アンカー・横筋流し工法 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・接着強さ 標準時 0.60Ｎ/ｍｍ2以上
目地　一般目地  目地幅　　　　　※ 6ｍｍ以上　　

温冷繰り返し後 0.40Ｎ/ｍｍ2以上
　　　　　　　  シーリング材　　・ 適用する　・ 適用しない ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・（試験方法）
　　　伸縮調整目地　位置　※ 標準仕様書表11.1.1による　・ 図示

　（１）試料の調製 標準的な曲がりの役物は一体成形とする
　　　　　　　　  　シーリング材の目地寸法　※ 標準仕様書9.7.3(1)(ｳ)による　　・ 図示

　　　製造業者の定める、正味質量と標準練り上がり量より換算して、所定量の試料を練り上げる 試験張り　　・ 行う　　※ 行わない 
　　　のに要する材料と練り混ぜ水を計算して用意する。 見本焼き　　・ 行う　　・ 行わない 

4 内壁空積工法 受金物　材質　※ SUS304　 （１０．２．２）（１０．４．２、３）
　　　練り混ぜは、JIS Ｒ5201「セメントの物理試験方法」の10.2に規定する練り混ぜ機を使用し、 有機質接着剤のホルムアルデヒド放散量　  ※ 規制対象外　　

　　　　形状及び寸法　　・ L-75×75×6(ｍｍ)の加工　長さ100ｍｍ
　　　練りばちに用意した水を入れ、攪拌しながら30秒間に材料を投入し、3分間練り混ぜて試料 目地のシーリング材

　　　　　　　　　　　　・ L-75×75×6(ｍｍ)の加工　長さ150ｍｍ
　　　とする。 　打継ぎ目地　※ ポリウレタン系シーリング材　

　　　　　　　　　　　　・　
（２）保水率の試験方法 　ひび割れ誘発目地　※ ポリウレタン系シーリング材　

アンカーの材質及び寸法　※ SS400　M12　  ・　
　　　JIS Ｒ3202「フロート板ガラス及び磨き板ガラス」に規定する磨き板ガラス（縦150ｍｍ、 　伸縮調整目地　※ 変成シリコーン系シーリング材　

あと施工アンカーの材質、寸法等　　
　　　横150ｍｍ、厚さ5ｍｍ）の上にJIS Ｐ3801「ろ紙（化学分析用）」に規定する5 Aろ紙（直 　その他の目地　※ 変成シリコーン系シーリング材　

石裏面処理　　・ 適用する　　・ 適用しない
　　　径11ｃｍ）をのせ、その中央部に真ちゅう製リング型わく（内径50ｍｍ、高さ10ｍｍ、厚さ 下地調整塗材塗りを行うコンクリート素地面の処理

裏打ち処理　　・ 適用する　　・ 適用しない
　　　３ｍｍ）を設置し、（１）で調製した試料を平滑に詰込む。 　※ 目荒し工法（高圧水洗処理）　・ ＭＣＲ工法

下地ごしらえ　※ あと施工アンカー・横筋流し工法　　・ あと施工アンカー工法
　　　その後、直ちにリング型わく上部にガラス板を当てて上下を逆さまにし、ろ紙部分が上部に

目地　　一般目地　    目地幅　　　　　　※ 6ｍｍ以上　　
　　　なるようにして静置する。 60分後にろ紙へにじみ出した水分の広がりが最大と認められた

　　　　　　　　　    シーリング材　　　・ 適用する　　・ 適用しない
　　　方向とこれに直角な方向の長さをノギスを用いて、１ｍｍの単位まで測定する。 1 表面仕上げ （１２．１．４）（表１２．１．２）

　　　　伸縮調整目地　位置　※ 6ｍ程度ごと　 ・ 図示 １２　　　試験は３回実施し、その平均値を用いて次式により保水率を求める。 表面仕上げの種別 適用箇所
　　　　　　　　　    シーリング材の目地寸法　※ 標準仕様書9.7.3(1)(ｳ)による　　・ 図示　

　　　　　保水率＝50／平均値×100　　（注）　50：リング型わくの内径　　ｍｍ 機械加工 ・ Ａ種
　（３）単位容積質量の試験方法 ・ Ｂ種
　　　JIS Ａ 1171「ポリマーセメントモルタルの試験方法」に準ずる。 ・ Ｃ種

5 乾式工法 （１０．２．２）（１０．５．２、３）（表１０．２．４）
　（４）接着強さ（標準時）の試験方法 手加工 ・ Ｈ－Ａ種

金物の種類、形状、寸法等　※ 標準仕様書表10.2.4による　　
　　イ）適用タイルが「モザイクタイル」の場合 ・ Ｈ－Ｂ種

　（方式：・ スライド方式　　・ ロッキング方式）
　　　（試験体の作製）JIS Ａ5371「プレキャスト無筋コンクリート製品」に規定する普通平板 ・ Ｈ－Ｃ種

アンカーの材質及び寸法　　※ ステンレス（SUS304） M10　　
　　　N－300を下地板とし、表面をサンドペーパーを用いて軽く研磨した後、水湿しを行い直ちに

あと施工アンカーの材質、寸法等　　
　　　（１）で調製した試料を厚さ5ｍｍになるように塗付ける。直ちにJIS A 5209「セラミック 2 製材 （１２．２．１）（１２．４．１）（１２．５．１）

だぼ用の穴の位置　※ 標準仕様書10.5.2(2)(ｱ)による　　・ 図示
　　　タイル」に規定するタイルで押出し又はプレス成形による施ゆうの「50角ユニットタイル ・ 「製材の日本農林規格」による下地用針葉樹製材 （１２．６．１）（１２．７．１）

石裏面処理　　・ 適用する　　・ 適用しない
　　　（外のり寸法約300ｍｍ×300ｍｍ）」を圧着する。その後、28日間、温度20±2℃、湿度 施工箇所 樹　種 寸法 等級 形状 含水率 保存 間伐材等

裏打ち処理　　・ 適用する　　・ 適用しない
　　　80％以上の状態で湿空養生を行い、これを試験体とする。 （ｍｍ） 処理 の適用　　　

外壁の工法
　　　（試験方法）JIS Ａ6909「建築用仕上塗材」の7.10付着強さ試験に準じて行う。試験体を ※２級 ※Ａ種 ・Ｂ種 ・

　　　1章 15 適用区分による風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法
　　　ダイヤモンドカッターを用いて、タイル周辺に沿って下地板に達するまで切り込みを入れ、 ・ ・　

目地　目地幅　　　　　※ 8ｍｍ以上　
　　　シ樹脂接着剤で鋼製アタッチメントを接着し、引張試験機を用いて接着強さエポキ試験を ※２級 ※Ａ種 ・Ｂ種

　　　シーリング材　　※ 標準仕様書9.7による　・ 図示
　　　行う。なお、接着強さの測定箇所は、試験体の中からまんべんなく5箇所を選び抜き取る。 ・ ・　
　　　（全てが0.6Ｎ/ｍｍ2以上を確保していること）

6 床及び階段の石張り 床石張りの石裏面処理　　※ 適用する　・ 適用しない （１０．６．２、３） 　　　また、試験後の部材破断位置の表示を下記の中から選び明記する。
・ 「製材の日本農林規格」による造作用針葉樹製材

階段張りの石裏面処理　　※ 適用する　・ 適用しない 　　　      Ｔ　：タイルの母材破断
施工箇所 樹　種 寸法 等級 形状 含水率 保存 間伐材等　　　      ＴＭ：既調合モルタルとタイルの界面破断目地　一般目地　目地幅　　　　　※ 屋外の場合は4ｍｍ以上、屋内の場合は3～6ｍｍ　・ 図示　　　

　　　      Ｍ　：既調合モルタルの母材破断 （ｍｍ） 処理 の適用　　　
　　　　　　　　シーリング材　　・ 適用する　・ 適用しない 　　　      Ｍ：既調合モルタルと下地板に界面破断

見え掛り面 ※上小節 ※Ａ種 ・Ｂ種 ・　　　      　：下地板の母材破断　　　伸縮調整目地　位置　※ 床面積30ｍ2程度ごと、細長い通路の場合6ｍ程度ごと及び他の部
・ ・

　　　　　　　　　　　　　　 材と取り合う箇所
　　ロ）適用タイルが「小口タイル・二丁掛けタイル」の場合 見え掛り面 ※小節以上 ※Ａ種 ・Ｂ種 ・

　　　　　　　　　　　　　・ 図示 
　　　（試験体の作製）JIS Ａ5371「プレキャスト無筋コンクリート製品」に規定する普通平板 以外 ・ ・

　　　　　　　　　　シーリング材の目地寸法　※ 標準仕様書9.7.3(1)(ｳ)による　　・ 図示　
　　　N－300を下地板とし、表面をサンドペーパーを用いて軽く研磨した後、水湿しを行い直ち

　　　に（１）で 調製した試料を厚さ7ｍｍになるよう塗付ける。直ちに  JIS A 5209「セラミ
7 アーチ、上げ裏等の （１０．２．２）（１０．７．１、２）

　　　ックタイル」 に規定するタイルで押出し又はプレス成形による施ゆうの「小口タイル
石張り 取付け工法　・ 内壁空積工法　・ 乾式工法

　　　108ｍｍ×60ｍｍ×12ｍｍ」を4枚2列、計8枚を圧着する。その後、28日間、温度20±2℃、 ・ 「製材の日本農林規格」による広葉樹製材
特殊部位用金物　※ 標準仕様書10.2.2(3)による　　

　　　湿度80％以上の状態で湿空養生を行い、これを試験体とする。 施工箇所 樹　種 寸法 等級 形状 含水率 保存 間伐材等
引金物、だぼ、かすがい及び受金物　※ 標準仕様書10.2.2(1)による　　

　　　（試験方法）「モザイクタイル」の場合と同様に行う。 （ｍｍ） 処理 の適用　　　
ファスナー　※ 標準仕様書表10.2.4のスライド方式に準ずる　　・　

（５）接着強さ（温冷繰返し後）の試験方法 ※１等 ※10％以下 ・Ａ種 ・
吊金物及び化粧吊りボルト

　　　（試験体の作製）「モザイクタイル」及び「小口タイル・二丁掛タイル」とも、各々（４） ・ ・Ｂ種　・　
　・設ける　吊金物　※ ステンレス（SUS304）径6ｍｍ長さ80ｍｍの加工物　

　　　接着強さ（標準時）の試験方法の「試験体」と同様とする。 ※１等 ※10％以下 ・Ａ種 ・
　　　　　　化粧吊りボルト　※ ステンレス（SUS304）M10化粧ナット付き　

　　　（温冷繰返し試験）「モザイクタイル」及び「小口タイル・二丁掛タイル」とも、各々JIS ・ ・Ｂ種　・　
　・設けない

　　　A6909「建築用仕上塗材」に規定する7.11温冷繰返し試験に準じて行う。
あと施工アンカーの材質、寸法　　

　　　試験の手順は、試験体を20±2℃の水中に18時間浸せきした後、直ちに－20±2℃の恒温器 ・ 「製材の日本農林規格」以外の製材
石裏面処理　・ 適用する　・ 適用しない

　　　中で3時間冷却し、次いで50±3℃の別の恒温器中で3時間加温し、この24時間を１サイク 施工箇所 樹　種 寸法 材面の品質 防虫処理 含水率 間伐材等
裏打ち処理　・ 適用する　・ 適用しない

　　　ルとする操作を10回繰返した後、試験室に2時間静置し、ひび割れ及び膨れの有無を目視 （ｍｍ） の適用　　　
目地　一般目地　目地幅　　※ 6ｍｍ以上　　

　　　によって調べる。 （　　　　　　） ・適用する ※Ａ種 ・
　　　伸縮調整目地

　　　（温冷繰返し後の接着強さ試験方法）「モザイクタイル」及び「小口タイル・二丁掛タイ 造作材の場合 ・適用しない ・Ｂ種
　　　　位置　※ 他の部位との取合い部　・ 図示

　　　ル」とも、各々温冷繰返し試験完了後の試験体を標準状態で2日間静置養生した後、標準 （※Ａ種　・Ｂ種） ・
　　　　シーリング材の目地寸法　※ 標準仕様書9.7.3(1)(ｳ)による　・図示

　　　時の接着強さ試験方法と同様に行う。（全てが0.4Ｎ/ｍｍ2以上を確保していること）

8 笠木、甲板等の石 （１０．２．２）（１０．７．１、３）

取付け工法　・ 外壁湿式工法　・ 乾式工法張り

特殊部位用金物　※ 標準仕様書10.2.2(3)による　・ 

 引金物、だぼ、かすがい及び受金物　※ 標準仕様書10.2.2(1)による　・ 
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　による。

　ブメーカーの仕様

　具の仕様はプレハ

※アルミニウム製建

　
　
建
具
工
事

　水切り板、ぜん板　　※ 図示　　

取付工法

　表面色　　※ 標準色　　・ 特注色

　枠の見込み寸法　　※ 建具表による　　

形状及び仕上げ

ガラス　　※ 建具表による　　

　　（建具符号： ・ 建具表による　　・　　　　　　　　　）

断熱ドア、断熱サッシ 　の断熱性の等級　・ Ｈ－４　　・ Ｈ－５　　・ Ｈ－６　　

　　（建具符号： ・ 建具表による　　・　　　　　　　　　）

防音ドア、防音サッシの遮音性の等級　・ Ｔ－１ 　・ Ｔ－２　　

 　　　　　　　　　　  ・ Ｅ種（建具符号： ・ 全て　・ 建具表による　・　　　　　　）

　　　　　　　　　　 　・ Ｄ種（建具符号： ・ 全て　・ 建具表による　・　　　　　　）

  　外部に面する建具の種別（木下地）

　　　　　　　　　 　  ・Ｃ種（建具符号： ・ 全て　　・ 建具表による　　・　　　　　　)

 　　　　　　　　  　  ・Ｂ種（建具符号： ・ 全て　　・ 建具表による　　・　　　　　　）

  　                 　・Ａ種（建具符号： ・ 全て　　・ 建具表による　　・　　　　　　）

  　 外部に面する建具の種別（コンクリート下地及び鉄骨下地）

　※ 標準仕様書表16.3.1による種別

　・ 耐風圧性の等級（　　　　　）、気密性の等級（　　　　　）、水密性の等級（　　　　　）

性能値等

（１６．２．５）（１６．３．２～５）（表１６．３．１～４）樹脂製建具6

網目寸法15ｍｍ1.5ｍｍステンレス（SUS304）線材・ 防鳥網

・ ステンレス（SUS316）製 
・ ・ 

・ ガラス繊維入り合成樹脂製 

※ 16～18メッシュ ※ 0.25ｍｍ以上※ 合成樹脂製 ・ 防虫網

網目線径材質種類

（１６．２．３）網戸等5
　水切り板、ぜん板　※ 図示　・ 

取付工法

　結露水の処理方法　※ 図示　・ 

　　　　　　　　　　　色合等　　※ 標準色（　　　　　　　）　・ 特注色（　　　　　　）

  　屋内の建具　　　　種別　・ BC-1種　・ BC-2種　・ 

　　　　　　　　　　　色合等　　※ 標準色（　　　　　　　）　・ 特注色（　　　　　　）

  　外部に面する建具　種別　・ BB-1種　・ BB-2種  ・ 　

　表面処理 

　枠の見込み寸法　 ※ 建具表による　・ 

形状及び仕上げ

ステンレス鋼板の材料　※ SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　

建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による

耐震性能
                        　   （建具符号： ・ 建具表による　・　　　　）

　　耐震ドア　　　　　　　　 面内変形追随性の等級（　　　　　　）

                         　   （建具符号： ・ 建具表による　・　　　　　　）

　　断熱ドア、断熱サッシ  　断熱性の等級（　　　　　　　　）

                        　    （建具符号： ・ 建具表による　・　　　　）

　　防音ドア、防音サッシ　　　遮音性の等級（　　　　　　　　）

 　　　　　　　　　　　　　 ・ Ｅ種（建具符号： ・ 全て　・ 建具表による　・　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　・ Ｄ種（建具符号： ・ 全て　・ 建具表による　・　　　　　　）

  　外部に面する建具の種別（木下地）

　　　　　　　　　　　　　　・ Ｃ種（建具符号： ・ 全て　・ 建具表による　・　　　　　　）

 　　　　　　　　　　　　　 ・ Ｂ種（建具符号： ・ 全て　・ 建具表による　・　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　・ Ａ種（建具符号： ・ 全て　・ 建具表による　・　　　　　　）

  　 外部に面する建具の種別（コンクリート下地及び鉄骨下地）

　※ 標準仕様書表16.2.1による種別

　・ 耐風圧性の等級（　　　　　）、気密性の等級（　　　　　）、水密性の等級（　　　　　）

（１６．２．２、４、５）（表１４．２．１）（表１６．２．１、２）性能値等アルミニウム製建具4

（１６．１．６）・ 適用する　適用箇所（ ※ 建具表による　・　　　　　　　）防犯建物部品3

（１６．１．４）※ 製作しない　・ 製作する（ ※ 納まり等が分かる程度のもの　・　　　　）建具見本の製作2

１６
（１６．１．３）・ 適用する　指定箇所（ ※ 建具表による　・　　　　　　　）防火戸1

4 造作用単板積層材 （１２．２．１） 2 折板葺 （１３．２．２）（１３．３．２、３）（表１３．２．１） 5 軽量鉄骨壁下地 スタッド、ランナーの種類 （１４．５．３）（表１４．５．１） 6 ＡＬＣパネルの場 （１５．６．４）

ホルムアルデヒド放散量  ※規制対象外　　・ 施工箇所 形式 山高、山ピッチ 耐力によ 材料によ 厚さ 軒先 耐火 　※ 標準仕様書表14.5.1によるスタッドの高さによる区分に応じた種類 　・ 図示 合の下地処理 内壁目地部の形状　※ Ｖ形目地付き　・　

「単板積層材の日本農林規格」による造作用単板積層材 による区分 る区分 る区分 (ｍｍ) 面戸板 性能 スタッドの高さが5.0ｍを超える場合　　※ 図示　　

施工箇所 厚さ 表面の化粧加工 防虫処理 間伐材等 山高 山ピッチ 出入口及びこれに準ずる開口部の補強　※ 標準仕様書14.5.4.(5)による  　 7 マスチック塗材塗り （１５．７．２）

（ｍｍ） の適用 ・重ね形 (    )種 ※鋼板製 ・有り ・30分 種別　　・ Ａ種　　・ Ｂ種

・有り（加工：・天然木化粧加工　・塗装加工） ・適用する ・　　　 ・はぜ締め形 ・アルミニウ ・無し ・無し 6 金属成形板張り （１４．６．２、３）（表１４．２．１） 8 せっこうプラスター （１５．８．３）
・無し（等級：　　　　　　　） ・適用しない ・かん合形 　ム合金板製 種別 製法 形状 板幅 板厚 表面処理（標準仕様書表14.2.1による） 塗材塗り 下塗り及び中塗り

（ｍｍ） （ｍｍ） 種別 色合等 　※ 既調合プラスター（下塗り用）又は現場調合プラスター（下塗り用）
「単板積層材の日本農林規格」以外の造作用単板積層材 ・押出し スパン ※ 標準色（　　　　　　　） 　・
施工箇所 厚さ 表面の化粧加工 防虫処理 含水率 間伐材等 材料　板及びコイルの種類（　　　　　　　　　） 　　　 ・アルミ ・ロール ドレル形 ・ 特注色（　　　　　　　） 上塗り

（ｍｍ） の適用       塗膜の耐久性、めっき付着量等の種類及び記号（　　　　　　　　　）   ニウム ・プレス パネル形 無着色 　・ 既調合プラスター（上塗り用）
・有り ・適用する ※14％以下 ・　　　 　　　タイトフレームにJIS G 3302以外の鋼材を直接外気の影響を受けない屋内で使用する場合 　・ しっくい塗り
(加工：・天然木化粧加工  ・塗装加工) ・適用しない ・       の表面処理　※ 標準仕様書表14.2.2のＦ種　　 ・

9 ロックウール吹付け （１５．１２．２、３）・無し（　　　　　　　　　　）
ロックウールのホルムアルデヒド放散量　※ 規制対象外　・ 断熱材張り　・ 行う（断熱材の種別：　　　　　　厚さ：　　ｍｍ     防火性能：　　時間） ・
接着剤のホルムアルデヒド放散量　　　　※ 規制対象外　・ 　　　・ＣＬＴ（直交集成板） 　　　　　　・ 行わない 取付け用下地　※ 標準仕様書14.4による　　・ 図示 
仕上げ吹付け厚さ　　　　・ 図示　　・ 25ｍｍ　　施工箇所 品名 曲げ強度 種別 接着性能 樹種 寸法 間伐材等 工法　1章 15 適用区分による風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法 伸縮調整継手　・ 設ける（施工箇所　・ 図示　　・　　　　　　　）　　・ 設けない 

（強度等級） （使用環境） （ｍｍ） の適用 　　　折板のけらば納め　※ けらば包みによる方法　　
10 しっくい塗り （１５．１０．２、３）

・ 　　　 7 アルミニウム製笠木 （１４．７．２、３）（表１４．２．１）（表１４，７，１）
材料

3 粘土瓦葺 （１３．４．２、３） 種類　　・ 250形　　・ 300形　　・ 350形
　※ 現場調合材料　　・ 既調合材料（種類等　　　　　　　　　　　　）

施工箇所 種類 大きさ 産地 役物瓦 雪止め瓦 表面処理　種別（　　　　）種
下地

製法に 形状に 寸法に の種類 　　　　　　色合等　　※ 標準色（　　　　　　　）　・特注色（　　　　　　）
　・ 木ずり下地（調合及び各層の塗厚　※ 標準仕様書表15.10.1による　　・　　　　　　　）

5 合板等 ホルムアルデヒド放散量  ※ 規制対象外　　・ （１２．２．１） よる区分 よる区分 よる区分 笠木の固定金具の工法等
　・ こまい土壁下地（調合及び各層の塗厚　※ 標準仕様書表15.10.2による　　・　　　　　）

・ 普通合板 ・ 適用する   1章 15 適用区分による風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法
　・ せっこうラスボード（調合及び各層の塗厚　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

施工箇所 厚さ 単板の 接着の 板面の品質 防虫処理 間伐材等 ・ 適用しない
　・ せっこうボード（調合及び各層の塗厚　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

（ｍｍ） 樹種名 程度 の適用 ・ 適用する 8 手すり及びタラップ （１４．８．２、３）
　・

※5.5 ※1類 広葉樹 ・適用する ・　　　 ・ 適用しない
11 こまい塗り （１５．１１．２～５、７、８）

・ ・2類 ※2等以上　 ・1等 ・適用しない JIS A 5208に基づく凍害試験等  　・ 行う 　・ 行わない 　　　　　・ 鋼製　　（表面処理　※ 溶融亜鉛めっき 種別C種　　・　　　　　　　） 
のりの種類

針葉樹 瓦桟木　材質　※ 杉　　・ 　　　　
　土壁用ののり　※ つのまた　　

※C-D以上　         寸法　※ 幅21×高さ15（ｍｍ）以上　　・　　 タラップ　・ ステンレス製　SUS304（表面処理　※ 研磨なし　　・　　　　　　） 　　　　　
　砂壁用ののり　※ ふのり　　　

棟補強用心材　材質　※ 杉　　 　　　　　・ 鋼製　　（表面処理　※ 溶融亜鉛めっき 種別C種　　・　　　　　　　） 
色土の種類

・ 構造用合板               寸法　※ 幅40×高さ30（ｍｍ）以上　　・ 
　土物仕上げに用いる色土　

施工箇所 等級 単板の 接着の 板面の 厚さ 防虫処理 強度等級 間伐材等 棟補強等に使用する金物等　材質　※ ステンレス製又は溶融亜鉛めっき処理を行った鋼製　
　大津仕上げに用いる色土　

樹種名 程度 品質 (ｍｍ) の適用 　　　　　　　　　　　　　　　　 1 モルタル塗り （１５．３．２、５）
色砂の種類１５

※2級以上 ※１類 ※C-D ※12 ・適用する ・適用する ・　　　 　　　　　　　　　　　　　形状、寸法及び留付け方法　　※ 図示　　 モルタル　　　※ 現場調合材料　　・ 既調合材料（材料　　　　　　　　　　　　　　　）
　・ 天然砂と岩石の砕砂　　　・ 人工的に着色･製造したもの

・1級 ・特類 　以上 ・ ・適用しない （　　　　） 工法 既製目地材　　・ 設ける　施工箇所（　　　　　　）　形状（※図示　・　　　　　）
下塗りの調合　※ 標準仕様書表15.11.2による　　

・ ・適用しない   1章 15 適用区分による風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法 　　　　　　  ・ 設けない 

瓦桟木の留付け工法　　※ 図示　　・ 床の目地　　　・ 設ける（目地割り　※ ２ｍ2程度（最大目地間隔３ｍ程度　　・　　　　　　 ）
　※ 標準仕様書表15.11.8による

・ 「合板の日本農林規格」による化粧ばり構造用合板 棟の工法　　※ 標準仕様書13.4.3(4)(ｱ)(ｲ)による　　・ 　　　　　　　　　　　 （種類　※ 押し目地　　・　　　　　　）　
　・ 建築基準法に基づく耐力壁の指定がある場合（　　　　　　　　　　）　

施工箇所 厚さ 単板の樹種名 接着の程度 防虫処理 間伐材等 　　　　　　  ・ 設けない 塗厚

(ｍｍ) の適用 4 とい （１３．５．２、３）（表１３．５．４） 外装タイル張り下地等の下地モルタル塗り及び下地調整材塗りの接着力試験 
こまい壁塗りの工程種別　　※ Ａ種　　・ Ｂ種

※１類　・特類 ・適用する ・　　　 といの材種　　・ 配管用鋼管　　・ 硬質ポリ塩化ビニル管　　・ルーフドレン　 　　　　　　　・ 適用する　　・ 適用しない 
土物仕上げの工法の種類　　・ 土物仕上げ工法

・適用しない とい受け金物及び足金物の材種、形状及び取付け間隔 　・
　　　　　　　　　　　　　　　・ 水ごね土物１工法　　・ 水ごね土物２工法　

　　　　　　　※ 標準仕様書表13.5.2による（溶融亜鉛めっきを行ったもの） 建具回り等の充填モルタルに使用する防水剤
　　　　　　　　　　　　　　　・ のりさし土物工法　　・ のりごね土物工法　　

・ 「合板の日本農林規格」による天然木化粧合板 　　　　　　　 （品質・性能）
　　　　　　　　　　　　　・ 砂壁仕上げ工法

施工箇所 化粧板に使用する 厚さ 接着の程度 防虫処理 間伐材等 多雪地域　　　・ 適用する　　・ 適用しない （試験方法）JIS A1404「建築用セメント防水剤の試験方法」による
　　　　　　　　　　　　　・ 切り替えし仕上げ工法

単板の樹種名 (ｍｍ) の適用 防露材のホルムアルデヒド放散量 項目 品質・性能
大津仕上げの工法の種類　　・ 普通大津仕上げ工法　　・ 大津みがき仕上げ工法

※１類　・２類 ・適用する ・　　　 　　　　　　　※ 規制対象外　 防水剤の種別 建築用のモルタルに用いるセメント防水剤 

・適用しない 鋼管製といの防露巻き　・ 適用する（工法： ※ 標準仕様書表13.5.4による　・　　　　　　　） 混合割合 セメント重量の5％以下

　　　　　　　　　　　・ 適用しない 凝結及び安定性  （凝結時間）始発：1時間以上　終結：10時間以内

・ 「合板の日本農林規格」による特殊加工化粧合板  ルーフドレン （安定性）収縮性、膨張性のひび割れ及びそりの有無について確認する。

施工箇所 厚さ 接着の程度 表面性能 化粧加工の方法 防虫処理 間伐材等 種別 施工箇所 曲げ及び圧縮強度比 防水剤を混入したもの、しないものの曲げ強度比及び圧縮強度比 70％以上 

(ｍｍ) の適用 ・ ろく屋根用（ ・ 縦型　・ 横型） 吸水比 防水剤を混入したもの、しないものの吸水比 95％以下 

※１類　・２類 ・適用する ・　　　 ・ バルコニー用 透水比 防水剤を混入したもの、しないものの透水比 80％以下 
5

・適用しない ・ バルコニー中継用 ただし、透水試験における水圧は、3.0×10 Ｐａとし1時間行う

・ パーティクルボード 2 ラス系下地 （１５．２．４）

施工箇所 表裏面の状態 曲げ強さ 耐水性 難燃性 厚さ ラス系下地の種類及び材料

（ｍｍ）による区分 による区分 による区分 による区分 1 ステンレスの表面 （１４．２．１） 　　・ 通気工法二層下地（材料　※ ２種防水紙付きリプラス800　　・　　　　　　　　　）
１４

※13タイプ ※Ｐ又はＭ ※15 仕上げ 種類 施工箇所（手すり、タラップ、建具以外） 　　　　換気口部の措置　※ 木造標準仕様書11.4.3(2)(ｸ)による　　

・ ・ ・ ※ ＨＬ程度 　　・ 通気工法二層下地（材料　※ ２種波形ラス700　　・　　　　　　　　　　　　　　）

・ 鏡面仕上げ程度 　　・ 直張り工法ラスモルタル下地（材料　・　　　　　　　　　　　　　　）

・ 構造用パネル ・ №2B程度 　　・ 直張りラスシートモルタル下地（材料　・　　　　　　　　　　　　　　）

施工箇所 等級 厚さ（ｍｍ） 建築基準法に基づく耐力壁、防火構造、準耐火構造等の指定（　　　　　　　　　　　）

・ １級　　・ ２級　　・ ３級　　・ ４級 2 アルミニウム及び （１４．２．２）（表１４．２．１）

アルミニウム合金 種別 色合等 施工箇所 3 床コンクリート （１５．４．２）（６．２．５）

・ ミディアムデンシティーファイバーボード（ＭＤＦ）  の表面処理 （成形板、笠木、建具以外） 直均し仕上げ 仕上げの平たんさは、図示及び標準仕様書15.4.2(ｱ)(ｲ)以外は下記による

施工箇所 厚さ 表裏面の状態 曲げ強さに 接着剤に 難燃性に 間伐材等 ※標準色（　　　　　　　）　・特注色（　　　　　　） 標準仕様書表6.2.5による 施工箇所

(ｍｍ) による区分 よる区分 よる区分 よる区分 の適用 ※標準色（　　　　　　　）　・特注色（　　　　　　） 平たんさの種別

・　　　 無着色 ａ種 合成樹脂塗床、ビニル系床材張り、床コンクリート直均し仕上げ、

陽極酸化皮膜の着色方法　　※二次電解着色　　・三次電解着色 フリーアクセスフロア（置敷式）　（　　　　　　　　　　　　）

ｂ種 カーペット張り、防水下地、セルフレベリング材塗り

6 接着剤 （１２．２．２、３） 3 鉄鋼の亜鉛めっき （１４．２．３）（表１４．２．２） （　　　　　　　　　　）

接着剤は、可塑剤（難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていないものとする。 表面処理方法 種　別 施工箇所（手すり、タラップ以外） ｃ種 タイル張り、モルタル塗り、フリーアクセスフロア（支柱調整式）

ホルムアルデヒド放散量  ※ 規制対象外　　・ 溶融亜鉛めっき ・ Ａ種 （　　　　　　　　　　）

・ Ｂ種

7 防腐・防蟻処理 （１２．３．１、２） ・ Ｃ種・ 防腐、防蟻処理を省略できる樹種による製材 　　 4 セルフレベリング材 種類及び品質　　・ せっこう系　　・ セメント系 （１５．５．２）（表１５．５．１）

　　　　適用部位：（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 電気亜鉛めっき ・ Ｄ種 塗り 標準塗厚（ｍｍ）　　※ 図示　　

・ Ｅ種

・ 薬剤の加圧注入による防腐防蟻処理 ・ Ｆ種 5 仕上塗材仕上げ 建物内部に使用する塗料のホルムアルデヒド放散量 （１５．６．２）

適用部材 保存処理性能区分   ※ 規制対象外　　・ 

・ Ｋ２　・ Ｋ３　・ Ｋ４ 4 軽量鉄骨天井下地 野縁等の種類 （１４．４．２～４）（表１４．４．１） 仕上塗材の種類 

・ Ｋ２　・ Ｋ３　・ Ｋ４ 　屋外（ ※ 25形　　・　　　　）　　屋内（ ※ 19形　　・ 25形） ・ 薄付け仕上塗材

・ Ｋ２　・ Ｋ３　・ Ｋ４ ・ 屋外の軒天井、ピロティ天井等 呼び名 仕上げの形状 工法 吸放湿性 防火材料

　　工法  1章 15 適用区分による風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した ※ 外装薄塗材Ｅ ・

・ 薬剤の塗布等による防腐、防蟻処理 　　　　　工法 ・ ・ 適用する ・

適用部材 処理の方法     野縁受、吊りボルト及びインサートの間隔　　・図示　　・ 

※ 標準仕様書12.3.1(ｲ)(b)①～④による     周辺部の端からの間隔　　・ 図示　　・ ・ 厚付け仕上げ塗材

・     野縁の間隔　　・ 図示　　・  呼び名 仕上げの形状 工法 吸放湿性 上塗り材 防火材料

・ 適用する ・ 適用する ・・ 吊りボルトの間隔が900ｍｍを超える場合 

・ 薬剤の接着材への混入による防腐、防蟻処理 　　 ・ 適用する ・ 適用する ・  　補強方法　　※ 図示　　・  

　 適用部位（　　　　　　　　　　　　　　） 
・ 天井のふところが1.5ｍ以上3.0ｍ以下の場合 

・ 複層仕上塗材
  　補強方法　※ 標準仕様書14.4.4(8)による 　 ・ 図示

呼び名 仕上げの形状 工法 上塗り材の種類 耐候性 防火材料

・ 天井のふところが3.0ｍを超える場合 1 長尺金属板葺 （１３．２．２、３） ※ 複層塗材Ｅ 溶媒　※ 水系 ※ 耐候形 ・
１３

　　補強方法　　※ 図示　　・ 施工箇所 板及びコイルの 塗膜の耐久性、めっき付着 厚さ 屋根葺形式 備考 　 　 　 　 ３種

種類 量等の種類及び記号 （ｍｍ） 樹脂　※ アクリル系 ・
・ 天井下地材における耐震性を考慮した補強 

※JIS G 3322の ・心木なし瓦棒葺 　 　 　
　　補強箇所　　※ 高さが６ｍを超える天井　　・ 図示　　・ 　

　屋根用コイル  ・立平葺  ・蟻掛葺 外観　※ つやあり
　　補強方法　　※ 「特定天井及び特定天井の構造耐力上安全な構造方法を定める件」（平成25

・ ・横葺   ・　 　 　 　
　　　　　　　　 　年国土交通省告示第771号）第３第２項第二号に適合させる。

下葺材料　　・アスファルトルーフィング 940　 ・
　　　　　　　　・ 図示

            ・改質アスファルトルーフィング下葺材
耐震性能

            　（　・一般タイプ　　・複層基材タイプ　　・粘着層付タイプ） 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による
工法  1章 15 適用区分による風圧力の（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法

雪止め　・設置する（施工箇所　・図示　　・　　　　　　） 軽量骨材仕上塗材

呼び名 防火材料

・

・
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※折板葺の仕様は

　プレハブメーカー

　の仕様による。

※軽量鉄骨軽量下地

　の仕様はプレハブ

　メーカーの仕様に

　よる。

A－004

特記仕様書－４

手すり　　・ ステンレス製　（表面処理　※ HL程度　　・ №2B程度　　・　　　　　　）

　　　　　・ アルミ製 



  　板がデッドボルトを通過した状態）にならないこと。

　4)デッドボルトの側圧強度（衝撃荷重）試験(58.5Ｊ)の衝撃荷重を加えたとき、解錠状態（加圧

　　（デッドボルトの突出量が8ｍｍ未満）にならないこと。 

　3)デッドボルトの押込み強度（衝撃荷重）試験（58.8Ｊ）の衝撃荷重を加えたとき、解錠状態

　2)デッドボルトの側圧強度試験（10ＫＮ）を行なった際、加圧板がデッドボルトを通過しない。

　　出寸法は8ｍｍ以上であること。 

　1)デッドボルトの押込み強度試験（10ＫＮ）を行なった後、荷重を除い ときのデッドボルトの 品質　ＪＩＳ　Ａ５７５９による
＜外力に対する性能 ＞ ・ Ａ　　・ Ｂ
  　なるキーでは、シリンダが回転しないこと。 （キーに加えるトルクは、150Ｎ・ｃｍとする） ガラスの貫通防止性能による区分　ＳＦ・ ガラス貫通防止フィルム
  　以下である。また、未使用の合鍵でシリンダが回転でき、かつ、1箇所1段差浅い刻みをもつ異 　 飛散防止フィルム
　4)キーの抜き差し繰り返し試験（10万回）を行なった後、キーの抜き差 しに要する荷重は10Ｎ ・ Ｄ－２・ Ｄ－１・ 相関変位破壊対応ガラス
  　2倍未満であり、施解錠操作に支障がない。 　 飛散防止フィルム
　3)キーによる施錠機構の施解錠繰り返し試験（10万回）を行なった後、 試験前の回転トルクの ・ Ｉ－２・ Ｉ－１・ 衝撃破壊対応ガラス
  　錠繰り返しの評価は、シリンダ だけの回転トルクが10Ｎ・ｃｍ以下とする。 ・ Ａ　・ Ｂ　・ Ｃ　・ Ｄ
  　の2倍未満であり、施解錠操作に支障がない。（シリンダ本締り錠のみ）シリンダ単体の施解 熱還流率による区分　ＬＥ・ 低放射フィルム
　2)キーによるデッドボルトの施解錠繰り返し試験（10万回）を行った後、 試験前の回転トルク ・ Ａ　・ Ｂ　・ Ｃ　・ Ｄ　・ Ｅ
  　 の開閉操作力及びラッチング力が試験前の2倍未満であり、動作に支障がない。 日射遮へい性能による区分・ ＳＣ－２・ ＳＣ－１・ 日射調整フィルム 
　1)（シリンダ箱錠のみ）ラッチボルトの開閉繰り返し試験（40万回）を行った後、ハンドルで 外張り用内張り用電動式タイプで障害物感知装置を設ける箇所　※ 図示　　・　　　　 
<使用頻度による性能> その他性能等記号種　類・ 50
　（性能） ガラス用フィルム20・バーチカル形・ 75
　　ターキー、コンストラクションキーなどのキーシステムが構築できるものとする。 ・ステンレス鋼板・ハイリフト形・電動式・ 100・ファイバーグラスタイプ
　　デッドボルトの出寸法は17ｍｍ以上とする。 鍵付きのものはマスターキー、グランドマス 　※ ガラスブロック製造所の仕様による　　・ 図示　　　めっき鋼板　・ローヘッド形・チェーン式・ 125・アルミニウムタイプ
　（品質） 目地部の横力骨の納まり※溶融亜鉛・スタンダード形※バランス式・ 175※スチールタイプ
　【シリンダ箱錠及びシリンダ本締まり錠】 工法　1章 15 適用区分による風圧力の（ ・１　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法の材料による区分による区分区分による区分
錠前類                   形状　※ 図示　　ガイドレール収納方式開閉方式耐風圧性能セクション材料

握り玉及びレバーハンドル、押板類、クレセントの取付け位置　※ 建具表による　　・                   寸法　※ 図示　　（１６．１３．２、３）オーバーヘッドドア17

木製建具に使用する戸車及びレール丁番　※ 標準仕様書表16.8.5による　　・ 金属製化粧カバー　材質　・ ステンレス製　・ アルミニウム製

木製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ　※ 標準仕様書表16.8.4による　　 化粧目地モルタルの色（　　　　　　　　　　）座板の材質（屋外の場合）　※ ステンレス製既製品　　・　

樹脂製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ　※ 標準仕様書表16.8.3による　　・ 　　　　　　　　　　　　　　　

金属製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ　※ 標準仕様書表16.8.2による　　 　　　形状　※ はしご形状複筋及び単筋　　ガイドレール（中柱共）の材質　※ ステンレス鋼板（SUS304）　厚さ1.0ｍｍ

　※ 標準仕様書表16.8.1により適用は建具表による　　・　 　　　寸法　※ 径5.5ｍｍ　　シャッターケース　　※ 設ける　　・ 設けない

金物の種類及び見え掛り部の材質等 力骨　材質　※ ステンレス鋼（SUS304）　　スラットの形状　※ インターロッキング形　　・ オーバーラッピング形

11 （１６．８．２、３）（表１６．８．１）建具用金物 　 　めっきの付着量（ ※ AZ90を満足するもの　　・　　　　　　　　）

壁用金属枠及び補強材の材質・形状　　※ 図示　　・ JIS G 3312（塗装溶融５５％アルミニウムー亜鉛合金めっき鋼板及び鋼板）

くつずりの材料　※ ステンレス鋼板　　 　　 めっきの付着量（ ※ Z06 又はF06を満足するもの　　・　　　　　　　）

　　　　　・ 鋼製枠（※亜鉛めっき鋼板　・ビニル被覆鋼板　・カラー鋼板　・ステンレス鋼板） 　※ JIS G 3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼板）
・枠の材料　※ 木製枠（１２章木工事による） スラットの材質の種類
②・ 紙張り障子　　見込み寸法　※ 建具表による　　・ 　※ 図示　　　　
5(2)(ｳ)(a)・ 戸ぶすま　　見込み寸法　※ 建具表による　　・ 障害物感知装置を設けた電動シャッターの設置箇所
様書16.14. 　 見込み寸法　※ 建具表による　　・ 耐風圧強度　（　　　　　）Ｎ／ｍ2
※標準仕  　縁仕上げ　  ・ 塗り縁　　・ 生地縁（素地）　・ 生地縁（ウレタンクリヤー塗装） ・・　95・320×160開閉方式の種類　※ 手動式　　・ 上部電動式（手動併用）
内側　　上張り（押入等の裏側以外）　　・ 鳥の子　　・ 新鳥の子又はビニル紙程度　 ・・　80・250×125・長方形（１６．１２．２～４）軽量シャッター16

  　張りの種別（ ・ Ⅰ型　・ Ⅱ型） 　　 ・・・　95・320×320

・ ふすま ②・125　ステンレス鋼板の材料　　※ SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　・ 
  　見込み寸法　※建具表による　　・ 5(2)(ｳ)(a) ・・・・95・200×200類のふたの材質
  　かまち樹種（　　　　）　鏡板樹種（　　　　） 　　 ・図示様書16.14.・・125ガイドレール、まぐさ、雨掛りに用いる座板及び座板のカバー、雨掛りに用いるスイッチボックス
・ かまち戸 ・有り　ごとに幅10～25※標準仕・15～25・・・95・160×160　めっきの付着量　※ Z12又はF12を満足するもの　　
表面板の厚さ　※標準仕様書表16.7.6による　・ 　　 ※無し※6ｍｍ以下外側※8～15・・　80・125×125・正方形　　　　　　　　　・ JIS G 3312（塗装溶融亜鉛めっき及び鋼帯）

接着の程度（ ・ 1類　　・ 2類 ） 位置(ｍｍ)曲面積み平積み乳白クリア（ｍｍ）（ｍｍ）形状　鋼板の種類　　　※ JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）
表面性能（　　　　   　 　）タイプ 防火性能伸縮調整目地厚さ呼び寸法表面 目地幅(ｍｍ)色調スラット及びシャッターケース用鋼板
（ ・ オーバーレイ 　・ プリント　 ・ 塗装） （１６．１４．５）ガラスブロック積み19管理用シャッターのシャッターケース　・ 設ける　・ 設けない
化粧加工の方法 ・ 特殊加工化粧合板 　・ 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による
接着の程度（ ・ 1類　　・ 2類 ） 耐震性能　　　第2563号）に定める基準に適合するもの
樹種名（　　　　　　　　　） ・ 天然木化粧合板 防火戸のガラス留め材は、建築基準法に基づく防火性能の認定を受けた条件による　※ 「防火区画に用いる防火設備等の構造方法を定める件」（昭和48年12月28日建設省告示

接着の程度（ ・ 1類　　・ 2類 ） 　　・　屋内用防火シャッター若しくは防煙シャッターの危害防止機構の設置箇所

板面の品質（　　　　　　　　） 　　・ グレイジングチャンネル形障害物感知装置を設けた電動シャッターの設置箇所　※ 図示　　・　　　　

  （ ※ しな合板程度 　・　　　　　　） ・・ ガスケット　※ 図示　　

　不透明塗料塗り ※ 建具の製造所の仕様による※ シーリング材樹脂製二重チェーン、急降下制動装置、急降下停止装置を設けた電動シャッターの設置箇所

　（ ※ ラワン合板程度　　・　　　　　 　） ・開閉方式の種類　※ 上部電動式（手動併用）　・ 上部手動式 ・　

  生地、透明塗料塗り ※ 建具の製造所の仕様による※ シーリング材ステンレス製　　　　　　　　　　・ 防煙シャッター

表面の樹種・ 普通合板 ・・　　　　　　　　   　 ・ 屋内用防火シャッター

備考規格等合板の種類 ※ 建具の製造所の仕様による※ シーリング材鋼製及び鋼製軽量　　　　　　　　  　・ 外壁用防火シャッター　耐風圧強度（　　）Ｎ/ｍ2

　 表面材の合板の種類 　　・　シャッターの種類　　・ 管理用シャッター　耐風圧強度（　　）Ｎ/ｍ2

・ フラッシュ戸 　　・ グレイジングチャンネル形（１６．１１．２、３）重量シャッター15

・・ ガスケット　※ 規制対象外　・ 

※ 建具の製造所の仕様による※ シーリング材アルミニウム製　　JIS A 1516「建具の気密性試験方法」による。 建物内部の木製建具に使用する表面材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量 

ガラス溝の大きさ（ｍｍ）ガラス留め材建具の種類（３）気密性能試験 　 建具材の加工、組立時の含水率　※ Ｂ種　　・ 

ガラスの留め材及び溝の大きさ    適用戸総質量の区分毎に試験を行う。 （１６．７．２～４）木製建具10

    耐衝撃性試験に用いる試験体は片引戸、開口内法有効寸法は高さ2,000ｍｍ、幅900ｍｍとする。　ステンレス鋼板の曲げ加工　※ 普通曲げ　・ 角出し曲げ( ･ ａ角　　・ ｂ角　　・ ｃ角） 

映像調整　　　・ 行わない　・ 行う　　落下高さ17ｃｍにて、ドアの中央部にドアが外れる方向に衝撃を与える。工法

反射皮膜面　　・ 内面　　　・ 外面（２）耐衝撃性試験 　表面仕上げ　※ ＨＬ　・ 鏡面仕上げ　・ 

　Ｂ類・ ３種　　試験に代えることができるものとする。形状及び仕上げ

・ Ａ類　・ Ｂ類・ ２種　色調（ ・ブルー　・ グレー　・　　　　）　　ついてはメーカーの耐久性能試験成績書において2万回以上の耐久性能を確認することで、ステンレス鋼板の材料　　※ SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　・ 

建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による 　Ａ類・ １種・　　制御装置は10万回以上の時点で1回のみ調整を行えるものとし、また、その他の制御装置に
耐震性能 耐久性による区分日射熱遮蔽性による区分材料板ガラスによる種類　　有効高さ2,000ｍｍ、幅は最大寸法とする。適用戸総質量の区分毎に試験を行う。自閉装置、
　耐震ドア　　　　　　　　　面内変形追従性の等級（ 　　 　　　　　）

　※ 下記以外は建具表による　　　　端位置までの作動を確認できる試験を行う。同試験に用いる試験体は片引戸とし、開口内法
　断熱ドア、断熱サッシ 　 断熱性の等級（  　 　　　　　 ）

熱線反射ガラスの材料板ガラスの種類及び厚さによる種類　　閉については外力によらす、試験体の自閉装置及び制御装置のみにより戸を開端位置から閉
　防音ドア、防音サッシ　　　遮音性の等級（  　　　　　　　）

（１）耐久性（開閉繰り返し）試験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ｓ－６

・ 空気　　・ アルゴン　　・ 　　・ Ｓ（試験方法） 装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ｓ－５

　外部に面する面する建具の耐風圧性　・ Ｓ－４ 乾燥気体の種類日射取得性、日射遮蔽性による区分（１６．１０．３）性能値等　※ 標準仕様書表16.10.1による　　自閉式上吊り引戸14

　簡易気密型ドアセット　・ 適用する

性能値等（建具符号： ・ 建具表による　　・　　　　　　　　） ・ 空気　・ アルゴン　・ Ｔ１　・ Ｔ２　・ Ｔ３　・ Ｔ４　・ Ｔ５　・ Ｔ６凍結防止措置　　・ 適用する　　・ 適用しない 

（１６．２．２）（１６．４．２）（１６．６．２～５）ステンレス製建具9 乾燥気体の種類断熱性による区分防錆　　・ 適用する　　・ 適用しない 
召合せ、縦小口包み板の材質　※ 鋼板　　

　※ 下記以外は建具表による　　戸の開閉方式　　※ 建具表による　　
　鋼板類の厚さ　※ 標準仕様書表16.5.1による　　

複層ガラスの材料板ガラスの種類及び厚さの組合せ並びに複層ガラスの厚さ
形状及び仕上げ

　　　　・電波センサー　　・ タッチスイッチ　　・ 押しボタンスイッチ
ステンレス鋼板の材料　※ SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　 ・ 熱線吸収網入り磨き板ガラス　種類　・ 光線（反射）センサー　　・ 熱線センサー　　・ 音波センサー　　・ 光電センサー
鋼板の材料　※ 亜鉛めっき鋼板　・ ビニル被覆鋼板　　・ カラー鋼板　　・ ステンレス鋼板 ・ グリーン　　・ １種　・２ 種・ 熱線吸収フロート板ガラス　　※標準仕様書表16.9.3による

建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による 色　調性能による種類材料板ガラスによる種類　 　
耐震性能

　※ 下記以外は建具表による　　　性能値
　耐震ドア　　　　　　　　　面内変形追従性の等級（　　 　　　　　）

熱線吸収板ガラスの板ガラスによる種類、厚さによる種類及び性能による種類 引き戸用検出装置
　断熱ドア、断熱サッシ  　断熱性の等級（ 　 　　　　　 ）

　防音ドア、防音サッシ　　　遮音性の等級（ 　　　　　　　）
・・　引き戸用検出装置の種類は、多機能トイレスイッチとする

　簡易気密型ドアセット　・ 適用する
・　　※ 標準仕様書表16.9.2による

性能値等（建具符号： ・ 建具表による　　・　　　　　　　　）
・ Ⅰ類　　・ Ⅲ類・ フロート板ガラス・ フロート強化ガラス　 　

（１６．２．２）（１６．５．２～４）鋼製軽量建具8
バック衝撃特性による種類　性能値　鋼板類の厚さ　※ 標準仕様書表16.4.2による　　・　
破片の状態及びにショット材料板ガラス材料板ガラスによる種類による名称多機能トイレ出入口引き戸用駆動装置形状及び仕上げ

　※ 下記以外は建具表による　　ステンレス鋼板の材料　※ SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　
強化ガラスの形状による種類、材料板ガラスの種類による名称及び特性による種類 　　　　種類　　・ SSLD-1　　・ SSLD-2　　・ DSLD-1　　・ DSLD-2 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による

耐震性能 　　※ 標準仕様書表16.9.1による

・ Ⅱ－２類　・ Ⅲ類・　 　　耐震ドア　　　　　　　　　面内変形追従性の等級（　　 　　　　　）

・ Ⅰ類　・ Ⅱ－１類・ フロート板、フロート板合わせガラス　性能値　断熱ドア、断熱サッシ  　断熱性の等級（ 　 　　　　　 ）

バック衝撃特性による種類引き戸用駆動装置　防音ドア、防音サッシ　　　遮音性の等級（ 　　　　　　　）

落球衝撃はく離特性並びにショット材料板ガラスの種類、組合せ（表１６．９．１）（表１６．９．２）（１６．９．２，３）自動ドア開閉装置13　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ｓ－６

る種類　　※ 下記以外は建具表による　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ Ｓ－５

合わせガラスの材料板ガラスの種類及び厚さの組合せ並びに合わせガラスの合計厚さ及び特性によ鍵箱　　　　　・ 設ける（　　　　個用　　組）　・ 設けない　外部に面する面する建具の耐風圧性　・ Ｓ－４

　※ 建具表による　　鍵の製作本数　　※各室３本１組（室名札付き）　　　簡易気密型ドアセット　・ 適用する

下記のガラス以外の品種、厚さの呼びによる種類等マスターキー　※ 製作する（　　　　組）　・ 製作しない　　・ 既存に組込む性能値等（建具符号： ・ 建具表による　　・　　　　　）

（１６．８．４） （９．７）（１６．１４．２～４）（図１６．１４．１）ガラス18鍵12（１６．２．２）（１６．４．２～４）（表１６．４．２）鋼製建具7

藤
本

矢
野

建設コンサルタント登録　建26第378号 １級建築士登録 木原分団屯所建設工事藤賀　光由第　315797　号１級建築士事務所 登録18(1)第1252号

藤
賀

髙
木

１級建築士登録
髙木　洋志　藤本　誠二 －第　293685　号 2022.9

※鋼製軽量建具の仕

　様はプレハブメー

　カーの仕様による。

　は100ｋ、6番手は120ｋとする。 

２）試験ドアの質量は、1番手は25ｋ、2番手は40ｋ、3番手は60ｋ、4番手は80ｋ、5番手

  ーザ及びヒンジクローザ）に規定する試験方法による。 

１）性能試験は、JIS A 1510-3（建築用ドア金物の試験方法－第３部：フロアヒンジ、ドアクロ

（試験方法） 

Grade1を選定する場合は、図示による。 

注２.コンシールド型は右記の閉じモーメントの50％程度までとする。 

注１.パラレル取付けは、右記の閉じモーメントの70％程度までとする。

し開閉回数）

回数（繰り返

30万回10万回 20万回 Grade2耐久性の試験

以内 戸閉鎖位置（ｍｍ）

耐久試験後±6ｍｍ繰り返し開閉後の ーー

ション性能（秒）

満足していること。 ディレードアク

耐久試験後も上記初期値を繰返し開閉後の ーー

性能（秒）

満足していること。 バックチェック

耐久試験後も上記初期値を繰返し開閉後の ーー

じ速度（秒）

耐久試験後も上記初期値を満足していること。繰返し開閉後の閉

こと。 こと。 （％）

期値を満足している 期値を満足している満足していること。 後の効率

耐久試験後も上記初耐久試験後も上記初耐久試験後も上記初期値をGrade2繰返し開閉

（Ｎ・ｍ）

こと。 こと。 ーメント

期値を満足している期値を満足している満足していること。 後の閉じモ

耐久試験後も上記初耐久試験後も上記初耐久試験後も上記初期値をGrade2繰返し開閉

耐
久

性

  自由のみに適用）

（中心吊り込み両

±3ｍｍ以内戸の閉鎖位置 ーー

種のみ適用） 

ン機能を有する機

ィレードアクショ

あること。（60～75°）（デ

た、その時間の調整が可能でション解除角度

時間が10秒以上確保でき、まディレード アク

ドアクション解除角度までのション性能（秒）

開扉90°の位置からディレーディレードアク ーー

いること。 

間の時間は0.8秒以上として  種のみ適用） 

85°）から更に20°まで開く  機能を有する機

ックチェック開始角度（70～（バックチェック

を開扉50°から負荷する。バ能（秒） 

ドア開扉方向に荷重60Ｎ/ｍ2バックチェック性 ーー

10Ｎ・ｍ以上 3Ｎ・ｍ以上 8Ｎ・ｍ以上 ストップ解除力

200Ｎ・ｍ以下 

但し、コンシールド型は

100Ｎ・ｍ以下100Ｎ・ｍ以下60Ｎ・ｍ以下 ストップ入力 

ス
ト

ッ
プ

力

曇り点試験方法）により測定し、－15℃以下であること。

緩衝油の流動点は、JIS K 2269(原油及び石油製品の流動点並びに石油製品温度依存性（℃）

間を5～8秒に調整できるきること。

常温（5～35℃）無風状態において、開扉（70°）から全閉（0°）までの時閉じ速度（秒）

45以上45以上 45以上 45以上 45以上 45以上 ６

45以上35以上45以上 35以上 45以上35以上５

40以上25以上 40以上 25以上 40以上 25以上 ４

35以上 15以上35以上 15以上 35以上 15以上 ３

30以上10以上 30以上 10以上 30以上 10以上 ２

30以上5以上 30以上 5以上 30以上 5以上 １

（％） ト（Ｎ・ｍ）（％） ト（Ｎ・ｍ）（％） （Ｎ・ｍ）

初
期

値

効率閉じモーメン効率閉じモーメン効率閉じモーメント番手Grade2

(

注
１)

(

注
２)

 

閉
じ

力
及

び
効

率
に

よ
る

区
分

性能試験項目

③ フロアヒンジ ② ヒンジクローザー  ① ドアクローザー区分

（品質・性能）

クローザー類

試験方法は、JIS A 1541-1（建築金物－錠－第１部：試験方法）による。

支障が ないこと。 

いること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が維持され、かつ、施解錠操作に

  ハンドルの垂直荷重強度試験（2ＫＮ）を行い、荷重を除いたとき、ハンドルが正常に作動して

＜垂直荷重強度＞

障がないこと。 

ること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、 施錠状態が維持され、かつ、施解錠操作に支 

  ハンドルの引張強度試験（2ＫＮ）を行い、荷重を除いたとき、ハンドル が正常に作動してい

＜引張り強度＞

かつ、施解錠操作に支障がないこと。

ドルが正常に作動していること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が維持され、

  レバーハンドルのねじり強度試験（3.5ＫＮ・ｃｍ）を行なった後、トルクを除いたとき、ハン

＜ねじり強度＞

（性能） 

【レバーハンドル】

　　試験方法は、JIS A 1541-1（建築金物－錠－第１部：試験方法）による。

  　一刻みは、最大2連続までとしていること。 

　2)同一タンブラーの使用数は、60％以下とする。また、６本タンブラーにおいては、キーの同

  　セクションが存在する場合は、有効かぎ（鍵）違い数とみなさないものとする。

　1)かぎ（鍵）数は、1.5万以上とする。ただし、異なるキーウェイ形状であっても、共通のキー

＜鍵＞

　　操作に支障がない。 

　　ていること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が維持され、かつ、施解錠

　5)ハンドルの垂直荷重強度試験（2ＫＮ）を行い、荷重を除いたとき、ハンドルが正常に作動し

　　に支障がない。 

　　ること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が維持され、かつ、施解錠操作。 

　4)ハンドルの引張強度試験（2ＫＮ）を行い、荷重を除いたとき、ハンドルが正常に作動してい

　　施解錠操作に支障がない。

　　に作動していること。また、施錠時握り玉が固定される錠は、施錠状態が維持され、かつ、

　3)握り玉のねじり強度試験（3ＫＮ・ｃｍ）を行なった後、トルクを除いたとき、握り玉が正常

　　持され、かつ、施解錠操作に支障がない。 

　　ンドルが正常に作動していること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が維

　2)レバーハンドルのねじり強度試験（3.5ＫＮ・ｃｍ）を行なった後、トルクを除いたとき、ハ

　　ングに支障がない。

　1)ラッチボルトの側圧強度試験（4ＫＮ）を行い、荷重を除いたとき、ハンドル操作及びラッチ

＜使用扉の質量に対する性能（シリンダ箱錠のみ）＞

　　イクの強度と同等以上の強度をもつものとする。

　　上のステンレス鋼製とし、トロヨケは厚さ1.6ｍｍ以上の鋼製の一体絞りとする。又はストラ

　5)（シリンダ本締り錠はグレード3以上の彫込錠の場合）ストライクプレートの厚さ1.5ｍｍ以

※軽量シャッターの

　仕様はプレハブメ

　ーカーの仕様によ

　る。

A－005
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1 取付方法、性能等 （１７．１．３）（１７．２．２）（１７．３．２） 4 塗料 （１８．４．１～１８．１３．２） 7 合成樹脂塗床 （１９．４．２、３）（表１９．４．４、５） 11 せっこうボードその （１９．７．２、３）（表１９．７．１）
１７

取付方法　・ 層間方式　　・ 柱、梁方式　　・ 方立方式　　・ スパンドレル方式　　 高日射反 種別 施工箇所 工法 仕上げの種類 他のボード及び合 合板類、ＭＤＦ及びパーティクルボードのホルムアルデヒド放散量

性能 塗装 種別 塗料の種類 射率塗料 ・ 厚膜型塗床材 ※ 平滑仕上げ　　・ 防滑仕上げ 板張り   ※規制対象外　　・ 

水密性 気密性 遮音性 断熱性 耐火性 　　　 　 弾性ウレタン樹脂系塗床 ・ つや消し仕上げ 種　　類 JISの 厚さ（ｍｍ）、規格等耐温度差性

（℃） ・合成樹脂調合ペイント 木部屋外 ※Ａ種　・Ｂ種 ※ １種　・ ２種 ・ 厚膜型塗床材 ・ 薄膜流しのべ工法 ・ 平滑仕上げ 記号

・ 30分 ・ 80 　塗り（ＳＯＰ） 木部屋内 ※Ｂ種　・Ａ種 ※ １種　・ ２種 　 エポキシ樹脂系塗床 ・ 厚膜流しのべ工法 ・ 防滑仕上げ ・ 硬質木毛セメント板  HW ・ 15　　・ 20　　・ 25　　・　

・ 1時間 ・ 70 鉄鋼面 ※Ｂ種　・Ａ種 ※ １種　・ ２種 ・適用する ・ 樹脂モルタル工法 ・ 中質木毛セメント板  MW ・ 15　　・ 20　　・ 25　　・　

・ 60 亜鉛めっき鋼面 ・適用する ・ 薄膜型塗床材 ※ 平滑仕上げ　 ・ 普通木毛セメント板  NW ・ 15　　・ 20　　・ 25　　・　※ １種　・ ２種

・透明　 ・不透明・クリヤラッカー塗り（ＣＬ） ※Ｂ種　・Ａ種 塗料のホルムアルデヒド放散量　※ 規制対象外　　 ・ 硬質木片セメント板  HF ・ 12　  ・ 15　  ・ 18　  ・ 21　 ・　

・アクリル樹脂系非水分散形塗料塗り（ＮＡＤ） ※Ｂ種　・Ａ種 ・ 普通木片セメント板  NF ・ 30 　 ・　
耐風圧性

・耐候性塗料塗り 鉄鋼面 ・適用する 8 防じん用塗床 材料　水性アクリル系樹脂塗材とし、製造所の指定する製品とする ・ けい酸カルシウム板 0.8FK タイプ 2（無石綿） ・ 6　　・ 8  
  1章 15 適用区分による風圧力の（ ・1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法

　（ＤＰ） 亜鉛めっき鋼面 上塗り等級（　）級 工法　製造所の指定する工法とする 1.0FK 
主要部材の耐風圧性能（ガラスを除く）

コンクリート面及び ・Ａ種 上塗り等級１級 　　　なお、上塗りは２回塗りとし、総塗布量は０．２５ｋ／ｍ2以上とする ・ ロックウール化粧吸音板  DR ・ フラットタイプ（ ・ 9(不燃)　・ 12(不燃)　・　　）
支点間距離(ｈ) 耐風圧性能

押出成形セメント板面 ・Ｂ種 上塗り等級２級 仕上げの種類（ ※ 平滑仕上げ　・ 防滑仕上げ ）（ ※ 標準色　・　　　　　） ・ 凹凸タイプ（ ・ 12(不燃)　・ 15(不燃)　・　 　）
4ｍ以下 ・ たわみ量が±（1/150）×ｈかつ絶対量20ｍｍ以下であること

・Ｃ種 上塗り等級３級 JIS K 5970に基づく塗料のホルムアルデヒド放散量　※ 規制対象外　　 ・ ロックウール吸音ボード1号 RW-B ・ 25　　・ 
4ｍを超える ・

・つや有合成樹脂エマル コンクリート面、モ ※Ｂ種　・Ａ種 ・ グラスウール吸音ボード32K GW-B ・ 25(ガラスクロス包）　　・ 耐震性能
  ションペイント塗り ルタル面、プラスタ 9 フローリング張り （１９．５．２～６）（表１９．５．１～６） ・ せっこうボード GB-R ※ 12.5 (不燃)    ・ 15 (不燃) 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による

  （ＥＰ－） ー面、せっこうボー 単層フローリング ・ 不燃積層せっこうボード GB-NC 9.5 (不燃)　化粧無（下地張り用）  
シーリング材

ド面その他ボード面等 種類 工法 樹種 厚さ 間伐材等 　　　　　　化粧有（トラバーチン模様）
下表以外は標準仕様書表 9.7.1 による

屋内の鉄鋼面 ※Ｂ種　・Ａ種 （ｍｍ） の適用 ・ シージングせっこうボード GB-S 12.5 （※不燃　　・準不燃）
被着体の組合せ シーリング材の種別

・合成樹脂エマルションペイント塗り（ＥＰ） ※Ｂ種　・Ａ種 ・ フローリング ・ 釘留め工法（根太張り） ※ なら　・ 　15 ・ ・ 強化せっこうボード GB-F ・ 12.5 （不燃）　　・ 15 （不燃）
記　号 主成分による区分

・合成樹脂エマルション模様塗料塗り ※Ｂ種　・Ａ種 　 ボード１等 ・ 釘留め工法（直張り） ※ なら　・ 　 ・  1 2　 ・ ・ せっこうラスボード GB-L 9.5
金属 ガラス

　（ＥＰ－Ｔ） ・ 接着工法 ※ なら　・ 　 ・  8  　 ・ ・ 化粧せっこうボード（木目） GB-D 12.5 （不燃）幅 440mm 程度
石、タイル

・透明　 ・不透明・ウレタン樹脂ワニス塗り（ＵＣ） ※Ｂ種　・Ａ種 ・ フローリング ・ 接着工法 ※ なら　・ 　 　15 ・ 模様（ ・ 柾目　　・ 板目） 専用下地材有り
ガラス ガラス

・オイルステイン塗り（ＯＳ）  　ブロック１等 ・ 化粧せっこうボード GB-D 9.5（準不燃）
カーテンウォール板間目地

　（塗料　・ 水性　　・ 油性） フローリングボードの大きさ　※ 標準仕様書表19.5.1、3、5による　　          （トラバーチン模様）
構造用ガスケット

・透明　 ・不透明・木材保護塗料塗り（ＷＰ） ※Ｂ種　・Ａ種 ・ 普通合板 表板の樹種名
  ・ 適用する　（施工箇所　・ 図示　　・　　　　　　） 　　　

高日射反射率塗料  を適用する場合の適用箇所は屋上、屋根面の金属面とする 複合フローリング 　生地、透明塗料塗り 
    　材質　　・ クロロプレン系　　・ EPDM系　　・ シリコーン系

種類 工法 樹種 種別 厚さ（ｍｍ） 間伐材等 （ ※ ラワン程度　　・　　　　 　　） 
 　 　形状　　・ H型　　・ Y型　　・ C型 　　　

の適用   不透明塗料塗り 
    　寸法（ｍｍ）　ガラス板厚（　　）、支持枠の厚さ（　　）、ウェブの寸法（　　） 　

1 接着剤 接着剤のホルムアルデヒド放散量 （１９．２．２） ・ 天然木化粧複合 ・ 釘留め工法(根太張り） ※ なら ・ Ａ種 ・  1 5　 ・ （ ※ しな程度　　・　 　　　　　　） 
  ・ 適用しない １９

　※ 規制対象外　　・ 　 フローリング ・ 釘留め工法(直張り） ・ ・ Ｂ種 ・  1 2　 板面の品質（　　　　） 
断熱材 　 

接着剤は可塑剤（難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていないものとする ※ Ｃ種 ・  1 2　 厚さ（ｍｍ）（　　　　） 
  種類（　　　　　　　　　　　） 　

　
　

ユ
ニ

ッ
ト

及
び

そ
の

他
の

工
事

施工箇所の下地がセメント系下地及び木質系下地以外の場合の接着剤の種別　 ・ 接着工法 ※ なら ・ Ａ種 ・  1 2　 ・ 接着の程度（ ・ 1類　　・ 2類　　　　　 ）
  厚さ（ｍｍ）（　　　　　） 　

　・ 図示　・ ・ ・ Ｂ種 ・  1 2　 防虫処理（ ・ 行う　　・ 行わない） 　
  施工箇所　・ 図示　・ 

※ Ｃ種 ・  1 2　 ・ 天然木化粧合板 樹種名（　　　　　　　　　　） 

耐火材料 2 ビニル床シート （１９．２．２、３） フローリングの大きさ　　※ 標準仕様書表19.5.2、4、6による　　 接着の程度（ ・ 1類　　・ 2類 ） 

施工部位 種別 規格帯 種類の記号 色柄 特殊機能 厚さ（ｍｍ） 備考 フローリング及び接着剤のホルムアルデヒド放散量    ※ 規制対象外　　 厚さ（ｍｍ）（　　　　） 

・ ファスナー部 ※ ＦＳ ・ 無地 ・ 帯電防止 ※ 2.0 接着工法の場合の裏面緩衝材　※ 合成樹脂発泡シート　 防虫処理（ ・ 行う　　・ 行わない） 　

・ 取付けブラケット ・ ・ マーブル柄 ・ 耐動荷重性 ・ 現場塗装仕上げ　・ 行う ・ 特殊加工化粧合板 化粧加工の方法（ ・オーバーレイ　・プリント　・塗装） 

・ パネル目地部 ・ 柄物 ・ 防滑性 　              　  ※ ウレタン樹脂ワニス塗り 　 表面性能（　　　　    　）タイプ 

・ 層間ふさぎ ※ 目地処理（工法　※ 熱溶接工法　・　　　　　　）　・ 突付け（施工箇所：　　　　　　　） 　              　  ・ オイルステインの上、ワックス塗り 接着の程度（ ・1類　　・ 2類 ） 

・　 特殊機能 　              　  ・ 生地のままワックス塗り 厚さ（ｍｍ）（　　　　） 

　帯電防止　・ 帯電防止性能評価値（JIS A 1455）1.2以上～3.2未満           　　　・ 行わない 防虫処理（ ・ 行う　　・ 行わない） 　
メタルカーテン2 （１７．２．２、３、５） 7 10

 　　　　　　  又は体積電気抵抗値（JIS A 1454）1×10 ～1×10 Ω程度 ・ メラミン樹脂化粧板 JIS K 6903 による厚さ　（ ※ 1.2　　・　　　　　）
ウォール カーテンウォールの材料

　　　　　　・ 　　 10 畳敷き （１９．６．２）（表１９．６．１） ・ ポリエステル樹脂化粧板
金属系材料の種類 規格等 表面処理 映像調整

種別　・Ａ種　・Ｂ種　・Ｃ種　※Ｄ種（畳床：・KT-Ⅰ　・KT-Ⅱ　※KT-Ⅲ　・KT-K　・KT-N） ・ ミディアムデンシティ  MDF ・ 3　　・ 7　　・ 9　　・ 12      ・　
※ アルミニウム材 ※ 標準仕様書 種別（　　　　）種 ・ 行わない 

3 ビニル床タイル （１９．２．２） 下地の種類　・ 標準仕様書表12.6.1による床組 　　　　　　 　　　ファイバーボード 
　 16.2.3による 色合等　・ 標準色（　　　　　）　 ・ 行う 

種類の記号 色柄 寸法 特殊機能 厚さ（ｍｍ） 備考             ・ ポリスチレンフォーム床下地（ノンフロン  ） 　　　　　　 ・ 単板張り ・ 無研磨板  ＶＮ   ・ 研磨板ＶＳ
・ 　　　　・ 特注色（　　　　　　）

※ ＫＴ ・ 無地 ※ 300×300 ・ 帯電防止 ※ 2.0           　・ 　　　パーティクルボード ・ 10　　・ 12　　・ 15　　・ 18　　・　

・ ＴＴ　・ ＦＴ ・ 柄物 ・ 450×450 ・ 防滑性 ・ 2.5 畳表及び畳床はホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて ・ 化粧パーティクルボード ・ 単板オーバーレイ　ＤＶ
製品及び取付け位置の寸法許容差　※ 標準仕様書表17.2.1～3による 

・ ＦＯＡ　・ ＦＯＢ ・ 500×500 ・ 3.0 少ない材料を使用したものとする。 ・ プラスチックオーバーレイ　ＤＯ
　　　　　　　　　　　　　　　　

・ 塗装　ＤＣ

特殊機能 ・ 10（難燃）　　・ 12（難燃）　　・  
ガラス溝の寸法、形状等　※ カーテンウォールの製造所の仕様による　　・ 

 HB  　帯電防止　・ 帯電防止性能評価値（JIS A 1455）1.2以上～3.2未満 ・ ハードボード（素地） ・ 無研磨板（ ・ スタンダード　・ テンパード　ＲＮ） 
7 10

 　　　　　　  又は体積電気抵抗値（JIS A 1454）1×10 ～1×10 Ω程度 ・ 研磨板　（ ・ スタンダード　・ テンパード　ＲＳ） 

 　　　　　 ・ 　　 ・ ハードボード（化粧） ・ 内装用ＤＩ　・外装用ＤＥ

3 ＰＣカーテン （１７．３．２～５）（表１７．３．１、２） ・ 2.5　　・ 3.5　　・ 5　　・ 7　　・　

ウォール カーテンウォールの材料 　  IB 4 ビニル幅木 材質の種類　　※ 軟質　　・ 硬質 （１９．２．２） ・ インシュレーションボード A級（ ・ 天井仕上げ　 ・ 内装仕上げ　 ・ 　　　　）

　コンクリート　※ 標準仕様書17.3.2(1)(ｱ)～(ｳ)による　　 高さ（ｍｍ）　※ 60　　・ 75　　・ 100 　 ・ 9　　・ 12　　・ 15　　・ 18　　・　

　鉄筋　※ SD295A（ ・D13　　・ D10　） 　 厚さ（ｍｍ）　※ 1.5以上　　・ せっこうボード等の下地　※ 図示　　

　補強鉄線の径（ｍｍ）　※ 3.2　　・ 4.0　　・ 5.0　　・ 6.0 　 軽量鉄骨下地ボード遮音壁に用いる遮音シール材

　配筋　※ 図示 5 ゴム床タイル　 （１９．２．２） 　※ シーリング材　・ジョイントコンパウンド

先付けの材料　・建具枠　　・ ゴンドラ用ガイドレール　　 種類　　　・ 単層品　　・ 複層品 合板類の張付け　　※ B種　　・ A種　

表面仕上材　　・ タイル 色柄　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） せっこうボードの目地工法　　※ 仕上表による　　・　

　　　　　　　・ 石材（ ・ 花こう岩　　・ 大理石　　・　　　　　　　　） 厚さ（ｍｍ）・ 3.0　　・ 4.5　　・ 6.0　　・ 9.0 

　　　　　　　・ 　 寸法（ｍｍ）（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）   12 壁紙張り ホルムアルデヒド放散量　※ 規制対象外　　 （１９．８．２、３）

ガスケットを用いる場合のアンカー溝の寸法及び寸法許容差（ｍｍ） 備考施工箇所 壁紙の種類 防火性能

　・ 深さ（h）=1～+2、溝幅及び底幅（W1及びW2）=±1　　 6 カーペット敷き （１９．３．２、３）（表１９．３．１） 紙 繊維 プラス 無機質その他

製品及び取付位置の寸法許容差　※標準仕様書表17.3.1～2による　　・ ・ 織じゅうたん チック

織り方 パイルの形状 帯電性 備考 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 不燃　・ 準不燃

・ ウィルトンカーペット ・ カットパイル ・ 適用する ・ ・ ・ ・ ・ ・ 不燃　・ 準不燃

・ ダブルフェースカーペット ・ ループパイル ・ 適用しない ・ ・ ・ ・ ・ ・ 不燃　・ 準不燃

・ アキスミンターカーペット ・ カット、ループ併用 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 不燃　・ 準不燃

パイル糸の種類等 モルタル・プラスター面の素地ごしらえの種別　　※ B種　　・ A種　

　　※ 模様の無い無地のもの（改修標準仕様書表6.9.1による種別　・ Ａ種　・ Ｂ種　・ Ｃ種） コンクリート面の素地ごしらえの種別　　　　　　※ B種　　・ A種　

　 　 せっこうボード面の素地ごしらえの種別　　　　　※ B種　　・ A種　

1 材料 屋内で使用する塗料のホルムアルデヒド放散量 　 （１８．１．３） ・ タフテッドカーペット 13 断熱材 （１９．９．２、３）
１８

　※ 規制対象外　　・ パイルの形状 パイル長さ（ｍｍ） 工法 帯電性 備考 フェノールフォームを使用した断熱材、保温材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量

防火材料　※ 屋内の壁、天井仕上げは防火材料とする。 　　　　　　 ・ カットパイル ・ 5～7　・ ※ 全面接着工法 ・ 適用する 　※ 規制対象外　・　

          ・ 次の箇所を除き防火材料とする。（箇所：　　　　　　　　） ・ ループパイル ・ 4～6　・ ・ グリッパー工法  ・ 適用しない 

・ カット、ループ併用 ・ ・ 断熱材打込み工法 

2 素地ごしらえ （１８．２．２～７） 種類 厚さ（ｍｍ） 施工箇所

下地面等 種別 ・ ニードルパンチカーペット ・ ビーズ法ポリスチレンフォーム断熱材 ・  2 5　 ・

木部 不透明塗料塗りの場合 ※ Ａ種　・ Ｂ種   　厚さ（ｍｍ）（　　　　） 　 ※ 押出法ポリスチレンフォーム断熱材 ※ ２種ｂＡ ※  2 5　 ※ 外壁

透明塗料塗りの場合 ※ Ｂ種　・ Ａ種 　　帯電性　 ・ 適用する　　・ 適用しない 　　（スキン層なし） ・ ・

鉄鋼面 ※ Ｃ種　・ Ａ種　・ Ｂ種  　 備考（　　　　　　　　） ※ ３種ｂＡ ※  2 5　 ※ スラブ

亜鉛めっき鋼面 ・ Ａ種　・ Ｂ種　 ・ ・

モルタル面及びプラスター面 ※ Ｂ種　・ Ａ種 ・ タイルカーペット ・ 硬質ウレタンフォーム断熱材 ・  2 5　 ・

コンクリート面（ＤＰ以外）及びＡＬＣパネル面 ※ Ｂ種　・ Ａ種 パイルの形状 種類 施工箇所 寸法（ｍｍ） 総厚さ（ｍｍ） 備　考 ・ フェノールフォーム断熱材 ・  2 5　 ・

押出成形セメント板面及びコンクリート面（ＤＰ） ・ Ａ種　・ Ｂ種 ※ ループパイル ※ 第一種 ※ 500×500 ※ 6.5 　施工箇所の詳細は、仕上表及び図示による

せっこうボード面及び 目地：継目処理工法 ※ Ａ種　・ Ｂ種 ・ 第二種

その他ボード面 目地：継目処理工法以外 ※ Ｂ種　・ Ａ種 ・ カットパイル ・ 第一種 ※ 500×500 ※ 6.5 ・ 断熱材現場発泡工法 　　

・ 第二種   　断熱材の種類　　※ Ａ種１　　 ・ Ａ種１Ｈ 　　

・ カット、ループ併用 ・ 第一種 ※ 500×500 ※ 6.5   　吹付け厚さ（ｍｍ）　・ 25　　・ 30　　・   　

3 錆止め塗料塗り （１８．３．２、３） ・ 第二種   　施工箇所　　　※ 窓回り等の断熱材補修部分、ルーフドレン回りの床版下等、部分的に後

下地面等 工程の種別 塗料の種別 タイルカーペットの敷き方　　平　　場　※ 市松敷き　・ 模様流し　　・　　  　　 　　　　　　　　　　 張りとしなければならない箇所

鉄鋼面 見え掛り部分 ※ Ａ種　・ Ｂ種　 Ａ種 　　　　　　　　　　　　　　階段部分　※ 模様流し　・ 市松敷き　　・ 　　　　　　　　　・ 図示

見え隠れ部分 ※ Ｂ種　・ Ａ種　 ＥＰ－の場合 ※Ｂ種　・Ａ種 

亜鉛めっき鋼面 鋼製建具等 ※ Ａ種　・ Ｂ種　 ※ Ａ種　・ Ｂ種 下敷き材　※ 反毛フェルト（JIS L 3204）の第2種2号　呼び厚さ 8ｍｍ　　・　

ＥＰ－の場合はＣ種 見切り、押え金物の材質、種類及び形状　※ 図示　　・　　　　　　

鋼製建具等以外 ※ Ｂ種　・ Ａ種　 Ｂ種

ＥＰ－の場合はＣ種
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現場発泡断熱材         ②試験方法－１ 4 トイレブース （２０．２．５） （試験方法） 

　（品質・性能）           イ、試験は、コンクリート（JIS A 5371プレキャスト無筋コンクリート製品 種類： 表面材の材料 脚部 ドアエッジ （１）スポーリング性試験 　

項目 品質・性能               Ｎ300）に接着した支柱の頂部に対し、水平方向に適用地震時水平力及び水平最大 形状 材質       適用安全使用温度（300 ℃）から適用安全使用温度まで100℃間隔で30分間加熱冷却を繰り

難燃性 下記のいずれかによっていること               耐力まで加力し、 各測定点における水平力、支柱頂部の変形量を測定する。 ※ メラミン樹脂系化粧板 ※ 幅木タイプ ※ アルミニウム製       返し、各温度設定時の加熱後及び冷却時の試験体亀裂、剥離、脱落の状況を観察する。

（１）JIS A 1321「建築物の内装材及び工法の難燃性試験方法」による難燃2級表面加           ロ、加力方向は、支柱要素に対して最も不利な方向とする。試験体数は、３個とする。 ・ ポリエステル樹脂系化粧板 ・ ・ ステンレス製       （試験体は完成品とし、サイズは内径600ｍｍ×長さ1000ｍｍ程度とする。） 

　　　熱試験又は難燃3級表面加熱試験に適合していること。         ③試験方法－２ ・ 表面材と同材 （２）透水性試験 　

（２）法定準不燃材料、難燃材料の評価方法に使用している発熱性試験（コーンカロ           イ、試験は、コンクリート（JIS A 5371プレキャスト無筋コンクリート製品　種類：       JIS A 5430「繊維強化セメント板」9.6透水性試験による。 

　　　リー試験）に適合していること。               Ｎ300）に接着した数ユニットの支柱の頂部に対し、水平方向に数ユニット分相 （品質・性能） （３）耐酸性試験

発熱性 準不燃材料試験の加熱時間は10分、難燃材料試験の加熱時間は5分において次の               当の、適用地震時水平力及び水平最大耐力まで加力し、各測定点における水平力、 （１）パネル       1.0％濃度の硝酸及び硫酸水溶液に下記の方法で浸せきした後、試験体の外観を調べる。 

（１）～（３）に適合していること。               支柱頂部の変形量を測定する。加力方向は、支柱要素に対して最も不利な方向と 項目 品質・性能       試験は、試験体を温度20℃、湿度60％の試験室に24時間以上静置した後、酸水溶液に1週間

（１）総発熱量が8ＭＪ／ｍ2以下であること。               する。 表面材 メラミン樹脂系、ポリエステル樹脂系化粧板又はメラミン樹脂系単一材とする。       （168時間）浸せきする。（ただし、酸水溶液は48時間毎に交換する。）その後、48時間以

（２）防火上有害な裏面まで貫通する亀裂及び穴がないこと。           ロ、最終的に水平力を支持する支柱の本数で除した値を、支柱１本当たりの水平力と 裏打材 JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質のうち、鋼材については、防食処理及       上温度20℃、湿度60 ％の試験室に静置した後に外観観察を行う。（試験体のサイズは、

（３）最高発熱速度が、10秒以上継続して200ＫＷ／ｍ2を超えないこと。               する。又、800ｍｍ×800ｍｍに荷重板1,900Ｎ（3,000Ｎ／１ｍ2 相当）を１箇所 び防錆処理を施した材料とする。ただし、メラミン樹脂系単一材の場合は適用しない。       100ｍｍ×50ｍｍとする。）

（試験方法）               設ける。試験体数は、１セットとする。 心材 JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質とする。ただし、メラミン樹脂系単一 （４）熱伝導率測定 　

　　（１）原液試験（原液粘度試験）         ④零点補正及び測定記録 材の場合は適用しない。       JIS R 2616「耐火断熱れんがの熱伝導率の試験方法」による。 

　　　　　JIS A 9526「建築物断熱用吹付け硬質ウレタンフォーム」に規定する6.1による。               試験体と試験機の隙間等を除去するため、始めに適用地震時水平力の1／2程度の 枠材 JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質のうち、鋼材については、亜鉛めっき       試験設定温度は100 ℃、150 ℃、300 ℃、450 ℃、600 ℃とする。 

              水平力を加力した後、速やかに除荷して“０”にした状態を零点とする。又、水 エッジ材 処理を施した材料とする。

　　（２）発泡品試験               平力による各測定点の荷重及び変形曲線を測定し記録する。 　 小口 防水処理を施す。 10 ブラインド （２０．２．１２）

　　　　　１）試料の作製は、JIS A 9526「建築物断熱用吹付け硬質ウレタンフォーム」の6.2.1     ３）共通事項 　　 形式 操作方法 種類 スラットの材質 スラット幅 ボ ッ ク ス 幅 ・ 高 さ

　　　　　　　による。         試験に使用する表面仕上げ材 　　　 （２）構造金物 （ｍｍ） レールの材種 取付箇所

　　　　　２）試料の状態調節は、JIS A 9526の6.2.2による。また、試験片の作製はJIS A 9526             種類：タイルカーペット　　　　繊維素材：ナイロン100 ％ 項目 品質・性能 ・横形 ※手動 ※ギア式 ※アルミニウム ※ 25 ※鋼製 ※図示

　　　　　　　の6.2.3による。             パイル携帯：ループパイル　　　　 脚部 JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」に規定するSUS304、SUS430J1L、 ・コード式 　合金製 ・ ・ ・

　　　　　３）試験場所は、JIS A 9526の6.2.4による。             パイル長：3.0ｍｍ～4.0ｍｍ    パッキング素材：塩化ビニル樹脂　 （脚具、幅木） SUS443J1とし、仕上げはHL程度とする。 ・操作棒式

　　　　　４）圧縮強さ試験は、JIS A 9526の6.2.5による。             全厚：6.0ｍｍ～7.0ｍｍ        単位質量：4.0ｋ/ｍ2～6.0ｋ/ｍ2　 ・電動 －

　　　　　５）熱伝導率試験は、JIS A 9526の6.2.6による。             人体耐電圧：２KV以下 （３）付属金物 ・縦形 ※手動 ※２本操作 ※アルミスラット ・ 80 アルミニウム ※図示

　　　　　６）接着強さ試験は、JIS A 9526の6.2.7による。 項目 品質・性能 　コード式 ・クロススラット ・ 100 合金製 ・

　　　　　７）透湿率試験は、JIS A 9526の6.2.8による。 2 可動間仕切 （２０．２．３） ヒンジ 耐蝕性のあるものとする。 ・１本操作

　　（３）難燃性の試験は、下記のJIS A 1321に規定する表面試験及び発熱性試験による。 構造形式による 構成基材の種類 総厚さ 表面仕上げ材 遮音性 防火 ラッチセット 　コード式

　　　　　１）難燃性の試験については、JIS A 1321に規定する試験方法に準じる。 種類 スタッド パネル (ｍｍ) 材質 パネル表面仕上げ (dB/ 性能 戸当り 腐蝕の恐れのある材料には防錆処理を施してあるものとする。 ・電動 －

　　　　　２）発熱性試験は、建築基準法に基づく指定性能評価機関が準不燃材料、難燃材料の 　500Hz) 戸当り部のゴムは、使用に十分耐える材質であるものとする。 アルミスラットの材質　焼付け塗装仕上げ

　　　　　　　評価方法に使用している試験方法に準じる。 ※スタッド式(内蔵) ※鋼板 ・メラミン樹脂焼 ・0 ・不燃 （４）外観は、JIS A 6512「可動間仕切」の5.b) による。 クロススラットの材質　消防法で定める防炎性能の表示がある特殊樹脂加工

・スタッド式(露出) ・ 　付又はアクリル ・15程度 ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場合は  とする。

（５）パネル表面材の耐薬品性・耐汚染性・耐ひっかき性・開閉耐久性 ・スタッドパネル式 　樹脂焼付塗装 ・30程度

1 フリーアクセス （２０．２．２） ・パネル式 ・壁紙張り ・36以上 項目 品質・性能 11 ロールスクリーン （２０．２．１３）
２０

フロア 構法 ・ 置敷式 　 ・ 支柱調整式 ・ 耐薬品性及び耐汚染性 耐引っかき性 材種 操作方式 遮光性能 寸法（ｍｍ） 取付箇所 備考

所定荷重 ※ 3,000Ｎ　　・ 5,000Ｎ ※ 3,000Ｎ　　・ 5,000Ｎ パネル内に取付ける建具 ・ あり（ ※ 図示　・　　　） ・ なし メラミン樹脂系化 JIS K 6903(2008)「熱硬化性樹脂高圧 － ・ ガラス繊維製 ・ 電動式 ・ １級 ※ 図示 ※ 図示

耐震性能 ・ 1.0　　　・ 0.6 ・ 1.0　　　・ 0.6 ドアクローザー、丁番、錠前、上げ落としは、標準仕様書16章8節の建具用金物に対応する材質と 粧板及びメラミン 化粧板」の表８品質による耐汚染性 ・ 合成・天然繊維製 ・ スプリング式 ・ ２級 ・ ・

パネル寸法（ｍｍ） する。 樹脂系単一材 （Ｂ法）の規定を満足していること。 ・ 木製 ※ チェーン式 ・ ３級

高さ（ｍｍ） 表面仕上材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書19章による 低圧メラミン樹 ポリエステル樹脂系加工化粧合板、ポリエステル樹脂系化粧ＭＤＦ、ポリエス ・ ・

表面仕上材 ※ タイルカーペット ※ タイルカーペット パネル材料のホルムアルデヒド放散量　※JIS A 6512によりＦ☆☆☆☆以上 脂系化粧板 テル樹脂系化粧パーティクルボードのいずれかの品質に適合していること。 巻取りパイプ、ウェイトバー、操作コード又は操作チェーンその他の材料

・ 帯電防止床タイル ・ 帯電防止床タイル ポリエステル樹脂 JAS「合板の日本農林規格」第９条特殊 JAS「合板の日本農林規格」第９条特 　※ 製造所の仕様　　

施工箇所 ※ 図示 ※ 図示 3 移動間仕切 （２０．２．４） 系加工化粧合板 加工化粧合板に示された耐汚染性Ｂ試 殊加工化粧合板に示された耐引っか

寸法精度 走行方向 操作方法 圧接装置の 総厚さ 表面仕上げ材 遮音性 験において、試験片の表面に色が残ら き性Ｂ試験において、きずの深さの 12 カーテン （２０．２．１４）

　※ 標準仕様書20.2.2(2)(ｵ)(a)～(c)による　　 による種類 操作方法 (ｍｍ) 材質 パネル表面仕上げ (dB/500Hz) ないこと。 平均値が10μm以内であること。 形式 開閉操作 ひだの種類 きれ地の種別、 取付箇所 備考

・平行方向移動式 ※手動式 ・プッシュ式 ※鋼板 ・メラミン樹脂焼 ・36未満 ポリエステル樹 JIS A 5905「繊維板」の表18の規定に適合していること。 品質、特殊加工等

スロープ及びボーダー　※ 製造所の仕様による　 ・図示 ・二方向移動式 ・電動式 ・ハンドル式 ・ 　付又はアクリル ・36以上 脂系化粧ＭＤＦ ・シングル ・片引き ・手引き ・フランスひだ ※図示

配線用取り出しパネル ・部分電動式 　樹脂焼付塗装 ポリエステル樹 JIS A 5908「パーティクルボード」の表11の規定に適合 ・ダブル ・引分け ・ひも引き ・箱ひだ、つまひだ ・

　フリーアクセスフロア全体面積に対する設置割合　※製造所の仕様による　・20～30パーセント ・壁紙張り 脂系化粧パー していること。 ・電動 ・プレーンひだ、片ひだ

　配線取り出し開口　　※ 製造所の仕様による ・ ティクルボード （暗幕）

　　　　　　　　　　　・ パネル枚につき、40ｍｍ×80ｍｍ程度の開口１箇所以上 表面仕上材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書19章による （試験方法） 

　　　　　　　　　　　 遮音性能は、JIS A 6512に準拠し、中心周波数500Hzの音についての透過損失とする （１）ヒンジは、JIS A 1510-2「建築用ドア金物の試験方法－第2部：ドア用金物」に規定する試 ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場合は  とする。

空調用吹き出し（吸い込み）パネル　・ なし　・ あり（形式、施工箇所： ※ 図示　・　　　 ） ハンガーレールの取付け下地の補強 　　験による。 暗幕カーテンの両端、上部及び召合せの重なり　※ 300ｍｍ以上　

　※ 取付け全重量の５倍以上の荷重に対して、使用上支障のない耐力及び変形量となるように補 （２）戸当りの衝撃試験は、JIS A 1510-2に規定する試験による。 

（性能） 　　 強する。 パネル材料のホルムアルデヒド放散量　※ JIS A 6512によりＦ☆☆☆☆以上　　 13 カーテンレール （２０．２．１４）

（１）耐荷重性能　変形5.0ｍｍ以下　残留変形3.0ｍｍ以下 　・ 図示 材料による区分　※ アルミニウム又はアルミニウム合金の押出し成型材

（２）耐衝撃性能　残留変形3.0ｍｍ以下及び損傷がないこと パネルをランナーに取り付ける部品 　　　　　　　　・ ステンレス製

（３）ローリングロード性能 　※ パネル重量の５倍の荷重を、パネル１枚に使用するランナー数で除した値に対し て、耐力及 5 階段滑り止め （２０．２．６） 強さによる区分　※ 10-90 　　　

　　　所定荷重1,000Ｎ（5,000Ｎの積載荷重は1,000Ｎ以上で任意）による繰り返し試験後、 　　 び変形量が使用上支障のないものとする。 種類 幅（ｍｍ） 取付け方法 端部フラットエンド 仕上げ　　　　　※ アルマイト　

　　　残留変形3.0ｍｍ以下 　・ 図示 ※ ステンレス製（SUS304） ※ 約35 ※ 接着工法 ※ あり ※ ビニル製 形状　　　　　　※ 角形　　　　

（４）耐震性能 　　 （品質・性能及び試験方法） 　　　　　　ビニルタイヤ入り ・ ・ 埋込み工法 ・ ステンレス製 

（１）パネル（表面材、心材、フレーム材、幅木、笠木及び補強材）及びハンガーレールは、 ・ ・ なし ー 14 ブラインドボックス

イ）固定台試験による耐震性能       JIS A 6512「可動間仕切」の表9又はこれらと同等以上の品質性能を有し、かつ、接触腐食 及びカーテン 溝幅×深さ（ｍｍ）　　・ 90×150　　・ 120×80　　・ 120×150　　・ 150×80　　・ 図示

項目 性能       をおこさないもの又は防食処理を施したものとする。 ボックス 材質　・ 集成材（樹種等は１２章木工事による　仕上げは、仕上表又は図示による） 

①ベースプレート又はアンカーが耐力に達した 水平荷重の1/2が下記の＜適用地震時水平力＞ （２）吊りボルト 6 黒板及びホワイト （２０．２．８） 　　　※ アルミニウム製　押出し型材（市販品）

  とき又はコンクリート接着面が剥離したとき 以上 　　　JIS B 1051「炭素鋼及び合金鋼製締結用部品の機械的性質－第一部：ボルト、ネジ及び植 ボード 種類 寸法（ｍｍ） 色彩 形式 　　　　 　表面処理　・ BC-1　　・ BC-2（ ※ 標準色（　　　　　）　・特注色（　　　　））

②上記①以外の部分が耐力に達したとき 水平荷重の1/1.5が下記の＜適用地震時水平力＞ 　　　込みボルト」による。 ・ 鋼製黒板 ※ 焼付け ※ 緑 ・ 平面 ・ スクリーン付き引分け 　　　・ 鋼製（仕上げは、仕上表又は図示による） 

以上 （３）パネルの外観 ・ ほうろう黒板 ・ ・ 黒 ・ 曲面 ・ 

③適用地震時水平力を加力した 構造床面からの高さの1/50以下 　　　JIS A 6512「可動間仕切」の5.a) ～ c) による。 ・ ホワイトボード ほうろう 白 ※ スクリーン付き引分け 15 天井点検口

  時の支柱頂部の変位 （４）ホルムアルデヒド等 ・ 材種 寸法（ｍｍ） 形式 外枠 内枠

　　　JIS A 6512「可動間仕切」７材料による。 ※ アルミニウム製 ※ 450×450 ※ 一般形 ・ 屋内外用 ※ 額縁タイプ ※ 額縁タイプ

＜適用地震時水平力＞ （５）パネルの操作性 7 鏡 取付箇所　　　　・ 図示　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （２０．２．９） ・ 600×600 ※ 屋内用 ・ 目地タイプ ・ 目地タイプ

　3,000Ｎ 0.6タイプ 支柱一本が負担する床加重       パネル操作の初動力は98N以下とする。 寸法（ｍｍ）　　・ 図示　　・　 ・ ・ ・ 気密形

　　　　　　　　　　　　　　{（ｍ2当り自重＋3,000Ｎ）/ｍ2当りの支柱本数}×0.6 （６）耐衝撃性 　 厚さ（ｍｍ）　　※ ５　　　・　 （品質・性能）

　3,000Ｎ 1.0タイプ 支柱一本が負担する床加重       質量50Kgにおける衝撃試験において構造部材の折れ、曲りの異常がなく表面の、割れ、は 内外枠の材質  アルミニウム製　

　　　　　　　　　　　　　　{（ｍ2当り自重＋3,000Ｎ）/ｍ2当りの支柱本数}×1.0       がれがないものとする。また、接点・接床部が外れないこと及び多少のずれがあっても圧 8 表示 （２０．２．１０）   JIS H 4100 A6063S-5又は同等の性能を有するもの 　

　5,000Ｎ 0.6タイプ 支柱一本が負担する床加重       接装置の調整で元に戻せるものとする。 案内用図記号はJIS Z 8210による。   表面処理　陽極酸化皮膜JIS H 8601(AA6)又は同等の性能を有するもの 　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　{（ｍ2当り自重＋5,000Ｎ）/ｍ2当りの支柱本数}×0.6 （７）遮音性能 　 誘導標識、非常用進入口等の表示　※ 消防法に適合する市販品　　・ 　          （外部に用いる場合は、JIS H 8602のB種又は同等以上の性能を有するもの）

　5,000Ｎ 1.0タイプ 支柱一本が負担する床加重       遮音性試験はJIS A  6512に規定する透過損失単位による各区分ごとに、500Hzの音につい 室名札、ピクトグラフ、案内板等の形状、寸法、材質、色、書体、印刷等の種別、取付け形式等 内枠及び外枠のコーナーピース

　　　　　　　　　　　　　　{（ｍ2当り自重＋5,000Ｎ）/ｍ2当りの支柱本数}×1.0       て透過損失の規定値に適合するものとする。 　※ 図示　　   鋼板に亜鉛めっき等の防錆処理を行ったもの又は同等の性能を有するもの

ロ）振動台試験による耐震性能（設計床高さ≦300ｍｍの場合のみ） 　　　 （８）パネル圧接装置の耐久性 外枠の取付け金物 　

    振動台試験において、パネルの脱落や使用上支障をきたす損傷、せり上がり、隙間及び水平移       パネル圧接装置の固定･解除は、7,500回の繰返し耐久試験実施後、質量50kg衝撃試験で異   鋼板に亜鉛めっき等の防錆処理を行ったもの又は同等の性能を有するもの 

適用安全使用温度　　動がない。       常のないものとする。 9 煙突ライニング （２０．２．１１） 内枠の仕上げ材留付金物 

（５）耐燃焼性能 　 （９）レールの耐久性 　アルミニウム及びアルミニウム合金押出形材、亜鉛めっき鋼板又は同等の性能を有するもの 　・ 400℃まで　　　・ 650℃まで

      建築基準法第２条第９号の規定に基づく不燃材料又は燃焼終了後の残炎時間が0秒       レールは普通パネルで吊り車２個が通過する部分を１ｍ以上とし、吊り車の通過回数が 耐久性能（繰り返し開閉試験）
煙突用成形ライニング材

（６）帯電防止性能評価値（Ｕ）       30,000回以上で異常のないものとする。 　（１）50回、100回、300回の内蓋の垂れ下がりが、0.5ｍｍ以内。
（品質・性能）

　　  0.6以上 （１０）吊り車の耐久性 　（２）開閉試験後、使用上支障をきたす異常がないこと。
種類 ゾノトライト系けい酸カルシウムライニング材

（７）感電防止性能 　       吊り車は、走行距離60ｋｍで操作性に異常がなく、レールに大きな変形がないものとする。 枠の寸法許容差　±0.5ｍｍ以内 
6 適用安全使用温度 ・ 400℃　　・ 650℃

　    漏えい抵抗(R)≧1×10 Ω （１１）吊りボルトの引張強度 　 外枠と内枠のクリアランス　片側2.0ｍｍ以内
（上限温度）

（８）歩行感 　　 （試験方法）       一本にかかる荷重の15倍以上の引張強度があるものとする。 
適用安全使用温度 ・ 

      通常の歩行において空洞音やがたつきがなく、歩行感に違和感がない （１２）ランナーの引張強度 内蓋（内枠）の繰り返し開閉試験 
（下限温度）

（９）メンテナンス性 　　       引張試験を実施し、普通パネル重量の５倍の荷重を、パネル１枚に使用するランナーの数 （１）試験体は、枠見込み40ｍｍ程度のものとする。 
加熱線収縮率 2.0％以下 

      交換が必要な部品については交換できるよう設計されている。       で除した値以上の強度があるものとする。     吊り金物は、外枠を天井下地取付用補強材に直接留付ける方式（天井ボードなどの仕上
曲げ強度 0.8Ｎ／ｍｍ2以上 

（試験方法）     材を挟んで固定しない方式）とする。標準仕様書14章4節により製作した試験体固定用天井下
圧縮強度 1.0Ｎ／ｍｍ2以上 

（１）耐震性能     地開口補強に試験体の天井点検口450ｍｍ×450ｍｍを吊り金具4箇所にて各メーカー仕様に従
スポーリング性 試験体に亀裂の発生、剥離あるいは脱落等がないものとする。

    １）設計床高さ≦300ｍｍの場合     い取付ける。なお、野縁の種類は、19形とし仕上げ材は、せっこうボード厚さ9.5ｍｍ（JIS 
透水性 試験体裏面に水滴が生じないものとする。 

        試験体ユニット1000ｍｍ×2500ｍｍ程度 　  A 6901「せっこうボード製品」のGB－Rの難燃2級又は発熱性２級以上）二重張りとする。 
耐酸性 試験体に形状変化が見られず、崩壊する危険性がないものとする。 

        所定の重りの質量　3000Ｎ：200ｋ　5000Ｎ：350ｋ （２）試験は、内蓋を閉じた状態から自由開放状態にする動作を繰り返し行う。 
石綿 使用不可。 

        加振　0.6：所定加速度600ｃｍ／S2　1.0：所定加速度1000ｃｍ／S2 （３）測定は、上記繰り返し試験において、各50回、100回、300回毎に内蓋の垂れ下がり状態を測
ライニング材とコン 100℃以下とする。 

    ２）300ｍｍ＜設計床高さ≦600ｍｍの場合       定する。
クリートの境界温度 

        ①固定台による耐震性能試験 
加熱線収縮率、曲げ強度、圧縮強度の確認は、社内試験成績書によることができる。

          イ、支柱調整式－支柱分離型・支柱固定タイプの全てのタイプ共、下記の試験方法－１ 16 床点検口

              又は、試験方法－２による。 　　 材種 寸法 形式 備考

          ロ、原則として、試験方法－１はパネル単体設置（Ａタイブ）に適用し、試験方法－２ （ｍｍ）

              はパネル連結設置（Ｂタイプ）に適用するものとする。 ・・ アルミニウム製 ・ 450×450 ・ 一般形 ・ 屋内外用 ・ 鍵付き

・ ステンレス製 ※ 600×600 ・ 密閉形 ・ 屋内用

・ 鋼製 ・

密閉形とは、ボルト、ナット等メカニカル構造にパッキンを装着したものとする。
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（品質・性能） 25 間知石及びコンク （２０．４．２、３） 1 屋外雨水排水 材料 （２１．２．１、２）（表２１．２．１、２） 現場打ちの場合のコンクリート材料
２１

部材名 材質 屋内外用 屋内用 リート間知ブロック 材種 種類 質量区分 備考 材種 種類・記号 形状 呼び径 備考 　　設計基準強度　※ 18Ｎ／ｍｍ2　　

受枠材 蓋枠材 アルミニウム及びアル JIS H 4100のA6063S -T5 積み ・ 間知石 ・ 花こう岩 － － ・ 遠心力鉄筋コンクリート管 ※ 外圧管（１種） ・ Ｂ形管 ※  図 示 　 　　スランプ　　　※ 15ｃｍ又は18ｃｍ　　

ミニウム合金押出形材 （表面処理）JIS H 8602のB種又はJIS H 8601のAA15 ・ 凝灰岩 現場打ちの場合の鉄筋

・ ＲＳ－ＶＰ ※ 図示　・  ステンレス製 JIS G 4305のSUS304、 JIS G 4305のSUS430 ・ コンクリート 　　－ ・ Ａ 　・ Ｂ ・ 硬質ポリ塩化ビニル管 　　種類の記号　　※ SD295A　　

・ ＲＳ－ＶＵ ※ 図示　・  SUS430J1L、SUS443J1 （表面処理）HL又は2B 　 間知ブロック 凍上抑制層に用いる材料　　

・ ＶＰ ※ 図示　・  （表面処理）HL又は2B 仕上げ程度 積み方　※ 谷積み　・ 布積み 砂を用いる場合の粒度試験　　・ 行う　　・ 行わない

・ ＶＵ ※ 図示　・  仕上げ程度 目塗り　・ 図示　　・ 

鋼製 － 標準仕様書表18.3.1及び表 伸縮調整目地　　材種　　・ 図示　  
基床の厚さ及び種類　　※ 図示　　　18.3.2のさび止め塗料塗り 　　　　　　　　厚さ 　 ・ 図示　　 5 埋戻し土 ※ Ｂ種　　　 （２１．２．１）
硬質ポリ塩化ビニル管の継手に用いる材料　　※ 接着剤　　等の防錆処理を行ったもの
側塊の形状及び寸法　　※ 図示　　二重蓋の中蓋 鋳鉄 JIS G 5501のFC150、FC200 26 鋼製書架、物品棚 1 路床 路床の材料 （２２．２．２、３、５）（表２２．２．１）

２２排水桝の種類　　　　  ※ 図示　　 材料その他 塩化ビニル樹脂製等 及び移動式書架 種　類 規格等 JISによる種類 種別 厚さ（ｍｍ）
砂地業に用いる材料　　※ シルト、有機物等の混入しない締固めに適した山砂、川砂又は砕砂目地材 黄銅   JIS H 3100 のC2600、C2720、C2801 ・ 鋼製書架 JIS S 1039 の規格による ・ １種　　・ ２種　　・ ３種 ・ 盛土 ・ Ａ種　　・ Ｂ種　　・ Ｃ種　　・ Ｄ種　 ※ 図示
　　　　　　　　　　　JIS H 3250 のC3602、C3604  ・ 鋼製物品棚 JIS S 1039 の規格による ・ ４種　　・ ５種　　・ ６種　 ・ 建設汚泥から再生した処理土  ・
砂利地業に用いる材料　※ 再生クラッシャラン ステンレス JIS G 4305のSUS304、SUS430J1L又はSUS443J1 ・ 移動式書架 形状等は図示による ・ 凍上抑制層 ・ 再生クラッシャラン 　　・ クラッシャラン ※ 図示
　　　　　　　　　　　・ 切込砂利又は切込砕石JIS G 4308のSUS304 ・ 切込み砂利　　・ 砂 ・

現場打ちの場合のコンクリート材料底板材コーナー ステンレス鋼板 JIS G 4305のSUS304、 JIS G 4305のSUS430 27 屋内掲示板 枠の材質　　※ アルミニウム製　　 ・ フィルター層 ・ 砂 ※ 図示

　　設計基準強度　※ 18Ｎ／ｍｍ2　　ピース底板補強 SUS430J1L､SUS443J1 表面の材質　※ 塩ビ発泡シート張り　　 ・ ・

　　スランプ　　　※ 15ｃｍ又は18ｃｍ　　材 JIS G 4308のSUS304 形状寸法　　　※ 図示による　　・　 路床安定処理の方法

現場打ちの場合の鉄筋アルミニウム板 JIS H 4000(A1100P H24) －   ・ 添加材料による安定処理

　　種類の記号　　※ SD295A　　表面処理：陽極酸化塗装複 28 洗面カウンター 材　種　　　　　※ メラミン樹脂化粧板張り（心材：集成材）　　・ 人工大理石　 　　　種類　・ 普通ポルトランドセメント　　・ 高炉セメントＢ種 

排水桝が現場打ちの場合の足掛け金物奥行き（ｍｍ）　・ 約 450　　・ 約 600合被膜 JIS H 8601(AA15) 　　　　　　・ フライアッシュセメントＢ種 　　　　　　　

　　材料　　　　　※ ステンレス製　　・ 鋼製　　・ 合成樹脂被覆加工を行った足掛け金物JIS H 8602(B) 　　　　　　・ 生石灰（ ・ 特号　・ １号）　・ 消石灰（ ・ 特号　・ １号）　　

鋼材 － 鋼製又はJIS G 3313にメラ 29 防煙垂れ壁 ・ 固定式 　　　添加量　・　　ｋ／ｍ3（目標ＣＢＲ　　・ 3以上　　・　　　　　　） 　　凍上抑制層に用いる材料　

ミン樹脂焼付塗装若しくは、 材　　質 厚さ(ｍｍ) 高さ(ｍｍ) 備　　考 　　　目標ＣＢＲを満足する添加量の確認方法砂を用いる場合の粒度試験　・ 行う　・ 行わない

標準仕様書表18.3.1及び表 ※ 網入り磨板ガラス ※ 6.8 ※ 500 アルミ製枠付き 2 排水桝ふた （２１．２．１） 　　　　　　・ 安定処理土のＣＢＲ試験　　

18.3.2のさび止め塗料塗り ・ 線入り磨板ガラス 名称 種類 適用荷重 鍵 備考 　・ ジオテキスタイル

等の防錆処理を行ったもの 鋳鉄製マン ・ 水封形 ・ Ｔ－２用 ・ 有り 左記以外の品質等は（公社）  　 　単位面積質量　　・ 60／ｍ2以上　　・ 　　　　

パッキン材 塩化ビニル系ゴム、軟質塩化ビニル、クロロプレン、 ・ 可動式 ホールふた ・ 簡易密閉形 ・ Ｔ－６用 ・ 無し 空気調和衛生工学会     　厚さ(ｍｍ)　　　・ 0.5～1.0　　　　・ 　　

スポンジラバー、エチレンプロピレン等枠の材質、 種　　類 材　　質 高さ(ｍｍ) 備　　考 　 （パッキン式） ・ Ｔ－２０用 SHASE-S209による    　 引張強さ　　　　・ 98Ｎ／5ｃｍ（10ｋｆ／5ｃｍ）以上　　・ 　　　　
-1

形状に適した弾力性、密着性を有するもの ・ 垂直降下式 ※ 不燃布 ※ 500 ガイドレール ・ 密閉形 ・     　透水係数　　　　・ 1.5×10 ｃｍ／ｓｅｃ以上　　　　　　 ・ 

アンカー材 鋼製に電気亜鉛めっき又は防錆塗料を行ったもの 　 （巻取り型）  （不燃認定品） ・ 800 　※ 固定式（壁埋込型） 　 （テーパ・パッキン式） 試験　

取手 黄銅鋳鉄製、黄銅製、アルミニウム押出形材・合金 　・ 可動式（天井収納型） ・ 中ふた付き密閉形   路床土の支持力比（ＣＢＲ）試験　　・ 行う　　・ 行わない 　　

鋳鉄製、ステンレス鋳鋼品、ステンレス製等 ・ 回転降下式 鋼板製又はアルミ製 ※ 500 表面仕上げ 　 （テーパ・パッキン式）   路床締固め度の試験　　・ 行う　　・ 行わない 

ステンレス鋼材、アルミニウム押出形材などで被覆 ・ 800 　※ 天井材張り 塩ビ製 ・ ＲＳ－ＶＵ     現場ＣＢＲ試験　　　　・ 行う　　・ 行わない

した、合成樹脂製のものは、衝撃による変形・割れ 降下機構　　煙感知器連動及び手動開放装置（埋込型）

が生じないものとする 3 グレーチング （２１．２．１） 2 路盤 路盤の厚さ　　※ 図示　　・ （２２．３．２、３、５）（表２２．３．１）

鍵 黄銅製、ステンレス製、亜鉛合金製とする 30 収納家具 材料（鋼製、ステンレス製）、用途（溝ふた【横断用、側溝用】、桝ふた用、Ｕ字溝用）、 路盤材料の種別

施錠・開錠は、鍵又は開閉用ハンドル式とする 材質、形状、寸法　　※ 図示　　 適用荷重（歩行用、Ｔ－２、Ｔ－６、Ｔ－１４、Ｔ－２０）、形式（受枠付きボルト固定の有無）、 　・ クラッシャラン 

蓋の耐荷重性能 蓋中央部が荷重値Pn=1,000Nにおいて残留たわみが点検 合板類、MDF 及びパーティクルボードのホルムアルデヒドの放散量 メインバーピッチ（細目、普通目）、上面形状（凹凸形、平形）は、図示による 　・ 粒度調整砕石

口の有孔径の0.08％以内であること。 　※ 規制対象外　　・　　　 　※ 再生クラッシャラン  

受け枠、蓋その他の使用上支障がないこと。 （品質・性能等） 　・ 再生粒度調整砕石 

破壊荷重は、荷重値のPnの2倍以上であること 。 31 屋外掲示板 ＜鋼製グレーチング＞ 　・ クラッシャラン鉄鋼スラグ 

受け枠寸法の許容差　±0.5ｍｍ以下 照明器具　　　・ 有り　　・ 無し 項目 品質・性能 　・ 粒度調整鉄鋼スラグ 

蓋付寸法の許容差　　±0.5ｍｍ以下 掲示板面材質　・　 メインバー、サイドバー JIS G 3101　SS400 　・ 水硬性粒度調整鉄鋼スラグ 

受け枠と蓋枠のクリアランス　片側2.0ｍｍ以内 施錠装置　　　※ 有り　　・ 無し 及びエンドプレート 路盤締固め度の試験　　※ 行う　　・ 行わない　 

（試験方法） 形状寸法　　　※ 図示による　　・　 クロスバー JIS G 3101 SS400及びJIS G 3505 「軟鋼線材」SWRM

耐荷重試験 　 3 アスファルト舗装 アスファルト舗装の構成及び厚さ　※ 図示　・ （２２．４．２～６）（表２２．４．４）

　試験体は、張物用とし、600ｍｍ角程度、枠見込みは、40ｍｍ以下とする。 　 32 くつふきマット 受け枠用アングル材 JIS G 3101 SS400及びJIS G 3132 「鋼管用熱間圧延炭素鋼鋼帯」SPHT 材料

　試験は、蓋枠の四周を支持させ、蓋の中央部にφ50ｍｍの加圧板を設置し、加圧する。 　 材種 受け枠 備考 塗装仕上げとする場合は、樹脂系塗料 　アスファルト  ※ 再生アスファルト  （種類 ※ 60～80　・ 80～100）

　本試験前に200Ｎを加圧した後、本試験を行う。 　 ・ 塩化ビニル又はゴム製 ・ ステンレス鋼（SUS304） 溶融亜鉛めっきの付着量 JIS H 8641「溶融亜鉛めっき」による試験において溶融亜鉛めっきの 　　　　　　　　・ ストレートアスファルト

　本試験は、1,000Ｎで加圧、荷重除去を3回繰り返し行った後、その後試験体が破壊する（終局 ・ 硬質アルミニウム合金製 ・ 硬質アルミニウム合金製 付着量がHDZ40以上又は、HDZ 50以上 　骨材　　・ 道路用砕石　　　　　　　 

　荷重）まで加圧する。 ・ ステンレス鋼（SUS304）製 ・ アンカー 間隔　側溝の場合500ｍｍ内外 　　　　　※ アスファルトコンクリート再生骨材 

　測定は、蓋中央部にかかる加圧を200Ｎ増す毎にたわみと受け枠の変形その他の異常について ・ ふた 幅及び長さの許容差　±3.0ｍｍ 加熱アスファルト混合物等の種類

　1,000Ｎまで3回繰り返す。 荷重性能 設計荷重の1.5倍までの加力に対して、溶接部のはずれ等その他の異常 　・ 密粒度アスファルト混合物（13） 

33 階段手すり がないものとする 　・ 細粒度アスファルト混合物（13） 

17 耐震スリット （金属工事以外） 材質 表面仕上げ 直径（ｍｍ） 取付箇所 　・ 密粒度アスファルト混合物（13Ｆ）

耐火性能 防水性能 備考 ※ 集成材 ・ クリアラッカー　・　 ・ 35　・ 45　・　 ＜ステンレス製グレーチング＞

・ 耐火型 ・ 有り ・ ビニル製ハンドレール 項目 品質・性能 シールコートの施工　※ 行わない

・ 非耐火型 ・ 無し メインバー、 JIS G 4303、JIS G 4304、JIS G 4305、JIS G 4308,JIS G 4318のSUS304 　　　　　　　　　　・ 行う（乳材の種別　※ ＰＫ－１ただし、冬期はＰＫ－２　・　　　　）　

34 天井見切り縁等 壁及び下がり壁と天井の取合いの見切縁（天井見切縁、下がり壁見切縁）の材種 クロスバー 又はJIS G 4304、JIS G 4305のSUS430JIL 試験 

　※ アルミニウム既製品　　・ ビニル既製品 エンドバー、 JIS G 4303、JIS G 4304、JIS G 4305、JIS G 4308、 JIS G 4317、 　アスファルト混合物等の抽出試験　・ 行う　　・ 行わない 

目地 サイドバー JIS G 4318のSUS304、JIS G 4320のSUS304又はJIS G 4304、 舗装の平たん性　　※ 通行の支障となる水たまりを生じない程度 

目地 内壁 外壁 35 ピクチャーレール ・ 見切り縁兼用タイプ　　・　 JIS G 4305のSUS430J1L 　　　　　　　　　・ 

　　移動フック　　　ヶ／ｍ　安全荷重　※ 15ｋ以上　・　目地材 ・ シーリング材（見え掛かり部のみ） ・ シーリング材（見え掛かり部のみ） 受け枠用アングル材 JIS G 4304,JIS G 4305, JIS G 4317, JIS G 4320のSUS304又はJIS G 4304,

・ ・ シーリング材（内外共） JIS G 4305のSUS430JIL 4 コンクリート舗装 コンクリート舗装の構成及び厚さ （２２．５．２～４、６）（表２２．５．１、３）

厚さ（ｍｍ）36 視覚障害者用床 （１１．２．２、１９．２．２） アンカー IS G 3101 SS400 、塩害の多い地区は塩害に対する防錆処理を行う    舗装の種類 部位 構成

目地寸法（ｍｍ） ・ 幅20 ×深さ10 ・ 幅20 ×深さ10 タイル 施工箇所 種類 寸法（ｍｍ） 厚さ（ｍｍ） 間隔　側溝の場合500ｍｍ内外 コンクリート舗装 車路及び駐車場 図示 図示　

・ ・ （視覚障害者誘導 屋内 ・ 塩化ビニル製 ※ 300×300　・　 ・ 7.0　・　 表面仕上げ 2B程度 歩行者用通路 図示 ※  7 0　

シーリング材の種類は標準仕様書表9.7.1による 　　　用ブロック） ・ セラミックタイル ※ 300×300　・　 ・ ふた 幅及び長さの許容差　±3.0ｍｍ 寒冷地の縁部立下り寸法等　　・ 図示　　

・ レジンコンクリート製 ※ 300×300　・　 ・ 荷重性能 設計荷重の1.5倍までの加力に対して、溶接部のはずれ等その他の異常が 材料

18 止水板 形式　　　　・ 差込式　　・ 据置式　　・ 壁張り式 ・ コンクリート製 ないものとする   コンクリート　　※ 標準仕様書表22.5.1による　　・　　　　　 

材質　　　　・ 塩化ビニル製（種類　　　　　）　　・ 非加硫ブチルゴム製　　・ 屋外 ・ セラミックタイル ※ 300×300　・　 ・   早強ポルトランドセメント　　・ 使用する　　　・ 使用しない 

寸法（ｍｍ） ・ レジンコンクリート製 ※ 300×300　・　 ・ （荷重試験方法）   注入目地材料　　※ 低弾性タイプ　・ 高弾性タイプ

施工箇所　　・ 図示　　・ ・ コンクリート製 設計荷重は以下の通りとする 目地

突起の形状、配列及び寸法は JIS T 9251による 歩車道 荷重 側溝用 横断溝用 加圧面積 　種類、間隔、構造　※ 標準仕様書表22.5.3及び図22.5.1による　　・ 図示　 

19 エキスパンション 区分 種別 （ＫＮ）  （ＫＮ）  （ｃｍ） 舗装の平たん性　　　※ 通行の支障となる水たまりを生じない程度 耐震性能

建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項によるジョイント金物 37 流し台ユニット 車道    T-20 78.5 109.8 20×50 　　　　　　　　　　・ 

種類 寸法（ｍｍ） 備考 T-14 54.9  76.9 20×50 

Ｗ Ｄ Ｈ T-6 23.5  33.0 20×24 5 カラー舗装 ・ 加熱系カラー舗装 （２２．６．２～４）

・ 流し台 ・ 1200 ・ 550 ・ 800 市販品（木製扉・木製キャビネット） T-2  7.8  11.0 20×16 　　　構成・厚さ　　※ 図示　　

・ 1500 ・ 600 ・ 850 　仕上げ： ※ 化粧パーティクルボード 歩道 4,903Ｎ/ｍ2の等分布荷重 　　　加熱系混合物の結合材　　・ アスファルト混合物

・ 1800 ・ 650 　　　　　 試験体は、下記の種別ごとに強度計算における応力度が最大となる製品について試験を行う。 　 　　　　　　　　　　　　　　　・ 石油樹脂系混合物　　顔料の添加量　　（　　　　　　％）

20 旗竿 トラップ付き イ）溝ふた　　横断用　T-20～T-2のうち1体 　　 　　　着色骨材（　　　　　　　　　　）、自然石（　　　　　　　　　　　　　　　　） 

材種 形式 高さ（ｍｍ） 操作方法 固定方法 備考 天板ステンレス製 　　　　　  　歩道用　のうち1体 　　　 ・ 常温系カラー舗装

※ アルミニウム合金製 ・ テーパー式 ・ ハンドル式 ・ 埋込式 ・ コンロ台 ・ 600 ・ 550 ・ 620 市販品（木製扉・木製キャビネット） 　　　　    　側溝用　T-20～T-2のうち1体 　 　　　工法　　・ ニート工法　　・ 塗布工法

・ ・ 同一断面式 ・ ロープ式 ・ ベース式 ・ 600 ・ 670 　仕上げ： ※ 化粧パーティクルボード ロ）Ｕ字溝用　側溝用　T-14～T-2のうち1体 　　　　　 　　　着色部の下部　　・ アスファルト舗装　　・ コンクリート舗装

・ ハンド式 ・ 650 　　　　　 　　　        歩道用　のうち1体 

バックガード有り 設計荷重を基準として一方向繰り返し加力を行う。加力速度は、4,903Ｎ/ｓとする。繰り返し加力 舗装の平たん性　　※ 通行の支障となる水たまりを生じない程度 

21 旗竿受金物 材種　　※ ステンレス製（SUS 304）　　・ 天板ステンレス製 は３回行った後、残留ひずみ等がないか確認する。その後設計荷重の1.5倍まで加力し、溶接部の 　　　　　　　　　・ 

・ つり戸棚 ・ 1200 ・ 450 ・ 500 市販品（木製扉・木製キャビネット） はずれ等異常の有無について確認する。 

22 車止めさく ・ 900 ・ 700 　仕上げ： ※ 化粧パーティクルボード 6 透水性アスファルト 舗装の構成　　・ 図示　　 （２２．７．２、３、６）

形式 材種 柱径、肉厚(ｍｍ) 高さ(ｍｍ) 　　　　　 4 街きょ、縁石及び 街きょ、縁石、側溝 （２１．３．１、２）（表２１．３．１） 舗装 材料

・ 上下式鎖内蔵式 ・ 標準品 ・ ステンレス製 ・ 水切り ・ 1200 － － 市販品 側溝 種類 形状、寸法 　骨材　　・ 道路用砕石　　　　　　　 

・ スプリング式 ・ 900 ステンレス製 ・ 縁石 ※ 図示　　・　 　　　　　・ アスファルトコンクリート再生骨材 

・ 600 ・ １段式　　 ・ Ｌ形側溝 ※ 図示　　・　 試験

（品質・性能） ・ Ｕ形側溝 ※ 図示　　・　 　開粒度アスファルト混合物等の抽出試験　・ 行う　・ 行わない 

　（１）外観は、JIS A 4420「キッチン設備の構成材」の4.1による。 ・ Ｕ形側溝ふた ※ 図示　　・　 　砂の粒度試験　　・ 行う（適用場所　・ フィルター層　・ 砂を用いる場合の凍上抑制層）

23 フェンス フェンスの種類　　・ ビニル被覆エキスパンドフェンス　　・ 樹脂塗装メッシュフェンス 　（２）構成材は、JIS A 4420の8により試験を行ったとき、表1の規定による。 ・ ※ 図示　　・　 　　　　　　　　　・ 行わない 

　             　 ・ 鋼管フェンス 　・ アルミフェンス 形状　　※ 図示　　・ 砂地業に用いる材料　　※ シルト、有機物等の混入しない締固めに適した山砂、川砂又は砕砂 舗装の平坦性　　※ 著しい不陸がないもの　　

高さ　　※ 図示　　・ 　　　　　　　　　　　

砂利地業に用いる材料　※ 再生クラッシャラン 

24 プレキャストコン 　　　　　　　　　　　・ 切込砂利又は切込砕石

クリート 現場打ちの場合のコンクリート材料

　　設計基準強度　※ 18Ｎ／ｍｍ2　　

　　スランプ　　　※ 15ｃｍ又は18ｃｍ　　

砂利地業の厚さ　　※ 100ｍｍ　　・ 図示 
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髙木　洋志　藤本　誠二 －第　293685　号 2022.9

（２０．３．３、４）

コンクリートの設計基準強度 

　※ 水セメント比55％以下、単位セメント量の最小値300ｋ/ｍ3を満足する調合強度 

　・ 図示 

配筋 　

  ※ 配筋を定めた計算書を監督職員に提出する。 　

  ・ 図示 

取付け方法 　

  ※ 図示 

A－008

特記仕様書－８

本体材質　　　※ ステンレス製　　・　アルミ製



7 ブロック系舗装 ・ コンクリート平板舗装 （２２．８．２、３） 11 新植、芝等の枯補償 （２３．３．４）（２３．４．７）

種類 寸法（ｍｍ） 厚さ(ｍｍ) 目地材 備考 新植樹木（芝張り、吹付けは種及び地被類を含む）の枯補償の期間 

※ 普通平板(Ｎ） ※ 300角 ※ 60 ※ 砂　 表面加工 　 　※ 引渡しの日から１年　　・ 無し　　

・ 透水平板(Ｐ）  ・ ・ モルタル 　・ 研ぎ出し 

・ 保水性平板(Ｍ） 　・ 洗い出し 12 移植樹木の枯損処置 移植樹木の枯損処置を行う期間 （２３．３．６）

　・ たたき出し 　※ 引渡しの日から１年　　・ 無し　　・ 

普通平板は  （再生材料を用いた舗装用ブロック）、透水平板は  (透水性コンクリート）と

する。 13 屋上緑化 植栽基盤及び材料 （２３．５．２～４）

仕上り面の平たん性　※ 歩行に支障となる段差がないものとし、コンクリート平板間の段差は ・ 屋上緑化システム  

　　　　　　　　　　　 3ｍｍ以内とする。 　　土壌層の厚さ　　・ 図示　　　・   

　　　　　　　　　　 　　排水層　　　　　・ 軽量骨材（層の厚さ： 　         ）    ・ 板状成形品

　　植込み用土 　　 ※ 改良土　　・ 人工軽量土

・ インターロッキングブロック舗装 　　樹木、芝及び地被類の樹種又は種類、寸法、株立数等　※ 図示　

種類 部位 形 状 厚さ 曲げ強度 備考 　　見切り材、舗装材、排水孔、マルチング材等　　※ 図示　

寸法 （ｍｍ） (Ｎ／ｍｍ2)

※ 普通ブロック（Ｎ） 車路 ・ 図示 ※ 80 ※ 5.0 表面加工 （品質・性能）

・ 透水性ブロック（Ｐ） ・ ・ ・ 　・ 標準品 項目 品質・性能

・ 保水性ブロック（Ｍ） 　・ 透水フィルターの 材質は、合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるもの。透水性能はその週の

※ 普通ブロック（Ｎ） 歩行者用通路 ・ 図示 ※ 60 ※ 3.0 材質及び透水性能 数値が直前の週の数値より高い値を維持し、透水係数の上昇傾向を確認でき

・ 透水性ブロック（Ｐ） ・ ・ ・ ること。

・ 保水性ブロック（Ｍ） 透水、排水層等構 合成樹脂等で対腐食性及び耐久性のあるものであること。（保水層を有する

・ 成材の主要材質 場合は、保水層共）

歩行者用通路に使用する普通ブロックは  （再生材料を用いた舗装用ブロック）、透水性ブロッ 排水層 植物の生育に必要な排水性能を持ち、通気性及び植込み土壌を支え、流出し

クは  （透水性コンクリート）とする。 ない構造をもつこと。

仕上り面の平たん性　※ 歩行に支障となる段差がないものとし、インターロッキングブロック間の 排水層の鉛直方向 240Ｌ／ｍ2･ｈ以上

　　　　　　　　　　　 段差は3ｍｍ以内とする。 の排水性能

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 耐荷重性能 最大土壌層厚の単位面積当たりの重量の1.5倍以上、かつ、一般メンテナンス
４

・ 舗石舗装 （排水層の許容 時の上部歩行に際し破壊しないこと。3×10 Ｎ／ｍ2の載荷重で破損・有害な

種類 形 状 厚さ 施工方法 基層 基層の厚さ 　　　圧縮強度） ひずみなど異常のないこと。（保水層を有する場合は保水層共）

寸法(ｍｍ) (ｍｍ) (ｍｍ) 耐根層 重ね合わせ部を含め、クマザサ等の地下茎伸長力の強い植物に対して３年以

※ 花こう岩　　 ・ 割石 ・ ・ うろこ張り ・ コンクリート版 ※  7 0　 上の耐根性能を有し、かつ、耐腐食性及び耐久性のあるものであること。

・ ・ 図示 ・ アスファルト混合物 ※  5 0　 耐根層保護層 材質は、合成樹脂等とし、耐腐食性及び耐久性を有し、かつ、施工中及び施

仕上り面の平たん性　※ 歩行に支障となる段差がないものとし、舗石間の段差は3ｍｍ以内とする 工後の耐根層を保護するものであること。ただし、耐根層を保護コンクリー

　　　　　　　　　　　 ・ 　 ト（絶縁シートも含む）の下に設ける場合は省略することができるものとす

・ ジオテキスタイル る。

　　単位面積質量　　・ 60／ｍ2以上　　　・ 

　　厚さ(ｍｍ)　　　・ 0.5～1.0　　　　　・ （試験方法）

　　引張強さ　　　　・ 98Ｎ／5ｃｍ（10ｋｆ／5ｃｍ）以上　　 （１）透水フィルタの透水性能
-1

　　透水係数　　　　・ 1.5×10 ｃｍ／ｓｅｃ以上　　　・ 　（イ）JIS A 1218「土の透水試験方法」の定水位透水試験に準じたインターロッキングブロック

　　　　の透水性試験装置の下部に試験体（透水フィルタ）をセットし、その上に砂（JIS A5308

8 砂利敷き 種別 （２２．９．２） 　　　　「レディミクストコンクリート」付属書Ａに規定する砂）及びシルト＃250を容積比9：1

　・ Ａ種（施工範囲： ・ 図示　・ 通路　・　　　　　　　　） 　　　　の割合で混合し、高さ80㎜の試験容器に加圧せずに均一に充填する。（試験体１体）

　・ Ｂ種（施工範囲： ・ 図示　・ 建物周囲その他　・　　　　　） 　（ロ）常温で１日置いた後、上部より給水する。給水5日間連続後取り出して自然水切り2日とし

　　　　た給水サイクルを繰り返す。週2回を下回らない測定回数で圧力差の水頭差110ｍｍを保持

9 路面標示用塗料 路面標示用塗料はJIS K 5665による。 　　　　したまま、１分間の透水量を計量し、透水係数を算出する。なお、乾燥工程の試験室は室

適用 色種類 施工 幅(ｍｍ) 塗布厚さ(ｍｍ) 適用部位 　　　　温20±3℃湿度60±5％とする。

※ ３種１号 溶融 粉体状 ・ 白 ※ 150 ・ 1.0 ・ 白線 　（ハ）水切り工程は、試験体の入った試験装置を取り出し、試験室内に水が切れる状態で保管す

・ １種 常温 液状 ・ ・ 100 ・ ・ 車椅子駐車場ライン、マーク 　　　　る。

・ ２種 加熱 ・ 　（ニ）各サイクルごとの透水係数の推移をグラフ化し、6週間を過ぎるまでにその週の数値が直

低揮発性有機溶剤型の路面標示用水性塗料 　　　　前の週の数値より高い値を維持し、透水係数の上昇傾向を確認できれば目詰まりが解消方

　　　　向にあると判断し、合格とする。

　（ホ）試験開始後6週間、流水時間合計が30日を越えた時点で透水係数がまだ上昇に転じない場

1 植栽地の確認等 土壌の水素イオン濃度指数（ｐＨ）試験　・ 行う　　・ 行わない  （２３.１.３） 　　　　合は、その後も透水量が増加する方向へ向かうまで流水時間を延長して確認することも可
２３

電気伝導度（ＥＣ）の試験　　　 　　　 ・ 行う　　・ 行わない 　　　　とする。

（２）排水層の耐荷重性能
４

　（イ）最大土壌層厚の単位面積当たりの重量の1.5倍かつ3×10 Ｎ/ｍ2の等分布荷重による加圧

2 植栽基盤の整備 （２３.２.２、４） 　　　　試験を行ない、排水層及び耐根層等に有害な変形・破壊の起きないことを確認する。又そ

植栽 工法 有効土層の厚さ（ｃｍ） 整備範囲 土壌改良材 　　　　の時の圧縮応力に対する歪み（％）を測定する。（保水層を有する場合は保水層も対象と

樹木 ※ Ａ種 樹高12ｍ以上 ・ 葉張り部分 ・ 適用する 　　　　する。）

・ Ｂ種 （ ※ 100　・ 120　・ 150） ・ 植栽部分 ・ 適用しない 　（ロ）試験体は耐根層から透水層までを通常使用状態にセットした3体とする。加圧速度は

・ Ｃ種 樹高7ｍ以上～12ｍ未満 ・ 図示   　　　　10ｍｍ/ｍｉｎ以下とする。

・ Ｄ種 （ ※ 80 　・ 100） ・ 

樹高3ｍ以上～7ｍ未満 ・ 屋上緑化軽量システム

（ ※ 60　 ・ 80） 　　樹木、芝及び地被類の樹種並びに種類、寸法、株立木数等　　※ 図示　　

樹高3ｍ未満 　　見切り材、舗装材、排水孔、マルチング材等　　※ 図示　　

（ ※ 50　 ・ 60） （品質・性能）

芝、地被類 ※ Ｂ種 ※20 ・ 植栽部分 ・ 適用する 項目 品質・性能

・ ・ 図示   ・ 適用しない 透水、排水層等構 合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるものであること。

・ 成材の主要材質 （保水層を有する場合は、保水層共）

植栽基盤の排水設備　・ 設ける（ ※ 図示　　・　　　　　）　・ 設けない 透水層 目詰まりにより植物の生育に支障を生じることがなく、植え込み用土を流出さ

せない構造であること。

3 植込み用土 ・ 現場発生土の良質土　　・ 客土 （２３．２．３） 排水層 植物の生育に必要な排水性能を持ち、通気性及び植込み土壌を支え、流出しな

い構造をもつこと。

4 土壌改良材 種別及び指定量等 排水層の鉛直方 240Ｌ／ｍ2・ｈ以上

　・ バーク堆肥 （２３．２．３） 向の排水性能

　　　施工箇所　　※ 植栽範囲　　・ 図示 　　 耐荷重性能 一般メンテナンス時の上部歩行に際し破壊しないこと。
４

　　　使用量　　　植栽基盤面積1ｍ2あたり　（　・ 50Ｌ　　・　　　　） （排水層の許容 3×10 Ｎ／ｍ2以上の載荷重で破損・有害なひずみなど異常のないこと。

　・ 汚泥発酵肥料（下水汚泥コンポスト） 　　　圧縮強度） （保水層を有する場合は保水層共）

　　　施工箇所　　※ 植栽範囲　　・ 図示 　　 耐根層 重ね合わせ部を含め、クマザサ等の地下茎伸長力の強い植物に対して３年以上

　　　使用量　　　植栽基盤面積1ｍ2あたり　（　・ 10Ｌ　　・　　　　） の耐根性能を有し、かつ、耐腐食性及び耐久性のあるものであること。

　・ 耐根層保護層 材質は、合成樹脂等とし、耐腐食性及び耐久性を有し、かつ、施工中及び施工

材料 後の耐根層を保護するものであること。ただし、耐根層を保護コンクリート

  「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」の別表第1の基準に適合する原料を （絶縁シートも含む）の下に設ける場合は省略することができるものとする。

    使用したもので、植害試験の調査の結果、害が認められないものとする （試験方法）

　（１）排水基盤の耐荷重性能
４

5 樹木 樹種、寸法、株立数等　　　※ 図示　　 （２３．３．２） 　　（イ）3×10 Ｎ/ｍ2の等分布荷重による加圧試験を行ない、排水層及び耐根層等に有害な変

　　　　　形・破壊の起きないことを確認する。また、その時の圧縮応力に対する歪み（％）を

（２３．３．２、３）6 支柱 支柱材　　※ 丸太（間伐材） 　　　・ 真竹　　 　　　　　測定する。（保水層を有する場合は保水層も対象とする。）

防腐処理方法　　※ 加圧式防腐処理丸太材　　 　　（ロ）試験体は耐根層から透水層までを通常使用状態にセットした3体とする。

形式　　　　　　・ 図示　　 　　　　　加圧速度は10ｍｍ／ｍｉｎ以下とする。

工法

7 幹巻き用材料 材料 （２３．３．２）     建築基準法に基づき定まる風圧力の（ ・ 1　・ 1.15　・ 1.3）倍の風圧力に対応した工法

　※ 幹巻き用テープ　　・ わら及びこも     支柱　　　　・ 設置する（形式　・ 図示　　・　　　　　　）　

　　かん水装置　・ 設置する（種類　・　　　　　　）　

8 芝 種類　  ※ コウライシバ　　・ ノシバ　　 （２３．４．２、３）

芝張りの工法　

　平地　※ 目地張り　　・ べた張り 　

　法面　・ 目地張り　　※ べた張り 

9 吹付けは種 （２３．４．２）

種子の種類 発芽率 種子の量（/ｍ2） 備考

※洋芝類（採取後２年以内） ※発芽率80％以上

10 地被類 （２３．４．２）

樹種 コンテナ径 単位面積当たりのコンテナ数 芽立数

・ ・ ・ ・

　
　
植
栽
及
び
屋
上
緑
化
工
事
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・１／２００

　　　　　　構造体の層間変形角　　　　・１／１００

　・
　※収納物の散乱防止措置（ラッチ機構、ロック機構等）を講ずる。

　・軽量鉄骨壁下地等への補強　（　※図示　　・　　）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

備考設置場所

・

家具名称

Ｖ

Ｈ

　　　　　　設計用鉛直震度（Ｋ　）　　※０．５　　

　　　　　　設計用水平震度（Ｋ　）　　※１．０　　

関連基規準（製造者等により構成される協会等が定める指針等を含む。）が定める値による。
　所定の応力度は、短期許容応力度とし、短期許容応力度が定められていない材料については、
ことを確認する。なお、水平方向の地震力に対する確認は面内方向及び面外方向について行う。
難な場合は、試験等により設計用震度の地震による引抜き力に対して有害な残留ひずみが生じない
あり、有害な残留ひずみが生じないものとする。ただし、所定の応力度以内にあたる事の確認が困
　以下の設計用震度の地震による引抜き力に対して固定金具に生じる応力度が所定の応力度以内に

              ・床固定（図示）する家具
家具
定する

工作物
その他の
扉・囲障

固定方法　　　・壁固定（図示）壁等に固定壁等に固家具、門

エキスパンションジョイントカバーには、脱落防止措置を講じる。

外部に設置するものは、防水型とする。

・無し

（　　）

・有り

・無し

（　　）

・有り

・　　以上

（その他）

・　　以上

床等）
（避難経路の

・

・１５０

・１００

・５０

～（　）階

（　）階

レス製

・ステン

ニウム製

・アルミ

・無し

（　　）

・有り

・無し

（　　）

・有り

・　　以上

（その他）

・　　以上

床等）
（避難経路の

・

・１５０

・１００

・５０

～（　）階

（　）階

レス製

・ステン

ニウム製

・アルミ

備考

（ｍｍ）
クリアランス

階区分 断熱性能耐火性能

（ｍｍ）

変位追従量材質 建築物間の
ト金物
ョンジョイン

ト金物
ジョイン
ンション

エキスパンシエキスパ

スフロア
フリーアクセ

ロア造部材
クセスフ建築非構

20章　フリーアクセスフロアの特記事項によるフリーアその他の

（ｍｍ）

クリアランス

・ ・ 

Ｖ震度（Ｋ　）

設計用鉛直

Ｈ

ー
下地
軽量鉄骨壁

板（ＥＣＰ）

左記の層間変形角に対して、脱落しないこと

・　１／２００

・　１／１００

構造体の層間変形に対する追従性

層間変形角 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

ｖ

Ｈ

※ ０．５

設計用鉛直震度（Ｋ　）

協会等が定める指針等を含む。）が定める値とする。

いない材料については、関連基規準（製造者等により構成される

所定の応力度は、短期許容応力度とし、短期許容応力度が定められて

地震力に対する確認は面内方向及び面外方向について行う。

対して有害な残留ひずみが生じないことを確認する。なお、水平方向の

にあることの確認が困難な場合は、試験等により設計用震度の地震力に

にあり、有害な残留ひずみが生じないこと。ただし、所定の応力度以内

設計用震度の地震力に対して、部材に生じる応力度が所定の応力度以内

※ １．０

地震力に対する安全性

間仕切りパネルの耐震性押出成形ｾﾒﾝﾄ

設計用水平震度（Ｋ　）

設計用震度 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

・

左記の層間変形角に対して、脱落しないこと

・　１／２００

・　１／１００

構造体の層間変形に対する追従性

層間変形角 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

・

左記の層間変形角に対して、脱落しないこと

・　１／２００

・　１／１００

構造体の層間変形に対する追従性

層間変形角 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

・

左記の層間変形角に対して、脱落しないこと

・　１／２００

・　１／１００

構造体の層間変形に対する追従性

層間変形角 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

ｖ

Ｈ

・

※ ０．５

設計用鉛直震度（Ｋ　）

協会等が定める指針等を含む。）が定める値とする。

いない材料については、関連基規準（製造者等により構成される

所定の応力度は、短期許容応力度とし、短期許容応力度が定められて

地震力に対する確認は面内方向及び面外方向について行う。

対して有害な残留ひずみが生じないことを確認する。なお、水平方向の

にあることの確認が困難な場合は、試験等により設計用震度の地震力に

にあり、有害な残留ひずみが生じないこと。ただし、所定の応力度以内

設計用震度の地震力に対して、部材に生じる応力度が所定の応力度以内

・

※ １．０

地震力に対する安全性

間仕切りパネルの耐震性ＡＬＣパネル間仕切り間仕切り

設計用水平震度（Ｋ　）

設計用震度 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・１／２００

　　　　　　構造体の層間変形角　　　　・１／１００

Ｖ

Ｈ

　　　　　　設計用鉛直震度（Ｋ　）　　※０．５　　

　　　　　　設計用水平震度（Ｋ　）　　※１．０　　

なお、水平方向の地震力に対する確認は面内方向及び面外方向について行う。

　以下の設計用震度の地震力及び構造体の層間変形角に対して、脱落しないものとする。

耐震性

範囲　　　※図示　　　天井

※グリッドタイプ　　　・システム天井システム天井システム天井

下地
天井
の吊り

ー軽量鉄骨天井在来工法天井

     ＪＩＳＡ６５１７によらなくてもよいものとする。
     接合部の衝撃試験」により確認されたものを使用する。なお、当該クリップは、
     （平成２８年７月版）」（国土交通省国土技術政策総合研究所他）の「付録１クリップの

     「新たな特定天井の技術基準（天井と周囲の壁等との間に隙間を設けない仕様の追加）の解説
     ７７１号）第３第３項に適合する天井に用いられるもの又は耐風圧クリップ相当の緊結度合を
 ４）野縁と野縁受けの接合に用いるクリップは、特定天井告示（平成２５年国土交通省告示第

 ３）野縁受けと吊りボルトの接合に用いるハンガーは、ねじ留め等の措置（開き止め）を講じる。

 ２）野縁や野縁受けの隣り合うジョイントの位置は、互いに１ｍ以上離し、千鳥状に配置。

 １）野縁受けは、相互にジョイントを差し込んだ上でねじ留め。

以下の１）～４）のとおりとする。

　標準仕様書１４．４．１～１４．４．４に加えて、天井下地材における耐震性を考慮した補強は、
（緊結吊天井）
下地

もの
ある室の
い影響が
より著し
の落下に
ち天井材
天井のう
よる吊り
来工法に
以外の在

範囲　　　※図示　　　軽量鉄骨天井特定天井天井

震度（Ｋ　）

・ 

・ 

設計用水平室名 階

　検証ルート（　　　）
　特定天井告示（平成２５年国土交通省告示第７７１号）による特定天井の設計用震度
特定天井の設計用震度及びクリアランスは以下による。

（特定天井）
下地

範囲　　　※図示　　　軽量鉄骨天井特定天井天井

　　　以下の構造体の層間変形角に対して、破損、脱落が生じないよう取り付けられているものとする。

構造体の層間変形に対する追従性ガラスガラスガラス

　　　　　　　　（建具符号：※建具表による　　・　　　）

Ｖ

Ｈ

　　　　　　設計用鉛直震度（Ｋ　）　　※０．５　　

　　　　　　設計用水平震度（Ｋ　）　　※１．０　　

　　　対する確認は面内方向及び面外方向について行う。
　　　以下の設計用震度の地震力に対して、脱落が生じないものとする。なお、水平方向の地震力に

重量がある扉

　　　　　　　　（建具符号：※建具表による　　・　　　）

　・耐震ドア　　　面内変形追随性の等級（・　　　）

ＳＳＤ
ＬＤ
ＳＤ

る扉
重量があ
経路の扉
及び避難

ＲＣ壁に設置する特定室等及び避難経路の扉ＡＤ特定室等扉

ー石工事仕上げ外壁

板（ＥＣＰ）

Ｖ

Ｈ

・

※ ０．５

設計用鉛直震度（Ｋ　）

協会等が定める指針等を含む。）が定める値とする。

いない材料については、関連基規準（製造者等により構成される

所定の応力度は、短期許容応力度とし、短期許容応力度が定められて

地震力に対する確認は面内方向及び面外方向について行う。

対して有害な残留ひずみが生じないことを確認する。なお、水平方向の

にあることの確認が困難な場合は、試験等により設計用震度の地震力に

にあり、有害な残留ひずみが生じないこと。ただし、所定の応力度以内

設計用震度の地震力に対して、部材に生じる応力度が所定の応力度以内

・

※ １．０

地震力に対する安全性

外壁パネルの耐震性押出成形ｾﾒﾝﾄ

設計用水平震度（Ｋ　）

設計用震度 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

層間変形角１／３００に対して、ほとんど補修の必要がなく、継続使用に耐えること。

Ｖ

Ｈ

・

※ ０．５

設計用鉛直震度（Ｋ　）

協会等が定める指針等を含む。）が定める値とする。

いない材料については、関連基規準（製造者等により構成される

所定の応力度は、短期許容応力度とし、短期許容応力度が定められて

地震力に対する確認は面内方向及び面外方向について行う。

対して有害な残留ひずみが生じないことを確認する。なお、水平方向の

にあることの確認が困難な場合は、試験等により設計用震度の地震力に

にあり、有害な残留ひずみが生じないこと。ただし、所定の応力度以内

設計用震度の地震力に対して、部材に生じる応力度が所定の応力度以内

・

※ １．０

地震力に対する安全性

外壁パネルの耐震性ＡＬＣパネル

設計用水平震度（Ｋ　）

設計用震度 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

・

左記の層間変形角に対して、脱落しないこと

・　１／２００

・　１／１００

構造体の層間変形に対する追従性

層間変形角 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

ｖ

Ｈ

・

※ ０．５

設計用鉛直震度（Ｋ　）

協会等が定める指針等を含む。）が定める値とする。

いない材料については、関連基規準（製造者等により構成される

所定の応力度は、短期許容応力度とし、短期許容応力度が定められて

地震力に対する確認は面内方向及び面外方向について行う。

対して有害な残留ひずみが生じないことを確認する。なお、水平方向の

にあることの確認が困難な場合は、試験等により設計用震度の地震力に

にあり、有害な残留ひずみが生じないこと。ただし、所定の応力度以内

設計用震度の地震力に対して、部材に生じる応力度が所定の応力度以内

・

※ １．０

地震力に対する安全性

取付方法、性能等

ＣＷ工事
ＰＣａ）
ＣＷ（メタル帳壁外壁

特記事項項目建築設計基準

設計用水平震度（Ｋ　）

設計用震度 帳壁（仕上面及び構造体から仕上面までの接合部材）の性能

建築非構造部材の耐震性能に係る標準的な特記事項
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申請地

申請地

付近見取図　Ｓ＝1/4,000

案内図　Ｓ＝1/50,000

A－011

案内図・付近見取図

出典元：国土地理院

出典元：国土地理院



62.10㎡

－

一般事項

設　　　計　　　概　　　要 コード

工事名称

建築主住所

建築主氏名

工事場所
住居表示：

主要用途

工事種別

用途地域

防火地域

その他の地域指定

容積率等

道　　路

工　　期

行政機関

未定施工者住所

未定施工者氏名

建物概要

面積表

棟別用途

工事種別

基礎

構造 屋根

外壁

各階

床面積

合計

最高高さ

最高軒高さ

敷地面積

附帯工事

電気設備工事
給排水・衛生

空調・換気

消火器

外　　　部　　　仕　　　上　　　表

棟　区　分

形　状

下　地

防　水

屋
　
　
根

仕　様

仕上材

パラペット

外　　　壁

柱　梁　型

根　廻　り

窓
開
 
　
口
 
　
部

出入口

シャッター

ガラリ

１階

特記事項

合　　計

雨水排水工事

外構工事

新築工事

新築

建築面積

延床面積

指定なし

折板屋根

設備基礎

地名地番：

【塗装略号表】

ＥＰ　　　　　合成樹脂エマルジョンペイント塗り

ＤＰ　　　　　ウレタン系耐候性塗料（鉄部）

ＣＬ　　　　　クリヤーラッカー塗り

ＵＰ　　　　　二液型ポリウレタン樹脂エナメル塗り

・・

縁甲板

・丸　　　環

玄関庇・ポーチ

竪樋

屋　　外　　工　　事　　　　　そ　　の　　他

敷地造成

擁　　壁

敷地内舗装

駐車場舗装

門　　扉

囲　　障

雨水排水工事

歩道改良工事

駐車場ライン引

外　部　金　物　・　備　考

・郵便受け

・旗受金物・手　　　摺

・泥落としマット・タラップ

・ルーフドレイン

・堅　　　樋

凡　例　・　特　記　事　項　・　認　定　番　号 【記号凡例】

○－塩ビ製廻り縁（既製品）Ｆ　　　天井廻り縁 W【材料仕様・認定番号】【下地記号】 　－木製廻り縁施工令20条の5に係わる使用内装材料表
ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散等級

ＬＰ　　室名札ＢＢ　　横形ブラインド石こうボード　t=9.5 ＳＶ　　縦形ブラインドＷ　　　木造 名　称 認定番号

Ｆ☆☆☆☆フローリング L-45 ＣＨ　　天井点検口（アルミニウム製　450X450）既製品石こうボード　t=9.5Ｃ　　　コンクリート

石こうボード　t=12.5Ｍ　　　モルタル 長尺シート 規制外品目

化粧石こうボード　t=9.5 【特記事項】ＬＳ　　軽量鉄骨壁・天井下地 Ｆ☆☆☆☆タイルカーペット

※ 建築設備の耐震対策は、『建築設備耐震設計施工指針』に準ずる。化粧石こうボードt=9.5（不燃）ＣＢ　　コンクリートブロック Ｆ☆☆☆☆カーペット

※ 配管が、防火区画等を貫通する場合の対策は、建基令129条の2の2及び告示3183号に準ずる。Ｆ☆☆☆☆耐水石こうボード　t=9.5 準不燃　　　ＱＭ－９８２６ ＦフロアＰＢ　　石こうボード

※ 空調用冷媒管の防火区画貫通処理は、樹脂保温材を剥ぎ取った上、ロックウール充填とする。ＦＢ　　フレキシブルボード 耐水石こうボード　t=12.5 　不燃　　　ＮＭ－９６３９ Ｆ☆☆☆☆下地合板(普通･構造用)

岩綿吸音板ｔ＝12.0 ビニルクロス 規制外品目 ※ 排水（汚水・雑排水）配管には、通気管を設ける。　不燃　　　ＮＭ－８５９９

※ 雨水配管は、トラップ桝に接続する。ケイ酸カルシウム板t=5.0～15.0 規制外品目無機質クロス

化粧ケイ酸カルシウム板t=6.0 石こうボード 規制外品目

エフジーボード 規制外品目押入ボード

Ｆ☆☆☆☆シナ合板ビニルクロス(準不燃下地防火2級) 準不燃　　　ＱＭ－９４１０

無機質クロス(不燃下地 防火1級) 　不燃　　　ＮＭ－９８９４ Ｆ☆☆☆☆

塗料(基材不燃材料) 　不燃　　　ＮＭ－８５８５

塗料(準不燃材料) 準不燃　　　ＱＭ－９８１６

塗料(難燃材料) 　難燃　　　ＲＭ－９３６４

吹付けﾀｲﾙ(基材同等) 　不燃　　　ＮＭ－８５７３

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音板 　不燃　　　ＮＭ－８６０５

ﾘｼﾝ吹付け 　不燃　　　ＮＭ－８５７１

ＣＵ　　外壁（内部側）

※ 換気ダクトは、不燃材料とする。

・

・

・

・ ・

・

・

・

・

・

・

・

・

・荷捌場掲示板 

・懸垂幕取付用金物

（出入口一時停止ﾗｲﾝ及び止まれ文字共）

※ 給排水設備・換気設備等に使用する耐火二層管の取扱は、大臣認定工法とする。

【特記事項】

※　平成12年建設省告示第1388号に適合すること。

ＳＯＰ　　　　合成樹脂調合ペイント塗り（木部・鉄部）

準不燃　　　ＱＭ－９８２８

　不燃　　　ＮＭ－０４４１

　不燃　　　ＮＭ－８６１９

準不燃　　　ＱＭ－０５２４

　不燃　　　ＮＭ－１８６４

　不燃　　　ＮＭ－２７７３

　不燃　　　ＮＭ－３０７３

　不燃　　　ＮＭ－２９６７

押出し成型ｾﾒﾝﾄ板t=60 ﾖｺ張り 耐火1時間　 　FP060NE-9036

ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板

片流れ屋根

ホース洗い場

バリカー

駐輪場

支給品

ホース干し塔

消防詰所　　

軒裏

植　　栽(撤去)

ＣＵ　　外壁（内部側）ｸﾞﾗｽｳｰﾙ10k t=65　施工室を示す

　　　　ｸﾞﾗｽｳｰﾙ10k t=65

延べ面積

コンクリート打放し　アクリルシリコン樹脂塗装

コンクリート打放し　アクリルシリコン樹脂塗装

竪樋塩ビカラーパイプ76Φ　ｽﾃﾝﾚｽ掴み金物

消防団分団詰所(建築基準法　用途08330)(消防法15項)

ＮＰ　　　　　自然塗料

※ 消防法第9条に適合する。

※ 居室の内装仕上げ及び換気等の措置のない天井裏等の下地材等に

　 使用される特定建材はＦ☆☆☆☆等級を使用すること。

※　本工事に関する建築材料の品質は建築基準法第３７条に適合するものとする。

※ すべての倉庫は令116条および令130条の9に規定する危険物の貯蔵はない。

※　令第70条に規定する柱の防火被覆について、特記なき限りPBt=12.5で被覆する。

藤
本

矢
野

建設コンサルタント登録　建26第378号 １級建築士登録 木原分団屯所建設工事藤賀　光由第　315797　号１級建築士事務所 登録18(1)第1252号

藤
賀

髙
木

１級建築士登録
髙木　洋志　藤本　誠二第　293685　号 2022.9

設計概要・外部仕上表

木原分団屯所建設工事

広島県三原市港町三丁目5番1号

広島県三原市

広島県三原市木原四丁目

準工業地域

法２２条区域

　　　接道長さ 13.66m
東側　道路幅員 5,47m

布基礎

分団屯所

ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板

62.10㎡

62.10㎡

62.10㎡

62.10㎡ 62.10㎡

ガルバリウム鋼板　t=0.5　折板

ガルバリウム鋼板　t=0.5　折板

ガルバリウム鋼板　t=0.5

アルミサッシュ

ガルバリウム鋼板戸

電動軽量シャッター

屋外掲示板

A－012

ただし設備機器の色は、監理者の指示に従うこと

3.124ｍ

103.55㎡

62.10㎡  （建蔽率　62.10÷103.55×100　=　59.97％ ＜60 ％）

62.10㎡　容積対象延床面積　：62.10㎡（容積率　62.10÷103.55×100　=　59.97％ ＜ 200％）

容積率：　200％　　　　　建蔽率：　60％　

3.0185ｍ

敷地境界と建物の離隔が小さいため、掘削等の際には注意して施工すること。

工事所掌：上屋部分はメーカー工事とし、基礎・内部造作・外構・設備は建築工事とする。

外壁貫通部は確実に止水処理を施すこと。

着工予定：                   竣工予定：                   （工事期間：       ）
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5.4855×5.135　=　28.16804

階 室　名
下地

床

仕上 床高

巾木

仕上 下地 下地 仕上

壁

塗装

天井
天井高

下地 仕上 塗装

その他

LP BB
備考

SV
内装制限

F

１階

CU

車庫

内部仕上表

－ コンクリート金鏝押さえの上防塵塗装 ＦＬ±0 －－ － － －－ 壁　－

天井－

天井現しコンクリート打放し　現しコンクリート打放し　現し
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野

建設コンサルタント登録　建26第378号 １級建築士登録 木原分団屯所建設工事藤賀　光由第　315797　号１級建築士事務所 登録18(1)第1252号

藤
賀

髙
木

１級建築士登録
髙木　洋志　藤本　誠二第　293685　号 2022.9

ガルバリウム鋼板t=0.5　素地
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1
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6

番号 底      辺 高      さ 倍     面     積 面          積

合       計

敷 地 面 積

9.492 4.500

3.476 1.292

7.829 3.341

7.407 4.992

10.376 3.924

10.376 5.403

26.156689

36.975744

40.715424

56.061528

4.490992

42.714000

13.0783445

103.55 m2

21.3570000

2.2454960

18.4878720

20.3577120

28.0307640

５,４８５.５

１
１

,３
２

１
.５

１ ３

Ａ

Ｅ

１

１

建築面積　計算式

5.4855　×　11.3215　=　62.104088

合計　　　　　　　62.10㎡

１

1階床面積　計算式

5.4855　×　11.3215　=　62.104088

合計　　　　　　　62.10㎡

敷地面積求積図　1：100
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８
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２
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５

１

Ａ

Ｅ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

２

２

３

４

室面積(㎡)番号 室名

1

2

3

4

車庫

待機室

資機材収納庫

便所

計算式

各室床面積計算式

28.16

６
,１

８
６

.５

3.6855×6.1865　=　22.80034 22.80

建物面積求積図　1：100 各室面積求積図　1：100

内部仕上表・求積図

１
,２

０
０

４
,９

８
６

.５

1.8000×4.9865　=　8.9757

1.8000×1.2000　=　2.1600 2.16

A－013

(床下)：ポリエチレンフォームt=25

(床下)：捨てコンクリートt=50

(床下)：ポリエチレンフィルムt=0.15

(床下)：砕石t=100

ＰＢ － ＬＳ － 壁　－

天井－

ＬＳ

待機室

ＦＬ＋320コンクリート金鏝押さえの上防塵塗装－ ビニール巾木　H=60 ＰＢt=12.5下地ビニールクロス張り ガルバリウム鋼板t=0.5張り 2125

ビニール巾木　H=60 ＰＢ － ＬＳ － 壁　－

天井－

ＰＢt=12.5下地ビニールクロス張りＬＳ

資機材収納庫

ＦＬ＋320－ コンクリート金鏝押さえの上防塵塗装

ガルバリウム鋼板t=0.5　素地 － ガルバリウム鋼板t=0.5　素地 －－

ガルバリウム鋼板t=0.5張り 2125

(床下)：砕石t=100

(床下)：ポリエチレンフィルムt=0.15

(床下)：捨てコンクリートt=50

(床下)：ポリエチレンフォームt=25

－ －ガルバリウム鋼板t=0.5　素地－ガルバリウム鋼板t=0.5　素地便所

ビニール巾木　H=60 ＰＢ － ＬＳ － 壁　－

天井－

ＬＳ 耐水ＰＢt=12.5下地ビニールクロス張りＦＬ＋320－ コンクリート金鏝押さえの上防塵塗装 ガルバリウム鋼板t=0.5張り 2125

(床下)：砕石t=100

(床下)：ポリエチレンフィルムt=0.15

(床下)：捨てコンクリートt=50

(床下)：ポリエチレンフォームt=25

(床下)：砕石t=100

(床下)：ポリエチレンフィルムt=0.15

(床下)：捨てコンクリートt=50

(床下)：ポリエチレンフォームt=25

流し台
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5.65
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(4.92)
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(4.81)

5.45

6.07

5.54

6.19

5.54

5.29

5.25

4.71

6.50

H=5.847

T.11

※ A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 木原分団屯所建設工事
藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志 配置図 1/100
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地
境
界
線

道
路

境
界

線

敷地境界線

敷
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5,485.5500

申請建物

3,
80
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接
道
長
さ
 13,660

道路幅員　5,470

A－014



消
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※ A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号 1/50
１級建築士登録

１級建築士登録 木原分団屯所建設工事
藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志

2,567.5

82
.5
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3,
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5
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8

3,
26
8.

5

11
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△
壁
面

▽
壁
面

2,918

5,485.5

82.5 82.5

△壁面

▽壁面

1,800 3,685.5

便所

資機材収納庫 待機室

車庫

5,890.5

10
0

2,9182,567.5

2,
52
9.
5

平面図　1：50

▽設計GL

1 2 3

A

B

C

D

E

A A'

321

B'B

車庫

C
C
'

A-A'断面図　1：50

平面図・断面図

212.5 192.55,485.5

1,
20
0

4,
98
6.
5

A－015

B-B'断面図　1：50

（凡例）

消　・・・・・・・・消火器ABC10型

LGS-65(GW)  ・・・・軽鉄65形下地・内部グラスウール充填 t=50.24k（天井面まで）

LGS-65(GW)

LGS-65(GW)

LG
S-

65
(
GW

)

LG
S
-6

5(
G
W)

LGS-65(GW)

2,
12
5

2,9182,567.5

42
0
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資機材収納庫 待機室
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212.5 192.55,485.5
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.5

2,
81
6

2,
72
5.
5

△平均GL
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△軒高

▽最高の高さ

△軒高

▽最高の高さ

(建築工事)
流し台 L=1200

車輪止め(建築工事)

11,321.5 85.585.5

2,
12

5

3,268.5 2,918 1,866.5 3,268.5

250 10
0

42
0

2,
52

9.
5

▽設計GL

EA B C D

C-C'断面図　1：50

車庫待機室

2,
81

6

2,
72

5.
5

90
.5

△平均GL

11
5

（特記事項）

・車輪止めは将来の車両変更を考慮して、ボルト接合で設置場所の変更が可能なものを選定すること。

LSD
3

LSD
3

LSD
2

LSD
1

AW
1

AW
1

AW
2

・空調用スリーブは止水処理を確実に施し、設置位置については監督職員と協議の上決定すること。

空調用スリーブ150φ
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※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号 1/50
１級建築士登録

１級建築士登録 木原分団屯所建設工事
藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志

3 1

2,
58
9

2,
39
6

5,485.5

5,485.5 222.5192.5

北側立面図　1：50

立面図

A E

11,321.5

85.5 11,321.5 85.5

2,
58
9

東側立面図　1：50

▽平均GL 53
5

3,
12
4

53
5

2,
93
1

53
5

3,
12
4

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

ＣＣ

アルミ製ルーバー(木目調)（建築工事）

アルミ製手摺　H=1100　L=2500(ベースプレート支柱)（建築工事）

2,
58

9

2,
39

6

222.5 192.55,485.5

5,485.5

1 3

西側立面図　1：50

AE
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85.5 11,321.5 85.5

▽平均GL 53
5

2,
93
1

53
5

3,
12

4

53
5

2,
93
1

Ａ
Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｃ Ｃ

南側立面図　1：50 Ａ

Ｂ

Ｃ

・・・　ガルバリウム鋼板　t=0.5　折板

・・・　ガルバリウム鋼板　t=0.5

・・・　コンクリート打放し　アクリルシリコン樹脂塗装

【凡例】

木原分団屯所

三原市消防団

駐車禁止

文字書き　文字の大きさ　200×200（現場に合わせて、サイズを要確認）（建築工事）

【特記事項】

・東側に取り付けるアルミルーバーについては、下地補強を施すこと。

三原市消防団木原分団屯所

切抜文字　ステンレス製　文字の大きさ　200×200（現場に合わせて、サイズを要確認）（建築工事）

ステンレスプレートt=3 2800×250（現場に合わせて、サイズを要確認）（建築工事）

5,900.5 11,492.5

5,900.5
11,492.5

アルミ製ルーバー(木目調)（建築工事）
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屋根伏図　1：50
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D
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B

A
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8.
5
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1,
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5

3,
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5

2,567.5

天井伏図　1：50

天井伏図・屋根伏図

（直天）
車庫

待機室資機材収納庫
（CH=2,125）（CH=2,125）

凡例

Ａ

天井高さを示すCH=

ガルバリウム鋼板t=0.5張り

ＡＡ

便所
Ａ

（CH=2,125）

A－017



0.46

ＯＫ

ＯＫ採光　

換気

1/100
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矢
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髙木　洋志　藤本　誠二第　293685　号 2022.9

A－018

建具表・法規チェック

符 号 数 量

名 称

形 状

金 物

硝 子

符 号 数 量

枠見込・扉厚

枠仕上・扉仕上

備考・設置場所

名 称

形 状

金 物

硝 子

符 号 数 量

枠見込・扉厚

枠仕上・扉仕上

備考・設置場所

名 称

形 状

金 物

硝 子

枠見込・扉厚

枠仕上・扉仕上

備考・設置場所

ＳＳ－１・・・・・1F-1

付属金物一式

待機室

アルミサッシ引違い窓

70

水切り・アルミ額縁(造作工事)・網戸(造作工事)

8
60

1
,
2
58

1,309

ＡＷ－１・・・・・1F-2

型板ｶﾞﾗｽt=4.0

付属金物一式

110　（36）

付属金物一式

110　（36）

▽床仕上面

有効開口
150

850

700
有効開口
800 150

950

便所 資機材収納庫

▽床仕上面

65

ＬＳＤ－２・・・・・1F-1（造作工事）ＬＳＤ－１・・・・・1F-1（造作工事）

車庫

アルミ製ルーバー(木目調)（造作工事）・付属金物一式

透明ガラスt=3.0

車庫

3,080.5

▽床仕上面

2
,
5
52

引き戸引込み戸灯り窓付引込み戸

ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板

97588.5
有効開口

685.5

55
.
5

2
,0
2
0

70

ＬＳＤ－３・・・・・1F-2

ＡＷ－２・・・・・1F-1

1
,2
7
2

53
7

178

FIX

アルミフィックス窓

便所

ポリカーボネート板t=5.0

必要　　面積
換気
採光

（㎡）

階 室 名

計算式 ﾁｪｯｸ

室面積
（㎡）

(令116条の2 1項2号)(令128条の3の2 1項1号)
換気

採光
チェック

判定　＝

計

有効開口面積

面積計算式形状1/30

必要面積

（単位：㎡）

室面積

消防無窓階チェック

階

１階

１階

必要排煙面積
1/50（㎡） 計算式ﾁｪｯｸ

排煙チェック
（法28条 2項、令20条の2 1項1号ロ）

（令116条の2 1項1号、令111条）

建具記号

待機室 22.80 1/20=1.14

1/20=1.14

AW-1×2 　 1.309×0.860×2　= 2.25

機械換気設備
▽天井面

7
9
3

7

8
0
0

AW-1×2 　 1.309×1/2×0.793×2　= 1.03 ＯＫ

62.10

アルミ額縁(造作工事)・付属金物一式

水切り・目隠しシート貼り（造作工事）付属金物一式

1
,9
4
5

1
,9
4
5

150150 650

15
0

3
0
0

15
0

3
0
0

150 550 150

2.07

2.07　　　　　　＜　　　　　　0.00　　　　　　→ＮＧ

化粧鋼板 化粧鋼板

埋込みﾚｰﾙ・引手・戸当りｺﾞﾑ・戸車・ガラリ(開口率35％)防虫ﾈｯﾄ付 埋込みﾚｰﾙ・引手・戸当りｺﾞﾑ・戸車・ガラリ(開口率35％)防虫ﾈｯﾄ付

軽量シャッター



Ｄ

Ｃ

Ｂ

Ｅ

Ａ
+165 +130

+580

+900 +580

8
.
05
3
0

1
1
.3
2
1
5

5.4855

5.4855

２

２,９１８２,５６７.５

３
,２

６
８
.５

１
,８

６
６

.５
２
,９

１
８

３
,２

６
８

.５

３１

５,４８５.５

１
１
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２

１
.５

3
.
2
6
85
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５
８

０

５,４８５.５ ３,２６８.５ ８,０５３

▽KBM±0

９
０

０

１
３

０

５,４８５.５ １１,３２１.５

１
６

５

▽KBM±0

１
３

０

９
０

０

平均地盤面　

面積　

平均地盤面算定式

周長

（5.4855×0.58＋5.4855×0.32÷2）＋（3.2685×0.58）＋（8.053×0.13＋8.053×0.45÷2）＋（5.4855×0.13＋5.4855×0.035÷2）＋（11.3215×0.165＋11.3215×0.735÷2）　＝　15.651625

5.4855　＋　3.2685　＋　8.053　＋　5.4855　＋　11.3215　＝　33.614

15.651625　÷　33.614　＝　0.46562816 　…　KBM＋0.465

KBM＋0.465

平均地盤面算定図

A－019



表　層

路　盤

（路  床）

再生アスファルト混合物

プライムコートＰＫ－３

路盤材
再生クラッシャラン

5
0

1
5
0

250

2
,
0
0
0

9
3
0

1,230

1,570

60

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 木原分団屯所建設工事
藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志 外構図

A－020

1/50

4.71

ホース干し塔　1:50

鉄部仕上：溶融亜鉛めっき450g/m以上

G.L

φ193×3.2-5400　STK490

φ216.3×4.5-6500　STK540

キャップ

滑車

足場ボルト29本

割栗石、砂　t=300

コンクリート

ロープ

φ165.2×3.3-3250　SS400

3
5
06
0
0

7
5
0

2
4
0
0

1
5
0

9
0
0

4
5
0
P
×
2
3
：
（

1
0
3
5
0
）

1
0
0
0

1200×1200

砂

400φ

１ アスファルト舗装　1:10

２

55
0

400φ

50 50

引込柱基礎　1:20

引込柱（電気設備工事）

100

ｶﾞﾗｽ　　　　　　強化ｶﾞﾗｽ（透明5㎜）
掲示部　　　　　ｽﾁｰﾙ黒板（9t）

３

４

５

屋外掲示板　1:50

便槽基礎　1:30

基礎：土間コンクリート金こて仕上げt=150

12
5

10
0

22
5

15
0

1,
11
0

1,000×1,700

100 100170 170

1,000×1,700

30

簡易便槽（機械設備工事）

床：土間コンクリート金こて仕上げt=100
　　砕石地業t=100

460φ

　　　砕石地業t=150

▽GL

　大建ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ㈱製（DK3778B-1）同等品

申請建物

敷
地
境
界
線

道
路

境
界

線
敷地境界線

敷
地

境
界

線
１

２

３

５

凡例

　　　　・・・アスファルト舗装

撤去範囲：88.3㎡

４

1
0
0

400400

基礎

400×400×500

5
0
0

400

復旧範囲：19.4㎡

枠　　　　　　　ｱﾙﾐ型材 ｼﾙﾊﾞｰ ｸﾘｱｰ処理
支柱　　　　　　ｱﾙﾐ型材 ｼﾙﾊﾞｰ ｸﾘｱｰ処理

屋根　　　　　　ｱﾙﾐ型材 ｼﾙﾊﾞｰ ｸﾘｱｰ処理
屋根ｴﾝﾄﾞｷｬｯﾌﾟ　 鋳物材 ﾌﾞﾛﾝｽﾞ塗装
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申請建物

敷
地
境
界
線

道
路

境
界

線

敷地境界線

敷
地

境
界

線

5,115

1,620

2,655

5,575

7,140

16
,5
75

5,235

仮設計画図

A－021

凡例

　　　　・・・伸縮ゲート(シートゲート等)

　　　　　　　L=5.115＋1.620＋5.235＋5.575＋7.140＋16.575　＝　41.26ｍ

　　　　・・・誘導員

　　　　・・・フェンスバリケード H=1800



Ｒｔ＝(　          )

－ －

（　　　　　　　）㎡

３ 鋼杭地業 種類の記号

寸法、継手、性能等（種別：種類、性能及び曲げ強度区分）

※ 図示による

※ SKK490　　・ SKK400　　

・ 開放形 ・ ・半開放形 閉塞形

杭先端部形状

先端部の補強

標準仕様書図4.4.1、表4.4.2による

先端部の補強（補強バンド等）及びその他付属品の材質

※ SS400と同等又はそれ以上 ・

施工方法

・ 打込み工法 （ ・ 油圧ハンマー　・ ディーゼルハンマー　）

プレボーリングの併用

※図示による

※ 行う ・ 行わない

掘削深さ及び掘削径

杭の精度

試験杭

水平方向の位置ずれ　　

杭の傾斜　　

試験杭の位置　　

打込杭の推定支持力の算定方法

※1/100以内

※図示による

※図示による

・

・

・

H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

α=（　　　　），β=（　　　　），γ=（　　　　）

工法

H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式で

α，β，γを採用できる工法

特定埋込杭工法

・中堀り拡大根固め工法

杭の精度 ※杭径の1/4かつ100㎜以下水平方向の位置ずれ

杭の傾斜 ※1/100以内

試験杭 試験杭の位置 ※図示による

杭の現場継手

形状

溶接材料

溶接継手・

無溶接継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)　・

工法 ※審査（評定又は大臣認定）を受けた工法

検査

施工

※審査（評定又は大臣認定）により定められた項目

※審査（評定又は大臣認定）された施工管理基準による

※JIS A 5525による

・図示による

(4.4.4)

杭頭の処理 (4.4.6)

※切断しない ・切断する

処理方法（切断に伴う補強方法含む） ※図示による

杭頭の中詰め材料

※基礎のコンクリートと同調合のもの　

４ 場所打ち

コンクリート杭地業

アースドリル工法（ ※ 安定液使用　・ 無水掘削 ）

掘削工法

・

リバース工法・

・

併用する工法

・ 場所打ち鋼管コンクリート杭工法

鋼管巻きの材料 ※ SKK490　　・ SKK400　　

・ 拡底杭工法（ ※ 安定液使用　　・　　　　　）

オールケーシング工法（孔内の水張り　※ 行う　・ 行わない ）

※ 図示による

寸法等（杭径[鋼管径・鋼管厚]、杭長、本数、長期設計支持力）

施工管理技術者

※ 適用する

(4.5.2)

鉄筋の種類

材料その他

帯　筋

※ ５章 鉄筋工事　5.1 鉄筋の種類 による

※構造関係共通図［配筋標準図その２］6.2 帯筋 (a) (3) ④(ロ) による

鉄筋かごの補強

※杭径1.5m以下の場合は鋼板6×50(mm)、1.5mを超える場合は鋼板9×50～75(mm)

・

鉄筋の最小かぶり厚さ

　と主筋との接触部を溶接する。溶接長さは、補強材の幅とする。

鉄筋の重ね継手長さ、主筋の基礎底盤への定着長さ

※ 図示による

セメントの種類

・ 審査（評定又は大臣認定）された内容による

※ 高炉セメントB種

コンクリートの種別

・ Ａ種（無水堀りの場合） ・ Ｂ種（上記以外）

コンクリートの設計基準強度

・ 図示による

構造体強度補正値

・ ３Ｎ/ｍｍ2

・ 審査（評定又は大臣認定）された内容による

スランプ

・ １８ ・ ２１

試験杭

・ 

試験杭の位置 ※ 図示による

孔壁測定

測定箇所

測定方法

※試験杭（　　　　）箇所及び本杭（　　　　）箇所

※超音波測定器

※行う（オールケーシング工法は除く）

杭の精度

※杭径の1/4かつ100㎜以下

水平方向の位置ずれ

杭の傾斜 ※1/100以内

※杭径の1/4かつ100㎜以下

地業工事４章

直接基礎・

支持地盤の種類及び位置（基礎底部の位置含む）

試験掘（根切り底の状態の確認等）

※ 行わない

※ 図示による

・ 行う 位置等 ※ 図示による

(3.2.1)支持地盤

・ 杭基礎

支持地盤の位置及び種類（基礎ぐいの先端位置含む）

試験杭　　（　　　　）本

※ 図示による

※ 図示による

(4.2.2)

・ 行う 位置等は、監督員または監理者と協議のうえ決定する。

試験掘

・ (4.2.3)

箇所数　（　　　　）箇所

最大載荷荷重（　　　　）kN

杭　径　（　　　　）φ

・

※ 行わない

・ 行う

地盤の平板載荷試験

試験深さ　ＧＬ－（　　　　）ｍ

(4.2.4)

箇所数　（　　　　）箇所

対象地盤（　　　　）

載荷板　※直径φ300，鋼板厚さ25mm以上

（注）最大載荷荷重は、極限支持力[長期許容支持力の３倍]以上とする。

種　類２ 既製コンクリート

　　杭地業 ・ 遠心力高強度プレストレストコンクリート杭（PHC杭）

・ プレストレスト鉄筋コンクリート杭（PRC杭）

・

※ 図示による

・ 外殻鋼管付きコンクリート杭（SC杭）

・ 開放形 ・ ・半開放形 閉塞形

なお、特定埋込杭工法における杭材料は、ＪＩＳ又は認定条件に適合するものとする。

施工方法

・ 打込み工法 （ ・ 油圧ハンマー　・ ディーゼルハンマー　）

プレボーリングの併用

杭の精度

試験杭

・ セメントミルク工法

杭の精度

杭の支持地盤への根入れ深さ

アースオーガーの支持地盤への掘削深さ

試験杭

・

・

・

H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

α=（　　　　），β=（　　　　），γ=（　　　　）

工法

H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式で

α，β，γを採用できる工法

※プレボーリング拡大根固め工法

・中堀り拡大根固め工法

杭周固定液 ・使用しない

杭の精度

水平方向の位置ずれ　　

杭の傾斜　　

試験杭の位置　　

打込杭の推定支持力の算定方法

杭の傾斜

水平方向の位置ずれ

試験杭の位置

※図示による

※杭径の1/4かつ100㎜以下

※1/100以内

※図示による

※図示による

※1.5ｍ程度

※1.0ｍ以上

※杭径の1/4かつ100㎜以下

※1/100以内

※図示による

※使用する

※杭径の1/4かつ100㎜以下水平方向の位置ずれ

杭の傾斜 ※1/100以内

試験杭 試験杭の位置

特定埋込杭工法

※図示による

※図示による掘削深さ

掘削径

※ 行う ・ 行わない

・

節付き遠心力高強度プレストレストコンクリート杭（PHC節杭）

節付きプレストレスト鉄筋コンクリート杭（PRC節杭）

杭継手工法

・ アーク溶接継手 ※標準仕様書4.3.6による

溶接材料 ・図示による

・ 無溶接継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)

工法 ※審査（評定又は大臣認定）を受けた工法

検査

施工

※審査（評定又は大臣認定）により定められた項目

※審査（評定又は大臣認定）された施工管理基準による

杭頭の処理

処理方法（切断に伴う補強方法含む） ※図示による

杭頭の中詰め材料

※基礎のコンクリートと同調合のもの　

※切断しない ・切断する

寸法、継手、性能等（種別：種類、性能及び曲げ強度区分）

SC杭の鋼管材料　　※ SKK490　　・ SKK400

杭先端部形状

試験方法は、地盤工学会基準『杭の鉛直載荷試験方法・同解説』及び

※ 行わない

・ 行う ・杭の鉛直載荷試験 ・杭の水平載荷試験 ・杭の引き抜き試験

最大載荷荷重（　　　　）kN/ｍ2

支持地盤の長期設計支持力度　（　　　　　）kN/ｍ2

２．構造概要

１≪一般事項≫

『杭の水平載荷試験方法（JGS 1831）』による。

杭の載荷試験

・ 当該敷地の既往調査報告書のみによる【設計段階で行ったもの】

・ 当該敷地の既往調査報告書及び今回工事に含まれる地盤調査報告書による

　　　　※ 工事着手前に当該敷地内で（　　　　）図に示す地盤調査を行う

・ サウンディング

※ 標準貫入試験

・ スウェーデン式サウンディング試験

・ オランダ式二重管コーン貫入試験

・ 土質試験

・ 物理的性質試験

( ・土粒子密度試験　　・含水比試験　　・粒度試験　　・液性限界、塑性限界試験

  ・細粒分含有率試験　・湿潤密度試験　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

・ 力学的性質試験

( ・一軸圧縮試験　　・圧密試験　　・直接せん断試験　　・三軸圧縮試験

  ・振動三軸試験　　・中空ねじりせん断試験　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

・ 孔内水平載荷試験

・ 弾性波速度検層

・ 常時微動測定

・ 平板載荷試験

・ 現場透水試験

１．調査報告書

２．調査内容(既往調査内容含む)

≪地盤調査資料≫

（１）構造関係共通図(配筋標準図)は、鉄筋コンクリート及び鉄骨鉄筋コンクリート造等における鉄筋の加工、

　　　組立等の一般的な標準図とする。

（３）構造関係共通図(配筋標準図、鉄骨標準図)以外については、図面及び監督職員の指示による。

（４）設計図書及び特記仕様書に記載されていない事項は、下記等に準拠する。

１．適用範囲

（１）設計図書の図面のうち建築構造図に相違がある場合他、本工事の優先順位は、以下の通りとする。

① 質疑回答書、追加説明書、現場説明書

② 構造特記仕様書

③ 設計図（構造図）

④ 構造関係共通図（配筋標準図、鉄骨標準図）

⑤ 公共建築工事標準仕様書

　差異が生じた場合は
※特記仕様書と設計図面に

　協議すること。

⑥ その他 各種基（規）準、指針等

より高い

高い

２．設計図書の優先順位

３．特記仕様書の取り扱い

１．建物概要

≪建物概要・構造設計概要等≫

ａ．工事名称

ｃ．延べ面積

ｄ．建築面積

ｅ．階数

ｆ．高さ関係

ｇ．工事種別

ｂ．工事場所

地上（　　　　）階 地下（　　　　）階 塔屋（　　　　）階

・ 新築　　・ 増築　　・ 改築　　・ 移転　

・ 大規模の修繕　　　 ・ 大規模の模様替

ｂ．架構形式

ｃ．耐震構造方式

重要度係数　Ｉ＝

ｄ．基礎方式

・ 杭基礎（ ・ 場所打ちコンクリート杭　・ 既製コンクリート杭　・ 鋼管杭 ）

　　　支持層、杭先端位置　　(※図示による)

ｅ．耐震安全性の分類 ・ １．５０(Ⅰ類)　・ １．２５(Ⅱ類)　・ １．００(Ⅲ類)

重要度係数の適用

・ 直接基礎（ ・ 独立　・ 連続　・ べた　）

・ 制震構造

・ 耐震構造

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　）㎡

高さ（　　　　　　　）ｍ

軒高（　　　　　　　）ｍ

　　　　　地下　・ラーメン構造　・耐震壁付ラーメン構造　・その他(　　　　　　　)

　　　　　地下　・ラーメン構造　・耐震壁付ラーメン構造　・その他(　　　　　　　)

・ 免震構造（免震層の位置　・ 基礎下免震　　・ 中間階免震【　　　】階 ）

ａ．構造種別

　　　地盤改良併用　(　・ 有り　・ 無し　)

構 造 特 記 仕 様 書

５．記号等

４．用語の定義

ａ） 項目は、番号に 　　印の付いたものを適用する。

ｂ） 特記事項は ・ 印の付いたものを適用する。

ｃ） ・ 印の付かない場合は、※ 印の付いたものを適用する。

ｄ） ・ 印と ※ 印の付いた場合は共に適用する。

ｅ） ・ 印のものは場合は、適用しない。

ａ） 設計図とは、建築構造図のうち特記仕様書、構造関係共通図以外の図面をいう。

ｂ） 異形鉄筋の径(本文、図、表において「Ｄ、ｄ」で示す)は、呼び名に用いた数値とする。

ｃ） 長さ、厚さ等の単位は、特記なき限り mm とする。

・機械式継手表示

・溶接継手表示
　（ガス圧接、突き合せ溶接）

・フックのある場合

・本数に差がある場合

・フックのない場合

少ない

多い　

　　Ｐ，＠：間隔

図面で使用する記号等は、表1.1～表1.8、図1.1を標準とする。

記号の説明

  ｄ：異形棒鋼の呼び名に用いた数値（丸鋼では径）

  Ｃ：中心線

  ｒ：半径

  Ｒ：直径

  φ：直径又は丸鋼

  ST：あばら筋

Ｌ

１１ １４ １８ ２１ ２５ ２８ ３３ ３６ ４０ ４３

D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32 D35 D38D10

最 外 径

異形鉄筋

記　　号

表1.1　異形鉄筋の断面表示記号

　　　　Ｂ：部材の幅

　　　　Ｄ：部材のせい又は異形鉄筋

ｌｏ，Ｌｏ：部材間の内法距離

　　　ｈｏ：部材間の内法高さ

　　　HOOP：帯筋

ｃ） 一般社団法人 日本建築学会『建築工事標準仕様書・同解説 ＪＡＳＳ５ 鉄筋コンクリート工事』

ｄ） 一般社団法人 日本建築学会『建築工事標準仕様書 ＪＡＳＳ６ 鉄骨工事』

ｅ） 一般社団法人 日本建築学会『鉄骨工事技術指針・工場製作編』

ｆ） 一般社団法人 日本建築学会『鉄骨工事技術指針・工事現場施工編』

ｇ） 一般社団法人 日本建築学会『鉄骨精度測定指針』

ｈ） 一般社団法人 日本建築学会『鋼構造接合部設計指針』

ｉ） 一般社団法人 日本建築学会『鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査規準・同解説』

ｊ） 一般財団法人 日本建築センター『冷間成形角形鋼管設計・施工マニュアル』

ｋ） その他 日本建築学会及び日本建築センター『各種基（規）準、指針』

（２）構造関係共通図(鉄骨標準図)は、鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造等における鉄骨の加工、組立の一般

　　　的な標準図とする。

・ 行わない

試験方法は、地盤工学会 『地盤調査の方法と解説』 による。

・ 図示による

・ 行わない

地上：・ＲＣ造　・Ｓ造　・ＳＲＣ造　・その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　)

地下：・ＲＣ造　・Ｓ造　・ＳＲＣ造　・その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　)

・ 100mm ・ 150mm

　の補強リングを３ｍ以下の間隔で、かつ、１節につき４箇所以上入れ、リング

(4.3.3)

(4.3.4)

(4.3.5)

(4.3.8)

(4.4.3)

(4.4.4)

(4.4.5)

(4.5.1)(4.5.5)

(4.5.1)(4.5.5)

(4.5.3)(4.5.4)(4.5.5)

(4.3.6)(4.3.7)

※標準仕様書7.2.5(1)(2)による

※標準仕様書7.2.5(1)(2)による

Ｘ方向 Ｙ方向

３．計算法等

５．積載荷重

ａ．計算ルート

【ルート３】

【ルート２】

　 各計算手法

【ルート１】・ 許容応力度計算（令第82条各号＋令第82条の4）

・ 許容応力度等計算

・ 保有水平耐力計算

・ その他の計算法

・ 特別な検証法(時刻歴応答解析による)

・ 大臣認定(認定番号　　　　　　    )

　　  (評価番号　             　　　　                 )

一次設計（　　　　　）、二次設計（　　　　　）Ｘ方向：

Ｙ方向：

地震地域係数(Z)

設計用一次固有周期

地盤種別

適用・分類

標準せん断力係数

一次設計

二次設計

地表面粗度区分風圧力

風圧力 地表面粗度区分

・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

積雪荷重

区域

設計垂直積雪量

単位荷重

垂直積雪量の低減

地震力 振動特性係数

Z= ・ 1.00　・ 0.90　・ 0.80　・ 0.70

速度圧(ｑ)

平均速度圧(ｑ)

Ｘ方向 Ｙ方向

・多雪区域　　・多雪区域以外

・低減する　　・低減しない

架構用 地震用用 途 床用・小梁用

　　 評価　・高層評価　・免震評価　・その他

－基準風速(Ｖ)

(代表部分)

　　 指定性能評価機関名（　　　　　　　　　　　　　　）

一次設計（　　　　　）、二次設計（　　　　　）

項 目
４．外力条件等

ｂ．設計層間変形角

(施行令第87条)

(施行令第82の4条)

（Ｎ/ｍ２）

・ １次,２次設計とも

・ 局部震度

・ ２次設計のみ

・ １次設計のみ

※積雪荷重は、『広島県建築基準法施行細則 第12の3』の規定により設定している。

※：金属屋根は、将来改修用として荷重を見込む。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４

４ｂ） 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修『建築工事監理指針（令和 　　 年版）』

ａ） 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修『公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和 　　 年版）』

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志 構造特記仕様書（１） 1/-

木原分団屯所建設工事

木原分団屯所建設工事

広島県三原市

62.09

1

3.079

3.079

〇 〇

Ｃｏ＝(           )Ｃｏ＝(           )

基準風速(Ｖ)

待機室

資機材格納庫

車庫

２９００

２９００

５４００

１８００

１８００

３９００

８００

８００

２０００

70

Ｃｏ＝(　         ) Ｃｏ＝(　         )0.3

(　　       )m/s

(　　       )m/s

(　　       ) Ｎ／m2

(　　       ) Ｎ／m2

740

430

32

32

( 　        )cm

( 　        )N/m2/cm

30

20

0.3

1.0

第(     )種地盤　　Tc=(　    )秒2 0.6

(　　　　)秒0.09

62.09

Ｘ方向：　地上　・ラーメン構造　・耐震壁付ラーメン構造　・その他(　　　　　　　)

Ｙ方向：　地上　・ラーメン構造　・耐震壁付ラーメン構造　・その他(　　　　　　　)

プレハブ

プレハブ

S－001



捨てコンクリート

上部躯体（　　）階柱～（　　）階床

３ 構造体コンクリート

４ セメントの種類

５ 骨　材

６

７

８

９ 構造スリット 適用箇所

※ 図示による

鉛直スリット※

方 向

水平スリット※

※ 完全スリット型

・ 部分スリット型

※ 完全スリット型

・ 部分スリット型

タイプ 耐火性能 防水性能 遮音性能

※ 有り

・ 無し

※ 有り

・ 無し

※ 有り

・ 無し

※ 有り

・ 無し

※ 耐火型

・ 非耐火型

※ 耐火型

・ 非耐火型

振れ止め筋の防錆対策

振れ止め筋の養生

材　質 ：発泡ポリエチレン(又は同等品)

養生材(絶縁材) ：鉄筋養生カバー（鉄筋絶縁カバー）

鉄筋表面には溶融亜鉛めっき又は防錆塗装を施す。

10 ひび割れ誘発目地、

      打継目地

11 軽量コンクリート

設計基準強度
セメントの種類

[cm]

スランプ 単位水量の

12 壁開口部の補強 一般壁

補強筋

補強要領

※ 構造図による

※ 構造関係共通図(配筋標準図)8.2(a) 図8.3 による

※ 構造関係共通図(配筋標準図)8.2(b) 図8.4 による

耐震壁

補強筋

補強要領

※ 構造図による

※ 構造関係共通図(配筋標準図)8.2(a) 図8.3 による

※ 構造関係共通図(配筋標準図)8.2(b) 図8.4 による

※ 構造関係共通図(配筋標準図)8.2(c) 図8.5 による

13 梁貫通孔の補強形式 ※ 全て構造図による

上記に記載がない場合：構造関係共通図(配筋標準図)12.1 による

機械式継手及び溶接継手 ・ 機械式継手

使用箇所

H12建告第1463号に適合する性能

機械式継手の種類及び工法

カプラー等の接合部分の相互のあき

カプラー等の接合部分の最小かぶり厚さ

※ 図示による

・ 

※ Ａ級以上

※ 図示による

※ 図示による

※ 図示による品質の確認方法

※ 図示による不良となった継手の修正方法等

・ 溶接継手

使用箇所

H12建告第1463号に適合する性能

機械式継手の種類及び工法

カプラー等の接合部分の相互のあき

カプラー等の接合部分の最小かぶり厚さ

※ 図示による

・ 

※ Ａ級以上

※ 図示による

※ 図示による

※ 図示による品質の確認方法

※ 図示による不良となった継手の修正方法等

６章 コンクリート工事

使用箇所

コンクリートの

気乾単位容積質量

による種類及び強度

１

コンクリートの設計基準強度、セメントの種類、スランプ、単位水量は、下表による。

(6.2.1～4)コンクリートの種類は、普通コンクリートとする。

14

気乾単位容積質量：2.3ｔ／ｍ3程度とする。

Ｆｃ[Ｎ/ｍｍ2]

　 但し、各地域によりその期間が異なる為、コンクリート配合計画書により、監督員

　 (監理者)の承諾を受ける。

※ 所定空気量の目標値は、普通コンクリートで4.5％を標準とする。

　 とする。

強度区分は、下図による。

２ コンクリートの類別

※

・

※ 品質基準強度Ｆｑは、設計基準強度Ｆｃと耐久設計基準強度Ｆｄの大きい値とする。

※ 強度補正Ｓ[Ｎ/ｍｍ2]は、セメントの種類及びコンクリートの打込みから材齢28日

　 また、Fc＋S＝39[N/mm2]となる場合の呼び強度は、40[N/mm2]とする。

最大値[kg/m3]

鉄筋の継手 継手方法等 (5.3.4)

・

・

・

・

・

梁主筋

柱主筋

部 位

・

・

基礎スラブ，耐圧スラブ

増打補強 主筋

継手工法と適用鉄筋径の範囲

※重ね継手

※ガス圧接(Ｄ１９以上)

※ガス圧接(Ｄ１９以上)

土圧壁

杭主筋 ※重ね継手

※重ね継手

耐力壁

５

　　　　及び間隔

（注１）ガス圧接施工者は原則として（公社）日本鉄筋継手協会の正会員のうちの優良

　　　　圧接会社とする。圧接作業における技能資格者は、工事に相応したJIS Z 3881

　　　　(鉄筋のガス圧接技術検定における試験方法及び判定基準)による技量を有する

　　　　者とする。

（注２）溶接閉鎖型せん断補強筋（工場溶接タイプ）は、（公社）日本鉄筋継手協会の

　　　　認定を受けた『優良溶接せん断補強筋製造会社』の製品を使用すること。

耐力壁の重ね継手の長さ

※ 図示による［構造関係共通図(配筋標準図)3.1 表3.1］

継手位置図

基礎梁主筋の継手

・ 構造関係共通図(配筋標準図)5.1(c) 図5.3 による

・ 構造関係共通図(配筋標準図)5.1(d) 図5.4 による

柱主筋の継手

※ 構造関係共通図(配筋標準図)6.1(a) 図6.1 による

大梁主筋の継手

※ 構造関係共通図(配筋標準図)7.1 による

小梁主筋の継手

※ 構造関係共通図(配筋標準図)7.3 による

壁の継手

※ 構造関係共通図(配筋標準図)8.1 による

鉄筋の定着の方法

      　及び長さ

鉄筋の定着方法

鉄筋の定着の長さ

・ 図示による［構造関係共通図(配筋標準図)3.1(a)(3)］

※ 図示による［構造関係共通図(配筋標準図)3.1(b)］

※ 図示による［構造関係共通図(配筋標準図)3.1(b)］

(5.3.4)

鉄筋のかぶり厚さ

   (溶接金網を含む)

６

７ 最小かぶり厚さ （目地底よりかぶりを確保する） (5.3.5)

※ 図示による［構造関係共通図(配筋標準図)表4.1］

柱及び梁の主筋にD29以上の使用の有無

・ 有り　適用箇所(　　　　　） ・ 無し

主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保する

軽量コンクリートで土に接する部分

※ 無し・ 有り　適用箇所(　　　　　）

耐久性上不利な部分(塩害等を受けるおそれのある部分等)　

・ 有り　適用箇所(　　　　　） ※ 無し

最小かぶり厚さに加える厚さ(　　　　　）mm

最小かぶり厚さは下表による

柱，梁，壁及び庇などの外気に接する打ち放し面 ※ 10mm

施工箇所 表4.1に加える寸法

鉄筋相互のあき(機械式継手及び溶接継手を除く)

※ 図示による［構造関係共通図(配筋標準図)4.1(d)］

加工及び組立８

鉄筋の加工及び組立要領は、図示による以外は『構造関係共通図[配筋標準図]』による。

◇加工

１．鉄筋の切断は、シヤーカッター等によって行う。

２．圧接端面の加工のため鉄筋端部を切断する場合は、鉄筋冷間直角切断機を使用する。

◇組立

１．鉄筋継手部分及び交差部の要所を径0.8mm以上の鉄線で結束し、適切な位置に

　　スペーサー、保持金物等を使用して行う。

　　部分に防錆処理を行ったものとする。

　　ーサーは、原則として鋼製とする。また、鋼製のスぺーサーは型枠に接する

　　尚、スぺーサーは、転倒及び作業荷重等に耐えられるものとし、スラブのスぺ

２．有害な曲がりまたは損傷等のある鉄筋は、使用しない。

各部配筋９ (5.3.7)

10 圧接完了後の試験 外観検査

抜取試験

※ 行う（全数）

※ 超音波探傷試験 ・ 引張試験

試験ロット：1組の作業班が1日に行った圧接箇所とする。

なお、200箇所を超えるときは、200箇所ごととする。

11 帯　筋

(高強度せん断補強筋除く)

組立の形の種別

※ Ｈ形

・ 構造関係共通図(配筋標準図)5.1(b) 図5.2 による

構造関係共通図(配筋標準図)6.2(a) 図6.3① による

構造関係共通図(配筋標準図)6.2(a) 図6.3② による・ Ｗ－Ｉ形

・ ＳＰ形 構造関係共通図(配筋標準図)6.2(a) 図6.3③ による

帯筋の割付け

※ 構造関係共通図(配筋標準図)6.2(d) 図6.4 による

※ 全て構造図による

上記に記載がない場合：構造関係共通図(配筋標準図)による

・

５ 砂利地業

６ 捨てコンクリート

地業

 ※ 再生クラッシャラン

 ・ 切込砂利

 ・ 切込砕石

 ※ 普通コンクリート

ラップル

砂利地業

クリート
捨てコン

コンクリート
 ※ 普通コンクリート

種　類 材　料 基礎下 基礎梁下
土に接する

スラブ下

※ 60mm ※ 60mm ※ 60mm ※ 60mm ※ 60mm

ピット

底版下

・ ・ ・ ・

※ 50mm ※ 50mm ※ 50mm※ 無し ※ 50mm
・ ・ ・ ・ ・

※ 図示

捨てコンクリート

設計基準強度

スランプ

※ ６章 コンクリート工事 による

※ ６章 コンクリート工事 による

(4.6.4)

７ 床下防湿層

※ ポリエチレンフィルム厚さ0.15㎜以上

材　料

施工範囲

※ 建物内の土間スラブ及び土間コンクリート下（ピット下を除く）

位　置

※ 図示による

鉄筋の種類 種　類 (5.2.1)

規格の名称 種類の記号

※ＳＤ２９５Ａ

※ＳＤ３９０

※ＳＤ３４５

・ＳＤ２９５Ｂ

・ＫＳＳ７８５

※図示による

※図示による

※図示による

・

※図示による

※Ｄ１６以下

※Ｄ１９～Ｄ２５

※Ｄ２９以上

・

・

呼び径（mm）

異形鉄筋

(鉄筋コンクリート用

　　　　　　　棒鋼)

※JIS G 3112

高強度せん断補強筋

(建築基準法第37条の規定に

基づき認定を受けたもの)

溶接金網 形状等 (5.2.2)

溶接金網・

種　類

※使用する溶接金網は JIS G 3551 の規格品とする。

使用部位

使 用 部 位 網目の形状、寸法、鉄線の径 (㎜)

・ 断熱材の直下・ 土間スラブ（土間コンクリート）の直下

８ 地盤改良工法

・ 浅層混合処理工法

・ 深層混合処理工法

適用範囲，仕様及び計測，試験は図示による

適用範囲，仕様及び計測，試験は図示による

※ バックホウ等による撹拌

※ ソイルセメントコラム工法

種　類

六価クロム対策

使用するセメント又はセメント系固化材には六価クロム対応型を使用する。

施工試験

・ 実施しない※ 実施する

施工試験での確認項目

工　法

・

・

浅層混合処理工法

深層混合処理工法

確 認 事 項

　改良コラムのコアによる一軸圧縮強度など

　コアによる一軸圧縮強度又は平板載荷試験

９ 置換コンクリート地業 形　状

支持地盤の長期設計支持力 ・（　　　　）kN/ｍ2

※ 図示による

支持地盤 ※ 図示による

コンクリートの仕様 ※ ６章 コンクリート工事　無筋コンクリートによる

型枠使用の有無 ・ 無し　　※ 有り

10 接地部の断熱材

(ラップルコンクリート

(フロンを使用しない

地業）

もの)

押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材（JISA9511規格品） 3種ｂ（スキン層無し）

厚さ　※25mm

５章 鉄筋工事

１ 配筋検査

２

３

４．継手位置，継手状況，圧接，折曲げ位置

５．その他（開口部の補強，出隅・入隅補強，階段，差し筋，梁貫通孔補強

１．検査の結果、不合格となった配筋は補正して記録を監督員(監理者)に提出する。

２．監督員(監理者)は、配筋状態を確認するため、適時に抽出検査を行う。

３．組立精度（鉄筋の位置・かぶり・定着長・鉄筋のあきなど）

受注者(施工者)は原則として全数配筋検査を行い、記録を作成する。

監督員(監理者)が指示した場合には、記録を提出して確認を受ける。

(5.1.3)

◇配筋検査項目

◇監督員(監理者)の立会い

２．加工形状（折曲げ寸法，余長など）

　　　　　　増打ち補強，バーサポート・スペーサー・結束状況，清掃など）

１．鉄筋の種別，径，本数，間隔，位置

※ 計画供用期間の級の水準は、下表による。（上表Ｆｃの*印は、適用しない）

約 ２００年

約 １００年

約 　６５年

約 　３０年

超長期

短 期

３６Ｎ／ｍｍ2

≪構造体及び部材の要求性能(耐久性)≫

混和剤

・ガス圧接(Ｄ２９以上)・重ね継手(Ｄ２５以下)

・重ね継手(Ｄ２５以下) ・ガス圧接(Ｄ２９以上)

・ 6φ-@100 ・ 6φ-@150

鉄筋格子・

材料検査

１）受注者(施工者)は、工事現場に搬入した材料について検査を行い、検査記録を

　　監督員(監理者)に提出して確認を受ける。

２）JIS規格品については、鋼材検査証明書(ミルシート)との照合を行う。

材料検査４ (5.2.3)

・ D10-@100

・ 6φ-@100 ・ 6φ-@150

●

Ａ種

Ｂ種

　　　　の仕上り
種別

Ｃ種

・

・

・

(表6.2.4)
適 用 箇 所

合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げの種別

打放し仕上げの増打ち厚さ

・ 打放し仕上げの打増し厚さ(外部に面する部分に限る)

・ 打放し仕上げの打増し厚さ(内部に面する部分に限る)

・ 20mm

・ （

（

）

・ 外装タイル後張り面の増打ち処理

※ 20㎜

・ 床型枠用鋼製デッキプレートの梁側面部の増打ち処理

　 プレートが支持される梁の側面について下記の増打ちを行う

（ ・ 10㎜ ・ 20mm ）

(6.3.1)

・ フライアッシュセメントＢ種

アルカリシリカ反応性による区分

※ Ａ

・ Ｂ （※コンクリート中のアルカリ総量Ｒｔ＝3.0kg／m3以下）

(6.3.1)(6.5.4)

混和材料 (6.3.1)※ 混和剤 混和剤の種類

・ 混和材 混和材の種類

型　枠 せき板の材料及び厚さ

※合板（ ※ 12mm ・ ）

断熱材兼用型枠

・ 使用する

※ 使用しない

（※２５mm以下かつ熱抵抗値１ｍｈ℃／ＫＣａｌ以上）

ＭＣＲ工法用シート

※ 用いない

・ 用いる ・ 20mm増打ち厚さ　

増打ち範囲　・ 図示による

スリーブの材種

型枠の在置期間及び

　　　　　　取外し

型枠の存置期間

型枠の取外し

型枠の取外しは、定められた型枠の最小存置期間に達した後、慎重に取り外す。

但し、スラブ下及び梁下のせき板は、原則として、支柱を取り外したのちに取外す。

目地寸法

間隔・位置・形状

： ※ 標準仕様書 9.7.3 による

： ※ 図示による（意匠図参照）

(6.10.1)軽量コンクリート種別

２種　

１種・

・

種類 適用箇所

※ 1.7～2.1

※ 1.4～1.8

所要気乾単位容積質量[ｔ/m3]

Ⅰ類（JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート）

Ⅱ類（JIS A 5308に適合したコンクリート）

レディーミクストコンクリートの類別

ひび割れ誘発目地，打継目地の深さ寸法は，増打ち厚さ部分で処理する

注）コンクリート仕上がり面の種別は、下記による。

Ａ種：目違い、不陸等の極めて少ない良好な面とする。

Ｂ種：目違い、不陸等の少ない良好な面で、グラインダー掛け等により平滑に調整

　　（化粧打放し、クロス張り、粘着剤付ビニルシート張り又は塗装仕上げ程度）

　　　されたものとする。（仕上塗剤又は防水仕上程度の吹付け仕上げ）

Ｃ種：打放しのままで、目違い払いを行ったものとする。

　　（上記Ａ種・Ｂ種以外の仕上げ）

タイル仕上げの場合は、躯体処理の有無に拘らずＣ種とする。

適用

長 期

標 準

３０Ｎ／ｍｍ2

２４Ｎ／ｍｍ2

１８Ｎ／ｍｍ2

耐久設計基準強度Ｆｄ計画供用期間等 級

※ コンクリートに含まれる塩化物量は、塩化物イオン（Cl-）量で 0.30㎏/m３以下

スリットの種別

※意匠図による

※ 20㎜

・ 10㎜ ・ 意匠図による ）

（但し、グリーン購入法基本方針における「合板型枠」の備考３の表示にある合板型枠を用いる場合に限る）

・ 床型枠用鋼製デッキプレート（施工範囲　　※構造図による　　・　　　　　）

(6.8.4)

(4.6.1)(4.6.2)(4.6.3)

(5.3.1)(5.3.2)(5.3.3)

(5.3.4)(5.5.1～5.5.3)

(5.3.4)(5.6.1～5.6.4)

(6.2.1)(6.4.1～4)

(4.6.5)

(5.4.10)

(6.2.5)(6.8.2)

(6.8.1)

（普通ポルトランドセメントの品質は、JIS R 5210 に示された規定の他、

・ 高炉セメントＢ種

 水和熱が7日目で 352Ｊ/ｇ 以下、かつ28日目で 402Ｊ/ｇ 以下のものとする）

シリカセメントＡ種又はフライアッシュセメントＡ種

※ 普通ポルトランドセメント、高炉セメントＡ種、

(6.8.2)

標準仕様書 6.8.3(9)(ｲ) 表6.8.1 による

　　　但し、片持梁、片持スラブ(庇)、長スパン梁、大型スラブ等の型枠を支持す

　　　る支柱は、構造体コンクリートの圧縮強度がその部材の設計基準強度以上に

　　　達したことが確認されるまでとし、存置期間の延長、二層受け等行うこと。

（ａ）せき板の最小存置期間は、表6.8.2 又はコンクリートの圧縮強度により定める。

（ｂ）支柱の最小存置期間は、表6.8.3 又はコンクリートの圧縮強度により定める。

(6.6.4)(6.8.1)(9.7.3)

※標準仕様書6.3.1(4)(a)による

※標準仕様書6.3.1(4)(b)による

クリート下

土間コン

上部躯体（　　）階柱～　

上部躯体（　　）階柱～（　　）階床

※高炉セメントＢ種 １８ １５ ※１８５*

※１８５

※普通ポルトランドセメント

※普通ポルトランドセメント

※普通ポルトランドセメント

※普通ポルトランドセメント ２１

基礎100mm

50mm

100mm

※普通ポルトランドセメント ２１ １５ ※１８５

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志 1/-

木原分団屯所建設工事

構造特記仕様書（２）

100mm

基礎、地中梁

土間コンクリート

１５

　 までの期間の予想平均気温に応じて定める強度の割増しを示す。（土間を除く）

地中梁

S－002



・ 工場実績による

座金

12

13

14

15

16

17

(1)単位水量の測定は、150m3 に1回以上及び荷下し時に品質の異常が認められた

   時に実施する。

(3)単位水量の管理目標値は次の通りとして、施工する。

　　±15kg/m3 の範囲にある場合は、そのまま打設する。

　・測定した単位水量が設計値±15を超え±20kg/m3 の範囲にある場合は、その

　　運搬車の生コンは打設してよいが、水量変動の原因を調査し、生コン製造者

　　に改善を指示する。その後、設計値±15kg/m3 以内に安定するまで、運搬車

　　の３台毎に１回、単位水量の測定を行う。

　・測定した単位水量が設計値±20kg/m3 を超える場合は、その運搬車は打込ま

　　ずに持ち帰らせるとともに、水量変動の原因を調査し、生コン製造者に改善

　　を指示する。その後、単位水量が設計値±20kg/m3 以内になるまで全運搬車

　　の測定を行い、更に設計値±15kg/m3 以内に安定するまで、運搬車の３台毎

　　に１回、単位水量の測定を行う。

　・3)の不合格生コンを確実に持ち帰ったことを確認する。

(4)単位水量管理についての記録を書面(配合計画書、製造管理記録、打込み時の

　 外気温、コンクリート温度等)と写真により提出する。

(5)単位水量の測定方法は、高周波誘電加熱乾燥法(電子レンジ法)、エアメータ

   法又は静電容量測定法による。

　 また、試験機関は該当コンクリート製造所以外の機関とする。

　・測定した単位水量が、配合計画書の設計値(以下、「設計値」という。)

　・ JASS5　11.10 構造体コンクリートのかぶり厚さの検査 による。
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　・ （※１０％　・　　　）の部材に対し、非破壊検査を行う。

　　　抜き取り方法、検査方法、合否判定等は、JASS5による。

影響を受けないようにする。

： 流動化コンクリート（　　　）cm

： ベースコンクリート（　　　）cm

寒中コンクリート 適用期間

強度管理の材齢

暑中コンクリート 適用期間

初期養生期間

構造体強度補正値

：（　　）月（　　）日 ～ （　　）月（　　）日

： ※ 28日

：（　　）月（　　）日 ～ （　　）月（　　）日

： ※ 圧縮強度が5N/mm2以上得られるまで

マスコンクリート 適用箇所 ： ※ 図示による（　　　　　　）

セメントの種類 ： ・ 中庸熱ポルトランドセメント

・ 低熱ポルトランドセメント

・ 高炉セメントＢ種

(6.11.1～6)

(6.13.1～5)

： ※ 6N/mm2

スランプ ： ※ 15cm

混和剤 ： ※ JIS A 6204に適合するＡＥ減水剤または高性能ＡＥ減水剤

構造体強度補正値 ： ※ 表6.13.1 による

荷卸し時のコンクリートの温度 ： ※ 35℃以下

温度測定 ： ※ 行わない ・ 行う

無筋コンクリート 適用箇所

セメントの種類 ： ※ 普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種

(6.14.1～3)

設計基準強度 ： ※ 18N/mm2

スランプ ： ※ 15cmまたは18cm

・ 高炉セメントＢ種

・ フライアッシュセメントＢ種

流動化コンクリート 適用箇所

（ラップルコンクリート

　　　　　　にも適用）

： ※ 図示による

スランプ

流動化剤の投入場所 ： ※ 工事現場　・ レディ－ミクストコンクリート工場

コンクリートの試験

構造体コンクリート強度の推定試験について、普通ポルトランドセメント以外の

供試体の材齢28日の圧縮強度試験も実施すること。

品質管理

取外し時期の決定用については、生コン工場試験室でもよい。

※ コンクリートの強度試験

・ 行わない

・ 行う

実施要領は、平成15年11月10日　国営建第95号「レディーミクストコンクリート

の品質確保について」等により示された「レディーミクストコンクリート単位水

※ コンクリートの単位水量測定

量測定要領(案)」に準拠する。

・ 行う

※ 行わない

・ かぶり厚の検査 ＜JASS5 11節＞

＜JASS5 ７節＞※ 打込み及び締固め方法

＜JASS5 ７節＞

＜JASS5 ８節＞

コンクリートが均質かつ密実に充填され、所要の強度と耐久性を有し、有害な打

込み欠陥部の無い構造体コンクリートが得られるように行う。

※ 打継ぎ部の処理

※ 養生方法

急激な乾燥、過度の高温または低温の影響、急激な温度変化、振動及び外力の悪

※コンクリートのひび割れ対策は、日本建築学会「鉄筋コンクリート造のひび割

　れ対策（設計・施工）指針・同解説」による。

※竣工後コンクリートに著しいひび割れが生じた場合は、施工業者により調査し、

  必要に応じて適切な補修を行うこと。その場合、外壁等で雨水の浸透の恐れが

  が有る部分には、伸縮性がある水性ポリマー樹脂を使用する。

・ コンクリートのひび割れ

高圧洗浄機，ワイヤーブラシ，チッピング等により、レイタンスや脆弱なコンク

リートを取り除き新たに打込むコンクリートと一体となるように処置すること。

７章 鉄骨工事

１ 鉄骨製作工場

建築基準法第77条の56に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認定を受けた

(株)日本鉄骨評価センター及び(株)全国鉄骨評価機構(旧(社)全国鐵構工業協会)の

「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める（　　　）グレードとして国土交通大臣

から認定受けた工場又は同等以上の能力のある工場

・ 監督職員の承諾する工場(標準仕様書7.1.1 以外の適用範囲に限る)

２ 施工管理技術者

※

鉄骨製作工場の加工能力

※ 適用する ・ 適用しない

３ 鋼　材 鋼材は、『標準仕様書』によるJIS規格品とし、証明書付きとする。

鋼材の材質

種類の記号

ＳＳ４００

ＳＳＣ４００

ＳＴＫ４００

ＳＴＫ４９０

ＳＴＫＲ４００

ＳＮ４００Ｂ

ＳＮ４００Ｃ

ＳＮ４９０Ｂ

ＳＮ４９０Ｃ

ＳＭ４９０Ａ

使用箇所

使用箇所種類の記号

建築基準法第37条第二号に適合する国土交通大臣認定品

ＢＣＲ２９５

ＢＣＰ３２５

４ 高力ボルト ボルトの種別

※ トルシア形高力ボルト　２種（Ｓ１０Ｔ）建築基準法に基づき認定を受けたもの

・ ＪＩＳ形高力ボルト　　２種（Ｆ１０Ｔ）

高力ボルトの径

※ 図示による

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

すべり係数試験

※ 行わない ・ 行う（試験方法等　　・ 図示による　）

軸力導入試験

※ 行う ・ 行わない

５ 普通ボルト ボルト及びナットの材料

※ 標準仕様書表7.2.3（JIS附属書品）による　

・ 標準仕様書表7.2.3（JIS附属書品）又はJIS本体規格品（ISO規格）による　

(JIS本体規格品による場合は、ボルトの種類を呼び径六角ボルト又は全ねじ六角

ボルト、強度区分を4.6又は4.8の鋼製とし、ナットの種類を六角ナットーCの鋼

製とする。尚、呼び径六角ボルトの軸径の最大寸法は、ボルトの径値以下とする。)

ボルトの径 ※ 図示による

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

６ 溶融亜鉛めっき高力

ボルト

セットの種類

※ １種（Ｆ８Ｔ相当）建築基準法に基づき認定を受けたもの

溶融亜鉛めっき高力ボルトの径　

※ 図示による

溶融亜鉛めっき高力ボルトのめっき前の孔径

・ 審査（評定又は大臣認定）を受けた内容による

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等

摩擦面の処理

 ※ ブラスト処理(表面粗度50μｍRｚ以上)

・ ブラスト処理以外の特別な処理方法（りん酸塩処理）

すべり耐力等の確認方法

試験方法等

７ アンカーボルト 適用

・ 構造用アンカーボルト

※ アンカーボルトセット

・ ＡＢＲ４００

形状，寸法

※ 図示による

・ ＳＮＲ４００Ｂ

セットの種類 (JIS G 3138：建築構造用圧延棒鋼)

・ 建方用アンカーボルト

種類

・ ＳＳ４００

アンカーボルト及びナットのねじの種類の規格、ねじの等級の規格並びに仕上げの程度

※ 標準仕様書 表7.2.3 による

形状，寸法

※ 図示による

(7.1.3)

(7.1.4)

(7.2.1)

JIS規格番号・規格名称等

JIS G 3136　建築構造用圧延鋼材

JIS G 3350　一般構造用軽量形鋼

JIS G 3444　一般構造用炭素鋼鋼管

JIS G 3106　溶接構造用圧延鋼材

JIS G 3101　一般構造用圧延鋼材

(7.2.2)

（7.2.3）

※ すべり係数試験

(7.2.4)(7.10.3)

・ ＳＮＲ４００Ｂ（折曲げ加工した場合はＳＮＲ）

・ ＡＢＲ４９０

８ 溶接材料 (7.2.5)溶接材料（溶接棒等の種類）

９ ターンバックル (7.2.6)ターンバックルは、JIS A 5540 の規格品とする。

種　類

建築用ターンバックルボルト

ねじの呼び

建築用ターンバックル胴 ※ 割枠式

※ 羽子板ボルト

※ 図示による

10 種類，適用箇所，材質・形状・寸法等

種　類 適用箇所 材質・形状・寸法 備　考

規格等（認定番号）

大臣認定品

大臣認定品

21 現場溶接の有無 ・ 無し ・ 有り

22 入熱、パス間温度

      の溶接条件

鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件　　

適用箇所

※ 柱，梁，ブレースのフランジ端部の完全溶込み溶接部

・ 図示による

23 溶接部の試験 完全溶込み溶接部の超音波探傷試験　　

※ 行う ・ 行わない

◇工場溶接の場合

◇工事現場溶接の場合

平均出検品質限界［AOQL(%)］　（ ※ 4.0　・ 2.5 ）

試験の規準は、(一社)日本建築学会『鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査規準』による。

又はJIS Z 2320-1（非破壊試験－磁粉深傷試験）による試験を行う。

割れの疑いのある表面欠陥においては，JIS Z 2343-1（非破壊試験－浸透探傷試験）

割れの疑いのある表面欠陥

突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査

・ 抜き取り検査①

　独立行政法人建築研究所監修「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」による

※ 抜き取り検査②

節

検査水準

・ 全て

※ 第6水準

・ ・ ・ ・ 

・ ・ ・ ・ 

24 錆止め塗装 塗料の種別

(表18.2.2)

(表18.3.1)錆止め塗料

塗装範囲（　　　　　）

・ Ｂ種素地ごしらえ

※ Ａ種（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・ Ａ種 ※ Ｃ種

・ Ｂ種（ＥＰ－Ｇの場合）

塗り回数 ※ 工場２回

塗装範囲（　　　　　）

・ Ａ種 ・ Ｃ種素地ごしらえ ※ Ｂ種

錆止め塗料 ※ Ａ種（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※ 工場２回塗り回数

・ Ｂ種（ＥＰ－Ｇの場合）

亜鉛めっき鋼面の錆止め塗料

屋内

屋外

鉄骨錆止め塗装

仕上げ塗装※

※

(表18.2.2)

(表18.3.1)

標準仕様書18.3.2 表18.3.2（　※ Ａ種　・ Ｂ種　・ Ｃ種　）

但し、つや有合成樹脂エマルションペイント塗り(ＥＰ－Ｇ)の場合は、Ｃ種 とする。

鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブの内面　(鉄骨に溶接されたものに限る)

標準仕様書18.3.2 表18.3.1 A種

(表18.3.2)

耐火被覆材の接着する面への塗装

※ 行わない

・ 行う 適用箇所 ※ 図示による

塗装の種別 ・ 標準仕様書18.3.2　表18.3.1（　　）種

・ 標準仕様書18.3.2　表18.3.2（　　）種

25 耐火被覆 種 類

性 能 適用箇所（部位・部分）

・

・

・

・

・耐火材吹付け

種 類

・ 乾式吹付けロックウール

・ 半乾式吹付けロックウール

・ 湿式ロックウール

材料・工法 適用箇所（部位・部分）

耐火板張り

耐火材巻付け

・

・

・ 繊維混入けい酸カルシウム板

・ 高断熱ロックウール

・ 

・ 

・ 

・ラス張りモルタル塗り ・ 　　　－

※ 材料及び工法は、建築基準法に基づき定められたもの又は認定を受けたものとする

性 能

26 建方精度 (7.10.2)

27 アンカーボルト

      等の設置

構造用アンカーフレームの形状及び寸法

※ 図示による

建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法

種別 ・ Ｂ種

柱底均しモルタルの厚さ及び工法の種別

※ 標準仕様書 表7.10.2（　※ Ａ種［厚さ50mm］  ・ Ｂ種［厚さ30mm］）による

 (表7.10.2)

 (7.10.3)

 (表7.10.1)

28 溶融亜鉛めっき

構造耐力上主要な

　    部分に限る）

　    及びその他

(基礎、主要構造部

種別等

・

・

・

最小板厚 6.0㎜ 以上の形綱、鋼板

最小板厚 3.2㎜ 以上、6.0㎜ 未満の形綱、鋼板

普通ボルト・ナット類、アンカーボルト類

最小板厚 2.3㎜ 以上、3.2㎜ 未満の形綱、鋼板

Ａ種(HDZ55)

Ｂ種(HDZ45)

Ｃ種(HDZ35)

※ 図示による

※ 図示による

※ 図示による

29 梁貫通孔の補強

適用箇所

補強方法 ※ 大臣認定品（　　　　　　　　）

・ 図示による

・ 補強プレート法 ・ 補強トラス法

・ 　N/mm2

・

・

・

鉄筋トラス付き捨て型枠

　　　　デッキプレート

合成スラブ用デッキプレート

床型枠専用デッキプレート

鉄骨部材への溶接方法

注）床型枠用を使用する場合に受注者は、施工に先立ち施工の安全性を確認すること

※ 図示による

耐火認定　

開口部補強要領（補強筋の定着長さ等を含む）

・ 無し

※ 図示による

・ 有り（耐火時間　※図示による　　・　　　　　　）

11 レール及びその付属品

形状及び寸法等

天井クレーン走行用等に使用する

14 材料試験等 ※ 材料試験

鋼材の品質を試験により証明する場合は、標準仕様書7.2.10による。

JIS等の規定に適合する品質であることを証明する資料は、原則として規格品証明書

とする。その際、著しい錆や傷，有害な表面欠陥，曲がり，ねじれ等の変形がない

ことを確認する。

※ 材料検査

(7.2.10)

15 工作図 監督職員による原寸検査

※ 行わない

(7.3.2)

・ 行う

注）増築工事等を含め、既存建築物との取り合う箇所がある場合は、現場実測の上

　　作成を行う。

16 製作精度 (7.3.3)※ 標準仕様書7.3.3 による

通しダイアフラムの許容誤差

・ダイアフラムをH12建告第1464号第二号イ(1)(2)に規定するただし書きによる

　補強方法

　「突合わせ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」による

・ 全てのダイアフラムは、H12建告第1464号第二号イ(1)(2)に規定する仕様を

　 満足すること

17 仮組 (7.3.10)※ 行わない

・ 行う 仮組を行う範囲

確認方法、確認項目

： ※ 図示による

： ※ 図示による

18 高力ボルト接合 スプライスプレートの材質

※ 図示による

12 スタッドボルト

種類等（径・長さ）

径(呼び名)

・

・

・

16φ

19φ

22φ

長さ（呼び長さ）　mm 適 用 箇 所

・ 80　　・ 100　　・ 120

・ 80　　・ 100　　・ 130　　・ 150

・ 80　　・ 100　　・ 130　　・ 150

※ 頭付きスタッド（JIS B 1198）材質，規格

13 柱底均しモルタル (7.2.9)(7.10.3)モルタルの種別

※ 無収縮モルタル

20 溶接接合 開先の形状 (7.6.4)(7.6.7)

スカラップの形状

鋼製エンドタブの切除する部分 ※ 全て

完全溶込み溶接部の余盛り高さ

※ JASS6 付則6［鉄骨精度検査基準］付表3［溶接］による

エンドタブ・裏あて金

※鋼材の種別及び引張強さによる区分は母材と同等とする

・低応力高サイクル疲労を受ける部位

・ 図示による

19 溶接作業者の

　　　技量付加試験

※ 溶接技能者技量付加試験

※ 建築鉄骨溶接技能者技量検定試験（ＡＷ）に準拠

(7.6.3)

但し、ＡＷ検定協議会ＡＷ検定合格者のうち、当該溶接資格者については、監督員

(監理者)の承諾を得て、省略することができる。また、ロボット溶接オペレーター

についてもＡＷ検定ロボット溶接オペレーター資格を有していることを必要とする。

フィラープレートの材質

※ SS400

※ 鋼材の種別及び引張強さによる区分は母材と同等とする

３時間耐火

２時間耐火

１時間耐火

 30分 耐火

適 用 部 位材 料亜鉛めっきの種別

セットの種類 (JIS B 1220：構造用両ねじアンカーボルトセット)

※ 図示による［構造関係共通図(鉄骨標準図)］

※ 図示による［構造関係共通図(鉄骨標準図)］

※ 図示による［構造関係共通図(鉄骨標準図)］

※ 構造関係共通図(鉄骨標準図) による

※ 構造関係共通図(鉄骨標準図) による

※ 構造関係共通図(鉄骨標準図) による

(6.12.1～4)

(6.15.1～4)

公的機関又はこれに準ずる機関で行う。但し、調合管理強度の管理試験用及び型枠

(6.9.1～5)

(7.2.2)(7.3.8)(7.12.2～5)

・ 標準仕様書7.2.5(1)(2)以外の(3)の溶接材料

(7.2.7)(7.7.8)

・ 標準仕様書7.2.9(1)によるモルタル

※ 標準仕様書7.2.3(4)による

(7.2.8)(7.7.1～7)

無収縮モルタルの材料及び調合等

※ 標準仕様書7.2.9(2)(ｱ)から(ｴ) 表7.2.5 による

(7.6.11)(7.6.12)

＜JASS6＞

(7.8.3～4)(18.3.2～3)

(7.9.2～7.9.8)

※ JASS6 付則6［鉄骨精度検査基準］付表5［工事現場］による

(7.12.4)

： ※ 標準仕様書6.14.1(5)による

セメントを使用し、標準仕様書6.9.5(1)(ｲ)の判定による場合は、現場封かん養生

(2)単位水量の上限値は、標準仕様書6.3.2(ｲ)(c)による。

監督員(監理者)と協議のうえ

承諾を得て、使用すること。

デッキプレート

床構造用の

※ 標準仕様書7.2.5(1)の表7.2.4 (2)による

(7.4.6)

(7.8.2)

ＳＴＫＮ４９０Ｂ

※ Ａ種 ・ Ｃ種

※ 全て

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志 1/-

木原分団屯所建設工事

構造特記仕様書（３）

※ アンカーボルトはプレハブメーカーの支給品とする
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構造特記仕様書（４）

木原分団屯所建設工事

1/-髙木　洋志

藤賀　光由１級建築士事務所 登録18(1)第1252号

建設コンサルタント登録　建26第378号

第　315797　号

2022.9
髙
木

藤
賀

矢
野

藤
本

１級建築士登録

１級建築士登録

第　293685　号 　藤本　誠二

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

コンクリート工事施工計画書

作業員に周知徹底させること

１ 建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法

による。の事項

(建築設備の構造強度)

建築設備（昇降機を除く）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食又は腐朽

のおそれがないものとすること。

屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの（以下『屋上水槽

等』という。）は、支持構造部又は建築物の構造耐力上主要な部分に、支持構造部

は、建築物の構造耐力上主要な部分に、緊結すること。

煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コ

ンクリートの場合は、鉄製の支枠を設けたものを除き、90cm以下とすること。

煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを 5cm以上とし

た鉄筋コンクリート造又は厚さが25cm以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造

若しくはコンクリートブロック造とすること。

風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない

構造とすること。

建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブ

を設ける等有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、

伸縮継手又は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

管を支持し、又は固定する場合においては、吊り金物又は防振ゴムを用いる等

有効な地震その他震動及び衝撃の緩和のための措置を講ずること。

法第20条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上水槽等にあっては、平成12年

建設省告示第1389号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して構造耐

力上安全なものとすること。

建築物に設ける給水、排水その他の配管設備（給湯設備 * を除く。）は、

給湯設備* は、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全

上支障のない構造とすること。満水時の質量が15kgを超える給湯設備については、

地震に対して安全上支障のない構造として、平成12年建設省告示第1388号第５に規

定する構造方法によること。

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

その他施工者による品質管理

１ 一般事項 ※ 施工者は、設計図書で要求された品質を実現するための品質管理計画を各工種毎に

おける施工計画書にて示し、監督員(監理者)の承諾を受ける。

使用する材料，仕上げの程度(仕上がり状態)，性能，精度等の目標・管理重点項目

及びその詳細、並びに管理体制について具体的に記載すること。

※

品質管理責任者の指導により、一度指摘された事項が発生しないようにすること。

ＩＳＯ品質管理 施工者は、自社のＩＳＯ９００１システム(品質マネジメントシステム)等を活用し、

責任者

専門技術者による

作業所への支援

※

所と協力して行い、施工計画書に確認印を押印する。

・

以下の項目について、作業所スタッフ以外の専門技術者が、施工計画の立案を作業

杭工事施工計画

※

・ マスコンクリート温度ひび割れ解析、施工計画、温度測定計画

・ 鉄骨溶接部（工場・現場共）の品質管理

（工場中間検査、製品検査及び現場溶接開始時に立会う）

・ 地盤改良工事施工計画

・

・ ＰＣ工事施工計画

その他特殊工法の施工計画・品質管理

コンクリート打設計画

（ジャンカ・コールドジョイント・ひび割れ等の補修要領）

工法名称（　　　　　　　　　　　　　　　　）

３

２

４ その他特記事項 ・ (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

*『給湯設備』：建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備で、屋上水槽等のうち給湯設備に

該当するものを除いたもの

・

ただし、設計用地震力(水平及び鉛直)は、次の設計用水平震度KＨ及び設計用鉛直

震度Kｖ（KＨ/2）を用いて計算する。

設計用水平地震力と設計用鉛直地震力は同時に作用するものとする。

設計用標準水平震度

設置場所 機器種別
特定の施設 一般の施設

屋上及び塔屋

上層階

中間階

地下・１階

防振支持の機器

機器

水槽類

防振支持の機器

機器

水槽類

防振支持の機器

機器

水槽類

重要機器 一般機器 一般機器重要機器

(※１)

(※１)

(※１)

2.0 1.5 1.5 1.0

（2.0） 2.0 （2.0） （1.5）

<2.0> <1.5> <1.5> 1.0

1.5 1.0 1.0 0.6

（1.5） （1.5） （1.5） （1.0）

<1.5> <1.0> <1.0> <0.6>

1.0 0.6 0.6 0.4

（1.0） （1.0） （1.0） （0.6）

<1.5> <1.0> <1.0> <0.6>

設備機器の固定等は、『国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研

究所監修(建築設備耐震設計・施工指針　2014年版)』により行う。

注） ・（　）内の数値は、防振支特の機器の場合に適用する。

・〈　〉内の数値は、水槽類に適用する。

・上層階の定義：

・７～９階建ての建築物では、上層２層を最上層とする。

・２～６階建ての建築物では、最上階を最上層とする。

・10～12階建ての建築物では、上層３層を最上層とする。

・13階建て以上の建築物では、上層４層を最上層とする。

・中間階の定義： ・地階，１階を除く各階で上層階に該当しない階を中間

　階とする。

・ (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・ (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

設備関連

１ 機械基礎 ※

２ 設備貫通孔 ※

設計図書に記載されている事項と照合を行う。

※

建築工事施工者は、設備工事業者と打合せの上、機械基礎の位置・寸法・機器・運

転重量・設計水平震度等を施工図に反映して監理者の承認を得ること。

建築工事施工者は、設備工事業者と打合せの上、梁・壁・スラブの貫通孔の位置，

径，レベル等を施工図に反映して監理者の承認を得ること。

伏図・軸組図・平面図・立面図等の図示に無い設備による大開口（ガラリ・ダクト

等）や、多数の開口が並ぶ箇所が発生した場合は、監理者と協議し、承認を得る

こと。

３ 埋込み配管 ※ スラブ内に埋込む配管・ケーブル類の径はスラブ厚の１／４以下とし、間隔は径の

３倍以上のピッチかつ、100mm以上のあきを確保すること。特に、ＥＰＳ廻り等で、

埋込む配管・ケーブル類が集中する箇所は、監理者と協議の上、スラブを下げて

コンクリート内に埋込む等の処置を行うこと。

４ 設備業者による工事

に関する注意事項

※ 設備工事業者が鉄筋コンクリート造部分の貫通孔補強工事を施工する場合は、必ず

建築工事施工者が検査し、補強方法・かぶり等不具合があった場合は是正を行う

こと。（費用等は各業者間で調整のこと）

※ 設備工事業者が鉄骨に設備機器・配管・ラック類を取付けるため、やむを得ず現場

で溶接を行う必要が生じた場合は、監理者の承認を得た上で溶接すること。

溶接後は、必ず建築工事施工者が検査し、溶接等不具合があった場合は是正し、

かつ、錆止塗装・仕上塗装タッチアップは全て建築工事施工者が行うこと。

（費用等は各業者間で調整のこと）

５ その他特記事項 ・

・ (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

）

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

官公署との対応

１ 諸官庁への届出 ※ 工事の施工に必要な官公署への提出書類（手続き）は、遅滞なく提出すること。

２ その他特記事項 ・ (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・ (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・ (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・

・

・

・

・

建築構造関係書類提出

１ 計画書・報告書 工事の着手に先立ち下記の計画書を監督員(監理者)に提出し承諾を受けること。

報告書は、各工事終了後に速やかに提出すること。

地盤改良工事施工計画書／報告書

コンクリート配合計画書

平板載荷試験計画書／報告書

杭工事施工計画書／報告書

・

・

・

・

型枠工事施工計画書

鉄骨工事工場製作要領書

・ 鉄骨工事現場施工計画書

・ 躯体施工図

・

鉄筋ガス圧接工事施工計画書

鉄筋工事施工計画書

・

・ プレストレストコンクリート工事施工計画書

鉄骨工作図

鉄筋取合要領図 （杭基礎の場合：杭頭補強筋・基礎並びに地中梁の鉄筋の納まりに注意）

・

スペーサーは、現場内に使用部位が明確に区分できるよう標本を作成のうえ

令第129条の2の3 施工の関係上やむを得ず発生する可能性の高い変更等(位置の変更)

施工誤差を考慮して構造耐力上支障がない検討が行われている部分

（変更に係る部材及び当該部材に接する部材以外に応力度の変更がない場合であって、変更に係る部材及び当該部材

　に接する部材が令第82条各号に規定する構造計算によって確かめられる安全性を有するものに限る）

・くいの芯ずれを考慮した検討

軽微な変更への対応≪あらかじめの検討≫

許容誤差(　　　　　　　　)

あらかじめの検討範囲

※図示による(　　　　　　　　　　)　

・スラブ工法の変更を見込んだ検討

あらかじめの検討範囲

変更可能な工法（　　　　　　　　　　　　　　　)

※構造計算書による （　　　　　　　　　　　　　　　）

コンクリート打設計画書

S－004



（４）有害な曲がりまたは損傷等のある鉄筋は、使用しない。

（３）鉄筋は、設計図書に指定された寸法及び形状に合わせ、常温で正しく加工して組み立てる。 

（２）溶接金網は、ＪＩＳ Ｇ３５５１（溶接金網）の規格品とする。

（１）鉄筋は、ＪＩＳ Ｇ３１１２（鉄筋コンクリート用棒鋼）の規格品とする。

（５）鉄筋加工のよる切断は、シヤ－カッター又は直角切断機等により行う。

　　　折曲げは、手動鉄筋折曲げ機又は自動鉄筋折曲げ機などにより行う。

（６）鉄筋の組立ては、鉄筋の交差部及び継ぎ手部分の要所を径0.8mm以上の鉄線で結束し、

　　　適切な位置にスぺーサー、保持金物等を使用して行う。

　　　尚、スぺーサーは、転倒及び作業荷重等に耐えられるものとし、スラブのスぺーサーは、

（７）鉄筋の組立後、スラブ、梁等には、歩み板を置き渡し、直接鉄筋の上を歩かないようにする。 

　　　また、鋼製のスぺーサーは型枠に接する部分に防錆処理を行ったものとする。

　　　原則として鋼製とする。

構造関係共通図［配筋標準図］

（注）１．Ｌ　,Ｌ  ：フックなし重ね継手の長さ及びフックあり重ね継手の長さ。１ｈ１

１ｈ　　　２．フックありの場合のＬ　は、図3.1 に示すようにフック部分　 を含まない。

　　　３．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

コンクリートの

設計基準強度鉄筋の

種  類
Ｌ　（フックなし）１ １ｈＬ　（フックあり）

図3.1　フックありの場合の重ね継手の長さ

（８）継手位置は、応力の小さい位置に設けることを原則とする。

次の部分に使用する異形鉄筋の末端部には、フックを付ける。

（１）柱の四隅にある主筋（図2.1の　　）で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合

（２）梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両端（図2.1の　　）にある場合（基礎梁を除く）

 床版

壁 壁

 壁

壁

 床版

梁 壁
梁

柱

図2.1

鉄筋の折曲げ内法直径及びその使用箇所は、表1.1を標準とする。

Ｄ

ｄ

４ｄ以上

６ｄ以上

Ｄ

ｄ

８ｄ以上

Ｄ

ｄ

Ｄ

ｄ

ｄ

Ｄ

４ｄ以上

４ｄ以上

８ｄ以上

Ｄ

ｄ

Ｄ

ｄ

柱・梁の主筋
杭基礎のベース筋

D16以上の鉄筋

あばら筋、帯筋、
スパイラル筋
D13以下の鉄筋

Ｔ形及びＬ形の梁の
あばら筋

90゜ 135゜

により切断される鉄筋
壁及び床版の開口部

壁及び片持床版の末端部

幅止め筋

あばら筋

スパイラル筋

帯 筋

上記以外の鉄筋

折曲げ

角  度

折曲げ図

（余長）

及び

  ９０°

（幅止め筋）

  ９０°

  １３５°

  １８０°

Ｄ１６以下
～Ｄ３８

Ｄ１９

～Ｄ３８

Ｄ１９

ＳＤ２９５Ｂ,ＳＤ３４５

ＳＤ２９５Ａ

折曲げ内法直径（Ｄ）

ＳＤ３９０

３ｄ以上

３ｄ以上

３ｄ以上

３ｄ以上

４ｄ以上

４ｄ以上

４ｄ以上

４ｄ以上

５ｄ以上

５ｄ以上

５ｄ以上

５ｄ以上

使用箇所

　１３５°

折曲げ図

（余長）

折曲げ内法直径（Ｄ）

Ｄ１６以下
～Ｄ３８

Ｄ１９

～Ｄ３８

Ｄ１９

ＳＤ２９５Ｂ,ＳＤ３４５

ＳＤ２９５Ａ
ＳＤ３９０

使用箇所

３ｄ以上 ４ｄ以上

４ｄ以上 ６ｄ以上

５ｄ以上

８ｄ以上

折曲げ

角  度

９０°以下

　　　すること。（但し、必ず監理者の承認を得ること）

　　　特に、 かぶり厚さ、上端筋の位置及び間隔の保持に努める。 

（10）コンクリート打込みによる鉄筋の乱れは、極力少なくする。

（11）鉄筋には、点付け溶接、アークストライクを行ってはならない。

（12）鉄筋の台直しは、鉄筋の付け根で急激に曲げず、勾配1/6以下のできるだけ長い距離で修正

（９）鉄筋径の差が７mmを越える場合は、圧接としてはならない。

ａ＝0.5Ｌ ａ≧0.5Ｌ

ａ≧0.5Ｌａ＝0.5Ｌ

ａ

Ｌ

Ｌ Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ Ｌ

ａ

ａ ａ

30，33，36

24，27

30，33，36

24，27

30，33，36

24，27

21

21

18

21

35d

35d

30d

30d

35d

40d

45d

50d

35d

40d

45d

50d

35d

25d

30d

25d

25d

35d

30d

35d

40d

45d

SD295A

SD295B

SD345

SD390

【図４】 【図５】

■ガス圧接前形状

■ガス圧接後形状（合否判定基準）

② 圧接部のふくらみの長さ　 【図１参照】は、鉄筋径の1.1倍以上とし、その形状は

　 鉄筋径）の1.4倍以上とする。（但し、SD490の場合は、1.5倍以上とする。）

　 なだらかなものとする。（但し、SD490の場合は、1.2倍以上とする。）

③ 圧接面のずれは、δ【図２参照】は、鉄筋径の1/4以下とする。

① 圧接部のふくらみの直径Ｄ【図１参照】は、鉄筋径（径の異なる場合は、細い方の

　 細い方の鉄筋）の1/5倍以下とする。

⑤ 圧接部の折れ曲がりθ【図４参照】は、２°以下とする。

⑥ 圧接部の片ふくらみΔｈ【図５参照】は、鉄筋径の1/5以下とする。

⑦ 目視により、過熱による著しい垂れ下がり、へこみ、焼き割れがないものとする。

⑧ その他有害と認められる欠陥がないものとする。

表3.2　隣り合う継手の位置

表3.2.1　ガス圧接の形状

表1.2　鉄筋【中間部】の折曲げの形状　鉄筋の折曲げ角度90゜以下

表1.1　鉄筋【末端部】の折曲げの形状

表3.1　鉄筋の重ね継手の長さ

18

θ
h2

h1
Δh＝h1-h2≦d/5以下

圧接面 圧接面

ｄ Ｄ

圧接面 圧接面

δ

ｅ

【図１】 【図２】 【図３】

圧接面

ｄ

（１）径が異なる鉄筋の重ね継手の長さは、細い鉄筋の径による。

　　　表3.1による。

（２）建築基準法施行令 第七十三条 第２項に定めのある鉄筋以外の、鉄筋の重ね継手の長さは、

（ａ）鉄筋の重ね継手

（３）建築基準法施行令 第七十三条 第２項に定める主筋又は耐力壁の鉄筋については、

　　　鉄筋の重ね継手の長さは、フックありなしにかかわらず４０ｄ以上

　　　（軽量骨材を使用する場合は５０ｄ以上）と表3.1の重ね継手の長さのうち大きい値とする。

（４）隣り合う継手の位置は、表3.2 による。

　　　ただし、壁の場合及びスラブ筋でＤ１６以下の場合は、除く。

Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ２）

（６）フレア溶接の形状は、表3.2.2 による。

本基準は、JIS G 3112（鉄筋コンクリート用棒鋼）に規定する棒鋼のうち異形棒鋼の

SD295A，SD295B，SD345のD16以下に適用する。

① 適用範囲

② 溶接材料及び施工

フレア溶接は、被覆アーク溶接またはガスシールドアーク溶接により施工を行う。

鉄筋の種類

SD295A

SD295B

SD345

フレア溶接に用いる鉄筋と溶接材料の組み合わせ

ソリッドワイヤの種類

E4316,E4915,E4916等の低水素系溶接棒

E4915,E4916等の低水素系溶接棒

被覆アーク溶接棒の種類

JIS Z 3211 JIS Z 3312

YGW11

YGW13

YGW16

YGW19

YGW12

YGW15

YGW18

溶接技能者は有資格者とし、監理者の承諾を得ること。

③ 溶接技能者

④ 溶接長さ及び余長

片面の場合 両面の場合

表3.2.2　フレア溶接の形状

⑤ 溶接の形状

片面の場合 両面の場合

d d

d/2 d/2 d/2 d/2

d/2 d/2

d d

（ｂ）鉄筋の定着

（１）鉄筋の定着の長さは、表3.3及び図3.2による。

　　　下表以外の定着を用いる場合は、建築センター評価を取得した工法（Ａ級以上）とし、

　　　監理者の承認を得ること。

種  類

鉄筋の
設計基準強度

コンクリートの

Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ２）

定着起点

▽ ▽

定着起点

Ｌ 、Ｌ 又はＬ２ ３１
１ｈＬ  、Ｌ  又はＬ２ｈ ３ｈ

　　　但し、梁主筋の柱内定着においては、原則として、柱せいの3/4倍以上とする。

(ⅲ)　仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さは表3.4に示す長さとする。

(ⅱ)　余長は８ｄ以上

(ⅰ)　全長は表3.3に示す直線定着の長さ以上

　　　図3.3により、次の(ⅰ)、(ⅱ)及び(ⅲ)をすべて満足するものとする。

（２）梁主筋の柱内折曲げ定着又は小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の方法は、

３ｈ

　　　　　　　　 ＜　＞：片持梁・片持スラブの下端筋を直線定着する場合の長さ。

（５）ガス圧接の形状は、表3.2.1 による。

ａ≧400mm

圧接継手

ａ

ａ≧400mm、かつ、a≧(b+40)mm

 カップラー

ｂ

ａ

－

－

機

械

式

継

手

ガ
ス
圧
接
継
手

溶

接

継

手

重

ね

継

手

の場合

の場合

フックあり

フックなし

④ 圧接部における鉄筋中心軸の偏心量ｅ【図３参照】は、鉄筋径（径の異なる場合は、

Ｌ

フックなし フックあり

21

24，27

30，33，36

45d

35d

30d

30d

35d

40d

35d

35d

40d

30d

20d25d

35d

30d

25d

20d25d

30d35d

25d30d

25d30d

20d25d

30d35d

30d35d

25d30d

40d50d

35d45d

35d40d

40d50d

40d45d

35d 30d40d

18

21

24，27

30，33，36

21

24，27

30，33，36

＜25d＞

20d

10d

かつ

150mm

以上

＜25d＞

－10d

小梁 スラブ 小梁 スラブ

表3.3　鉄筋の定着の長さ

Ｌ１ ２ Ｌ１ｈ Ｌ２ｈ

Ｌ３ Ｌ３ｈ

１

２

（注）１．Ｌ　，Ｌ　 ：２．以外のフックなし直線定着の長さ及びフックあり直線定着の長さ。

２ｈ

１ｈ

　　　２．Ｌ　，Ｌ　 ：割裂破壊のおそれのない箇所へのフックなし直線定着の長さ及びフックありの直線定着の長さ。

　　　３．Ｌ　 ：小梁及びスラブの下端筋のフックなし直線定着の長さ。３

　　　　　　　　 ただし、基礎耐圧スラブ及びこれを受ける小梁は除く。

　　　４．Ｌ　 ：小梁の下端筋のフックあり直線定着の長さ。

　　　５．フックあり直線定着の場合は、図3.2に示すようにフック部分　 を含まない。

          また、中間部での折曲げは行わない。

　　　６．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

18

SD295A

SD295B

SD345

SD390

コンクリートの

設計基準強度
鉄筋の

種  類 Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ２）

18

21

24，27

30，33，36

18

21

21

24，27

24，27

30，33，36

30，33，36

20d

15d

15d

15d

20d

20d

20d

15d

20d

20d

20d

15d

15d

15d

15d

15d

20d

20d

15d

20d

20d

15d

SD295A

SD345

SD390

ａＬ Ｌ ｂ

表3.4　鉄筋の投影定着の長さ

（注）１．Ｌ　 ：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ。

　　　　　　　 （基礎梁、片持ち梁及び片持ちスラブを含む。）

　　　２．Ｌ　 ：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ。

　　　　　　　 （片持ち小梁及び片持ちスラブを除く。）

　　　３．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

ａ

ｂ

２ ３

SD295B

図3.4　溶接金網の継手及び定着

重ね継手 定着（スラブの場合） 定着（壁の場合）

≧6d

d

≧6d

d

≧6d

d

50d

d

≧6d

50
d

1.5巻

以上の
添巻き

構造部分の種別

計画供用期間の級

土に接し 屋内

スラブ，

耐力壁以外の壁

ない部分

屋外

擁壁，耐圧スラブ

柱，梁，スラブ，壁土に接す

基礎，擁壁，耐圧スラブる部分

煙突等高熱を受ける部分

梁

柱

耐力壁

20 30 30 40

30 40 40 50

30 40

標準・長期 超長期

設計かぶり厚さ最小かぶり厚さ設計かぶり厚さ最小かぶり厚さ

40

30

40

40

60

60

40

50

50

50

70

70

40

60

60

50

70

70

30 40

＊ ＊

＊ ＊

に準ずる

『標準・長期』

仕上げあり

仕上げあり

仕上げなし

仕上げなし

仕上げなし

仕上げあり

表4.1　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ(単位：mm )

1.5D

D(呼び名)

D29以上

図Ａ 主筋のかぶり厚さ

（注）１．＊印のかぶり厚さは、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は特記による。

　　　　仕上げ（仕上塗材、塗装等）のものを除く。

　　　２．「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性上有効でない

　　　５．塩害を受けるおそれのある部分等、耐久性上不利な箇所は、特記による。

　　　４．杭基礎の場合のかぶり厚さは、杭天端からとする。

　　　　　厚さを含まない。

　　　３．スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨コンクリートの

　　　６．ひび割れ誘発目地、打継目地、化粧目地等がある場合は、目地底からのかぶり厚さを確保する。

（ｂ）柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに１０ｍｍを加えた

　　　数値を標準とする。

（ｃ）鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

　　　ただし、特殊な鉄筋継手の場合のあきは、特記による。

（ｄ）鉄筋相互のあきは図4.1により、次の値のうち最大のもの以上とする。

（１）粗骨材の最大寸法の1.25倍

（２）２５ｍｍ

（３）隣り合う鉄筋の平均径（呼び名の数値）の1.5倍
あき

ＤＤ

鉄筋の最小間隔Ｐ

主筋のあき

（ａ） （Ｐ）

最小間隔

鉄 筋 の

最 小 値
最外径

（Ｄ）（ｄ）

鉄筋の

呼び名

D10 11 32* *

32* *

32* *

32* *

D13

D16

D19

D22

D25

D29

D32

D35

D38

14

18

21

25

28

33

33

38

44

48

53

57

43

46

50

53

58

66

77

84

93

100

（ｅ）鉄骨鉄筋コンクリート造の場合、主筋と平行する鉄骨とのあきは、(d)による。

（ｆ）貫通孔に接する鉄筋のかぶり厚さは、(c)による。

40

（屋外） （屋内）

耐久性上有効な

仕上げなし

耐久性上有効な

仕上げあり

40

50 40

40

耐久性上有効な

仕上げなし

耐久性上有効な

仕上げあり

（屋内）（屋外）

（屋外） （屋内）

耐久性上有効な

仕上げなし

耐久性上有効な

仕上げあり

50

（屋外） 50 40 （屋内）

耐久性上有効な

仕上げあり

耐久性上有効な

仕上げなし

40
40

50 （屋内）50 50 50

40 40

（屋内）

70

（屋外） （屋外）

50

（屋外） （屋外） （屋外） （屋外）

70
70

70 70

（屋外） （屋内）

70

70 70

（屋外）

（屋外）

40
40

（屋内）

（屋内）

30
30

50
40

（屋外）

（屋外）

地業または断熱材

30 30 40 40

■ 柱（一般階）

■ 非耐力壁（断面） ■ 耐力壁（断面）

■ 梁（一般階）

■ 基礎梁（基礎スラブ付の場合） ■ 基礎梁（基礎スラブが付かないの場合）

■ 杭基礎 ■ 独立基礎

■ 一般階スラブ ■ 土に接する構造スラブ・土間コンクリート

（ｇ）標準的な設計かぶり厚さは、部位別に示す。

5d以上

余長

2d以上 片面10d以上

溶接長 余長

2d以上

5d以上

余長

2d以上

余長

2d以上

溶接長

両面5d以上

耐久性上有効な仕上げの例

・打増し(10mm以上)

・モルタル塗り(10mm以上)

・タイル張り

（ａ）鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは、表4.1による。

　　　構造体の計画供用期間はJASS5で定められている。

　　　計画供用期間の級に指示・指定等がない限り、『標準』とする。

ただし、柱及び梁の主筋にＤ２９以上を使用する場合は、主筋のかぶり厚さを径の1.5倍

以上確保するように最小かぶり厚さを定める。【図Ａを参照】

（柱頭又は柱脚部）

末端部

図3.5　スパイラル筋の継手及び定着

（重ね継手）

中間部

（４）スパイラル筋の継手及び定着は、図3.5による

　　　なお、Ｌ　及びＬ　は、表3.3の（注）による。

（３）溶接金網の継手及び定着は、図3.4による。

図3.2　直線定着の長さ

フックなし フックあり

表4.2　鉄筋のあきａの最小値及び最小間隔Ｐ(２段筋)

図4.1　鉄筋相互のあき

[注] ※印は（粗骨材最大寸法×1.25＋最外径）によって鉄筋間隔が決定されている。

※注）基礎下端筋のかぶり厚さは、杭天端からの寸法を示す。

 鉄筋
 鉄筋１節半以上、かつ、150mm以上

１節半以上、かつ、150mm以上

３Ｌ Ｌ２

Ｌ２Ｌ２

ａ

Ｌ１ｈ

１ｈ

１ｈ １ｈ

１ｈ

１

１

１

１ １

１

１ｈ

１ｈＬ

0.　一般事項

1.1　鉄筋の加工

2.1　異形鉄筋の末端部

3.1　継手及び定着

4.1　最小かぶり厚さ

d

周辺は面取りする

d

2mm以下

（３）煙突の鉄筋（壁の一部となる場合を含む）

（４）杭基礎のベース筋

（５）帯筋、あばら筋及び幅止め筋

（６）片持スラブ上端筋の先端帯筋、あばら筋及び幅止め筋

余長

ａ

梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

１Ｌ 又はＬ２

Ｌ（ただし，柱せいの3/4倍以上）

B/2以上
150かつ
8dかつ

図3.3　折曲げ定着の方法

L
2

Lbが確保できない場合

(幅が小さい梁への定着等)

余長

梁内折曲げ定着の投影定着長さ

１Ｌ 又はＬ２

Ｌｂ

小梁及びスラブの上端筋の

36

40

43

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）
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柱
せ

い
Dc

以
上

継手長さ

x/
4

はかま筋がない場合 はかま筋がある場合

15d
ベース筋

はかま筋

はかま筋

通し筋または柱・梁へL2定着

受け筋D13以上
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はかま筋がない場合 はかま筋がある場合

図5.0.1　独立基礎
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ベース主筋

第１ベース主筋
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ベース主筋

配力筋(通し)

配力筋(定着)

ベース主筋

配力筋(定着)

x

図5.0.2　連続基礎（布基礎）

x/4 15d

x

図5.0.3　べた基礎

15d x/4

下端筋 上端筋

50mm程度以下

定着または
通し

15d 15d

x/4

（連続端）（終端部）

L2

x/4

L2

15d 15d

P

50mm程度以下

P (L2)
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d

Ｌａ

２Ｌ/40

15d（余長）継手長さ

/20

0

Ｌａ

Ｌ２

Ｌａ

Ｌ２

Ｌａ

Ｌ２ /40

≧100

 ガス圧接を例で示す

（ａ）一般事項

（１）梁筋は、連続端で柱に接する梁筋が同数の時は柱をまたいで引き通すものとし、鉄筋の本数が

　　　異なる場合には、図5.1のように反対側の梁に定着する。外端部や隅部では、折り曲げて定着する。

（２）梁筋を柱内に定着する場合は、『7.1(b)(4)』による。

図5.1　梁筋の基礎梁内への定着

（ｂ）独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合の主筋の継手、定着及び余長は、図5.2による。

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

　　　２．　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

　　　４．梁主筋ののみ込み長さ（柱せいの3/4倍以上）

図5.2　主筋の継手、定着及び余長（その１）

（ｃ）独立基礎で基礎梁にスラブが付く場合の主筋の継手、定着及び余長は、図5.3による。

　　  ただし、耐圧スラブが付く場合は、（d）による。

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

　　　４．梁主筋ののみ込み長さ（柱せいの3/4倍以上）

　　　２．　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

図5.3　主筋の継手、定着及び余長（その２）

/40 0 /2

0

0 /4 Ｌ２
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20d（余長）
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 ガス圧接を例で示す
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/40/20
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/40

（ｄ）連続基礎及びべた基礎の場合の主筋の継手、定着及び余長は、図5.4による。
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図5.0.5　２本杭の場合
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図5.0.4　１本杭の場合

20
d

20
d
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d

柱に対し偏心している場合
偏心の無い場合

及び２本以上の場合

：継手の好ましい位置

：継手の好ましい位置

Ｌ２

柱

基礎梁基礎梁

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

　　　２．　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

　　　４．梁主筋ののみ込み長さ（柱せいの3/4倍以上）
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 ガス圧接を例で示す

：継手の好ましい位置

図5.4　主筋の継手、定着及び余長（その３）
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基礎梁あばら筋
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D16@200

基礎梁あばら筋
と同径・同間隔

③ あばら筋は、Ｘ方向基礎梁幅とＹ方向基礎梁幅の大きい方を優先させる。

⑤ 補強筋（イ）は、同方向側梁あばら筋と同径・同間隔とする。
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２ 下階の鉄筋

が多い場合
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≧150 ≧150

Ｌ
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（ａ）一般事項

      図5.5によることができる。

（１）あばら筋の径および間隔は、構造図による。

　　　尚、高強度せん断補強筋を使用している場合は、監理者と協議を行うこと。

　　　ただし、梁の上下端にスラブが付く場合で、かつ、梁せいが1.5m以上の場合は、

コンクリート打継ぎ面

重ね継手とする場合

図5.5　あばら筋組立の形及びフックの位置

一般の場合

（ｂ）腹筋及び幅止め筋は、7.2による。ただし、梁せいが1.5m以上の場合は、構造図による。

≧8d

１
ｈ

Ｌ

（２）継手、定着及び余長は、図6.1による。

（ａ）一般事項

（ｂ）取合い部補強の幅は、基礎梁と同幅とする。

　　　構造図に記載のない場合は、図5.6 による。

（ａ）基礎梁と基礎の取合い部補強要領は、構造図による。

200＜Ｄ≦1,000の場合0＜Ｄ≦200の場合

図5.6　取合い部補強要領

① Ｘ・Ｙ両方向の基礎梁幅＞柱幅に適用する。

② 柱を基礎梁に定着する考えとする。柱筋の定着は『6.1』による。

（ａ）基礎梁幅が柱幅よりも大きい場合の補強要領は、図5.7 による。

図6.1　柱主筋の継手、定着及び余長

平面図

側面図

L
1

L
1

(ロ) (ロ)

(イ)

(イ)
(柱内のみ　　型のフレア溶接も可)

あばら筋を通す

図6.1(a)　柱頭部補強

L2

フック不要
四隅の主筋以外は

かご筋（主筋と同径） 　型

大梁 大梁

柱主筋

かご筋
（柱主筋と同径）

補強かご鉄筋

B/2以上

側 面 平 面

補強筋(ロ)要領補強筋(イ)要領

L2

L2

（ａ）帯筋組立の形は図6.3により、適用は特記による。

（１）Ｈ形を標準とする。

（２）Ｈ形の135°曲げのフックが困難な場合は、Ｗ－Ⅰ形とする。

（３）溶接する場合の溶接長さＬは、両面フレア溶接の場合は５ｄ以上、片面フレア溶接の場合は

（４）ＳＰ形において、柱頭及び柱脚の端部は1.5巻以上の添巻き行う。

　　　１０ｄ以上とする。【3.1　継手及び定着　表3.2.2 フレア溶接形状による】

図5.7　基礎梁と最下階柱の取合い部配筋要領

（ｄ）杭基礎

（１）１本杭の場合

（ｂ）直接基礎【連続基礎（布基礎）】

１．連続基礎の側柱交差部は、外周部の基礎主筋を連続して配置する。

２．中柱交差部における基礎主筋を連続する方向は、構造図による。

３．隅柱交差部は、両方向の基礎主筋を連続して配置する。

（２）２本杭以上の場合

（ａ）直接基礎【独立基礎】

（ｃ）直接基礎【べた基礎】

（外周部） （副帯筋１） （副帯筋２）

≧6d

d

①Ｈ形 ②Ｗ－Ⅰ形

（ロ） （ハ）

Ｌ Ｌ Ｌ

注）溶接は､鉄筋の組立前に行う。

③ＳＰ形（スパイラル筋） ④丸形

（イ）

≧6d

（イ） （ロ）

≧40d Ｌ

≧6d

≧6d

（イ） （ロ）

P@
P@

P@

P@
P@

P@

交互配列

（２）あばら筋組立の形及びフックの位置は、7.2（ｂ）による。

（ｃ）あばら筋の割付けは、7.2（ｃ）による。

D16@200

① 側柱交差部

② 中柱交差部

③ 隅柱交差部

（注）１．P1,P2は、設計間隔による。

　　　２．ハッチ部は、柱及び基礎梁を示す。

　　　３．連続基礎の中柱交差部及び側柱交差部においては、一方向のベース筋を連続して

　　　　　(設定ピッチ：P1･P2)配置する。

　　　４．隅柱交差部においては、両方向のベース筋を連続して(設定ピッチP1･P2)配置する。

（注）１．ベース筋の径・本数は図示による。

　　　　　原則としてベース筋は、継手を設けず、通し筋とする。

　　　２．はかま筋の径・本数は、図示による。図示の無い場合は、D13@300以内とする。

　　　３．ベース筋端部の立上り(20d)の有無及びはかま筋の有無は、図示による。

　　　４．捨てコンクリート及び地業の厚さは、図示による。

　　　　　図示のない場合は、捨てコンクリート厚50mm、地業60㎜とする。

　　　５．基礎フーチングへの杭頭部のみ込み長及び杭頭補強要領は、図示による。

図6.3　帯筋組立の形

5.0　基礎 5.1　基礎梁 5.2　基礎梁のあばら筋等

5.3　基礎梁と基礎の取合い部補強要領

5.4　基礎梁と最下階柱の取合い部配筋要領

6.1　柱

6.2　帯筋

（注）１．柱の四隅にある主筋で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には、

　　　　　フックを付ける。

　　　２．隣り合う継手の位置は、表3.2［隣り合う継手の位置］による。

　　　３．継手及び定着は、すべての階に適用できる。

　　　４．最上階柱頭で定着長さ(L2)が不足する場合は、全数フックを設けるかまたは

　　　　　図6-1(a)のようにかご筋を設ける。但し、下記に注意すること。

　　　　　【かご筋のかぶり厚不足、梁上端主筋位置の下り過ぎ等に注意のこと】

柱
せ
い

Dc
以

上

Dc

（１）継手中心位置は、梁上端から柱せいDc以上、かつ、3ho/4（hoは柱の内法高さ）以下とする。

 　規定のあばら筋量の1.5倍かつ帯筋比0.2％以上を満たすこととする。

④ 隅柱、側柱は、補強筋（ロ）を帯筋と同径･間隔に入れる。柱幅内のあばら筋間隔は、

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）
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２

２

１

１

１1.5P ＠

P ＠

1.5P ＠

P ＠

1.5P ＠

2-D10

2-D10

型拘束筋(あばら筋と同径・同間隔)

２段筋

２段筋

90゜

4d

（ｃ）フック及び継手の位置は、交互配列とする。

（ｄ）帯筋の割付けは、図6.4とし、それ以外の場合は特記による。

　　　　　なお、P ＠　、P ＠は、特記された帯筋の間隔を示す。

１ ２

２１

　　　２．柱に取り付く梁に段差がある場合、帯筋の間隔を1.5P ＠または1.5P ＠

一般の場合

　　　　　とする範囲は、その柱に取り付くすべての梁を考慮して適用する。

梁面より割り付ける。

上下の柱断面寸法が異なる場合、
帯筋は、一般の帯筋より１サイズ
太い鉄筋又は同径のものを２本重
ねたものとする。

帯筋

※

※

ｅｅ

Ｄ

Ｄ

　　　３．(※)で示すパネル部分は、帯筋比が0.2％以上確保されていない場合は、

図6.4　帯筋の割付け

（ｅ）柱・梁仕口部

（１）仕口部の範囲は、構造図による。構造図に記載のない場合は、柱に取り付く全ての

（２）直交梁がない場合、柱の仕口部帯筋範囲は、構造図による。構造図に記載のない場合

　　　梁せいが重なる範囲を仕口部とする。【図6.5.1】

　　　は、仕口部帯筋配筋は適用しない。【図6.5.2】

（４）仕口部帯筋の配筋要領は、構造図による。

（３）仕口部帯筋の範囲は、図6.5.1 による。

2
1

柱

柱

仕口 Ａ

4
3

柱

柱

仕口 Ｂ

柱

柱

仕口部

▽③梁天端

△①梁下端

柱 梁 柱 柱

梁 梁

梁梁

有 無 平面有

図6.5.1　仕口部の範囲

柱

平面

4

21

3

ア ア

イ

イ

　　　　　0.2％以上の間隔で割り付ける。

図6.5.2　柱仕口部範囲の有無

直交梁なし

交互配置 Ｌ形：スラブ側
Ｔ形：交互配置

床版側を90°

副あばら筋

（ａ）あばら筋、腹筋及び幅止め筋の一般事項

（１）あばら筋の種類、径及び間隔は、構造図による。

（２）腹筋に継手を設ける場合の継手長さは、150mm程度とし、定着長さは、図7.6による。

　　　ただし、腹筋を計算上考慮している場合の継手長さ、定着長さは構造図による。

（ｂ）あばら筋組立の形及びフックの位置

　　　但し、Ｌ形梁の場合は、（ロ）または（ハ）、Ｔ形梁の場合は（ロ）～（ニ）とする

　　　ことができる。

（２）フックの位置

ⅲ.（ハ）の場合は、床版の付く側を90゜折曲げとする。

ⅰ.（イ）の場合は、交互とする。

ⅱ.（ロ）の場合は、Ｌ形ではスラブの付く側、Ｔ形では交互とする。

（３）幅止め筋及び受け用幅止め筋は、D10@1,000程度とする。

（１）形は、図7.5（イ）又は（イー１）とする。

4d

4d

4d
4d

（ａ） （ｂ）

２段筋

（ｃ）あばら筋の割付け

（１）間隔が一様でハンチのない場合は、図7.6による。

25d 25d

25d25d

型拘束筋(あばら筋と同径・同間隔)

135゜

4d

（ｂ）帯筋の種類及び間隔は、構造図による。

B/2かつ15d以上

150以下

ｅ

B/2かつ15d以上

ａ ａ

ａ － ａ 断面

Ｂ

Ｄ
15
d

Ｌ
２

@300以下

@300以下

（イ）

≧6d

（イ－１）

溶接又は

特殊継手

（ロ） （ハ）

≧8d≧8d

≧6d

≧8d

ｷｬｯﾌﾟﾀｲ

（ニ）

図7.6　あばら筋の割付け（その１）

（注）１．あばら筋は、柱面の位置から割り付ける。

　　　２．図中のP＠は、特記されたあばら筋の間隔を示す。

P＠ ≦P＠
≒30≒30

Ｄ

（２）間隔が一様でハンチのある場合は、図7.7による。

（ａ）一般事項

（１）梁の上がり下がりは、FLを基準とした寸法値とする。

（２）地中梁下の砂利地業厚及び捨てコンクリート地業厚は、特記による。

（３）打ち増し部分に スラブ、壁、梁筋等が取り付く場合は、スラブ、壁、梁筋等の定着

　　　長さには、打ち増し部分を含まない。

（ｂ）大梁主筋の継手及び定着の一般事項

（１）継手中心位置は、次による。

　　　上端筋：中央 　o/2以内

　　　下端筋：柱面より梁せい（Ｄ）以上離し、　o/4を加えた範囲以内

（２）継手中央部の位置、定着長さ及び余長は、図7.3及び図7.4による。

　　　鉄筋の本数が異なる場合には、図7.1のように反対側の梁に定着する。

　　　外端部や隅部では、折り曲げて定着する。

（３）梁筋は、連続端で柱に接する梁筋が同数の時は、柱をまたいで引き通すものとし、

図7.1　梁主筋の梁内定着

Ｌ２

柱

梁梁

　　　　上端筋：曲げ降ろす

　　　　下端筋（一般）：原則、曲げ上げる。

　　　　下端筋（ハンチ付き）：原則、曲げ上げる。

（５）梁にハンチをつける場合、その傾斜は特記による。

（６）段違い梁は、図7.2による。

　　　なお、定着の方法は、3.1(b)(3)による。

（４）梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は、次による。

図7.2　段違い梁

D≦100

梁梁

柱

吊上げ筋は、一般のあばら筋
より１サイズ太い鉄筋又は同
径のものを２本重ねたものと
する。

Ｄ

P＠
≦P＠

P＠
≦P＠

P＠
≦P＠
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図6.6.2　柱主筋を通し筋としない場合

e/D＞1/6の場合 Ｄ：取付く梁成

ｅ：しぼり量（原則150mm以下）

仕口内帯筋は大きい方の
柱主筋に巻く

捨て筋D16のうえ主筋と結束

図6.6.1　柱主筋を折曲げて通し筋とする場合

e/D≦1/6の場合

図7.5　あばら筋組立の形

（ｃ）ハンチのない場合の重ね継手、定着及び余長は、図7.3による。（ｆ）柱筋のしぼり方

（１）柱主筋の折曲げ位置は、梁の主筋間隔内でとる。【図6.6.1】

（２）柱主筋を折曲げて通し筋とする場合【図6.6.1】の梁上第１帯筋は、上階柱帯筋と

　　　同径の帯筋と同径の帯筋を２組重ねる。

原則として、主筋折曲げ位置は、

折曲げ起点とする。
柱主筋と梁主筋の中心線の交点を 第１帯筋

(２組重ね)

原則として、主筋折曲げ位置は、
柱主筋と梁主筋の中心線の交点を
折曲げ起点とする。

第１帯筋

（５）柱の隅部２段配筋

ア － ア 矢視図 仕口部の範囲 イ － イ 矢視図

（１）一般の梁は、『図7.9』による。

（ｄ）腹筋及び幅止め筋

図7.10.5　斜めに定着する場合

ａ

ａ

ａ

d

Ｄ

幅止め筋

2-D10

2-D10

腹筋
2-D10 2-D10

2-D10

2-D10

印は、幅止め筋位置を示す。

≒1,000≒1,000≒1,000

≒1,000 ≒1,000

２巻き
あばら筋と同径

梁 梁

Ｄ Ｄ

梁
梁

あばら筋と同径
２巻き

ｅ ｅ

ｅ

梁

梁

Ｌ２

Ｌ１

ｅ ｅ

ｅ

ＤＤ

ｅ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

一般階 最上階
Ｌ２

Ｌ２

Ｌ かつ3D/4以上ａ

ａＬ かつ3D/4以上ａＬ かつ3D/4以上

梁

梁

Ｌ２

15d

Ｌ かつ3D/4以上ａ

Ｄ

柱

梁
梁

ｅ

注）　　　　は、通し筋としない場合の折曲げ定着を示す。

連続できる鉄筋は、連続させる

注）　　　　は、通し筋としない場合の折曲げ定着を示す。

注）ｅ/Ｄ≦1/6の場合でも 図7.10.2 としてよい。

図7.10.1　ｅ≦100かつｅ/Ｄ≦1/6の場合

図7.10.2　ｅ＞100またはｅ/Ｄ＞1/6の場合

（２）水平方向にずれのある場合は、『図7.10.3』、『図7.10.4』による。

図7.10.3　ｅ≦100かつｅ/Ｄ≦1/6の場合

図7.10.4　ｅ＞100またはｅ/Ｄ＞1/6の場合

（ｆ）斜め定着する場合

柱に対して梁が斜めから取り付く場合は、『図7.10.5』による。

梁主筋の折曲げ起点は、帯筋の内側とする。

（ｅ）段違い梁の配筋

（１）鉛直方向にずれのある場合は、『図7.10.1』、『図7.10.2』による。
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（ｄ）ハンチのある場合の定着及び余長は、図7.4による。
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　　　２．　 　　　　印は、継手及び余長を示す。

（注）１．梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両端にある場合（基礎梁を除く）

　　　　　には、フックを付ける。

　　　３．梁内定着の端部下端筋が接近するときは、　     　 のように引き通すこと

　　　４．破線は、柱内定着を示す。

　　　　　ができる。

　　　５．梁主筋ののみ込み長さ（柱せいの3/4倍以上）

図7.4　ハンチのある大梁の定着及び余長

　　　　　には、フックを付ける。

　　　２．　 　　　　印は、継手及び余長を示す。

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

　　　４．梁主筋ののみ込み長さ（柱せいの3/4倍以上）

図7.3　大梁の重ね継手、定着及び余長

（注）１．梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両端にある場合（基礎梁を除く）

/4 Ｄ0

20d(余長)

上端筋

15d(余長)

/2/4 /4

二段筋
Ｌ

Ｌ

２

0 0 0

２ Ｌ２

Ｌ２

15d(余長)

２Ｌ

Ｌａ

ａＬ

Ｄ

継手長さ

Ｌ２

ａ

ａ
２ ＬＬ

２Ｌ

Ｌ Ｌａ

Ｌ２

15d(余長) 15d(余長)

一般階

最上階

Ｌａ

Ｌａ

 0

下端筋

継手長さ

二段筋

二段筋

/40 /40

0

（注）１．あばら筋は、柱面の位置から割り付ける。

　　　２．図中のP＠は、特記されたあばら筋の間隔を示す。

（３）梁の端部で間隔の異なる場合は、図7.8による。

図7.7　あばら筋の割付け（その２）

　　　２．図中のP＠、P’＠は、特記されたあばら筋の間隔を示す。

（注）１．あばら筋は、柱面の位置から割り付ける。

図7.8　あばら筋の割付け（その３）
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図7.9　腹筋および幅止め筋

ｅ

梁
梁
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柱

（３）２段筋受用幅止め筋

幅止め筋の形状
幅止め筋6φ-    @1,000

幅止め筋6φ-    @1,000

（注）１．図示のない事項については、一般の場合に同じとする。 図7.5.1　２段筋受用幅止め筋

（注）１．２段筋の表示は、　　，　印で示し、図6.3の幅止め筋を配置する。

　　　２．幅止め筋と柱主筋は、必ず鉄線で結束すること。

　　　３．２段筋と隅筋のあき ａ は、 4.1(d) による。

（注）１．幅止め筋、２段筋用の幅止め筋は、D10@1,000以下とする。

　　　２．２段筋のあき ａ は、4.1（ｄ） による。

図7.9.1　幅止め筋位置

柱面

図6.3(a)　２段筋組立の形
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図8.1.5　壁筋を梁に定着する方法

　　　その場合の定着方法は、図8.1.4による。
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（１）連続小梁の場合は、図7.10による。

（ａ）小梁主筋の継手、定着及び余長
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（注）図中のP＠は、特記された壁筋の間隔を示す。

柱主筋位置

梁

（ｂ）壁筋の継手位置

（１）原則として、柱・梁の中には壁筋の継手を設けないこと。

図8.1　壁の配筋

梁主筋位置

梁主筋位置

梁

柱

（４）壁の第１横筋と縦筋は、柱面・梁面から50～75mm以内の位置 かつ 柱主筋・梁主筋か

　　　ら設計間隔以内に配置すること。

　　　打ち増し部分は含まない。

（３）打増し部分に、壁及びスラブ等が取り付く場合は、壁及びスラブ筋等の定着長さには

（２）幅止め筋は、縦横ともD10@1,000程度とする。

（１）壁配筋の重ね継手及び定着の長さは、重ね継手長さをＬ　、定着長さをＬ　とする。

（ａ）一般事項

１ ２

（２）先端に小梁がある場合は、図7.13による。

（２）横筋の場合は、１スパンごとに柱に定着することは差し支えない。
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：継手の好ましい位置

：継手の好ましくない位置
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図8.1.1　継手位置
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図8.1.4　壁筋を柱に定着する方法

（３）スラブに定着する場合【非耐力壁とスラブの取り合い】

■壁脚部【シングル配筋の場合】
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図8.1.6　壁筋をスラブに定着する方法

（ｄ）壁の交差部及び端部の配筋は、図8.2による。
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図8.2　壁の交差部及び端部の配筋

（ａ）壁開口部の補強

（ｂ）設備開口部の補強

2-D13

※カンザシ筋は、主筋と同径・同間隔とする。

 (タテ筋が外側の場合は、内側にカンザシ筋を配置する)
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（１）スラブ及び土間コンクリートの上がり下がりは、FLを基準とした寸法値とする。

（２）土間スラブ下の砂利地業厚及び捨てコンクリート厚は、構造図による。

（３）土間コンクリート補強筋(D0）の配筋及びコンクリート厚さは、構造図による。

（４）スラブの符号・厚さ・配筋は構造図により、配筋要領は『図9.1.1』及び『図9.1.2』による。
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（１）壁開口部の補強筋は、構造図による。

（２）壁の開口補強要領は、構造図に記載なき限り『図8.3』による。

図8.3　壁の開口補強要領(鉄筋の場合)

（１）設備ダクト開口及び設備小開口が密集している場合の補強要領は、『図8.4』による。

　　　尚、耐震壁に設ける設備開口の設置・補強要領は、『（ａ）壁開口補強』 に示す方法

　　　を原則とする。

図8.4　壁の設備開口補強要領

（ｃ）コンセントボックス等を壁に埋め込む場合の補強

（１）コンセントボックス等を壁に埋め込む場合の壁の欠込み部の補強補強要領は、

　　　『図8.5』による。但し、非耐力壁のみに限る。

図8.5　壁欠込み部補強要領

図9.1.1　スラブの配筋及び定着

壁の末端部及び開口により切断される鉄筋にはフックを付けるか、

カンザシ筋による補強を設ける。

■シングル配筋の場合 ■ダブル配筋の場合

Ｌ２ Ｌ２

１（６）鉄筋の重ね継手長さは、Ｌ　とする。

　　　スラブ内に継手を設ける場合は、図9.1.2に示す上端筋（主力筋方向－  　、

（５）配筋の割付けは、中央から行い、端部は定められた間隔以下とする。

図9.1.2　端部・中央部で配筋が異なる場合のカットオフ筋長さ及び継手位置

　　　ただし、引き通すことができない場合は、図9.3により梁内に定着する。

（７）定着長さ及び受け筋は、図9.2による。

　　　配力筋方向－　  、　  ）、下端筋（主・配力筋共－　  、  　、  　）の範囲内とする。

図9.2　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その１）

一般スラブの場合

図9.3　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その２）

耐圧スラブの場合

図9.1.3　上端筋・下端筋の継手を設ける場合の範囲

先端小梁 
(頭つなぎ梁)

片持梁

片持梁筋
折下げ折下げ

片持梁筋

先端小梁

片持梁

大梁大梁 柱柱

小梁外端部

Ｌ２

２Ｌ

（注）１．図示のない場合は、（１）による。

　　　２．先端小梁終端部の主筋は、片持梁内に水平定着する。

　　　３．先端小梁の連続端は、片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

図7.13　片持梁主筋の定着

（ｂ）あばら筋は、7.2による。

水平断面 垂直断面

　　　２．　 　　　　印は、余長位置を示す。

（注）１．図示のない事項は、5.1及び7.1に準ずる。

図7.10　小梁主筋の継手、定着及び余長（その１）

（ｂ）単独小梁の場合は、図7.11による。

0/4 0 /40 /2

0

20d(余長) 20d(余長)Ｌ３ｈ Ｌ３ｈ

15d(余長) 15d(余長)ＬｂＬ２ Ｌ２Ｌｂ

0/32 00 /6 /6端部 端部

上端筋

下端筋

平面 立面

Ｌ２ ≒45゜

　　　２．　 　　　　印は、余長位置を示す。

（注）１．図示のない事項は、5.1及び7.1に準ずる。

直交する梁へ斜めに定着する場合

図7.11　小梁主筋の継手、定着及び余長（その２）

25d

/32 /32

と同径･同間隔
先端小梁あばら筋
拘束　 型筋

と同径･同間隔
先端小梁あばら筋
拘束　 型筋

（ａ）片持梁主筋の定着及び余長

（１）先端に小梁のない場合は、図7.12による。

Ｌ

Ｌ15d

Ｌ

Ｌ３ｈ Ｌ３ｈＬ

15d

２

ａ

Ｌ２

（ｃ）あばら筋は、7.2による。

　　　２．　 　　　　印は、余長位置を示す。

　　　　　は、全数引き通せる場合でも、上端筋は２本以上を柱に定着する。

　　　６．拘束筋は、梁あばら筋の内側に定着する。

　　　５．主筋には、継手を設けないこと。

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

　　　３．先端の折曲げの長さＬは、梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

　　　４．梁筋を引き通さない場合は、取合い部材に定着する。但し、柱に取合う場合

図7.12　片持梁主筋の定着及び余長

【一般階】 【最上階】

小梁連続端部

（注）１．壁厚が200mmを超える壁開口に適用する。

　　　２．開口最大寸法が200以下の場合は、補強筋不要とする。

　　　３．ａ寸法が100mm以下の場合は、補強筋不要とする。

　　　４．補強筋は、構造図による。

　　　５．補強筋は、規定壁配筋以外に入れる。

　　　６．開口ピッチは、３Ｌ　(隣接する開口寸法の平均)以上を原則とする。０

　　　７．開口高さが階高の0.4倍を超える場合、縦補強筋は梁内にＬ　定着する。２

（注）１．　 ， 　寸法を開口寸法とし、補強筋は壁リストによる。０ｈ０

　　　　　但し、壁厚200以下の場合は、壁リストに示す縦、横補強筋を50％増とする。

　　　２．ｂ寸法500mm以上の場合は、別開口として、個別に開口補強を行う。

　　　　　ｂ寸法500mm未満の場合は、必要なかぶりを確保の上、規定の壁筋と同径

　　　　　@150以下で配筋する。

　　　３．　　　　印部分は、規定の壁配筋を行う。

　　　４．補強筋の定着要領は、『図8.3』による。

　　　５．　　　　範囲は、一つの開口として扱う。

（注）１．※ が180mm未満かつ90mm以上の場合は、壁リストと同径筋を 1／2間隔にて

　　　　　シングル配筋とする。

　　　２．※ が180mm以上の場合は、同径・同間隔でダブル配筋とする。

　　　　　但し、配筋がD16以上の場合は、監督員の指示による。

　　　３．開口補強は、壁リストによる。

7.3　小梁

7.4　片持梁

8.1　壁 8.2　壁の補強 9.1　スラブ

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）
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Ｌ２

D13以上

５Ｈ以上

D10@200

Ｈ

D13以上D13以上

５Ｈ以上

Ｈ

D13

（８）スラブの中間部に高低差がある場合

２．段差(Ｈ)が150㎜を超える場合は、小梁を設ける。

１．段差(Ｈ)が150㎜以下の場合は、『図9.3.1』による。

　　小梁断面は図示のない場合は、『図9.3.2』による。（但し、監理者の承認を得ること）

■ 70＜Ｈ≦150の場合■ Ｈ≦70の場合

：下端を打増す場合は上端側と同様の補強

　補強筋【D10-@200】を入れること

図9.3.1　スラブ段差が150mm以下の場合

イ

Ｌ２

ｂＬ かつB/2以上

■ 150＜Ｈの場合

ｂＬ かつB/2以上

Ｌ２

Ｂ

Ｂ：350㎜かつ２ｔ以上

D13

st.小梁に直交する方向のスラブ筋

3-D16

3-D16

D10-@200ダブル

D13

ｔ

（ イ 鉄筋）と同径･同ピッチ以上

Ｈ

Ｈ

Ｌ２

ｂ

Ｌ２

Ｌ３

スラブ筋（ イ 鉄筋）

同径・同ピッチ

D10@200ダブル

（ イ 鉄筋）の１サイズUP

D16
(主筋と兼ねても良い)

D16 かつ

ｂ

ｂ

ｂ

イ

図9.3.3　ｂ≧200かつ(Ｌ +50mm）以上の場合

１．片側のスラブが ｂ≧200かつ(Ｌ +50mm）以上の場合は、『図9.3.3』による。

２．片側のスラブが ｂ＜200または(Ｌ +50mm）未満の場合は、『図9.3.4』による。

ｔ

D16 かつ

（ イ 鉄筋）の１サイズUP

スラブ筋と

同径・同ピッチ

Ｌ２

Ｌ３

ｂ

イ

ｔ

1.5t以
上

ｂ図9.3.4　ｂ＜200または(Ｌ +50mm）未満の場合

45゜

Ｈ
≦
30
0

梁幅Ｂ

図9.3.5　幅の小さい梁への定着要領

Ｌ３

B/2以上
8dかつ150mmかつ

Ｌ２

（10）幅の小さい梁への定着要領

ｂ１．スラブの水平定着Ｌ　が確保できない場合は、『図9.3.5』による。

図9.3.2　スラブ段差が150mmを超える場合

　　小梁への定着長さは、上・下端筋共 Ｌ　とする。２

注) 小梁断面の図示が無く、図9.3.2を適用する場合、

片持スラブの配筋は、次による。

（１）片持スラブの配筋は構造図により、配筋要領は、図9.4及び図9.5による。

（９）梁より片側スラブが上がる場合

1-D13

W

（ａ）スラブ開口部の補強

柱 柱
大梁

小梁

大
梁

大
梁

①

②
③

W

Ｌ１ １

２
Ｌ

W Ｌ１Ｌ１

２
Ｌ
１

Ｌ
２

Ｌ
２

W

１

２
Ｌ

Ｌ
１

2-D13
上・下端筋共 上・下端筋共

1-D13
上・下端筋共
1-D13

① 800≧W＞400の場合 ② W≦400 ③ W=400x400の例

Ｌ３ スラブ開口補強筋

型 幅止め筋

（３）出隅部

（ii）出隅受け部分（図9.7の斜線部分）の補強筋は、表9.1 による。

（i） 補強の配筋は、構造図により、配筋方法は、図9.7 による。

■出隅部補強配筋 ■出隅受け部配筋

/2
x

Ｌ
３

x

Ｌ
１

x/2 Ｌ１

上
端
筋
→

下
端
筋
→

上端筋→

下端筋→ Ｌ３

y

出隅部分の補強筋

片持床版配力筋

x

x

x出隅部

(注１)　   ≧  　とする。x y

 　２)　出隅受け部配筋は柱又は梁にＬ　定着する。１

(注１)　   ≧  　とする。x y

/2以上

/2
以
上

表9.1による
表9.1による
出隅受け部補強筋

y

■入隅部補強配筋

先端部補強筋
2-D13

主筋

配力筋

Ｌ

Ｌ３

■段差なし【隣接するスラブと同一レベルの場合】

■段差あり【梁の中間にスラブが付く場合】

Ｌ

主筋

配力筋

D13(　≦1,000)
 受け筋

D16(　＞1,000)

３Ｌ

Ｌ２

Ｌａ

■段差あり【逆スラブの場合】

■段差なし 配力筋

主筋

Ｌ

先端部補強筋
2-D13

≦600

 受け筋 D13

先端部補強筋
2-D13

図9.4　片持スラブの配筋（ダブル配筋の場合）

（注）先端の折り曲げ長さＬは、スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

ＬｂかつB/2以上

D13(　≦1,000)
 受け筋

D16(　＞1,000)

Ｌ

配力筋

主筋

Ｌａ

先端部補強筋
2-D13

■段差あり

配力筋

主筋
ａＬ

Ｌ

 受け筋 D13

≦600

Ｌ２

先端部補強筋
2-D13

（注）先端の折り曲げ長さＬは、スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

図9.5　片持スラブの配筋（シングル配筋の場合）

2-D13

■垂れ壁のない場合

（２）先端に壁が取付く場合の配筋は、図9.6による。

Ｌ２

先
端

壁
厚
以

上

10
0以

下

■垂れ壁のある場合

図9.6　先端に壁が取付く場合の配筋

Ｌ２

10
0以

下

Ｌ２

10
0以

下

先
端

壁
厚

以
上

→

2-D13

先端壁の縦筋の径　
及び間隔に合わせる

D13(　≦1,000)
 受け筋

D16(　＞1,000)
２Ｌ

25
d8d

Ｌ２

x

y

片持床版配力筋

表9.1による
入隅部補強筋

x 以上1500かつ

15
00
か
つ

以
上

y

図9.7　片持ちスラブ出隅部の補強配筋

表9.1　出隅・入隅部補強筋

径

・主筋と同径

・主筋の１サイズアップ

・図示（　　　　　　　　　　　　）

・主筋の1/2ピッチ

・主筋と同ピッチ （主筋に加えて主筋量と同量の補強筋を加える）

（主筋に加えて主筋量の２倍の補強筋を加える）

・主筋と同径

・主筋の１サイズアップ

・図示（　　　　　　　　　　　　）

・主筋と同ピッチ

・主筋の1/2ピッチ （主筋に加えて主筋量の２倍の補強筋を加える）

（主筋に加えて主筋量と同量の補強筋を加える）

・主筋と同径

・主筋の１サイズアップ

・図示（　　　　　　　　　　　　）

・主筋と同ピッチ

・主筋の1/2ピッチ （主筋に加えて主筋量の２倍の補強筋を加える）

（主筋に加えて主筋量と同量の補強筋を加える）

補強筋

出隅部分

入隅部分

補強筋

配 筋

出隅受け部

部 位 ピッチ

50mm

50mm

50mm

50mm

50mm

片持スラブ形階段の配筋は、図10.1により、寸法及び配筋種別は、構造図による。

図10.3　二辺固定スラブ形階段配筋（その２）

Ｌ２

Ｌ３

ｔ

段鼻筋
D13

いなづま筋
D10@200

段おさえ筋
1-D13

下端主筋

上端主筋

Ｌ
３

適用 ｔ 配力筋

表10.2　スラブ階段の厚さ及び配筋（  ：スラブ階段の内法スパン）

（注）１．階段寸法は、詳細図、意匠図による。

　　　２．段部及び踊り場の配筋は、図示による。

　　　　　図示の無い場合は、図10.2・図10.3 及び 表10.2 による。

内法スパン 主 筋

・

3,000＜  ≦3,500

3,500＜  ≦4,000

4,000＜  ≦4,500

4,500＜  ≦5,000

5,000＜  ≦5,500

5,500＜  ≦6,000

≦3,000 150

150

180

180

200

220

250

・

・

・

・

・

・

D13・D16@125 ﾀﾞﾌﾞﾙ D10・D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10・D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D16@125 ﾀﾞﾌﾞﾙ D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D13@100 ﾀﾞﾌﾞﾙ D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D10@200 ﾀﾞﾌﾞﾙD13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D13@150 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D13@125 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D16@125 ﾀﾞﾌﾞﾙ

踊り場

ａ

ａ

踏面

蹴
上
げ

D10@200

1-D13

1-D13

90゜フック

1-D13

15
0

25d
25d

25d

25d

25d

25d

25d

15
0

D10@200

段鼻筋（2-D13）

いなづま筋

下端筋

段おさえ筋

（注）１．階段寸法は、詳細図、意匠図による。

壁 厚

250

180

200・220 D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D13@125 ﾀﾞﾌﾞﾙD13@150 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D13@150 ﾀﾞﾌﾞﾙ
D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

D13@200 ﾀﾞﾌﾞﾙ

1,200＜  ≦1,500 1,500＜  ≦1,800≦1,200

　　　３．階段受け壁については、壁リストと表10.1のうち、配筋量の多い方を適用する。

　　　２．段部及び踊り場の配筋は、図示による。図示の無い場合は、図10.1 による。

Ｌ
２

２
Ｌ

壁の中心線を越
えてから曲げる

受壁への定着は

ａ － ａ 断面図

図10.1　片持スラブ形階段の配筋及び定着

Ｌ２
Ｌ２

180以上

受壁への定着は
壁の中心線を越
えてから曲げる

階段受壁縦筋は壁リスト
と表10.1のうち、鉄筋量
の多い方の配筋とする

2-D13

D13

受け筋
D13

ＬＣ

ＣＬ

拡
大

下端主筋

ｔ

Ｌ２

Ｌ
２

Ｌ２
Ｌ

２

D10@200

図10.2　二辺固定スラブ形階段配筋（その１）

主筋
と同径

Ｌ３

二辺固定スラブ形階段の配筋は、図10.2及び図10.3により、寸法及び配筋種別は構造図による。

段おさえ筋
1-D13

段鼻筋
D13

いなづま筋

主筋と同径

配力筋

上端主筋

Ｌ２

Ｌｂ

Ｌｂ

Ｌ２

Ｌｂ

（注）１．開口の最大寸法Ｗが100mm以下の場合は、補強筋不要とする。ただし、開口

　　　　　間隔は、３倍(隣接する開口寸法の平均)以上確保できる場合を原則とする。

　　　　　の開口についても補強筋を設ける。

　　　　　開口間隔がこれ以下の場合は、全体を１つの開口として補強筋を設け、個々

　　　２．開口の最大寸法Ｗが1,000mmを超える場合は、監督員と協議の上補強する。

２　　　３．開口の最大寸法Ｗが400mmを超える場合は、短辺方向補強筋は梁内にＬ　定着

　　　　　すること。

　　　４．以下、開口の大きさに対応した補強筋は、表9.2 による。

　　　５．床スラブ筋がD16以上の場合の補強筋は、床スラブ筋と同径筋を使用する。

　　　６．　　型 幅止め筋は、床スラブ筋と同径・同間隔とする。

開口の大きさ

・開口の最大寸法　Ｗ≦　800

・開口の最大寸法　Ｗ≦  400

・開口の最大寸法　Ｗ≦1,000

1-D13

1-D13

斜め補強筋短辺・長辺方向補強筋

上端・下端共 各1-D13

上端・下端共 各2-D13

上端・下端共 各4-D13 2-D13

表9.2　スラブ開口補強筋

スラブ開口部の補強は、詳細図による。詳細図がなければ次による。

図9.8　スラブ開口部の補強配筋

開口周囲補強要領

へりあきｃ

（注）１．設備の小開口が連続してあく場合は、縦、横、斜補強筋とは別に開口

　　　　　によって切断される鉄筋と同じ鉄筋を開口をさけて補強すること。

　　　　　なお、孔と孔のへりあきｃは 100mm以上とする。

スラブ筋と同径以上
斜め補強筋D13かつ

スラブ筋と同径以上
補強筋D13かつ

スラブ筋

Ｌ１

へ
り
あ
き
ｃ

Ｌ
１

Ｌ
１

２
Ｌ
１

　　　２．切断した鉄筋末端部と設備開口は、かぶり厚に注意すること。

（ｂ）床スラブの補強（屋根スラブについても同様）

入隅部分の
片持ちスラブ

階段室

出隅部分の
片持ちスラブ

小梁

大梁 柱

（注）１．　　　　部分で床スラブの配筋が@100以下の場合は、補強筋は不要とする。

　　　２．　　　　部分の床スラブは、上端筋の間隔が@100以下となる様に床スラブ筋

　　　　　と同径筋により補強する。

図9.9　床スラブ（屋根スラブ）の補強

（ｃ）土間スラブの打継ぎ補強

基礎梁とスラブを一体打ちとしないで、打継ぎを設ける場合の補強は、図9.10 による。

ただし、土間スラブとは、土に接するスラブでＳ形の配筋によるものをいう。

中間部 端部

Ｌ
２

Ｌ
２

ａ ａ

スラブ筋と同径，

同材質，同間隔

D13D13

Ｌ
３

Ｌ２ Ｌ２

Ｌ２

図9.10　打継ぎ補強配筋

（ｄ）土間コンクリートの補強

土間コンクリートの補強筋は、構造図による。なお、基礎梁との接合部は、図9.11による。

中間部 端部

ａ ａ

補強筋の鉄筋径及
び間隔に合わせる

土間コンクリート

Ｌ
２２

Ｌ

D13 D13

Ｌ２ Ｌ２

土間コンクリート補強筋

図9.11　土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

（注）ａ≦300の場合

（注）ａ≦300の場合

階段室

 5-D13@200（L=2,000）
※上端筋の下側に配筋のこと

図9.8　小開口を連続して設けた例

　　　４．事前に監理者と協議し、作業員へ周知徹底させること。

　　　３．一枚のスラブに設ける開口位置によっては、図9.8に準じて配筋すること。

　　　　　また、スラブ筋を無理に曲げたりしないこと。

表10.1　階段受壁の縦筋（  ：片持階段の出寸法）

9.2　片持ちスラブ

9.3　スラブ等の補強

10.1　片持スラブ形階段

10.2　二辺固定スラブ形階段
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補強主筋(※)

（ａ）一般事項

（１）構造図に記載のない増打ちを行う場合は、事前に監理者と協議すること。

（２）柱・梁の増打ち部に耐力壁が取り付く場合の増打ち配筋要領は、構造図による。

（３）増打ち寸法 a1,a2 が70mm未満の場合は、補強筋は不要とする。

（４）増打ち寸法 a,a1,a2 が200mmを超える場合の増打ち配筋要領は、構造図による。

（５）　　　　部は、増打ちコンクリートを示す。

■ 70≦a≦200の場合

90°ﾌｯｸ
余長 8d

Ｌ２

（ｂ）柱の増打ち
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（１）梁、耐力壁およびスラブの鉄筋の定着長さは、本柱断面内で確保し、増打ち部は定着
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図11.1.1　柱の増打ち配筋要領
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図11.1.2　柱増打ち部の補強主筋の定着要領
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梁

壁

増打ち部

スラブ

梁

【(※) 補強主筋は、大梁を引き通して (又はＬ　)定着しない】２

　　　長さに算定しない。【図11.1.3】

（１）小梁、耐力壁およびスラブの鉄筋の定着長さは、本梁断面内で確保し、増打ち部は定着

　　　長さに算定しない。【図11.2.3】

（２）増打ち部腹筋は、本梁と同径・同段数とする。

■ 70≦a≦200の場合
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図11.2.1　梁の増打ち配筋要領
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【(※) 補強主筋は、大梁を引き通して (又はＬ　)定着しない】２

補強主筋(※)

Ｌ２

5d程度

増打ち部

増打ち部

壁筋有効定着長

定着部に含まない（注）

⊿Ｗ 梁幅Ｂ

柱・梁が
同一面

大梁

柱

柱主筋

D19以下

梁の割増し幅⊿Ｗ

２０ｍｍ

D22～D29

D32～D35

D38～D41

３０ｍｍ

４０ｍｍ

５０ｍｍ

※上記の割増し幅⊿Ｗは、意匠上の増打仕上げ

とは異なる為、増打仕上げがある場合は、加算

すること。

図11.2.1のように補強筋を設けること。

　増打仕上げ＋⊿Ｗが70mmを超える場合は、

（１）梁と柱が同一面の場合には、下記のように本梁とは別に梁幅を割増しする。

　　　(柱と梁が同幅の場合は、不要)

-本梁と
同径･同間隔

（２）50＜ａの場合で図示の無い場合は、監理者の承認を得てを適用すること。

（３）ａ≦50の場合は、補強不要とする。

図11.2.2　梁増打ち部の補強主筋の定着要領

図11.3　梁幅の割増し

表11.1　梁の割増し幅一覧表

（１）壁及びスラブの増打ちは、構造図に記載がない場合、図11.4 による。

増打ち部D10@200D13

D10で間隔は壁またはスラブ筋と同じとする

ａ

壁またはスラブD13

■ 50＜a≦200の場合

■ 200＜aの場合

増打ち部

ａ

D13@200

D13で間隔は壁またはスラブ筋と同じとする

D13@200

壁またはスラブD13

（ａ） 一般事項

（１）梁貫通孔の補強は特記による。特記がなければ下記による。

（２）梁貫通孔補強筋の名称等は、図12.1.1 による。

（３）孔の径は、梁せいの1/3以下とし、孔が円形でない場合は、これの外接円とする。

（４）孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁中央部下端は梁下端よりＤ/3（Ｄは梁

（５）孔は、柱面から原則として、1.5Ｄ以上離す。ただし、基礎梁及び壁付帯梁は除く。

（７）縦筋及び上下縦筋は、あばら筋の形に配筋する。

（６）孔が並列する場合の中心間隔は、孔の径の平均値の３倍以上とする。【図12.1.3】

（９）孔の径が梁せいの1/10以下、かつ、150mm未満のものは、補強を省略することができる。

　　　梁せい）の範囲には設けてはならない。【図12.1.2】

　　　但し、孔両側のあばら筋が設計間隔を超える場合は、孔の両側にあばら筋を２巻き

　　　配筋する。

（８）補強筋は、主筋の内側とする。また、鉄筋の定着長さは、図12.1.4 による。

図11.4　壁及びスラブの増打ち補強要領
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図12.1.1　梁貫通孔補強筋の名称等
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原則として、梁貫通孔を
設けることができる範囲
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２
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図12.1.3　貫通孔の間隔
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図12.1.4　補強筋の定着長さのとり方
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孔径

図12.1.5　他の貫通孔を設けない範囲

表12.3　補強要領

なし なし

補強種別 斜め筋 横　筋 上・下縦筋

2-2-D13

１

２

３

４

５

６

７

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D22

なし

2-2-D13

縦　筋

E

F

A～D：2-  -D13

：2-  -D13

：2-  -D13

E ：2-  -D13

A～D：2-  -D13

F ：2-  -D13

：2-D13A～D

E,F ：2-D16

E

F

A～D：2-  -D13

：2-  -D13

：2-  -D13

E ：2-  -D13

A～D：2-  -D13

F ：2-  -D13

（ｂ）人通孔（φ600～φ800）の補強要領

人通孔補強は、図示による。図示の無い場合は、監理者の承諾を得た上で、表12.1を用いる。

補強筋 地中梁 地中小梁

斜  筋

横  筋

縦  筋

上下縦筋

4-2-D25

2-D25

2-  -D16

（注）配筋の表示の凡例は、表12.3による。

表12.1　人通孔補強要領

（ｃ）一般の梁貫通孔（400φ以下）の補強要領

補強種別は 表12.2、補強要領は 表12.3 による。 

　φ400以下の梁貫通孔の補強要領は、梁のあばら筋量【表12.5】に応じて設定し、
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（注）１．A～Fは、表12.5の梁のあばら筋を示す。

　　　２．1～7の数字は、表12.3における補強種別を示す。

　　　　　数字が8の場合の補強は、特記による。

　　　３．梁せい、梁幅、あばら筋、貫通孔径が上表の中間にある場合は、

　　　　　補強量の多い方を採用する。

配 筋 図

（ａ）控壁は、次による。

（１）控壁の配置は、構造図による。

（２）配筋は、図12.2.1 による。

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２ ＬＬ

【Ｌ型】 【逆Ｔ型】

図12.1.2　梁貫通孔を設けることができる範囲 図12.5　擁壁の鉄筋定着長さのとり方

コンクリートの厚さ及び配筋は、構造図による。

宅地造成等規制区域外での高さ２ｍ以下の擁壁の定着長さは、図12.5により

図11.1.3　各部有効定着長のとり方

コンクリートの厚さ

800

コンクリートブロック帳壁

D10@200D10

D16

ｔ

D10

コンクリートブロック帳壁

D10@200

Ｌ
２

Ｌ
２

（ｂ）帳壁が土間コンクリート上に設置される場合の補強は、図12.3による。

D13

図12.2.1　控壁の配筋（水平、垂直とも）

図12.2.2　壁付き土間コンクリートの補強配筋

（３）コンクリートブロック内の配筋は、間仕切り壁の場合、縦横共 D10@400とする。

　　　但し、その使用部分が外壁となる場合は、縦筋は D13@400とする。

孔径

11.1　増打ち部配筋要領

12.1　梁貫通孔

12.2　コンクリートブロック帳壁との取合い

12.3　擁壁

（ｃ）梁の増打ち （ｄ）梁の割増し幅

（ｅ）壁及びスラブの増打ち

壁筋定着部

定着部に含まない
（注）

大梁

■ 耐力壁(壁筋)の有効定着長のとり方

■ 小梁(主筋)の有効定着長のとり方

■ スラブ(スラブ筋)の有効定着長のとり方

本梁側へ定着

増打ち部

定着部に含まない
（注）

上端主筋定着長

（注）

上端主筋定着長

小梁

スラブ

増打ち部

定着部に含まない

下端スラブ主筋定着長

増打ち部
耐力壁

大梁

大梁

柱

柱

図11.2.3　各部有効定着長(大梁内)

　　　　に従って配筋した場合には含んで良い。

（注）：『図11.2.1 梁の増打ち配筋要領【■ 200＜aの場合】』

孔の上下の部分にそれぞれD16が２本ずつ

Ｂ

Ｃ

Ａ
-D10@150

-D10@200

-D10@125

-D13@200

-D10@100

-D13@150

（注）１．A～Fは、表12.5の梁のあばら筋を示す。

４本のD22が２面入ることを示す

配  筋凡  例

・斜め筋

・縦　筋

・上下縦筋

・横　筋

3-  -D13

4-2-D22

2-  -D13 ４本のD13があばら筋状に孔の両側に２本ずつ

入ることを示す

入ることを示す

入ることを示す

表12.4　配筋の表示

表12.5　梁のあばら筋

Ｄ

Ｅ

Ｆ

-D16@150

-D13@100

-D13@100

-D16@100

-D13@100

-D16@100

， -D13@125

孔の上下の部分にそれぞれD13のあばら筋が３本

4-2-D22８

：一般部のあばら筋を示す。

2-  -D132-  -D13

（ｄ）既製品を用いる場合

梁貫通孔補強材として、既製品を使う場合は、『一般財団法人　日本建築センター』の評価

を取得した製品を用い、構造計算等を事前に監理者に提出する。

3-  -D16

D16@100以内

8-4-D25

4-D25

D13@100以内

2-D16
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土間コンクリート

設計GL
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0

1FL
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5,485.5

梁面
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1 2 3
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X
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10050
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18
0

DS1

DS2

（ ) 内は設計GLからの地中梁天端を示す。

地中梁天端

床天端

　　　　内は設計GLからの床天端を示す

設計GL+420 (1FL±0)

　　　　内は設計GLからの地盤面を示す

設計GL+420

設計GL = KBM+580

18
0

DS2 DS2

DS1
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1-D13

400

200 200

設計GL

位　　置

Ｂ × Ｄ

符　　号

断　　面

全 域

FG1

地中梁リスト   1/30

150 x 1200

腹　　筋

スターラップ

上端主筋

下端主筋

1 - D13

1 - D13

50
10

0
B

B

- D10 @150

7 - D10

設計GL

42
0

全 域

FG2

1 - D13
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備　考短辺（主筋）方向 長辺（配力筋）方向符　号 版　厚

下　層

上　層

位　置

下　層

上　層

下　層
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 ．工　事　概　要 6. 完成時の提出書類等
一
般
共
通
事
項

一
般
共
通
事
項

（１）工事完成図書引渡書A4版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2部　
（２）完成図書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部
（３）完成図面・施工図面二折リ製本A3版製本　　　　　　　　　　　　　　　1部
（４）縮小完成図面・施工図面二折り製本A4版製本　　　　　　　　　　　　　2部
（５）工事写真
　　　（工事中写真A4版カラーサービス版）　　　　　　　　　　　　　　　　1部
　　　（完成写真A4版カラーサービス版）　　　　　　　　　　　　　　　　　2部
（６）電子成果品（電子納品）CDR　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　2部
（７）工事監理図書A4版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部
（８）工事概要調書A4版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2部
（９）諸官庁届出書類一覧表A4版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部
　　　諸官庁届出書類(正)A4版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部
（10）運転操作説明書A4版製本・取扱説明書　　　　　　　　　　　　　　　　1部
（11）展開接続図A3版製本 　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 部
（12）保全管理台帳A4版・設備台帳A4版        　　　　　　　　　　　　　　 部
（13）型式台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 式
※型式台帳は，監督職員が指定する様式で作成する。建物で使用する部材，機器を記入
　し提出すること。
※建築工事に伴う工事の提出部数は，建築工事に合わせる。
※工事写真は「営繕工事写真作成要領」によるほか監督職員の指示による。
※既存完成図（CADデータ含む）の修正を行う（間仕切・室名も現状に合わせて修正す
　る）。

別契約の関係工事との取合いを十分に打合せ，各現場代理人捺印の上提出する。なお，7. 施工図等
当該建物の取得する施工図の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は，発注者に移譲
するものとする。

8. 足場 本工事で設置する。 ・内部足場（　種）・外部足場（　種）

9. 工事用電力，水，その他 本工事に必要な工事用電力，水及び諸手続きなどの費用はすべて受注者の負担とする。

10. 監督職員事務所 本工事で設置する

11. 受注者事務所その他 構内につくることができる

12. 建設発生土の処理 ※ 現場説明書の施工条件明示による
・ 構内指示場所に敷き均し
・ 構内指示場所に堆積

13. 非破壊検査 はつり工事及び穿孔作業を行う場合は，事前に非破壊検査を行い監督職員に報告する。
探査方法は電磁誘導式を原則とする。放射線透過検査等による埋設物の調査実施する
場合，範囲は監督職員の指示による。なお，検査費は別途とする。

穿孔機械を使用し，既存躯体に穿孔する場合は，金属探知により電源供給が停止できる14. 既存躯体への穿孔
付属装置等を用いて施工すること。

施工後確認試験15. あと施工アンカー
試験方法　　引張試験機による引張り試験
試験箇所数　１施工単位に対し１本以上
対象機器　　（・配電盤 ・非常用発電機 ・直流電源装置 ・変圧器 ・　       　）
確認強度　　対象機器ごとのアンカーボルト1本に作用する引抜き力以上

16. 電気工事士 最大電力500kW以上の場合においても，第1種電気工事士により施工を行う。

17. 耐震措置 設備機器の固定は次に示す設計用地震力に耐える方法とする。

機　　器
重要機器 一般機器 重要機器 一般機器

0.6
0.6
0.4
0.6
1.0
0.6
1.0
1.5
1.0

1.0
1.0
0.6
1.0
1.5
1.0
1.5
2.0
1.5

1.0
1.0
0.6
1.0
1.5

1.5
1.0

2.0
1.5

1.5
1.0
1.0
1.5
1.5
1.5
2.0
2.0
2.0

中間階

屋上及び塔屋

上層階

地下及び1階
水　槽　類

防振支持の機器
機　　器
水　槽　類

防振支持の機器
機　　器
水　槽　類

防振支持の機器

機器種別

  中間階とは地階，1階を除く各階で上層階に該当しないもの。
  水槽類には燃料小出し槽を含む。
  重要機器は次のものを示す。
　（・配電盤 ・非常用発電機 ・直流電源装置 ・交流無停電電源装置

 (２)設計用鉛直地震力
　　・交換機 ・火災報知受信機 ・中央監視制御装置 ・通信総合盤 ・　　　　　 ）

　上層とは2～6階建の場合は最上階，7～9階建の場合は上層2階，10～12階建の場合は

設置場所

設計用標準水平震度
特定の施設 一般の施設

　上層3階，13階建以上の場合は上層4階とする。

ただし，重量1kN以下の軽量な機器については，設備機器の製造業者の指定する方法で
確実に行えばよいものとする。
（１）機器の据付け及び取付け
　設計用水平地震力は，機器重量［kＮ］に，地域係数（・1.0 ※0.9 ・0.8）と
　次に示す設計用標準水平震度を乗じたものとする。

　　設計用水平地震力の1／2とし，水平地震力と同時に働くものとする。
（３）横引き配管等の耐震支持は，施設の分類に応じたものとする。

18. 電線類

(３）盤内配線はEM電線を使用する。ただし，製造者標準品は除く。
(２）通信ケーブルでJCS規格にない対数のケーブルはJCS規格に準じたものとする。
(１）EM電線類で規格等の記載のないものは，ハロゲン及び鉛を含まないものとする。

19. ケーブルの種類 EM-高圧架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｹｰﾌﾞﾙは，JIS4935「6600V架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｹｰﾌﾞﾙ(3層押出型)」に
よるものとし，次による。

　　https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/asp/index.html

  ※ 工事管理ファイル ・ 施工計画書　　　・ 工程表　　   ・ 打合せ簿
　　https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/nouhin/index02.html

 (４)受注者は，監督職員又はサービス提供者から技術上の問題点の把握，利用にあた
　 ビス提供者」という。）との契約は，受注者が行い，利用料を支払うものとする。
 (３)監督職員及び受注者が使用する情報共有システムのサービス提供者（以下「サー

   化を図る情報共有システムの対象である。なお，運用にあたっては「広島県工事中
 (１)本工事は，受発注者間の情報を電子的に交換・共有することにより，業務の効率

   情報共有システム運用ガイドライン」に基づき実施すること。

※工事名等の表示板（900mm×600mm）　　・工事概要等の説明看板（900mm×600mm）
現場の見えやすい位置に，監督職員が指示する次の表示板を設置する。

工事の着手，施工，完成にあたり，関係官公署その他関係機関への必要な届出手続き等

建築物（構造体）に直接設置するプルボックス，各種盤及びダクターには周囲にシール

　　風速（Vo＝ ・30 ・32 ・34　m/s）　地表面粗度区分（ ・Ⅰ ・Ⅱ ・Ⅲ ・Ⅳ）

（　　　）書きの室名は直天井を示し，その他は二重天井を示す。

(２)EMケーブルの表記は警報用及び同軸ケーブルを除き「EM-」を省略する。
(１)EEF1.6-2C×2は，EEF1.6-4Cを使用してもよい。

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。
（１）風圧力

（２）積雪荷重
　　建設省告示第1455号における区域　　別表（　　　　　　　）

長さ1m以上の入線しない電線管には1.2mm以上の樹脂被覆鉄線を挿入する。

2.5m以下のサドル及びダクターには保護を行う。

処理を行う。 機材の周囲処理

を遅滞なく行う。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿作業期間，交通誘導員を＿＿＿（人/日）配置すること。

　　広島県工事中情報共有システム
 (２)本工事で使用する情報共有システムは次とする。

 　電子成果品を「営繕工事電子納品要領」に基づき作成する。

  ・ 機材関係資料　　 ・ 施工関係資料　 　・ 検査関係資料 ・ 発生材関係資料
  ※ 完成図　　・ 保全に関する資料    ※ 施工図　　※ 完成写真　・ その他

図面に記載されていない工事区分は，別紙工事区分表による。

　 っての評価を行うためのアンケート等を求められた場合，協力しなければならない。

　　LEDの光源色　（・電球色　　※昼白色）

　ものとする。
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送受話器の落下防止を施す。

※本工事　・別途工事

※ボタン電話装置  　　 ・交換装置1. 型式

2. 保安器用接地

3. 壁掛電話機

1. 施工方法

2. 地中箱

3. 高圧負荷開閉器

等）を行う。
　高圧ケーブルの両端部にシースの縮み対策（熱収縮テープによるシースずれ止め対策4. 高圧ケーブルの端末部

・一般形　・耐塩形
　 端末処理
5. 高圧ケーブルの屋外

6. 照明用ポール 照明用ポールは配線用遮断器（トリップ機能なし）又はカットアウトスイッチ（素通
しヒューズ）を設ける。ただし，ガーデンライトは除く。

埋設深さ　特記なきは地表面（舗装がある場合は舗装下面）から300mm以上とする。

アスファルト舗装面に使用するハンドホール及び鉄蓋は，アスファルト舗装用とする。

蓋の記号表示　鋳型流込み（・電力　※電気　・　　　）

・避雷器内蔵　・地絡継電器付（※方向性　・無方向性）
※閉鎖形（中耐塩形）　・閉鎖形（重耐塩形）

※別置制御装置までの制御ケーブルを付属すること。

建物側配管引込み部の地盤変位対応種別(沈下量 ・0.2m以下 ・0.6m以下 ・1.0m以下)

ハンドホール内のケーブル支持等は，マンホールに準じて行う。

　　ター」の定格電圧200V，IP4X，６極，50Hzの電動機を駆動したときの値とする。
（３）0.75kWの効率はJIS C 4213「低圧三相かご型誘導電動機トップランナーモー
　　IP4X，６極，50Hzの電動機を駆動したときの値とする。
（２）0.4kWの効率はJIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧200V,
（１）規約効率はJIM-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。
備考

95.595.595.595.595.595.595.595.0

94.594.594.094.093.092.088.586.0

75554537302218.515

117.55.53.72.21.50.750.4

 規約効率(％)

 電動機出力（kW）

 規約効率(％)

 電動機出力（kW）

三相可変速運転用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。1. ｲﾝﾊﾞｰﾀ装置の規約効率

6. 非常照明・誘導灯
 　自己点検送信器

　 送信器
5. 多重伝送ﾘﾓｺﾝｱﾄﾞﾚｽ

4. 照明制御装置設定器

3. 照明制御の照度測定等

2.　照明器具

1. 配線器具電
灯
設
備

・タイムスケジュール設定
設定器機能　・アドレス設定　・グループ設定　・パターン設定

納入数　　※１個　　・　　個

納入数　　※１個　　・　　個

納入数　　※１個　　・　　個

提出する。なお，測定箇所は監督職員の指示による。
照度測定（100％点灯時（※夜間　・　　））（調光制御点灯時（※夜間　※昼間））

(１)LEDの光源色は別図面に指定がある場合を除き下記による。

 明るさセンサーによる照明制御を行う部屋は，照度測定を行い，測定表を監督職員に

・ハーネスジョイントボックス用OAタップのケーブルは，ハロゲン及び鉛を含まない
・防水形コンセントはプラグ無しとする。
・接地極付きコンセント（2P15A）はプラグ無しとする。

 材料とする。

(２)LED照明器具の定格入力電圧はユニバーサル電圧（100V～242V）に対応する

28. 他工事との取合い

29. 天井仕上げ区分

30. 配線図記号その他

31. 適用区分

32. 呼び線

33. 露出配管の固定保護

34. 屋上・屋側等への設置

35. 官公署への手続き

36. 工事現場の表示

37. 交通誘導員

38. 工事中情報共有ｼｽﾃﾑ

39. 電子納品

1. 施工方法

ハンドホール内のケーブル支持等は，マンホールに準じて行う。

建物側配管引き込み部の地盤変位対応種別
　　　（沈下量　・0.2m以下　・0.6m以下　・1.0m以下)

2. 地中箱

埋設深さ　特記なきは地表面（舗装がある場合は舗装下面）から300mm以上とする。

アスファルト舗装面に使用するハンドホール及び鉄蓋は，アスファルト舗装用とする。

蓋の記号表示　鋳型流込み（※通信　・　　　）

構
内
通
信
線
路

ホーム分電盤

 受注者は受注時又は変更時において請負金額が500万円以上の工事について，工事実績情報サービス（CORINS）

なお，途中変更時の登録が必要な場合とは，工期の変更，技術者の変更があった場合とする。

〃

名　　　　　称

〃 400

900

床　上～中　心

1． 機器取付高

地　上～窓中心

床　上～中　心 1,800～2,200

1,800～2,000

1,500(上端1,900以下)

取引用計器

引込開閉器

測　　点

機器取付高は下記を標準とする。ただし，天井高3m以上の場合及び機器の使用に支障がある場合は監督職員と
協議する。

名　　　　　称測　　点 取付高（mm） 取付高（mm）

1,300

1,100

スイッチ

〃

外部受付用ｲﾝﾀｰﾎﾝ(子機)

　
　

　

ガス漏れ中継器

検知器（都市ガス）

　〃（LPガス）

天井下～中　心

床　上～上　端

　300

　300

　300

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

床転倒時用

壁付押ﾎﾞﾀﾝ(多機能ﾄｲﾚ)

壁付押ﾎﾞﾀﾝ(多機能ﾄｲﾚ）

壁付ｲﾝﾀｰﾎﾝ(上記以外)

〃

1,300

〃 　900

天井下～上　端   200

床　上～中　心

車椅子用ｲﾝﾀｰﾎﾝ (居室子機) 1,100

　〃（多機能ﾄｲﾚ・車椅子用居室）

〃

  300

  150

  150

800～1,300

コンセント（一般）

　　〃　　（和室）

　　〃　　（台上）

　　〃　　（土間）

〃

〃

台　上～中　心

床　上～中　心

 〃（自動・手動切替） 1,800

 〃（車椅子用ﾍﾞｯﾄﾞ周辺） 〃   900

  300

  200

  300

  150

端子盤

保安器箱

壁付アウトレット

　　〃　　（和室）

床　上～下　端

天井下～上　端

床　上～中　心

1,500(上端1,900以下)

1,500

1,300

壁掛形制御盤

手元開閉器

操作スイッチ

床　上～中　心

〃

〃

　
　

2,100～2,300

2,000～2,500

  150

ブラケット（一般）

　　〃　　（踊場）

鏡上端～中　心

〃

〃

　　〃　（トイレ）

〃

〃 300～400

　　　　〃　　（鏡上）

　　〃（車椅子用ﾍﾞｯﾄﾞ周辺）　　〃（車椅子用ﾍﾞｯﾄﾞ周辺）

　　〃（車椅子用居室）

壁付発信器

受付押ボタン（一般） 1,300床　上～中　心

　
　

　
　

1,300

ベル,ブザー,チャイム

電源箱 床　上～下　端 　300

　

壁掛形スピーカ

壁付アッテネータ 1,300

　400

情報・出退表示盤

機器収容箱

　　〃　　（和室）

床　上～中　心

〃

天井下～上　端 　200

　300

　150

受信機・副受信機

機器収容箱

発信機

ベル

表示灯

800～1,500

800～1,500

800～1,500

〃

天井下～上　端

床上～中心

〃

床上～操作部

　200

　200

身障者用ｲﾝﾀｰﾎﾝ(子機) 　　　　　標準図による

テレビ端子

壁付電話機 〃 1,300

天井高×0.9床　上～中　心

　　　〃

天井高×0.9

　　　〃

　　　　　標準図による

床　上～中　心

　　　〃

子時計 床　上～中　心 天井高×0.9

壁掛形親時計 〃 1,500(上端1,900以下)

電
力
共
通

電

　

灯

動

力

構
内
交
換

電
気
時
計

拡

声

表

示

誘

導

支

援

テ
レ
ビ
共
同
受
信

火
災
報
知

ガ
ス
検
知

自立運転機能　（　・有　　・無）

交流出力の電気方式　＿相　＿線　＿＿V

天井下～中　心

〃 2,300

〃

提出する。
工事着手前に大地抵抗率を測定し，測定表及び接地極省略判定記録書を監督職員に

・構造体利用接地極　・A型接地極　・B型接地極　・JIS A 4201-1999

受
変
電
設
備

1. 受変電設備容量 ＿＿＿kVA

次のものを付属させる。
・移動車輪（75kVA以上のもの）　　・防震ゴム　　・ダイヤル温度計（置針付）

2. 変圧器

3. 予備品等

モールド変圧器の表面は充電部とみなし，注意標識を取付ける。

標準仕様書によるほか電力ヒューズ現用定格値のものを現用数

発
電
設
備

1. 電気方式
〈燃料系発電装置〉

2. 発電機容量

3. 燃料小出槽

4. 燃料種別

〈太陽光発電装置〉
1. 太陽電池アレイ

2. パワーコンディショナ

3. 表示装置

4. 連系する電力系統

・高圧　　・低圧

＿＿＿kVA以上

返油ポンプのあるシステムでフロートスイッチの上限フロートは，通過形接点とする。

・軽油　　・Ａ重油

公称出力 ＿＿＿kW以上

定格容量 ＿＿＿kW以上

・液晶　　・LED表示装置

・高圧受電みなし低圧連系　・高圧連系　・低圧連系

増幅器 ・時報及び自動放送（体操放送等）はアッテネータを経由した回路とする。
・増幅器の入出力配線と外部配線（壁ボックス等）の接続はコネクタによる。
　（一斉回路は使用しない）

雷
保
護
設
備

1. 大地抵抗の測定

2. 接地システム

 2. コリンズ登録について

分電盤,OA盤,実験盤

に基づき，受注，変更，竣工，訂正時に工事実績情報として「工事実績データ」を作成し，監督職員の確認を
受けた後に登録機関に登録申請し，登録機関発行の「登録内容確認書」を監督職員に提出しなければならない。

拡
声
設
備

そ
の
他

　本工事の施工に当たり，東洋ゴム化工品（株）又はニッタ化工品（株）で製造された製品や材料を用いる場合
には，使用するまでに第三者機関による品質を証明する書類を提出すること。

 3. 防振ゴム等の製造検査

機　　　　　材　　　　　名

 別表-1「外部機関等による評価済み機材表」

品　　　目

LED照明器具（一般屋内用に限る）

照明制御装置・

・

・ 盤類 分電盤（実験盤を含む） キュービクル式配電盤 制御盤

・

可変速運転用インバータ装置

・ 高圧機器
高圧変圧器（特定機器）

高圧交流遮断器 高圧避雷器 高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ 高圧負荷開閉器

・ 絶縁監視装置 高圧回路 低圧回路

・

・

・

・

中央監視制御装置

監視カメラ装置

太陽光発電装置

交流無停電電源装置（ＵＰＳ）

パワーコンデショナ及び系統連系保護装置

監視制御装置

蓄電池・
ベント形据置鉛蓄電池 据置ニッケル・カドミウムアルカリ蓄電池

制御弁式据置鉛蓄電池 シール形ニッケル・カドミウムアルカリ蓄電池

高圧スイッチギア（CW形） 高圧スイッチギア（PW形）

試行要領（令和４年６月１日一部改正）」に基づき実施するものとする。
快適トイレチェックシートの様式は，「広島県の調達情報」の「様式集＞建設工事関係_その他の契約
関係の様式」に掲載している。
また，完成検査までに提出するアンケートは，「広島県の調達情報」の「入札・契約制度> 入札・契約
制度関係要綱」に掲載している。

呼称(図示記号)
6kV EM-CE(EE)
6kV EM-CET(EE)

　　　　　　　　　種　　　　　　　　類
6600V 架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ(6600V CE/F(EE))
6600V ﾄﾘﾌﾟﾙﾚｯｸｽ型架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ(6600V CE/F(EE))

分電盤，制御盤，端子盤などの2次側以降の配線経路，電線太さ，電線本数，管径など20. 電線本数・管路等
は監督職員の承諾を受けて変更してもさしつかえない。

21. 露出配管の塗装 塗装する部分　・居室（　　　　　）・廊下　・屋上，屋側　・屋外 ・機械室　
　　（付属品を含む）

22. 屋外露出配管の仕上げ 屋外露出配管（厚鋼電線管）で塗装を行わない場合は，溶融亜鉛めっき仕上げ
［めっき付着量300ｇ/㎡以上］とする。

23. ﾌﾗｯｼｭﾌﾟﾚｰﾄの材質 ・金属製（ステンレス，新金属も含む）　・樹脂製（使用場所　　　　　　　　　）

24. ｶﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの用途別表示 シール等を貼付し，用途を表示する。

25. ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽの塗装 ｽﾃﾝﾚｽ製ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽの塗装　　※有（メーカ指定色又は指定色仕上）・無（素地仕上）

ステンレス製または鋼材に溶融亜鉛めっきを施したものとする。26. 屋上・屋側の
　　支持金物等

の場合，EBはD＝10 L＝1,000又はW＝30 L=900とする）o，EtL，EaD，EtD，ED（E

oE
tLE

DE

接地の種類
共　同　接　地
共　同　接　地
A　　　　　種
B　　　　　種
C　　　　　種
D　　　　　種

高　圧　避　雷　器
交　換　機　用
通　　信　　用
通　　信　　用

電話引込口の保安器用

記　号
10Ω以下
10Ω以下
10Ω以下
Ω以下

10Ω以下
100Ω以下
10Ω以下
10Ω以下
10Ω以下
100Ω以下
100Ω以下

測　　定　　用

接地抵抗値

D・C・AE
D・AE

aD及びEtDE
tAE

HLE
tE

CE
BE
AE

接地極の材料は次による。

EB×3連－　2組
EB×3連－　2組
EB×3連－　2組

EB×3連－　2組

EB×3連－　2組
EB×3連－　2組
EB×3連－　2組

EB×1

EB×1
EB×1

EB×2連－　2組

接　　　地　　　極

（連結及び単独の場合，EBはD＝14 L＝1,500又はW=40 L＝1,200とする）

EB×1

27. 接地極

構内通信線路

構内配電線路

医療関係設備

中央監視制御設備

火災報知設備

防犯・入退室管理設備

駐車場管制設備

監視カメラ設備

テレビ共同受信設備

誘導支援設備

拡声設備

映像・音響設備

情報表示設備

構内交換設備

構内情報通信網設備

発電設備

電力貯蔵設備

受変電設備

雷保護設備

電熱設備

動力設備

電灯設備

工事種目

建物別及び屋外

（　　印の付いたものが対象工事種目）4．工事種目

建築基準法による 消防法施行令
建　物　名　称 階　数

別表第一の区分延べ面積（m2）

1．工事名称

2．工事場所

3．建物概要

工　　　　　　事　　　　　　種　　　　　　別

5．指定部分　　　※　無し　　・　あり（工期　令和　　年　　月　　日）

対象部分：

（改修工事の場合の部分使用　　　※　無し　　　　・あり）

(３）標準仕様書で「特記がなければ，」以下に具体的な材料・品質性能・工法検査方法等を明示している場合におい

　

1．共通仕様
(１)特記仕様及び図面に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書（電気
　設備工事編）（平成31年版）」（ただし改修工事の場合は「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成
　31年版）」）（以下「標準仕様書」という）及び「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（平成31年版）」
　（以下「標準図」という）による。
(２)機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合，機械設備工事及び建築工事はそれぞれの工事仕様書を適用する。
(３)本工事は工事中及び完成後に必要に応じ次の調査を行うため，発注者より連絡があれば対応すること。
　　ア 公共事業労務費調査…工事中に実施（調査票の記入提出，発注者実施への協力等）
　　イ 契約不適合調査…建設工事請負契約約款第４６条の５に定める期間内

2．特記仕様
(１）項目は，番号に○印の付いたものを適用する。
(２）特記事項のうち選択する事項は○印の付いたものを適用する。ただし，○印のない場合は※印を適用する。

　て，それらが関係法令等（条例含む）に抵触する場合には，関係法令等の遵守（1.1.13）を優先する。

 ．工　事　仕　様

調査を行う前に監督職員に調査計画書を提出する。

項　　　　目 特　　記　　事　　項

1. 施工条件 　現場説明書による。

　

一
般
共
通
事
項

　
の安全対策に関する具体的な工事安全計画書を監督職員に提出する。
建設工事公衆災害防止対策要綱及び建築工事安全施工技術指針を参考に，工事現場2. 工事安全計画書

3. 施工調査 施工に先立ち，改修工事関連（施工部位により既存性能を損なうおそれのある）部分
の事前調査を行い監督職員に報告書を提出する。（・　　　　　　　・　　　　　　）

5. 機材の品質等

　①品質及び性能に関する試験データを整備されていること
　②生産施設及び品質の管理が適切に行なわれていること

　⑥販売，保守等の営業体制が整えられていること。

　努めるものとする。

　は証明となる資料等の提出を省略することができる。

(１)本工事に使用する機材等は，設計図書に定める品質及び性能の他，通常有すべき品
　質及び性能を有するものとする。ただし，製造業者等が記載されている場合に同等品
　を使用する場合は，あらかじめ監督職員の承諾を受ける。
　また，国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づ
　き策定された「広島県グリーン購入方針」に掲載されている品目については，他の特
　記事項及び図面表記の範囲内で，環境負荷を低減できる材料を優先的に選定するよう

(２)別表－１に示す機材等を使用する場合は，次の①から⑥すべての事項を満たす証明
　となる資料を提出して監督職員の承諾を受ける。ただし，次の①から⑥すべての事項
　を評価された事を示す外部機関が発行する書面を提出し監督職員の承諾を受けた場合

　⑤製造又は施工の実績があり，その信頼性があること

　③安定的な供給が可能であること
　④法令等で定めがある場合は，その許可，認可，認定又は免許を取得していること

処理すること。ただし，建設廃棄物が，破砕等（選別を含む）により，有用物となった

4. 発生材の処理

工事中，特別管理産業廃棄物が発生すると判明した場合，その処理方法は監督職員と協
議する。

(１)本工事で発生した建設廃棄物は，広島県（環境県民局）及び保健所設置政令市（広
島市，呉市，福山市）が，廃棄物処理法に基づき許可した適正な施設（許可対象となら
ない中間処理施設にあっては，廃棄物処理法に定められた基準に従った適正な施設）で

場合，その用途に応じて適切に処理するものとする。
(２)本工事における再資源化に要する費用（運搬費を含む処分費）は，(１)に揚げ
る施設のうち受入れ条件が合うものの中から，運搬費と受入費（平日の受入費用）の合
計が最も経済的になるものを見込んでいる。従って，正当な理由がある場合を除き再資
源化に要する費用（単価）は変更しない。
(３)本工事で発生する建設廃棄物のうち，広島県内の最終処分場に搬入する建設廃棄物
については，広島県産業廃棄物埋立税が課税されるので，適正に処理すること。なお，
本工事では，広島県産業廃棄物埋立税相当額を見込んでいる。

特別管理産業廃棄物　  ※無 ・有　・本工事において調査を行う。　

特別管理産業廃棄物は関係法令に従い適切に処理する。

再生資源化を図るもの　※無　・有（・蛍光管　・HIDランプ　・小型二次電池　　　）
　製造業者又は販売業者に回収を委託する。 （　・ 別途　 ※ 本工事）
放射性物質を含むイオン化式感知器 　 ※ 無　　・ 有

 （・PCB使用機器　・アスベスト含有設備資機材（・配線用遮断器　　　　　　　　））

引渡しを要するもの　  ※無 ・有（・金属類　・盤類　・電線,ケーブル  ・      　）

・アスベスト含有設備資機材(・配線用遮断器　 ・　　　　)

撤去する機器類等について，製造年，品番等を確認し特別管理産業廃棄物の有無を調査
し，監督職員に報告する。・微量PCB含有機器(・変圧器　　　・　　　　　　　　　　)

構　　造 備　　考

鉄骨造 新築

新設一式

新設一式

新設一式

屋外

本工事は快適トイレモデル工事（※発注者指定型　・受注者希望型）であり，「快適トイレモデル工事
 4. 快適トイレモデル工事

木原分団屯所建設工事

平屋建屯所 15項

屯所

新設一式

新設一式

広島県三原市木原四丁目

62.10
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申請建物

※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 木原分団屯所建設工事
藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志 配置図 1/100

配置図　　　1/100

W
H

電力引込
電話引込

【別途工事】

CATV引込

スッキリポール・ボックス付（引込用）

引込電灯線

情報（ＣＡＴＶ）

電話

コンクリ－ト根巻基礎

（標準的な地盤の場合）

スッキリポール・ボックス付 2 用）（電灯線 １４ｍｍ

193300

φ113.4

9
0
0

2
1
0
0

4
0
0
0

1
1
7
0

7
0
0
0

φ87.9

3
0
0
0

φ400

5
5
0

水切り勾配

50mm以上

 電灯・情報（ＣＡＴＶ）・電話用　　途

 ７．０m全　　長

フローコート溶融亜鉛めっき後ポリエチレン樹脂被覆 ポール本体

溶融亜鉛めっき鋼板にポリエステル粉体塗装 ボックス

表面処理

 アイボリー又はコーヒーブラウン色　　調

 １５m以下
実用最大引き込み径間

（丙種風圧荷重）

電灯 ×３Ｃ ）２ｍ１４（ＤＶ ｍ

ＣＡＴＶ（同軸ケーブル７Ｃ－２Ｖ）

電話 （鋼芯入屋外線　０．６５mm）

注）足場ボルトは別売品となります。

参考型番：パナソニック（株）ＸＤＴＣ０１７０Ｗ（Ａ）相当品

以降幹線配線図参照

単相 EM-CE 8゜－3C (FEP 30）

電話

ＴＶ EM-S5C-FB

(FEP 30）

(FEP 30）

E－002



※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 木原分団屯所建設工事
藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木 2022.9

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志 －

電源装置はライトバー側に内蔵

昼白色（５０００Ｋ）、Ｒａ８３

光源寿命４００００時間（光束維持率８５％）

ライトバー（カバー）：ポリカーボネート（乳白）

本体：鋼板（白色粉体塗装）

Ａ

　 試験方法による。
２.※のついた照明器具の消費電力は、一般社団法人日本照明器具工業会の
１.照明器具の消費電力はJIS C 8105－3の試験方法による。

照明器具姿図

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

ＬＥＤ直付型４０形

電源装置はライトバー側に内蔵

昼白色（５０００Ｋ）、Ｒａ８３

光源寿命４００００時間（光束維持率８５％）

ライトバー（カバー）：ポリカーボネート（乳白）

本体：鋼板（白色粉体塗装）

電源装置はライトバー側に内蔵

昼白色（５０００Ｋ）、Ｒａ８３

光源寿命４００００時間（光束維持率８５％）

ライトバー（カバー）：ポリカーボネート（乳白）

本体：鋼板（白色粉体塗装）

公共型番：ＬＳＳ１－４－２３

（車庫・資機材収納庫）

一般タイプ、２５００ｌｍタイプ

消費電力１６．３Ｗ、定格出力型、電圧１００～２４２Ｖ

ＬＥＤ直付型４０形 （待機室）

公共型番：ＬＳＳ１－４－４８

一般タイプ、５２００ｌｍタイプ

消費電力３１．９Ｗ、定格出力型、電圧１００～２４２Ｖ

公共型番：ＬＳＳ１－２－１５

ＬＥＤ直付型２０形 （便所）

一般タイプ、１６００ｌｍタイプ

消費電力１１．６Ｗ、定格出力型、電圧１００～２４２Ｖ

（外壁）

（外壁）ＬＥＤ赤色表示灯

公共型番：ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－１３

ＬＥＤウォールライト　２０形　防湿防雨型

器具光束１０２０ｌｍ、消費電力１０．２Ｗ、電圧１００～２４２Ｖ
５０００Ｋ、Ｒａ８３、光源寿命４００００時間（光束維持率８５％）
本体：ステンレス、カバー：ポリカーボネート（乳白）
天井直付型・壁直付型

防湿型・防雨型

参考型番：パナソニック　ＮＮＦ２０２９８Ｚ

防雨型

光源寿命４００００時間

電圧１００Ｖ

負荷容量　ＶＡ 負荷容量　ＶＡ定格 回路 回路 定格
供給室名 供給室名

電流 番号番号 番号番号 電流コンセント 電　灯 電　灯 コンセント

２０ １０１ １０２ ２０

備　考 備　考

ＥＬＣＢ ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ ＥＬＣＢ

ＭＣＣＢ　３Ｐ

２０ ３０１

３０３

２０ ３０５

２０

３０７

２０３０２

３０４ ２０

２０３０６

３０８２０ ２０

３０９ ３１０２０

２０

２０

２０

２０２０

２０ １０３ ２０１０４
ＥＬＣＢ

　５００

２０

照明器具姿図　分電盤単線接続図

１φ３Ｗ　１０５／２１０Ｖ

車庫　照明
待機室・資機材収納庫

便所　照明

外 灯 赤色表示灯

車庫　コンセント
待機室・資機材収納庫

コンセント

ＩＨ用

冷蔵庫用 便所・臭突用

クーラー用

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ

スペース

スペース

予 備

スペース

スペース

予 備

ＳＰ

ＳＰ

ＳＰ

ＳＰ

　５００

　５００ １１００

　５００ 　５００

１０００将来用

ＡＳでＯＮ

ＴでＯＦＦ

ＡＳでＯＮ

・ＯＦＦ
　　５０ 　　５０

　１００　１００ 　２００ 　３００

　１５０２６００

２７５０

　２５０

５０ＡＦ／４０ＡＴ

１．分岐用配線用遮断器、漏電遮断器は、２Ｐ（協約型１Ｐサイズ）とする。

２．分岐回路数分の接地端子又は銅帯を設ける。

４. 盤内配線は、EM電線を使用する。

３．分岐回路予備スペースには、ブレーカー取付可能最大分の切り込みを行い

　　カバープレートを取り付けること。

注　記（共通）

－

取付場所

分電盤名称

キャビネット形式

主幹定格遮断電流

負荷容量

函　体

扉　板

把　手

蝶　番

塗　装

形　式

鋼鈑製 1.6ｔ以上

鋼鈑製 1.6ｔ以上

NO.200　平面ﾊﾝﾄﾞﾙ

裏面

メラミン焼付又は粉体塗装（指定色）

壁掛型（施工者銘板取付）

車庫

Ｌ－１

屋内壁掛型

電灯盤製作仕様

５，７００ＶＡ（電灯）

ＴＭ

ＭＣＣＢ（１００Ｖは２Ｐ１Ｅ、２００Ｖは２Ｐ２Ｅとする）

ＥＬＣＢ（１００Ｖは２Ｐ１Ｅ，２００Ｖは２Ｐ２Ｅとする）
ＥＬＣＢ

ＥＬＣＢ
ＥＬＣＢ　３Ｐ

ＭＣＣＢ　３Ｐ

６．図中特記なきものは下記による。

５．タイマーは電子式２４時間停電補償付とする。

待 機 室

流し台用

E－003

予 備

２４００

２６５０
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記　号

凡 例

WH

ED

名　　　　　称

接地極（Ｄ種）14φ×1,500L

電力量計箱（スッキリポール付属品）

埋込コンセント 2P 15A(E付)×2

WP 防水コンセント 2P 15A(ELK付)×2

埋込コンセント

埋込コンセント

ET

2ET

2P 15A(ET付)×1

2P 15A(ET付)×2

単線接続図参照

接地埋設標示板（黄銅製）共

備　　　考

電力量計は別途工事

分電盤

ＬＥＤ灯（天井付）

ＬＥＤ灯（壁付）

ＬＥＤ赤色表示灯（壁付）

埋込スイッチ

埋込スイッチ 1P 15A×n

L
1PL 15A×n(確認表示灯付)

A
自動点滅器　AC 100V ＡＣ１００Ｖ　３Ａ

壁付電話用プレート

R 壁付テレビ用プレート（末端）

ノズルプレートノズルプレート

CS－7F－R

LK 抜止めコンセント 2P 15A×1LK

露出丸ボックス

プルボックス（ＳＳ２００゜×１００）

332

221

442

221WP

プルボックス（ＳＳ３００゜×２００）

プルボックス（ＳＳ４００゜×２００）

プルボックス（ＳＳ２００゜×１００ＷＰ－ＳＵＳ）

配線特記事項

１.図中特記なき配管配線は下記とする。

２.凡例

（１）二重天井内はケーブルころがし配線とし、壁部等の必要個所には適合電線管にて配線保護すること。

空配管

ＥＭ－ＩＥ１．６×２

ＥＭ－ＩＥ１．６×３

ＥＭ－ＩＥ１．６×２Ｅ１．６

2.0
ＥＭ－ＩＥ２．０×２Ｅ２．０

F2

F3

2F3

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ(内１Ｃアース)

（Ｅ１９）

（Ｅ１９）

（Ｅ１９）

（Ｅ２５）

（ＰＦ２２）

（ＰＦ２２）

（ＰＦ２２）

（ＰＦ２２）ＥＭ－ＥＥＦ２．０－３Ｃ(内１Ｃアース)

S5C ＥＭ－Ｓ５Ｃ－ＦＢ （ＰＦ１６）

（ＰＦ１６）

便所

資機材収納庫 待機室

車庫

便所

資機材収納庫 待機室

車庫
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電灯設備配線図　1/50
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48．完成時の提出 　（１）工事竣工図書引渡し書　Ａ４版　　　　　　　　　　　　　　　　　部一  ６．環境への配慮 一  31．埋設表示  標準仕様書によるほか図示の箇所に設ける。 一１）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づ
　　書類等 　（２）完成図書（Ａ４版）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部 32．保温  １）屋内露出（一般居室、廊下）の外装は　 ※ Ａ１　 ・ Ａ２  き策定された「広島県グリーン購入方針」に掲載されている品目については，

　（３）諸官庁届出書類一覧表(諸官庁届出書類(正)許可証(正)共)　　　　　部般 般  ２）冷媒管の保温外装は 般  他の特記事項及び図面表記の範囲内で，環境負荷を低減できる材料を優先的に
　（４）完成図面・施工図面二折製本　Ａ３版　　　　　　　　　　　　　　部Ⅰ．工　事　概　要  　　　　　　　　　屋内露出　 ・ 合成樹脂カバー（ａ１･(イ・ロ)･Ⅰ）  選定するよう努めるものとする。
　（５）縮小完成図面・施工図面二折製本　Ａ４版　　　　　　　　　　　　部　１．工　事　場　所 共 共  　　　　　　　　　　　　　　 ・ 保温化粧ケース（耐候性樹脂製） 共
　（６）工事記録写真　Ａ４版（工事記録写真カラ－サ－ビス版）　　　　　部　２．建　物　概　要  ２）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び  　　　　　　　　　屋外露出　 ・ ステンレス鋼板（ｅ２･(イ・ロ)･Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　（完成写真カラ－サ－ビス版）　　　　　　　部建築基準法による 消防法施行令　 通  　　性能を有すると共に、次の①から④を満たすものとする。 通  　　　　　　　　　　　　　　 ・ 保温化粧ケース 通

建 物 名 称 構　　造 階　数 備　考 　（７）運転操作説明書・取扱説明書を簡易にまとめたもの　Ａ４版製本　　部延べ面積（㎡）　 別表第一の区分  　　① 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、  　　屋外保温化粧ケースの材質　 ・ 耐候性樹脂　 ・ ステンレス鋼板
　（８）工事監理図書　Ａ４版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部事   　　　ＭＤＦ、パーティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、事  　　　　　　　　　　　　　　　 ・ 高耐食鋼板（溶融亜鉛めっき） 事
　（９）電子成果品（電子納品）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部  　　　壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗料は、ア  ３）標準仕様書以外で多湿箇所の適用
　（10）建物基本情報及び型式台帳(監督員が指定する様式で作成)　　　　　部項   　　　セトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少な 項  　　　　　　　　　　 （ ※ 無　 ・　　　　　　　　　　　）とする。 項
　（11）その他監督員が必要と指示したもの　　　　　　　　　　　　　　１式  　　　い材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の  ４）全熱交換器の機器外気側ダクト
電子成果品を「営繕工事電子納品要領」（以下，要領という）に基づき作成49．電子納品 　　　 区分に応じた材料を使用する。  （ ※ 給気側　 ・ 排気側外壁より　１m ）は、保温（２５ｍｍ厚）する。
する。 　　② 接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有  ５）厨房用排気ダクトの断熱（隠ぺい部）

　３．工　事　種　目　　　　　　　（　・　印の付いたものを適用する） （１）工事管理ﾌｧｲﾙ （２）完成図・施工図 （３）完成写真  　　　 量が少ない材料を使用する。  　　　　　　　　　　 ・ Ｉ･(イ)･Ⅸ 又は ｈ･(イ)･Ⅸ　 ・ 行わない。
工　　　　　事　　　　　種　　　　　別建物別及び屋外 （４）保全に関する資料(協議) （５）発生材関係資料(協議) 　　③ 接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２  ６）共同溝の保温種別は　（ 配管　： ・　　　　　　　

屋　外工　事　種　目 　　　※電子納品対象データは同要領に基づくが，変更がある場合は監督職員 　 　　－エチルヘキシル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添  　　　　　　　　　　　　　 ダクト： ・　　　　　　　　　）とする。
 ・ 空 気 調 和 設 備 　　　との協議で決定する。

  　　　加されていない材料を使用する。  33．塗装  下記の部分を除き、原則として塗装（標準仕様書第２編３．２による）を
 ・ 換　 気　 設　 備 （１）本工事は，受発注者間の情報を電子的に交換・共有することにより，業50．工事中情報共有 　　④ ①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器  行う。
 ・ 排　 煙　 設　 備 　務の効率化を図る情報共有システムの対象である。なお，運用にあたっては　　システム

  　　　類は、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散  　亜鉛めっきされたもので、常時隠ぺいされる部分、金属電線管、鋼製架
 ・ 自 動 制 御 設 備 　「広島県工事中情報共有システム運用ガイドライン」に基づき実施すること。

  　　　しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。  　台及び支持金物類、主・各階機械室内等及び電気室内の亜鉛めっきされ
 ・ 衛 生 器 具 設 備 （２）本工事で使用する情報共有システムは次とする。

 ３）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、  　た露出ダクト及び露出配管、カラー亜鉛鉄板面、亜鉛めっき以外のめっ
 ・ 給　 水　 設　 備 　　　　広島県工事中情報共有システム

 　　「規制対象外」とは次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第  　き仕上げ面、樹脂コーティング等を施したもので、常時隠ぺいされる部
　　　　https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/asp/index.html ・ 排　 水　 設　 備

 　　三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。  　分アルミニウム、ステンレス、銅、溶融アルミニウム－亜鉛鉄板、合成
（３）監督職員及び受注者が使用する情報共有システムのサービス提供者（以 ・ 給　 湯　 設　 備

 　　① 建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第一種、第二種及  　樹脂製等、特に塗装の必要を認められない面、埋設されるもの。
　　下「サービス提供者」という。）との契約は，受注者が行い，利用料を支 ・ 消　 火　 設　 備

　　　  び第三種ホルムアルデヒド発散建築材料以外の材料  　（ただし、防食塗装部分を除く）
　　払うものとする。 ・ ガ　 ス　 設　 備

 　　② 建築基準法施行令第２０条の７第４項の規定により国土交通大臣  塗装を施さない部分・箇所　 ※ 倉庫　 ・ 車庫　 ・ 駐車場　
（４）受注者は，監督職員又はサービス提供者から技術上の問題点の把握，利 ・ 厨　 房　 設　 備

 　　　 の認定を受けた材料  ただし、残りネジ部及びパイプレンチのチャック跡部の鉄面は、さび止め
　　用にあたっての評価を行うためアンケート等を求められた場合，協力しな ・ 浄 化 槽 設 備

 　　③ 建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアル  ペイント２回塗りを行う。
 ・ 雨 水 利 用 設 備 　　ければならない。

 　　　 デヒド発散建築材料  34．足場  「手すり先行工法等に関するガイドライン」に基づく足場の設置にあたっ
 ・  特 殊 ガ ス 設 備 51．工事実績情報の登録 標準仕様書第１編1.1.4に基づいて適切に行うこと。

 　　④ 建築基準法施行令第２０条の７第３項の規定により国土交通大臣  ては、同ガイドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に
 電気設備工事の部による ・ 電 気 設 備 工 事 52．施工計画書 工事の着手に先立ち，現場の体制･組織，仮設計画，安全衛生管理，緊急時の

 　　　 の認定を受けた材料  関する基準」における２の（２）手すり据置き方式又は（３）手すり先行
 ・ 建　 築　 工　 事  建築工事の部による 連絡，災害予防その他の現場運営に必要な計画を定めた「総合施工計画書」を

 ７．機材の品質等  １）本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通  専用足場方式により行う。
作成し提出する。

 　　常有すべき品質及び性能を有するものとする。  ・ 内部足場（ ※ Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ種　 ・ Ｅ種　 ・ Ｆ種　 ・ Ｇ種 ）
53．履行報告 また各種別の工事の施工にあたっては「工種別施工計画書」を作成する。

　４．指　定　部　分　　　　※ 無し　 ・ 有り（工期　令和　　年　　月　　日）  ２）別表－１に示す機材等を使用する場合は次の①から⑥すべての事項を  ・ 外部足場（ ※ Ｄ、Ｅ種　 ・ Ａ種　 ・ Ｂ種　 ・ Ｃ種　 ・ Ｆ種 ）
約款第１１条に規定する工事履行報告書は，営繕課で示す様式「期間別工事工

　　　　　　　　　　　　　　対象部分：  　　満たす証明となる資料を提出して監督職員の承諾を受ける。ただし、  35．工事用電力、水、  本工事に必要な工事用電力、水及び諸手続きなどの費用は全て受注者の負
程報告書」で，工程写真，状況写真を添付して月２回提出する。

 　　①から⑥すべての事項を評価された事を示す外部機関が発行する書面  　　　　　　　　その他  担とする。
　５．設　備　概　要　（改修の場合は既存の概要を示す。） （１）本工事で発生した建設廃棄物は，広島県（環境県民局）及び保健所設置54．建設廃棄物の処理

 　　を提出し監督職員の承諾を受けた場合は、証明となる資料等の提出を  36．監督職員事務所  本工事で設置する。（規模及び仕上げの程度は現場説明書による）
 ・ 空気調和（ ・ パッケージ方式　 ・ ガスエンジンヒートポンプ方式 政令市等（広島市，呉市，福山市）が，廃棄物処理法に基づき許可した適正な

空  空気調和  　　省略することができる。  37．工事用仮設物  構内につくることが　 ※ できる　 ・ できない
 　 ・ ファンコイルユニット・ダクト併用方式 施設（許可対象とならない中間処理施設にあっては，廃棄物処理法に定められ

 　方式等  　　① 品質及び性能に関する試験データを整備していること。  38．土工事  １）埋戻し土は　　 ※ 根切り土の中の良質土
 　 ・ 単一ダクト方式　 ・ 各階ユニット方式 ） た基準に従った適正な施設）で処理すること。ただし，建設廃棄物が，破砕等

調  　　② 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。 　 　　　　　　　　　　（コンクリート管以外の管の周囲は山砂の類）
 ・ 空気熱源ヒートポンプユニット　 ・ マルチパッケージ形空気調和機 （選別を含む）により，有用物となった場合，その用途に応じて適切に処理す

 　　③ 安定的な供給が可能であること。 　 　　　　　　　　 ・ 山砂の類
るものとする。（原則，県内処分） 主要熱源  ・ パッケージ形空気調和機　 ・ ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機

設  　　④ 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。  ２）建設発生土は　 ※ 構内敷きならし　 ・ 構内の指示ある場所に堆積
（２）本工事における再資源化に要する費用（運搬費を含む処分費）は，前記 ・ チリングユニット　 ・ 吸収冷温水機　 ・ 吸収冷温水機ユニット

 　　⑤ 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。  　　　　　　　　　 ・ 構外に搬出し適切に処理（現場説明書）
（1）に揚げる施設のうち受入れ条件が合うものの中から，運搬費と受入費（平 　　機器  ・ 鋼製ボイラー　 ・ 鋳鉄製ボイラー

備  　　⑥ 販売、保守等の営業体制を整えていること。  39．コンクリート工事  コンクリートの設計基準強度は　 ※ １８Ｎ／ｍｍ２以上
日の受入費用）の合計が最も経済的になるものを見込んでいる。従って，正当 ・ 温水発生機（ ・ 真空式　 ・ 無圧式 ）

 ８．機材の承諾図  機械設備工事機材承諾図様式集（令和元年版）によるほか、監督員の指示  　　　　　　　　　　　　　　　 ・ 図示による。
な理由がある場合を除き再資源化に要する費用（単価）は変更しない。 換 気 設 備  ・ １種換気　 ・ ２種換気　 ・ ３種換気

 による。  40．耐震措置  設備機器の固定は、次に示す設計用地震力に耐える方法とする。 （３）本工事で発生する建設廃棄物のうち，広島県内の最終処分場に搬入する建 排 煙 設 備  ・ 機械排煙（ ・ 有　 ・ 無 ）　適用法規（ ・ 建基法　 ・ 消防法 ）
 ９．図形表示  機器類は、図示する形状及び配管等の取出し位置により、特定製造者の製  ただし、重量1kN以下の軽量な機器については、設備機器の製造者の指定す 設廃棄物については，広島県産業廃棄物埋立税が課税されるので，適正に処理 自動制御設備  ・ 自動制御方式（ ・ 電気式　 ・ 電子式　 ・ デジタル式 ）

 品を指示、限定しない。  る方法で確実に行えばよいものとする。 すること。なお，本工事では，広島県産業廃棄物埋立税相当額を見込んでいる。 給水方式  ・ 水道直結　 ・ 高置タンク　 ・ ポンプ直送　 ・ 水道直結増圧
衛  10．容量等の表示  １）機器類の能力、容量等は原則として表示された値以上とする。  １）設計用水平地震力は、機器の質量（自由表面を有する水槽その他の貯 55．優先順位 設計図書の優先順位は次の順序とする。 建物内の汚水と雑排水（ ・ 合流　 ・ 分流 ）

 排水方式  ２）電動機出力、燃料消費量、圧力損失等は、原則として表示された値以  　　槽にあっては有効質量）に、 ①技術的説明事項（追加説明，質問回答書を含む） ポンプ排水　 ・ 有（ ・ 汚水　 ・ 雑排水　 ・ 湧水 ）　 ・ 無
 　　下とする。  　　地域係数（ ・ １．０　 ※ ０．９　 ・ ０．８ ）と、 ②特記仕様書　　③設計図面　④標準仕様書・標準図 汚　水放  ・ 直放流下水管　 ・ 浄化槽　

 11．技能士の適用  ・ 建築板金（ダクト製作及び取付）　 ・ 熱絶縁施工（保温工事）  　　次に示す設計用標準水平震度を乗じたものとする。 56．官公署その他への 官公署その他への手続きは，受注者が遅滞なく行い，これに要する費用は，す 雑排水流  ・ 直放流下水管　 ・ 浄化槽　 ・ 側溝　 ・ 別途桝
生  ・ 配管（配管工事）　 ・ 冷凍空気調和機器施工（冷凍空調機器据付） 　　手続き等 べて受注者の負担とする。また関係法令に基づく官公署その他関係機関の検査 排水槽先  ・ 有（計画容量：　　　　　ｍ3　）　 ・ 無  設計用標準水平震度 ・ 特定の施設 ・ 一般の施設

 12．化学物質の濃度測定  建築物の室内空気中に含まれる化学物質の濃度測定　  ※ 不要　 ・ 要 において，その検査に必要な資機材及び労務を提供し，これに直接要する費用 ・ 有（ ・ 局所式　 ・ 中央式 ）　 ・ 無 設 置　場 所機 器　種 別 重要機器 一般機器 重要機器 一般機器
 給湯設備  測定時期、測定対象化学物質、測定方法、測定対象室、測定箇所数等は を受注者が負担する。 熱源（ ・ 電気　 ・ 都市ガス　 ・ 液化石油ガス　 ・ 灯油　 ・ Ａ重油 ） 機　　　　器 ２．０ １．５ １．５ １．０

 　（ ※ 現場説明書　 ・　　　　　　　　　　　　　　　）による。 上　 層 　階 57．別契約の関係工事 建築，電気その他別契約の関係工事について，工程及び，取合部分の施工に関 ・ 屋内消火栓　 ・ 連結送水管　 ・ 屋外消火栓　 ・ スプリンクラー 防振設置機器 ２．０ ２．０ ２．０ １．５
設 13．完成時の提出図書 完成図（図面の種類は監督職員の指示による。） 屋上及び塔屋 　　との協調 し，常に緊密に連絡し，工事の円滑な進捗を図るものとする。 ・ 消防用水　 ・ 泡消火　 ・ 連結散水装置　 ・ 粉末消火装置 水　 槽 　類 ２．０ １．５ １．５ １．０ 消火設備 ・ 原図（ 普通紙 ） 58．調査への対応 工事中及び竣工後，下記に示す調査を行うため発注者より連絡があれば対応すること。 ・ 不活性ガス消火（ ・ 窒素　 ・ 　　　　　）　 ・ ハロゲン化物消火 機　　　　器 １．５ １．０ １．０ ０．６

・ 二つ折り製本（ ・ Ａ１版　　　部　 ・ Ａ３版　　　部 ） ・ フード等用簡易自動消火装置　 ・ 無 ①公共事業労務費調査…工事中に実施中　 間 　階防振設置機器 １．５ １．５ １．５ １．０
・ 既存完成図（ＣＡＤデータ含む）の修正（間仕切、室名等含）を行う。 （調査票等の記入提出，発注者の調査実施への協力等） ガス設備  ・ 都市ガス　種別　　　（　　　　　　ＭＪ／ｍ3Ｎ　） 　 ・ 液化石油ガス 水　 槽 　類 １．５ １．０ １．０ ０．６

備 保全に関する資料（ ※ ２部　 ・ 　　部　 ・ 提出不要） ②契約不適合調査…建設工事請負契約約款第４６条の５に定める期間内 浄化槽設備  ・ 有（ ・ 合併処理　 ・ 小規模合併処理　 ・　　　　　　）　 ・ 無 機　　　　器 １．０ ０．６ ０．６ ０．４
 14．インバーター用  （ ※ 標準仕様書　 ・ 図示 ）による。 59．工事現場の表示 現場の見やすい位置に監督職員が指示する次の表示板を設置する。地 階・１ 階防振設置機器 １．０ １．０ １．０ ０．６

Ⅱ．工　事　仕　様  　　　　制御及び操作盤  「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制対策ガイドライン（平 ※　工事名等の表示板（900mm×600mm） ・ 工事概要等の説明看板（900mm×600mm）水　 槽 　類 １．５ １．０ １．０ ０．６
　１．共　通　仕　様  成１６年１月制定　原子力安全・保安院）」及び「高調波抑制対策技術指 60．交通誘導員 　　＿＿＿＿＿＿＿作業期間，交通誘導員を＿＿＿（人／日）配置すること。
　　１）特記仕様及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の標準仕様書等  針（ＪＥＡＧ９７０２－２０１３）」に基づき、高調波対策を行う。  　　　上層階とは２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層 61．説明板等 　・　説明書（監督職員と協議の上，設備機器類及び一連の装置等の取扱要領
　　　　による。ただし、・　印の付いたものを適用する。  15．総合試運転調整  下記項目の総合調整を行ない測定表を監督職員に提出する。(  部)  　　　２階、１０～１２階建の場合は上層３、１３階建以上の場合は上 　　　を記載した説明書等を作成する。）
　　　　・　公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）令和４年版（以下「標準仕様書」という。）  ・ 風量調整　　 ・ 水量調整　　 ・ 室内外空気の温湿度の測定  　　　層４階とする。 　・　説明板（監督職員と協議の上，設備機器類及び一連の装置等の系統図，
　　　　・　公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）令和４年版  ・ 室内気流及びじんあいの測定　 ・ 騒音の測定　  　　　中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの。 　　　取扱要領を記載した説明板を作成する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「改修標準仕様書」という。）  ・ 飲料水の水質の測定　 ・ 雑用水の水質の測定　 ・  　　　重要機器は次のものを示す。 62．工事中の補償 地上物件，地中埋設物等で本工事に起因して損傷した場合は，速やかに補修し，
　　　　・　公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）令和４年版　　（以下「標準図」という。）  測定箇所等は監督職員との協議による。  　　　 ・ 給水機器（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　 完全に復元するものとする。
　　２）電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築工事はそれぞれの特記  16．弁類  ステンレス管に使用するバルブは５０Ａ以下は青銅製、６５Ａ以上はステ  　　　 ・ 排水機器（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　 63．工事後の補償 工事完成引渡後，施工または機器，材料の不備による故障は，約款第４１条
　　　　仕様書を適用する。  ンレス製を使用する。  　　　 ・ 換気機器　 ・ 空調機器　 ・ 熱源機器　 ・ 防災機器 （契約不適合）により１年間受注者の負担で完全に補修するものとする。

 17．伸縮管継手  ※ ベローズ形　 ・ スリーブ形  　　　 ・ 監視制御設備　 ・ 危険物貯蔵装置　 ・ 火を使用する設備 64．完成引渡しまでの 工事完了後も予め監督職員の指示した日時までは受注者で管理し，各種公課に　２．特　記　仕　様
 18．防振継手  ※ 合成ゴム製（球形）　 ・ ポリテトラフルオロエチレン製  　　　 ・ 避難経路上に設置する機器 　　管理 対する料金及び各種の被害（火災，盗難，破損等）は一切受注者の負担とする。　　１）項目は，番号に○印の付いたものを適用する。

 ・ ベローズ形（ステンレス製）  ２）設計用鉛直地震力は設計用水平地震力の１／２とする。
　　２）特記事項のうち選択する事項は　・　印の付いたものを適用する。

 19．絶縁継手  ※ 標準図（施工３）による。  41．電線類  １）ＥＭ電線類で規格等の定めのないものは、ハロゲン及び鉛を含まない
　　　　　　　　　　　　　　ただし、　・　印のない場合は　※　印を適用する。

 20．スリーブ  つば付き鋼管製に替えて、非加硫ブチルゴム系止水材でもよい。  　　材料で構成されたものとし、電線及びＥＭケーブルは標準仕様書第４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　印　　※　印の場合は共に適用する。

 21．油面制御装置  液面制御装置の機能は、標準仕様書によるほか図示による。  　　編１．５．１表４．１．１１による。

 22．遠隔油量指示計  副指示計は図示による。  ２）電線の色別は、原則として電気設備工事の工事仕様書による。区分 項　　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項
 23．瞬間流量計  １）形式はピトー管式（コック付）とする。　 ※ 固定式  42．施工調査  ・ 施工に先立ち、改修工事関連部分（施工部位により既存性能を損なう

 １．施工図等  施工図等の著作権に係る当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するも  ２）下記の箇所、若しくは図示により取付ける。  　 おそれのある部分）の事前確認を行い監督職員に報告書を提出する。 別表－１ 品　　　目 機　　　　　　材　　　　　　名
一  のとする。  　　・ ボイラー又は熱交換器の温水出口　 ・ 冷凍機類の冷水出口  ・ 既存設備システムの事前調査を行い監督職員に報告書を提出する。調 機　　　　　　材　　　　　　名品　　　目  送風機  遠心送風機（多翼形送風機）　斜流送風機　軸流送風機　消音ボックス付送風機

２．電気保安技術者の 中国地方整備局制定の営繕工事事業用工作物電気保安規程を  　　・ 冷温水ヘッダーの各送り管　　　　 ・ 冷凍機類の冷却水出口  　 査を行う前に監督職員に調査計画書を提出する。  ボイラー  鋼製簡易ボイラー　鋳鉄製ボイラー　鋼製小型ボイラー　鋼製ボイラー  ポンプ  横形遠心ポンプ　水中モーターポンプ（汚水用、雑排水用、汚物用）
般 適用 （ ・ 適用　 ・ 準用 ）する。  　　・ ユニット形空気調和機の冷温水入口   　改修工事の対象となる既存設備システム  温水発生機  真空式温水発生機（鋼製・鋳鉄製）　無圧式温水発生機（鋼製・鋳鉄製）  ダクト付属品  風量ユニット（定風量、変風量）  立形遠心ポンプ

 ３．施工条件  現場説明書による。  24．配管の建物導入部  （ ・ 給水　 ・ ガス　 ・ 油 ）配管の変位吸収は   　 ・ 排水放流先　 ・ 中央監視盤　 ・　　　　　　　  冷凍機  チリングユニット及び空気熱源ヒートポンプユニット　吸収冷温水機  自動制御  自動制御システム
共  ４．工事安全計画書  建設工事公衆災害防止対策要綱及び建築工事安全施工技術指針を参考に、  （ ※ 標準図（施工４，５）　 ・ 図示 ）による。  43．撤去工事  撤去する配管、ダクト（付属品含む）の保温材は、配管・ダクト等より分  冷却塔  冷却塔  吸収冷温水機ユニット　遠心冷凍機  衛生器具  衛生器具ユニット

 工事現場の安全対策に関する具体的な工事安全計画書を、監督職員に提出  25．ステンレス鋼管の  呼径６０Ｓｕ以下の継手は、ＳＡＳ３２２を満足するものとする。  離する。  空気調和機  ユニット形空気調和機　ファンコイルユニット及びカセット形ファンコイルユニット  タンク  ＦＲＰ製パネルタンク　密閉形隔膜式膨張タンク（空調用・給湯用）
通  する。  　　　　　　　接合方法  44．非破壊検査  はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に非破壊検査を行い、監督職  コンパクト形空気調和機　パッケージ形空気調和機　マルチパッケージ形空気調和機  ステンレス鋼板製パネルタンク（溶接組立形・ボルト組立形）

 ５．発生材の処理等  引渡しを要するもの　　 ※ 有（ ・ 機器類　 ・ 金属類　 ・　　　　）  26．ビニル管の接合方法  ※ 接着接合　　 ・ ゴム輪接合  員に報告する。原則、探査方法は走査式埋設物調査（電磁誘導法または電  ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機  消火装置  スプリンクラー消火システム　不活性ガス消火システム　泡消火システム
※54．建設廃棄物の処理も事  　　　　　　　　　　　 ・ 無  27．ポリエチレン管の  ５０Ａ以下　　　※ メカニカル接合　 ・ 電気融着接合  磁波レーダ法）とする。  空気清浄装置  エアフィルター（パネル形・折込み形）　自動巻取形エアフィルター　電気集じん器  厨房機器  厨房システム  ハロゲン化物消火システム

 放射線透過検査等による埋設物の調査を実施する場合、範囲は監督職員の　　　確認すること  特別管理産業廃棄物　　 ※ 無  　　　　　　　接合方法  ７５Ａ以上　　　※ 電気融着接合  全熱交換器  全熱交換器（回転形・静止形）  鋳鉄製ふた  マンホールふた・弁桝ふた
項  　　　　　　　　　　　 ・ 有（ ・ 配管用保温材　 ・　　　　　　　）  28．溶接配管の検査  ・ ガス配管　　 ・ 冷温水配管　 　・ 冷却水配管　  指示による。放射線透過検査の検査費は別途とする。

 再生資源化を図るもの　 ※ 無  非破壊検査　 　 ※ 無　 　　　　　・ 浸透探傷検査又は磁粉探傷検査  45．他工事との取合い  図面に特記のない場合は別紙「工事区分表」による。

 　　　　　　　　　　　 ・ 有（ ・　　　　　　　・　　　　　　　　）  　　　　　　　　・ 放射線透過検査  電気設備工事、建築工事等との合併工事の場合は工種区分とする。

 アスベスト含有設備資機材（ガスケット、パッキン、たわみ継手等）は関  抜取率は　　　　・ 標準仕様書による　　　　　　　・ 　　　％  46．天井仕上区分 （　　）書きの室名は天井無しを示し，その他は天井ありを示す。

 係法令に従い適切に処理を行う。引渡しを要するもの以外は構外搬出適切  29．異種管の接続  鋼管とステンレス鋼管、銅管と鋼管は（ ※ 標準図　 ・ 図示 ）による。  47．その他  特記事項に「図示による」とあるものは、別図（機器・器具表、系統図、

 処理とする。  平面図等）を示す。 30．支持金物・固定金具  ポンプ及び屋外設置機器・ピット内のアンカーボルト、ナットはステンレ

 撤去機材等（アスベスト類を含む）の搬出・処分費  ス（ＳＵＳ３０４）製とし、屋外及びピット内の配管、ダクトに使用する

 　 ※ 本工事　 ・ 別途工事  支持金物等はステンレス（ＳＵＳ３０４）製又は、溶融亜鉛めっき仕上げ

 フロン、臭化リチウム液、残油処理の搬出・処分費  とする。

 　 ※ 本工事　 ・ 別途工事  溶融亜鉛めっきは　 ※ ２種３５　 ・ ２種５０
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※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志

 １）冷水・温水・冷温水　・ 配管用炭素鋼鋼管（白管）

 ２）膨張・空気抜・補給水・ 配管用炭素鋼鋼管（白管）

の保温材撤去

飛散抑制剤の塗布

配管切断箇所

１
０

０

１００

１００

材をつつみ、テープ等で密閉
ビニールシート等で成形保温

成形保温材に

成形保温材前後

配管切断箇所

フランジ外周部に飛散抑制剤の
塗布又はビニルテープ貼り等

機器切断部

成形保温材付き配管撤去要領図　S=NSダクト・たわみ継手フランジ部撤去要領図　S=NS

ダクト切断部

石綿含有ガスケット

１００１００１００

　　　　　ル法、地方自治体による条例」等に基づき構外搬出適切処理とする。

　　　　　　に、成形保温材前後の保温材を撤去する。

　　　　　　抑制剤の塗布又はビニルテープ貼り等を施す。

　　　　　　側の切断を行う。

　　　　　　塗布又はビニルテープ貼り等を施す。

 　　　 を得ること。

 　　　 い、監督職員に報告を行う。

 　　　 律、建築基準法、建設リサイクル法、地方自治体による条例」等に基づき関係機関と協議を行

石綿含有設備資材の処理について

 　　　 撤去に先立ち、「大気汚染防止法」の他「労働安全衛生法、廃棄物の処理及び清掃に関する法

　　　　３）ダクト片側の切断終了後、フランジ内周部分に外周同様に飛散防止措置を施し、もう片

　　　　２）ダクトの切断は、フランジ部分の両側約１００ｍｍの箇所において慎重に行う。

　　　　１）ダクトの切断に先立ち、飛散防止措置としてダクトフランジ外周部分に、飛散抑制剤の

 　　（１）ダクトフランジ部

 　　　　ダクトフランジ部の撤去は、原則として切断による方法とする。

 　２．各部位の撤去方法は、以下の内容及び撤去要領図を参考とし、監督職員に計画書を提出し承諾

　　　　１）ダクト及び機器の切断に先立ち、飛散防止措置としてダクトフランジ外周部分に、飛散

　　　　たわみ継手フランジ部の撤去は、原則として切断による方法とする。

 　 （２）たわみ継手フランジ部

　　（３）構外搬出適切処理後、監督職員へ報告書を提出する。

　　　　　の他。「労働安全衛生法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、建築基準法、建設リサイク

　　（２）石綿含有廃棄物であることを表示すると共に、石綿飛散防止対策として「大気汚染防止法」

　　（１）処理に先立ち、関係機関と協議を行い監督職員へ計画書を提出し承諾を得る。

 Ⅱ．石綿を含有する設備資材の処理方法（※搬出費・運搬費・処分費は別途）

 　１．工事受注者は、施工に先立ち以下の報告を行うこと。

 Ⅰ．石綿を含有する設備資材の撤去方法

　　　　３）配管の切断は、密閉部分の両側約１００ｍｍの箇所において慎重に行う。

　　　　２）ビニールシート等で成形保温材を包み配管表面でテープ止めとし密閉する。

　　　　１）配管の切断に先立ち、飛散防止措置として成形保温材に飛散抑制剤の塗布を施すととも

　　　　成形保温材付き配管の曲線部の撤去は、原則として切断による方法とする。

　　（４）成形保温材付き配管の曲線部

　　　　１）配管の切断は、フランジ部分にかからない箇所において行う。

　　　　配管フランジ部におけるガスケット撤去は、原則として切断による方法とする。

　　（３）配管フランジ部

　　　　３）ダクト及び機器の切断終了後、フランジ内周部分に外周同様に飛散防止措置を施す。

　　　　２）ダクト及び機器の切断は、フランジ部分の約１００ｍｍの箇所において慎重に行う。

 排煙口から手動開放装置への配線は、標準仕様書第４編１．５．１表４．

 １．１１による耐熱・耐火ケーブルとする。

排
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 か、図示による。

 　　類とする。

 防振基礎の防振材及び振動絶縁効率は、標準仕様書および標準図によるほ 29．機器用基礎

 30．空調用流体の水質基準 日本冷凍空調工業会（冷凍空調機器用水質ガイドライン）による。

 ３）吹出口接続チャンバー以外の内貼りしたチャンバーには点検口を取付

 ２）内貼りチャンバー類の寸法は、外法寸法とする。

 １）空調用の吹出口接続チャンバー及び図示したダクト並びにチャンバー

 　　ける。点検口の大きさは、原則として４００×６００とする。

 28．消音内貼り 排

備

設

水

 肢体不自由者用洗面器に設ける自動水栓に手動スイッチを、

 　※ 設ける　 ・ 設けない

備

設

 図示による。
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 　 （ ・ 担体流動生物濾過方式　 ・ 嫌気分離接触ろ床方式 ）

 構成その他は図示による。 ７．薬液注入装置

 目幅の有効間隔は（ ※ ５ｍｍ　 ・ 　　ｍｍ ）とする。 ６．網かご形スクリーン

 ・ ナイフ仕切弁　 ・ 偏心式プラグ弁　 ・ バタフライ弁 ５．雨水電動遮断弁

 ３）屋外土中用　 ・ 水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（ＨＩＶＰ）

 ２）土間配管用　 ・ ポリ粉体鋼管（ＳＧＰ－ＰＤ）（ＳＧＰ－ＦＰＤ）

 １）一般配管用　 ・ ポリ粉体鋼管（ＳＧＰ－ＰＡ）（ＳＧＰ－ＦＰＡ）

 図面に特記なき場合の耐圧は、５Ｋとする。

 ※ パルス式　　　 ・ 直読式

 ３．弁類

 ４．量水器

 図示による。 １．システム構成その他

 ２．配管材料

浄

化

槽

設

備

 ２．その他

 １．処理種別及び方式

 ・ 合併処理（ ・　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

 ・ 小規模合併処理

 図示による。

 ・ 借用　 ※ 買取り

 ・ 要（取付け位置は図示による。外部出力端子　 ・ 不要　 ・ 要 ）

 １）親メーターはガス供給事業者より借用、子メーターは買取りとする。

 ２）子メーター計量方式（ ・　直読　 ・ 遠隔表示 ）

 ２）液化石油ガス　一般配管用　　・　配管用炭素鋼鋼管（白管）

 １）都市ガス　　　ガス事業者の定めによる。 ２．配管材料

 ４．充てん容器

 ５．バルク貯槽

 施工方法は標準図（施工７２）の　 ・ （ａ）　 ・ （ｂ）　 ・ （ｃ）

 施工方法は標準図（施工７３）の　 ・ （ａ）　 ・ （ｂ） ８．容器転倒防止

 ７．容器廻りの配管

 ３．ガス漏れ警報器

 １．都市ガス設備  ガス事業者の規定する供給約款等の定めによる。

 ※ 不要

 　 警報器から制御盤、遮断弁までの電線管は別途工事とする。

 ※ 借用　 ・ 買取り

 ６．ガスメーター

 ・ 縦型　 ・ 横型　　最大充てん量　 　　ｋｇ

 ・ １０ｋｇ　 ・ ２０ｋｇ　 ・ ５０ｋｇ　　　　　本

 　　　　　　　　　地中埋設用　　・　ポリエチレン被覆鋼管

 ・ 易操作１号消火栓　　 ・ １号消火栓

 　　（屋外露出、寒冷地は保温種別 ｅ２･(ハ)･Ⅶ による）

 　　　　　　　　　　　　　　　　（ＳＴＰＧ３７０－ＶＳ）

 １）屋内消火栓　一般配管用　 ・ 配管用炭素鋼鋼管（白管） １．配管材料

 ただし、公営水道に直結する部分及び特記部分は、１０Ｋとする。

 図面に特記なき場合の耐圧は、５Ｋとする。

 ３．保温  湯沸器の給排気筒の隠ぺい箇所は保温 ｈ･(イ)･Ⅸ を行う。　

 ２．弁類

 １．配管材料

 ２）湯沸器、給湯機廻りの付属配管等は製造業者標準品とする。

 １） ・ 保温付被覆銅管　 ・ 銅管　 ・ ステンレス鋼管

 ４．接続納付金等  ※ 別途工事　 ・ 本工事

 　　ポンプ  着脱装置、ストレーナー及び水中ケーブルの長さは図示による。

 電動機の極数は図示による。

 水中形三相誘導電動機は、（ ※ 乾式　 ・ 油封式 ）とする。

 　　汚物用水中モーター

 ３．汚水、雑排水及び

 ２．排水金物  記号 ＣＯＡＤ は掃除口を兼用する排水金物を示す。

 （第１桝まで含む）　

 １．配管材料

 開閉弁の材質は　 ・ 鋳鉄製（要部青銅製）　 ・ ステンレス鋳物製 ５．屋外消火栓

 ３）　　　　　　一般配管用　 ・ 　

 ２）連結送水管　一般配管用　 ・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（Ｓｃｈ４０）

 ３）消火配管の保温は次による。

 ２）充水タンクの保温　　※ 施工しない　 ・ 施工する

 １）呼水タンクの保温　　※ 施工しない　 ・ 施工する

 　　　　　　　　地中埋設用　 ・ 消火用硬質塩化ビニル外面被覆鋼管

 　　　　　　　　地中埋設用　 ・ 消火用硬質塩化ビニル外面被覆鋼管

 ※ 広範囲型２号消火栓　 ・ ２号消火栓 ４．屋内消火栓

 ３．保温

 箱の材質は　　　 ※ 鋼板製　 ・ ステンレス鋼板製

 　　・ 屋内消火栓　　　 ※ 施工しない　 ・ 施工する

 　　・ スプリンクラー　 ※ 施工しない　 ・ 施工する

 　　・ 連結送水　　　　 ※ 施工しない　 ・ 施工する

 　　・ 連結散水　　　　 ※ 施工しない　 ・ 施工する

 ２．消火栓弁の耐圧  ※ １０Ｋ　 ・ １６Ｋ

 　　（機器、盤類はこれによらなくてもよい）

 １．配管材料

 等品とする。

 ５．温水洗浄便座

 　　　　　 ・ 手動式

 ４．大便器用洗浄弁  操作方式　 ・ 電気開閉式（ ・ センサー式　 ・ タッチスイッチ式 ）

 形式は（ ※ 小便器一体型　 ・ 小便器分離型 ）とする。

 １．一般事項  型番変更等により参考型番が変更又は廃止されている場合、参考型番の同

 ※ 個別感知方式（ ※ ＡＣ電源　 ・ 乾電池 ）　 ・ 手動式

 ※ 標準図（施工６３）　 ・ 標準図（施工６４） ６．器具と排水管接続

 洗浄水量４リットル／回以下とする。

 ３．自動水栓

 ２．小便器用節水装置

 電源種別は　 ※ ＡＣ電源　 ・ 自己発電　 ・ 乾電池

 調節器等の取付け高さは　 ※ １３００ｍｍ　 ・　

 ４．中央監視制御装置  ・ 有り（構成機能は図示による）　　・ 無し

 屋内用キャビネットは　 ※ 鋼板製　 ・ ステンレス鋼板製 ３．自動制御盤

 ２．自動制御機器

 １．システム構成・機能  図示による。

 ２）原則として、次の用途に使用する電線類はＥＭケーブルとし、規格は

 １）屋外、屋内露出の配線は、図面に特記のない限り金属管配線とする。 ５．計装工事の配線

 　　一般共通事項１９．電線類の規格による。

 　　　　　②電気式の調節器（サーモ・ヒューミ等）用電線

 　　天井隠ぺいの配線は、図面に特記のない限りケーブル配線とする。

 　　　　　　における弱電信号、通信線を除く制御線

 　　　　　③各種検出器（温度・湿度等）、操作器（バルブ・ダンパー等）

 　　用途：①電源線、接地線

 　　　　　　　復帰方式

 ２．排煙口

 １．ダクト

 建築設備定期検査業務基準書２０１６年版（（一財）日本建築設備・昇降

 機センター）の排煙風量の検査方法に準ずる。

 ３．排煙口開放及び

 ４．排煙風量測定

 ・ ダンパー形　 （ ・ 天井内取付　 ・ 　　　 ）

 電気式（遠隔操作　 ※　不要　　　　・ 要 ）

 ・ スリット形　 （ ・ 天井取付　　 ・ 壁取付 ）

 ・ パネル形　　 （ ・ 天井取付　　 ・ 壁取付 ）

 ※ 亜鉛鉄板製　　　・ 鋼板製（厚１．６ｍｍ）

 　※ 標準仕様書に記載されている機能

 　　　　　　　　　　　　 ・ ガード付きＬ形温度計

 ・ 空調機のサプライチャンバーからの分岐ダクト　 ・ 外気取入れダクト

 22．風量測定口  標準仕様書によるほか図示した箇所及び下記の箇所に取付ける。

 標準図によるほか図示した箇所に取付ける。

 ・ グリスエクストラクター　 ・ グリスフィルター 21．グリス除去装置

 24．圧力計

 23．温度計

 ・ 空気調和機、全熱交換器廻りの還気ダクト、外気ダクト及び給気ダクト

 標準仕様書によるほか図示した箇所及び下記の箇所に取付ける。

 機器付属以外の温度計は　 ※ バイメタル式温度計

 25．ダンパー

 １）シーリングディフューザーの接続は標準図（施工４７）を参考とする。

 　　　　　　　ボックス

 20．吹出口・吸込口の  ※ 亜鉛鉄板製　 ・ グラスウール製

 　　を設ける。

 　　もよい。

 　　排出できるよう勾配をつける。

 ４）外壁に面するガラリにチャンバー等を設ける場合は、雨水等を自然に

 ３）線状吹出口には、長さ＋１００×３００×３００Ｈの接続チャンバー

 ２）接続するダクトの施工が困難な場所はフレキシブルダクトを使用して

 19．チャンバー等

 　　　　　　　　　　　　（共板フランジ又はスライドオンフランジ）

 　　　　　　　　　　　  　アングルフランジ工法とする）

 　　　　　　　 ・ 要（但し杭は　 ※ 別途工事　 ・ 本工事 ）

 ３）防火区画を貫通するダクトは、その貫通する部分の前後１５０ｍｍを

 ５）土留め工事は　 ※ 不要　 ・ 要（ ・ 本工事　 ・ 別途工事 ）

 ４）基礎杭は　 ※ 不要

 　　（ ・ 屋内　 ・ 屋外 ）より油量監視用）を取付ける。

 ３）遠隔油量指示装置（液面計は（ ・ 抵抗変化式　 ・ 磁歪式 ）で

 ２）保護被覆は　 ※ ＦＲＰ　 ・ エポキシ樹脂　 ・ アスファルト

 １）据付け方法は　 ※ 標準図（施工３０）（二重殻タンク）

 　　　　　　　　　 ・ 標準図（施工３１）（タンク室有り）

 油面計はゲージ式（側圧式）とする。 17．オイルサービスタンク

 16．地下オイルタンク

 ４）厨房用ダクトの板厚は「火災予防条例準則の運用について」による。

 　　１．６ｍｍ厚鋼板製とする。

 ２）長方形ダクトは　 ・ コーナーボルト工法

 １） ※ 低圧ダクト　 ・ 高圧１ダクト　 ・ 高圧２ダクト 18．ダクト

 　　　　　　　　　 　・ アングルフランジ工法

 　　　　　　　　　　　  （ただし、長辺が１５００ｍｍを越えるものは

 鉄製はしご　 ※ 要　　　 ・ 不要

 　　　　・個別リモコン

 12．集中管理リモコン

 15．開放形膨張タンク  本体の材質　 ※ 鋼板製　 ・ ステンレス鋼板製

 14．オイルポンプ  形式　　　　 ※ 渦流形　 ・ 歯車形

 図示による。

 ろ材ユニットは（ ・ 再生式　 ・ 非再生式 ）とし、形式及び性能等は 13．空気清浄装置

 　　　　　　空気調和機

 　・ 外部信号を受け一括停止機能　 ・ 図示する機能

 パッケージ形空気調和機の記載による。

 リモコンの系統区分は図示による。

 集中管理リモコンの機能は、

 　・ エネルギーの管理に関する機能（外部記憶媒体への出力機能含）

 11．マルチパッケージ形

 　　　　　　空気調和機

   　　　　　　　　　　　 ・ カートリッジオリフィス形 ）

 内外渡配線は、原則として冷媒管と共巻きとする。（エアコン含む）

 インバーター機の表示された能力は、型番で選定する。 10．パッケージ形

 ※ 流量調整弁　 ・ 定流量弁　を取付ける。

 ９．ファンコイルユニット

 　 （ 定流量弁の場合は　 ・ ダイヤフラム式流量可変式

 冷温水管の接続部（往・還）にはボール弁を取付ける。

 床置形にはサブドレンパンを設ける、材質等はドレンパンに準ずる。

 による。

 　　　　　　空気調和機  　※ 不要　 ・ 図示による。

 風量３０，０００ｍ３／ｈを超える機器の許容騒音レベルは、図示による。

 ８．ユニット形  コイル通過後のケーシングに講じる表面結露対策は

 ７．冷却塔  標準型、低騒音型、超低騒音型の規定は、日本冷却塔工業会の騒音基準値

 　　　　　　　　　　　 ・ 取付座を取付ける

 １．設計用温湿度条件

湿　度温度(ＤＢ)湿　　度温度(ＤＢ) 温度(ＤＢ) 湿　度

　　％冬季 １９．０℃ ４０％

一　般　系　統
外　気　条　件

夏季 ２８．０℃ ５０％ 　　％

室　　　　　　内　（調整目標値）

 図面に特記なき場合の耐圧は、５Ｋとする。 ３．弁類

 ４．空調機用トラップ  トラップの形式はフロートボール式（床置型）　 ※ ＦＲＰ製保温型

 ６．ばい煙濃度計

 ４）伸縮継手及び掃除口は図示による。

 投光器及び受光器は、送風器付きとする。

 ３）ばいじん量測定口（８０φ×２）　 ※ 取付ける　 ・ 取付けない

 ２）ばい煙濃度計　　　 ・ 取付ける　　 ・ 取付けない

 １）厚さ　　　　　　　 ※ ３．２ｍｍ　 ・ ４．５ｍｍ ５．鋼板製煙道

換

設

備

気

調

・

和

気

空

　　　　　配管およびプラスチック桝は建築工事の重機作業に含む。

　　　　　建築工事の重機作業の後に機械設備にて撤去する。

　　　　　図示された桝類のうち、量水器桝、弁桝、散水栓ＢＯＸ、ため桝、インバート桝は、

　　　　　（ ※ 本工事　 ・ 別途工事 ）とする。

　　　　③熱源の残油はタンク及び配管内を含み回収し、適切に処理するものとし、

　　　　　フロンガスは「冷媒の回収方法について」による。

　　　　②人体及び地球環境に影響を及ぼす冷媒等の回収・破壊処理を行う。

　　　　　（コンクリート基礎の撤去は建築に含む。）

　　　　　図示された機器のうち、太線またはハッチング等により明示されたもの。

　　　　①重機作業に影響のある以下の機器を、建築工事の重機作業に先行して撤去する。

　　書に記載されていない事項は、特記仕様書（機械設備工事の部）による。

　　事共通仕様書（平成３１年版）」（以下、「解体共通仕様書」という。）により、解体共通仕様

１．特記仕様及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の「建築物解体工

Ⅱ．工　事　仕　様　（解体工事の部）

Ⅰ．工　事　概　要　（解体工事の部）

　　　　　よる取り壊しとする。

　１）特記仕様書（機械設備の部）Ⅰ．２．建物概要に記載された取り壊し建物等の撤去を行う。

　２）上記撤去範囲部分は、地中埋設部分を含めて全て撤去する。

　　（１）建物については、

　４）撤去する配管、ダクト（付属品含む）の保温材の分離は原則として中間処理上にて行う。

　　（４）給水、排水、ガス設備については指定工事店により、閉栓工事を行う。

　　（３）屋外埋設機器及び配管・桝類については全て撤去する。

　　（２）その他の機器及び配管・ダクト類について、処理に関する記載のない事項は、全て重機に

　３）本工事による撤去機器、配管及び桝類は、場内の指定場所に集積する。（図面は参考とする）

　　　アスファルト舗装及びコンクリート舗装の路盤撤去、埋め戻し・整地は別途建築工事とする。

１．工　事　内　容　（解体工事の部）

 建築物解体工事（機械設備の部）

冷媒の回収方法について

 　（１）「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）」に

 　　　　従って行い、監督職員に次の書類を提出する。

 　　　　・ 第1種フロン類充填回収業者の登録通知書（都道府県知事登録）の写し

 　　　　・ 事前確認書の写し　 ・ 回収依頼書の写し　・ 引取証明書・破壊証明書の写し

 　（２）ルームエアコン等で、「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」の対象と

 　　　　なっているものは、同法に従ってリサイクル「冷媒の回収は原則としてポンプダウン

 　　　　による。」を行い、監督職員に次の書類を提出する。

 　　　　・ 特定家庭用機器廃棄物管理票（家電リサイクル券）の写し

 ５）蒸気還水　　　　　　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（ＳＴＰＧ３７０Sch40）

 ３）冷却水　　　　　　　・ 配管用炭素鋼鋼管（白管）

 ４）蒸気給気　　　　 　 ・ 配管用炭素鋼鋼管（黒管）

 ６）油・油用通気　　　　・ 配管用炭素鋼鋼管（黒管）

 ７）冷媒　　　　　　　  ・ 断熱材被覆銅管

 ８）空調用給水　　　　　・ ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４）

 １）一般配管用　 ・ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VB・FVB）

 １）屋内汚水管　　　・  硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）　　

 ５）屋外排水管　　　・ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＵ）

 　　　　　　　　　　・ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）（車道部）

　　　　　　　　　ピット内　　　　　　　　　　　（ＳＧＰ－ＶＳ）

 ５．桝のｺﾝｸﾘｰﾄ巻き

・  建築用耐火性硬質ポリ塩化ビニル管(FS-VP）

 ４）通気管　　　　　・ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）

            ・ 建築用耐火性硬質ポリ塩化ビニル管(FS-VP）

 ９）空調用排水 ・ 硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VP) ・ 結露防止層付硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管　

 ３）機械室の手動式エア抜き配管で、特記のない場合の保温範囲は原則と

 ２）自動エア抜き弁装置は、標準図（施工３６（ｇ））による。

 １）エア溜まりを生ずると思われる配管箇所には、必要に応じて操作の容 27．冷温水管等のエア抜き

 　　して分岐部より２ｍとする。

 　　易な位置にエア抜き弁装置（ ※ 手動　 ・ 自動 ）を設ける。

 　　　　　　　ユニット

 26．定風量・変風量  ・ メカニカル形　 ・ 風速センサー形

 (1)防火ダンパーは表示等により区分する。

 (2)防煙ダンパー　 遠隔復帰式（定格入力はＤＣ２４Ｖ、０．７Ａ以下。）

 31．フィルターの予備品 空気調和機器等又はﾌｨﾙﾀｰﾁｬﾝﾊﾞｰの装着枚数の１００％を予備品（枠付）として納める。

自動巻取り形及びグリ－スフィルタ－は装着単位の１００％を予備品として納める。

ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄは総台数の（ ・ ５０％ ・ １００％　）に当たるﾌｨﾙﾀｰを予備品（枠付）

として納める。

  大 便 器 、 小 便 器 に は 、 標 記 板 （ ア ク リ ル 板 に 印 刷 可 ） を 取 付 け る 。

 洗浄用水加温方式は（ ・ 瞬間方式　 ・ 貯湯方式 ）とし、付加機能は

 ２）土間配管用　 ・ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VD・FVD）

　　　　　　　　　・ 水道用硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管（HIVP）・ 架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

                  ・水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管  ・ 水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ二層管

 ３）屋外土中用　 ・ 水道用硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管（HIVP）

 ４）ステンレス鋼管を使用する場合は下記の水質の確認を行う。

 　　電気伝導率、Ｍアルカリ度、カルシウムイオン、マグネシウムイオン、

 　　全硬度、重炭酸イオン、遊離炭酸、塩素イオン、硫酸イオン、シリカ、

 　　蒸発残留物

　　　　　　　　　・ 水道用硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管（HIVP）・ 架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

 ２）受水タンク以降の配管に使用するものの耐圧は、５Ｋとする。

 １）公営水道に直結する配管に使用するものの耐圧は、１０Ｋとする。

 ２）子メーター　 ※ 買取り　 ・ 借　用（ ・ 直読　 ・ 遠隔表示 ）

 １）親メーター　 ※ 借　用　 ・ 買取り（ ・ 直読　 ・ 遠隔表示 ）

 ２．弁類

 ３．量水器

 ３）給水引込部の（ ・ 止水栓　 ・ 弁桝 ）は水道事業者指定品とする。

 現地表示式（直読式）の表示機構は　 ※ 湿式ｱﾅﾛｸﾞ式 ・ 乾式ﾃﾞｼﾞﾀﾙ式

 給水栓用配管の接続口を（ ※ 設ける　 ・ 設けない ）ものとする。

 寸法　 ※ 全長約１３００ｍｍ　　　　　　　 ・ 図示による

 寸法　 ※ 約７０ｍｍ角全長約１３００ｍｍ　 ・ 図示による

 遮断弁の駆動方式は（ ※ 電気式　 ・ 機械式 ）とする。

 遠隔表示式は（ ※ パルス式　 ・ 電文式 ）発信器を備える。

 ２）台所流し用の水栓は泡沫式とする。

 １）屋外の水栓は　 ・ キー式ハンドル　 

 ・ 標準仕様書による　 ・ 水道事業者指定品

 ・ 定流量弁を定水位調整弁の手前に設置する。

 ※ 合成樹脂製　 ・ ステンレス製　 

 ２）子メーター用　 ※ 標準図（機材５７）　 ・ 水道事業者の指定品

 １）親メーター用　 ※ 水道事業者の指定品　 ・ 標準図（機材５７） ４．量水器桝

 ５．定水位調整弁

 ６．緊急遮断弁装置

 ７．水栓柱

 ８．不凍水栓柱

 ９．水栓

 10．タンク

 ２槽式の場合は、連通管を設けるものとする。

 ※ 別途工事　 ・ 本工事 11．引込納付金等

 12．ﾎﾞｯｸｽのｺﾝｸﾘｰﾄ巻き  弁ﾎﾞｯｸｽ，散水栓ﾎﾞｯｸｽ等はｺﾝｸﾘｰﾄ巻き仕上げとする。（但し舗装等の

仕上げ部分は除く。）（施工の際は鉄筋又は，金網で補強を入れること。）

 　　 ・ 耐熱性ライニング鋼管　・ 架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

 ２．配管材料

※重複して適用の場合の

　使用区分は図示による

※重複して適用の場合の

　使用区分は図示による

※重複して適用の場合の

　使用区分は図示による

※重複して適用の場合の

　使用区分は図示による

※重複して適用の場合の

　使用区分は図示による

※重複して適用の場合の

　使用区分は図示による

 　冷媒の回収方法は次による。回収費・処分費は（ ※ 本工事　 ・ 別途工事 ）とする。

　５）浄化槽内の汚泥汲取、清掃、消毒を施工した後、撤去する。
　　　(浄化槽内の汚泥汲取、清掃、消毒は施設管理者側で実施し本工事では実施しない)

　　（４）石綿含有設備機器については、施設管理者及び監督職員と協議の上、適切に処理を行う。

 ２）屋内雑排水管　　・  硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）

 （第１桝まで含む）  ・  建築用耐火性硬質ポリ塩化ビニル管(FS-VP）

　　　　　　　　　 　・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管

　　　　　　　　　 　・ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管

　　する。（但し舗装等の仕上げ部分は除く。）（施工の際は鉄筋又は，

  　小口径桝等はコンクリ－ト巻き仕上げと

　　金網で補強を入れること。）

・　水栓は節水コマ付きを採用する。　・　水栓ハンドルは極力レバ－式を採用する。 ７．水栓

２４．０℃

２４．０℃

３５．２℃

－０．２℃ ６９．９％

６４．６％

木原分団屯所建設工事

2022.9
特記仕様書（工種別事項） NOSCALE

M－002



※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志

6.75

6.70

6.59

（Ａｓ）

（Ｃｏ）

（Ａｓ）

(3.52)

4.49

6.82

6.96

3.14

6.69

3.05

3.45

6.88

2.78

2.98

2.96

2.73

3.08

3.36

(2.15)

4.42

2.74

3.10

4.38

（ｇ）

T

（Ａｓ）

（Ａｓ）

（Ａｓ）

T

（Ｃｏ）

(Co)

5.59

4.36

5.65

4.17

(3.07)

5.62

4.20

(Ａｓ)

2.76

(Co)

4.16

(Ａｓ)

(4.92)

(Co)

6.31

6.52

6.40

6.76

6.62

6.90 6.46

6.53

6.63

5.25

4.46

(4.81)

6.07

5.54

6.19

5.54

3.79

5.29

2.81

5.25

5.30

4.71

2.70

6.50

3.64

256K500

H=3.621

C.6

2.76

4.69

敷
地
境
界
線

道
路

境
界

線

敷地境界線

敷
地

境
界

線 申請建物

木原分団屯所建設工事

2022.9
1/200衛生設備　配置図

給水本管より分岐

給水本管150A

以降平面図参照
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給水引込管(本工事)

舗装撤去復旧(交通誘導員)共
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内ネジ式ボール止水栓 20A

止水栓ボックス
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排気扇

屋根+100程度に取付
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以降側溝へ放流(GL-390)

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｶｯﾀｰ穴明補修共
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新設器具リスト

器 具 名 型 式 備 考計

簡易水洗洋風便器

紙巻器 棚付二連紙巻器

自在水栓 13A(自在・泡まつ水栓)

流し台ユニット 建築工事(排水トラップ共)

簡易水洗便槽

付属品：嵩上げパイプ、マンホール(ロック式)、排気扇(臭突管セット(Ｈ＝３．５ｍ))、

　　　　配管セット(接続ソケット共)、固定バンド(２組)、自在継手他付属品一式

コンクリート基礎は別途建築工事

１

１

１

１

１

特記事項

耐震措置は「建築設備耐震設計・施工指針」による。

給水及び排水は水道局及び下水道担当課の仕様に準じて施工を行うこと。指導による変更工事は本工事にて行うこと。

給水の建物導入部の変位吸収措置を全箇所施工すること。

施工時において凍結の恐れがある配管には十分な凍結防止処置を行うこと(ガス給湯器廻り及び屋外水槽廻り等)。

埋設配管（給水管）には埋設表示杭及び埋設表示テープを設置すること。

各バルブには系統表示を設置すること。

雨水立管以降の埋設配管は本工事にて行うこと。

雨水側溝へ放流に伴う穴明補修は本工事とする。

記 号 名 称

凡 例

管 種

水道用硬質ポリ塩化ビニル管 ＨＩＶＰ ＪＩＳ　Ｋ　６７４２給 水 管

硬質ポリ塩化ビニル管 ＶＰ 

硬質ポリ塩化ビニル管

硬質ポリ塩化ビニル管 ＶＰ 

ＶＰ 汚 水 管

雑排水管

通 気 管

ＪＩＳ　Ｋ　６７４１

ＪＩＳ　Ｋ　６７４１

ＪＩＳ　Ｋ　６７４１

● 埋設表示 埋設表示を示す

水道用ポリエチレン管 ＰＰ ＪＩＳ　Ｋ　６７６２給水管(引込管)

衛生設備　機器表・凡例・桝リスト・勾配図・１階平面図

1
3

CVAT-65

●

VC-P

GV-13散水栓

ﾎﾞｯｸｽ共

1
3

●

A01

A02

A03

A04

A05 A06

6
5

雨水勾配図

A01 A04A03

3,5001,900

A02

2,900

3
0
0

▽GL+690

▽GL±0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
9
0

以降側溝へ放流(GL-390)

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｶｯﾀｰ穴明補修共
口 径 100

100-200

記号 大きさ 深　さ名　　　称 備　　　　　　　　考

A03

A04

A05

A02

A01 200φ

200φ

200φ

200φ

200φ

90L100-200

100-200

100-200

100-200

90Y

小口径雨水桝

小口径雨水桝

小口径雨水桝

小口径雨水桝

小口径雨水桝

300

300

300

300

300

90YW

格子蓋

格子蓋

格子蓋

格子蓋

格子蓋

100-200200φ小口径雨水桝 300 ST 格子蓋

A05

5,000 1,900

3
0
0

▽GL+570

▽GL+380

▽GL+165 ▽GL+40

A06

A06

90Y

90Y

桝　リ　ス　ト

400

ロータンク式(手洗付)、暖房洗浄便座(貯湯式)、止水栓、その他付属品一式共

横型：容量５８０リットル(参考寸法　１５００×７４５×１１４０)

▽壁面
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▽
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82.582.5 2,567.5 2,918

5,485.5

1 2 3

便所

資機材収納庫 待機室

車庫



※A2版をA3版に縮小（70.7％縮小）

　藤本　誠二第　293685　号

１級建築士登録

１級建築士登録 藤
本

矢
野

藤
賀

髙
木

第　315797　号

建設コンサルタント登録　建26第378号

１級建築士事務所 登録18(1)第1252号 藤賀　光由

髙木　洋志

木原分団屯所建設工事

2022.9

記号 名　称 仕　　　　　　　　様 電源 台数 設置場所 備　考

処理風量

付 属 品

1φ100V １
FE

換気扇 パイプ用ファン 便所

40m3/h × 10Pa

処理風量

付 属 品

有圧換気扇 1φ100V １

20cm ×100m3/h × 20Pa

格子タイプ
FE

1

資機材収納庫

処理風量

付 属 品

有圧換気扇 1φ100V １格子タイプ
FE

処理風量

付 属 品

有圧換気扇 1φ100V １格子タイプ
FE

2

3

4

待機室

車庫

20cm ×300m3/h × 20Pa

20cm ×400m3/h × 20Pa

機　器　表

(24時間換気)

特記事項

換気用機器の１次側電源工事は、電気工事とする。

換気用のスイッチ(取付・ボックス共)・配管・配線は電気工事とする。

換気用スイッチが電気工事の場合、設置機器に使用可能なことを確認しておくこと。

ウェザーカバーと外壁面との隙間から雨水が侵入しないよう防水対策を十分に行うこと。

換気設備　機器表・１階平面図

１階平面図　　　　　Ｓ：１／５０

1/50

M－005

１

階 室    名 判定
（m3/h）

換気扇風量必要風量

（m3/h）

床面積

（m2）

シックハウス換気計算

（m）

天井高

回数

換気

待機室 22.8 2.125 0.3 14.535 300(FE-2)

排気用：200□用ｽﾃﾝﾚｽ製ｳｪｻﾞｰｶﾊﾞｰ(焼付塗装、防虫網)、取付枠共 

排気用：200□用ｽﾃﾝﾚｽ製ｳｪｻﾞｰｶﾊﾞｰ(焼付塗装、防虫網)、取付枠共 

給気用：200□用ｽﾃﾝﾚｽ製ｳｪｻﾞｰｶﾊﾞｰ(焼付塗装、防虫網)、取付枠共 

排気用：200□用ｽﾃﾝﾚｽ製ｳｪｻﾞｰｶﾊﾞｰ(焼付塗装、防虫網)、取付枠共 

排気用：100φ用SUS製深型ﾌｰﾄﾞ(防虫網・焼付塗装共)

▽壁面
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5,485.5

1 2 3

便所
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工　事　名　称 木原分団屯所建設工事

工　事　場　所

［工　事　概　要］

用途,構造,面積

工　事　範　囲

別　途　工　事

工　　　　　期 契約締結日の翌日 ～ 令和5年3月27日

一　般　事　項

　《 工事予算内訳 》

区　　　　　分 概　　　　　要

設　計　金　額

消　費　税　額

合　計　金　額

〈内　　　　　訳〉

 

参考数量書

三原市木原四丁目

屯所，鉄骨ユニット構造，延床面積62.1㎡

建築工事一式

無し



工事費内訳

直接工事費      

建築工事        
1   

式
機械設備工事    

1   
式

計

共通費          

  共通仮設費    
1   

式
  現場管理費    

1   
式

  一般管理費等  
1   

式
計

工事価格        
1   

式
消費税等相当額  

1   消費税率 10 ％
式

工事費          
1   

式

調査基準価格
1   

式

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



工事費内訳

調査基準価格の100/110
1   

式

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



工事種別内訳

建築工事        
1   

式
電気設備工事    

1   
式

機械設備工事    
1   

式
計

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 金 　　　　　額 備　　　　考単 位



建築工事　種目別内訳

屯所            
1   

式
計

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



電気設備工事　種目別内訳

屯所            
1   

式
計

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



機械設備工事　種目別内訳

屯所            
1   

式
外部            

1   
式

計

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



建築工事　科目別内訳

直接仮設        
1   

式
土工            

1   
式

地業            
1   

式
鉄筋            

1   
式

コンクリート    
1   

式
型枠            

1   
式

建具            
1   

式
塗装            

1   
式

金属            
1   

式
左官            

1   
式

内外装          
1   

式
ユニット及びその他

1   
式

構内舗装        
1   

式
撤去            

1   
式

計

屯所

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



電気設備工事　科目別内訳

電灯設備        
1   

式
構内交換設備    

1   
式

テレビ共同受信設備
1   

式
構内配電線路    

1   
式

構内通信線路    
1   

式
計

屯所

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



機械設備工事　科目別内訳

換気設備        
1   

式
衛生器具設備    

1   
式

給水設備        
1   

式
排水設備        

1   
式

計

屯所

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



機械設備工事　科目別内訳

給水設備        
1   

式
排水設備        

1   
式

計

外部

名　　　　　　　　　　　　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



建築工事　中科目別内訳

直接仮設        
1   

式
計

土工            
1   

式
計

地業            地業            
1   

式
計

鉄筋            躯体            
1   

式
計

コンクリート    躯体            
1   

式
計

型枠            躯体            
1   

式
計

建具            鋼製軽量建具    
1   

式
建具            ガラス          

1   
式

計

屯所

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



建築工事　中科目別内訳

塗装            外部            
1   

式
塗装            内部            

1   
式

計

金属            外部            
1   

式
金属            内部            

1   
式

計

左官            内部            
1   

式
計

内外装          内部            
1   

式
計

ユニット及びその他 外部            
1   

式
計

構内舗装        
1   

式
計

撤去            
1   

式

屯所

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



建築工事　中科目別内訳

計

屯所

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



電気設備工事　中科目別内訳

電灯設備        電灯幹線        
1   

式
電灯設備        電灯分岐        

1   
式

電灯設備        コンセント分岐  
1   

式
計

構内交換設備    
1   

式
計

テレビ共同受信設備
1   

式
計

構内配電線路    電力引込み      
1   

式
計

構内通信線路    通信引込み      
1   

式
計

屯所

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



機械設備工事　中科目別内訳

換気設備        機器設備        
1   

式
計

衛生器具設備    
1   

式
計

給水設備        
1   

式
計

排水設備        
1   

式
計

屯所

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



機械設備工事　中科目別内訳

給水設備        
1   

式
計

排水設備        
1   

式
計

外部

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単 位 金 　　　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

遣方            一 般                           
62.1 

㎡
墨出し          一 般                           

S造      地上階                 62.1 
㎡

養生            一 般                           
S造      地上階                 62.1 

㎡
整理清掃        一 般                           
後片付け        S造      地上階                 62.1 

㎡
内部仕上足場    

62.1 
㎡

仮設材運搬      平家建                          
(内部仕上足場   62.1 
脚立足場)       ㎡

計

屯所 直接仮設

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

根切り          つぼ,布掘り                     
深さ2.5m程度                    43.39

ｍ3
埋戻し(B種)     -          発生土               

33.28
ｍ3

盛土(B種)       発生土                          
7.63

ｍ3
床付け          つぼ,布掘り                     

22.96
㎡

建設発生土運搬  ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ    2t積級             
ﾊﾞｯｸﾎｳ0.13m3 土砂 DID区間有り   10.11
 6.5㎞以下                      ｍ3

発生土処分      
10.11

ｍ
計

屯所 土工

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

砂利地業        切込砕石                        
8.52

ｍ3
床下防湿層敷き  ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ 厚0.15              

58.03
㎡

土間下断熱材敷き 2種b 厚さ25㎜                   
58.03

㎡
計

屯所 地業 地業

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用    JIS G3112 SD295  D10            
異形棒鋼        1.1 

ｔ
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用    JIS G3112 SD295  D13            
異形棒鋼        0.1 

ｔ
鉄筋加工組立    S造                             

床版               -            1.2 
ｔ

スクラップ控除  
▲0.03

ｔ
鉄筋運搬費      4ｔ車  30㎞程度                 

1.2 
ｔ

計

屯所 鉄筋 躯体

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ      JIS A5308   FC=27      S15      
粗骨材20                        11.6 

ｍ3
普通ｺﾝｸﾘｰﾄ      JIS A5308   FC=27      S15      

粗骨材20                        9.7 
ｍ3

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ      JIS A5308   FC=18      S15      
粗骨材20                        1.15

ｍ3
ｺﾝｸﾘｰﾄ打設手間  基礎部         ﾎﾟﾝﾌﾟ打設        

50m3/回未満        S15～S18     11.6 
-        圧送費､基本料別途      ｍ3

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設手間  土間           ﾎﾟﾝﾌﾟ打設        
50m3/回程度        S15～S18     9.7 
-        圧送費､基本料別途      ｍ3

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設手間  捨てｺﾝｸﾘｰﾄ     ﾎﾟﾝﾌﾟ打設        
30m3/回程度        S15～S18     1.15
-        圧送費､基本料別途      ｍ3

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ圧送 30m3以上 50m3/回未満            
基本料金        3   

回
計

屯所 コンクリート 躯体

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

型枠            普通合板型枠                    
-                  基礎部       47.3 
-                               ㎡

型枠            打放合板型枠B種                 
ﾗｰﾒﾝ構造           基礎部       54.5 
-                               ㎡

型枠運搬費      4ｔ車  30㎞程度 往復            
102   

㎡
計

屯所 型枠 躯体

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

LSD-1           引込戸　850*1945                
1   

か所
同上工事費      

1   
式

同上搬入費      
1   

式
LSD-2           引込戸　950*1945                

1   
か所

同上工事費      
1   

式
同上搬入費      

1   
式

法定福利費      
1   

式
計

屯所 建具 鋼製軽量建具

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

型板ガラス      4mm　シール共                   
1   

か所
計

屯所 建具 ガラス

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

ＮＡＤ塗り      ｺﾝｸﾘｰﾄ面       工程A種          
素地B種                         16.9 

㎡
計

屯所 塗装 外部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

防塵塗装        
58.1 

㎡
計

屯所 塗装 内部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

屋外掲示板      
1   

か所
ホース乾燥塔    手動ロープ付き　両側６本仕様    

1   
本

アルミ製ルーバー アルミ製既製品　木目調          
格子            W1500*H1100                     2   

か所
アルミ製手摺    L＝2500　H＝1100                

1   
か所

切抜文字        ステンレス200×200              
12   

か所
ステンレスプレー 250*2800　t=3.0                 
ト              16.7 

kg
計

屯所 金属 外部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

軽量鉄骨壁下地   65形 下地張りなし @300         
37.1 

㎡
アルミ製額縁    

20.8 
ｍ

アンカーボルト  
25   

か所
L型アングル     65*65*6　SS400                  

0.02
ｔ

ステンレス製流し W1200                           
1   

か所
計

屯所 金属 内部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

床ｺﾝｸﾘｰﾄ直均し  金ごて 直均し仕上げ             
仕上げ          58.1 

㎡
計

屯所 左官 内部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

ﾋﾞﾆﾙ幅木        高さ60                          
22.3 

ｍ
ビニルクロス張り

51.8 
㎡

壁              厚12.5   不燃                   
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ   鋼製､木､ﾎﾞｰﾄﾞ下地 突付け        51.8 
張り(GB-R)      -             -                 ㎡
壁　グラスウール 24ｋ　t=50                      
充填            37.1 

㎡
建具硝子        
目隠しシート貼り 0.1 

㎡
計

屯所 内外装 内部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

ガレージユニット 別紙 00-0001
1   

式
消火器          ABC粉末                         

1   
本

車止めブロック  
2   

か所
計

屯所 ユニット及びその他 外部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装      A-5-15 再生密粒 再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ     
500㎡未満                       20.8 

㎡
計

屯所 構内舗装

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　細目別内訳

カッター入れ    
30.6 

ｍ
すきとり        積み込み共 H300程度             

4.42
ｍ3

撤去材運搬      ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ    4t積級             
ﾊﾞｯｸﾎｳ0.28m3 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ類       4.42
DID区間有り  4.5㎞以下          ｍ3

撤去材処分      がれき類　アスファルト塊        
8   

ｔ
計

屯所 撤去

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　細目別内訳

電線            別紙 00-0010
1   

式
ケーブル        別紙 00-0011

1   
式

電線管          別紙 00-0012
1   

式
計

屯所 電灯設備 電灯幹線

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　細目別内訳

分電盤          別紙 00-0013
1   

式
LED灯           別紙 00-0014

1   
式

配線器具        別紙 00-0015
1   

式
電線            別紙 00-0016

1   
式

ケーブル        別紙 00-0017
1   

式
電線管          別紙 00-0018

1   
式

ボックス類      別紙 00-0019
1   

式
計

屯所 電灯設備 電灯分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　細目別内訳

配線器具        別紙 00-0020
1   

式
電線            別紙 00-0021

1   
式

ケーブル        別紙 00-0022
1   

式
電線管          別紙 00-0023

1   
式

ボックス類      別紙 00-0024
1   

式
計

屯所 電灯設備 コンセント分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　細目別内訳

電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ    別紙 00-0025
1   

式
電線            別紙 00-0026

1   
式

電線管          別紙 00-0027
1   

式
ボックス類      別紙 00-0028

1   
式

計

屯所 構内交換設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　細目別内訳

直列ユニット    別紙 00-0029
1   

式
ケーブル        別紙 00-0030

1   
式

電線管          別紙 00-0031
1   

式
ボックス類      別紙 00-0032

1   
式

計

屯所 テレビ共同受信設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　細目別内訳

電線            別紙 00-0033
1   

式
ｹｰﾌﾞﾙ           別紙 00-0034

1   
式

電線管          別紙 00-0035
1   

式
ﾎﾞｯｸｽ類         別紙 00-0036

1   
式

接地工事        別紙 00-0037
1   

式
鋼管柱          別紙 00-0038

1   
式

土工事          別紙 00-0039
1   

式
計

屯所 構内配電線路 電力引込み

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　細目別内訳

ｹｰﾌﾞﾙ           別紙 00-0040
1   

式
電線管          別紙 00-0041

1   
式

ﾎﾞｯｸｽ類         別紙 00-0042
1   

式
土工事          別紙 00-0043

1   
式

計

屯所 構内通信線路 通信引込み

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　細目別内訳

FE-1            格子ﾀｲﾌﾟ                        
有圧換気扇      処理風量　20cm×100ｍ3/ｈ×20Pa 1   

付属品共                        台
FE-2            格子ﾀｲﾌﾟ                        
有圧換気扇      処理風量　20cm×300ｍ3/ｈ×20Pa 1   

付属品共                        台
FE-3            格子ﾀｲﾌﾟ                        
有圧換気扇      処理風量　20cm×400ｍ3/ｈ×20Pa 1   

付属品共                        台
FE-4            ﾊﾟｲﾌﾟ用ﾌｧﾝ                      
換気扇          処理風量　40ｍ3/ｈ×10Pa        1   

付属品共                        台
機器取付費      別紙 00-0003

1   
式

計

屯所 換気設備 機器設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　細目別内訳

簡易水洗便器    洋風大便器(暖房洗浄便座共)      
便槽            便槽　580ﾘｯﾄﾙﾀｲﾌﾟ               1   

配管・その他付属品共            組
機器取付費      別紙 00-0004

1   
式

計

屯所 衛生器具設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　細目別内訳

給水・耐衝撃性  屋内一般        16A             
ﾎﾟﾘ塩ﾋﾞ管(HIVP) 3   

ｍ
給水・耐衝撃性  機械室・便所    16A             
ﾎﾟﾘ塩ﾋﾞ管(HIVP) 2   

ｍ
保温工事        別紙 00-0005

1   
式

自在水栓        F 5  泡 沫                 13A  
1   

個
ｽﾘｰﾌﾞ           別紙 00-0006

1   
式

計

屯所 給水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　細目別内訳

排水・硬質ﾎﾟﾘ   屋内一般        65A             
塩化ﾋﾞﾆﾙ管      3   
(VP)            ｍ
排水・硬質ﾎﾟﾘ   機械室・便所   100A             
塩化ﾋﾞﾆﾙ管      2   
(VP)            ｍ
床上掃除口      ＶＰ用化粧形　CVAT  65A         
(非防水形)      1   

個
ｽﾘｰﾌﾞ           別紙 00-0007

1   
式

計

屯所 排水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　細目別内訳

給水・耐衝撃性  地中配管        16A             
ﾎﾟﾘ塩ﾋﾞ管(HIVP) 21   

ｍ
散水栓ﾎﾞｯｸｽ     WB･13A 水栓共                   

1   
個

青銅仕切弁      10K(ねじ)  15A                  
1   

個
弁桝            機 械 VC-P( 550H)               

1   
組

量水器　取付     13A                            
1   

個
ﾒｰﾀｰ設置器      13A用                           

1   
組

量水器桝        機 械 MC-1( 450H)               
1   

組
給水引込工事    

1   
式

土工事          別紙 00-0008
1   

式
計

外部 給水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　細目別内訳

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ桝       桝径200φ 最大排水管径100φ     
90L､45L      塩ﾋﾞふた付         1   
～500                           組

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ桝       桝径200φ 最大排水管径100φ     
90Y､45Y､45YS 塩ﾋﾞふた付         1   
～500                           組

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ桝       桝径200φ 最大排水管径100φ     
90Y､45Y､45YS 塩ﾋﾞふた付         1   
～500                           組

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ桝       桝径200φ 最大排水管径100φ     
WLS          塩ﾋﾞふた付         1   
～500                           組

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ桝       桝径200φ 最大排水管径100φ     
90Y､45Y､45YS 塩ﾋﾞふた付         1   
～500                           組

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ桝       桝径200φ 最大排水管径100φ     
ST           塩ﾋﾞふた付         1   
～500                           組

排水・硬質ﾎﾟﾘ   地中配管       100A             
塩化ﾋﾞﾆﾙ管      16   
(VP)            ｍ
機械はつり(ﾀﾞｲﾔﾓ 100～150㎜ 150㎜                
ﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる   1   
配管用貫通口)   か所
土工事          別紙 00-0009

1   
式

計

外部 排水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　別紙明細

ガレージユニット 別紙 00-0001
1   

式
ガレージユニット 基本棟　3355H　目隠し           
本体費          1   

か所
ガレージユニット 追加棟　3055H　目隠し           
本体費          1   

か所
ガレージユニット 追加棟　1955H　目隠し           
本体費          1   

か所
ガレージユニット 追加棟　3355H　シャッター       
本体費          文字書き共                      1   

か所
間仕切り壁      55H                             

1   
か所

シャッター延長  200mm                           
1   

か所
引き戸          

2   
か所

窓サッシ        透明ガラス3mm共                 
2   

か所
FIX窓付パネル   

1   
か所

トイセット      
1   

式
運搬費          

1   
式

本体組立費      ４連棟                          
1   

式
間仕切り壁　取付
費              1   

式
引き戸　取付費  

1   
式

屯所 ユニット及びその他 外部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



建築工事　別紙明細

ガレージユニット 別紙 00-0001
1   

式
窓サッシ　取付費

1   
式

トイレセット　取
付費            1   

式
オーバーコート  外装　片側面　奥行55　銀黒      

2   
面

オーバーコート  外装　後・前面　奥行33　銀黒    
3   

面
オーバーコート  外装　後・前面　奥行30　銀黒    

2   
面

オーバーコート  外装　後・前面　奥行19　銀黒    
2   

面
シーリングコート 天井3055　ベーシックカラー　断熱

材共                            1   
面

シーリングコート 天井3355　ベーシックカラー　断熱
材共                            1   

面
シーリングコート 開口部用役物　外装　片面        

4   
か所

運搬費          オーバーコート・シーリングコート
1   

式
オーバーコート取
付費            1   

式
シーリングコート
取付費          1   

式
開口部加工費    

4   
か所

計

屯所 ユニット及びその他 外部

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

電線            別紙 00-0010
1   

式
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 5.5mm2                          
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 10   

ｍ
計

ケーブル        別紙 00-0011
1   

式
EM-CEｹｰﾌﾞﾙ        8mm2- 3C 管内                 

10   
ｍ

計

電線管          別紙 00-0012
1   

式
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 31㎜           
(E)             10   

ｍ
計

屯所 電灯設備 電灯幹線

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

分電盤          別紙 00-0013
1   

式
分電盤          L-1                             

1   
面

計

LED灯           別紙 00-0014
1   

式
LED照明器具     LSS1       -4 -23      LN       

8   
個

LED照明器具     LSS1       -4 -48      LN       
4   

個
LED照明器具     LSS1       -2 -15      LN       

1   
個

LED照明器具     LBF3MP/RP  -2 -13      LN       
2   

個
LED照明器具     LED赤色表示灯                   

1   
個

計

屯所 電灯設備 電灯分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

配線器具        別紙 00-0015
1   

式
ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ       1P 15A ×1    ﾈｰﾑ無             
(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付)   -             -                 1   

個
ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ       1P L 15A ×1  ﾈｰﾑ付             
(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付)   -             -                 1   

個
ﾀﾝﾌﾞﾗｽｲｯﾁ       1P 15A ×1    ﾈｰﾑ無             
(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付)   PL ×1        -                 3   

個
自動点滅器      3A ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ                      

1   
個

ｺﾝｾﾝﾄ           連用形2P15A×1                  
(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付)   (抜止め)                        3   

125V                            個
計

電線            別紙 00-0016
1   

式
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 1.6㎜                           
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 59   

ｍ
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 2.0㎜                           
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 22   

ｍ
計

屯所 電灯設備 電灯分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

ケーブル        別紙 00-0017
1   

式
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 1.6㎜- 2C ﾋﾟｯﾄ・天井            
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 10   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 1.6㎜- 2C FEP内(PF･CD)          
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 2   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 1.6㎜- 3C ﾋﾟｯﾄ・天井            
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 24   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 1.6㎜- 3C FEP内(PF･CD)          
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 3   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C ﾋﾟｯﾄ・天井            
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 3   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C FEP内(PF･CD)          
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 1   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

計

屯所 電灯設備 電灯分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

電線管          別紙 00-0018
1   

式
合成樹脂製可とう 隠ぺい・埋込配管 16㎜           
電線管 (PF単層) 5   

ｍ
合成樹脂製可とう 隠ぺい・埋込配管 22㎜           
電線管 (PF単層) 1   

ｍ
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 19㎜           
(E)             16   

ｍ
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 25㎜           
(E)             3   

ｍ
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 31㎜           
(E)             1   

ｍ
計

ボックス類      別紙 00-0019
1   

式
合成樹脂製      中四角 浅型         D44         
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ(ｶﾊﾞｰ 12   
付)             個
金属製          25(22) 1方出                    
露出丸形ﾎﾞｯｸｽ   2   
(塗装共)        個
金属製          25(22) 3方出                    
露出丸形ﾎﾞｯｸｽ   1   
(塗装共)        個
金属製          25(22) 1個用1方出               
露出ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ   2   
(塗装共)        個

計

屯所 電灯設備 電灯分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

配線器具        別紙 00-0020
1   

式
ｺﾝｾﾝﾄ           連用形2P15A×2                  
(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付)   (接地極×2付 一体形)            10   

125V                            個
ｺﾝｾﾝﾄ           連用形2P15A×1                  
(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付)   (接地端子付 一体形)             2   

125V                            個
ｺﾝｾﾝﾄ           連用形2P15A×2                  
(金属ﾌﾟﾚｰﾄ付)   (接地端子付 一体形)             3   

125V                            個
防水ｺﾝｾﾝﾄ       2P15A×2（×3)・接地端子付      

2   
個

計

電線            別紙 00-0021
1   

式
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 2.0㎜                           
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 130   

ｍ
計

ケーブル        別紙 00-0022
1   

式
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C ﾋﾟｯﾄ・天井            
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 44   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ
600Vﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁 2.0㎜- 3C FEP内(PF･CD)          
耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ 27   
ｹｰﾌﾞﾙ平形 EM-EEF ｍ

計

屯所 電灯設備 コンセント分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

電線管          別紙 00-0023
1   

式
合成樹脂製可とう 隠ぺい・埋込配管 22㎜           
電線管 (PF単層) 27   

ｍ
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 25㎜           
(E)             29   

ｍ
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 31㎜           
(E)             8   

ｍ
計

ボックス類      別紙 00-0024
1   

式
合成樹脂製      中四角 浅型         D44         
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ(ｶﾊﾞｰ 11   
付)             個
金属製          25(22) 3方出                    
露出丸形ﾎﾞｯｸｽ   5   
(塗装共)        個
金属製          25(22) 1個用1方出               
露出ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ   4   
(塗装共)        個
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ        SS 300゜×200                   

1   
個

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ        SS 400゜×200                   
1   

個
平板塗装        

1.2 
㎡

計

屯所 電灯設備 コンセント分岐

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

電話用ｱｳﾄﾚｯﾄ    別紙 00-0025
1   

式
ﾌﾗｯｼｭﾌﾟﾚｰﾄ      角型 ﾊﾄﾒ                        
(金属製)        1   

個
計

電線            別紙 00-0026
1   

式
導入線          

7   
ｍ

導入線(PF管内)  
6   

ｍ
計

電線管          別紙 00-0027
1   

式
合成樹脂製可とう 隠ぺい・埋込配管 16㎜           
電線管 (PF単層) 6   

ｍ
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 25㎜           
(E)             7   

ｍ
計

屯所 構内交換設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

ボックス類      別紙 00-0028
1   

式
合成樹脂製      中四角 浅型         D44         
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ(ｶﾊﾞｰ 1   
付)             個
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ        SS 200゜×100                   

1   
個

平板塗装        
0.2 

㎡
計

屯所 構内交換設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

直列ユニット    別紙 00-0029
1   

式
直列ﾕﾆｯﾄ        CS-  7F- RWE                    
（金属ﾌﾟﾚｰﾄ）   1   

個
計

ケーブル        別紙 00-0030
1   

式
EM同軸ｹｰﾌﾞﾙ     EM-S-5C-FB  管内                

7   
ｍ

EM同軸ｹｰﾌﾞﾙ     EM-S-5C-FB  FEP内(PF･CD)        
7   

ｍ
計

電線管          別紙 00-0031
1   

式
合成樹脂製可とう 隠ぺい・埋込配管 16㎜           
電線管 (PF単層) 7   

ｍ
ねじなし電線管  露出配管(塗装有) 25㎜           
(E)             7   

ｍ
計

屯所 テレビ共同受信設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

ボックス類      別紙 00-0032
1   

式
合成樹脂製      中四角 浅型         D44         
ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽ(ｶﾊﾞｰ 1   
付)             個

計

屯所 テレビ共同受信設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

電線            別紙 00-0033
1   

式
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 5.5mm2                          
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 4   

ｍ
計

ｹｰﾌﾞﾙ           別紙 00-0034
1   

式
EM-CEｹｰﾌﾞﾙ        8mm2- 3C 管内                 

7   
ｍ

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ        8mm2- 3C FEP内(PF･CD)         
5   

ｍ
計

電線管          別紙 00-0035
1   

式
硬質ﾋﾞﾆﾙ電線管  隠ぺい・埋込配管 16㎜           
(VE)            4   

ｍ
厚鋼電線管      露出配管(塗装有) 28㎜           
(G)             3   

ｍ
波付硬質合成     (30)                           
樹脂管(FEP)     5   

ｍ
異種管継手      FEP 30用                        

1   
組

計

屯所 構内配電線路 電力引込み

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

ﾎﾞｯｸｽ類         別紙 00-0036
1   

式
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ        SS 200゜×100 WP-SUS            

1   
個

平板塗装        
0.2 

㎡
計

接地工事        別紙 00-0037
1   

式
接地極          14φ×1.5m                      
(銅覆鋼棒打込式) 1   

か所
接地極埋設標    金属製                          

1   
枚

計

鋼管柱          別紙 00-0038
1   

式
ｽｯｷﾘﾎﾟｰﾙ        ﾎﾞｯｸｽ付                         

1   
基

計

屯所 構内配電線路 電力引込み

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

土工事          別紙 00-0039
1   

式
根切り(機械)    ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3                   

排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      0.9 
ｍ3

埋戻し          機 械 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3             
排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      0.9 

ｍ3
埋設標識ｼｰﾄ     2倍長(W)150                     

3   
ｍ

ﾊﾞｯｸﾎｳ運転      ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3                   
排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      1   

日
計

屯所 構内配電線路 電力引込み

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

ｹｰﾌﾞﾙ           別紙 00-0040
1   

式
EM同軸ｹｰﾌﾞﾙ     EM-S-5C-FB  管内                

7   
ｍ

EM同軸ｹｰﾌﾞﾙ     EM-S-5C-FB  FEP内(PF･CD)        
5   

ｍ
計

電線管          別紙 00-0041
1   

式
厚鋼電線管      露出配管(塗装有) 28㎜           
(G)             5   

ｍ
波付硬質合成     (30)                           
樹脂管(FEP)     5   

ｍ
異種管継手      FEP 30用                        

1   
組

計

ﾎﾞｯｸｽ類         別紙 00-0042
1   

式
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽ        SS 200゜×100 WP-SUS            

1   
個

平板塗装        
0.2 

㎡
計

屯所 構内通信線路 通信引込み

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



電気設備工事　別紙明細

土工事          別紙 00-0043
1   

式
根切り(機械)    ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3                   

排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      0.9 
ｍ3

埋戻し          機 械 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3             
排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      0.9 

ｍ3
埋設標識ｼｰﾄ     2倍長(W)150                     

3   
ｍ

計

屯所 構内通信線路 通信引込み

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　別紙明細

機器取付費      別紙 00-0003
1   

式
圧力扇 据付     200φ以下                       

3   
台

ｳｪｻﾞｰｶﾊﾞｰ       ｽﾃﾝﾚｽ製       20㎝用            
3   

個
ﾊﾟｲﾌﾟ用ﾌｧﾝ 据付 150φ以下                       

1   
台

計

屯所 換気設備 機器設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　別紙明細

機器取付費      別紙 00-0004
1   

式
大便器 取付     ﾀﾝｸ式    温水洗浄便座           
(基準単価)      1   

組
FRP製一体形ﾀﾝｸ   1m3                            
据付            1   

基
計

屯所 衛生器具設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　別紙明細

保温工事        別紙 00-0005
1   

式
給排水管等 保温 ｸﾞﾗｽｳｰﾙ                         
(基準単価)      天井内,ﾊﾟｲﾌﾟｼｬﾌﾄ内 ｱﾙﾐｶﾞﾗｽ化粧筒 2   

 15A                            ｍ
計

ｽﾘｰﾌﾞ           別紙 00-0006
1   

式
給水管          

7   
％

計

屯所 給水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　別紙明細

ｽﾘｰﾌﾞ           別紙 00-0007
1   

式
排水管          

7   
％

計

屯所 排水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　別紙明細

土工事          別紙 00-0008
1   

式
根切り(機械)    ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3                   

排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      6.3 
ｍ3

山砂            
2   

ｍ3
埋戻し          機 械 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3             

排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      4.3 
ｍ3

建設発生土処理  人 力 構内敷ならし              
2   

ｍ3
計

外部 給水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



機械設備工事　別紙明細

土工事          別紙 00-0009
1   

式
根切り(機械)    ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3                   

排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      3.1 
ｍ3

山砂            
2.4 

ｍ3
埋戻し          機 械 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.13m3             

排出ｶﾞｽ対策型 油圧式ｸﾛｰﾗ型      0.8 
ｍ3

建設発生土処理  人 力 構内敷ならし              
2.4 

ｍ3
計

外部 排水設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



共通仮設費(積上)　明細

仮囲い          別紙 00-0002
1   

式
計

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



現場管理費(積上)　明細

工事中情報共有シ
ステム          1   

式
計

名　　　称 摘　　　　　要 数　　量 単 位 単　　価 金 　　　額 備　　　　考



共通仮設費(積上)  共通費別紙明細

仮囲い          別紙 00-0002
1      

式
仮囲い          設置費   フェンスバリケード     

Ｈ1.8ｍ                         41.3    
ｍ

仮囲い          撤去費   フェンスバリケード     
Ｈ1.8ｍ                         41.3    

ｍ
仮囲い運搬      H=2.0m                          

41.3    
ｍ

シートゲート    W=3.6ｍ×H=4.5ｍ                
1      

式
交通誘導員      1日/人                          

85      
人

計

備　　　　考単 位 金 　　　額単　　価摘　　　　　要名　　　称 数　　量


